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第1章

序論

1.1研究の背景

1.1.1地球環境負荷低減に向けた建築の役割

建築構造物は時代とともにある｡時代の背景を受けて必要とされる機能,空間が変化し,建設技術や構法の発展に

したがって建築構造物は変化してきた｡したがって,建築構造物は時代および社会を映し出すものである｡しかし,

時代が変化しても建築物に求められる諸性能には大きな変化はない｡快適に利用可能な環境を提供するための機能,

外力から人命や財産を護り,永続的に利用するための強度,素材や空間構成を活かした美しさである｡これらを満足

し理想的な建築物を造りだすために,技術が進歩してきたともいえる｡

人類は様々な時代を経て現在に至っている｡その中で,大きな変革ともいえるのは19世紀の産業革命であろう｡産

業革命は大量生産･大量消費･大量廃棄による経済活動の拡大と技術の発展をもたらした｡わが国の建築産業もその

後の世界の産業発展の過程で確実に変化を遂げ,生活空間は飛躍的に改善され,その建設技術のレベルは世界的に見

ても,きわめて高い水準へ達した｡しかしながら､そこに見る文明の発展は地球の持つ無限とも思える恵みに依存し

て行われ続け,我々はそのめざましい成果を享受したが,一方で文明は自然を破壊し,その結果として気候変動を招

き,生態系に大きな影響を及ぼし､地球規模の環境変動の原因を生み出すという結果を招いた｡

産業革命から2世紀を経た現在,地球環境問題はその深刻さをますます増加させ,我々の社会基盤そのものが脅か

される事態に直面しつつある｡環境問題は早急に人類が取り組むべき重要な課題の1つである｡

この間題の難しさは,地球環境問題と1つの言葉で表される内容が,オゾン層の破壊や酸性雨,地球温暖化など多

様な現象を含み,その態様が多様な形態となって表出するものであり､かつそれぞれの現象が複雑に絡み合って問題

群を形成していることに加えて､その一つ一つの現象が極めて長時間をかけて進行する現象であるため,それらへの

対策の効果を短期的には確認し難いことや,局所的な問題解決に対する努力が大域的な問題解決に必ずしも結びつか

ないこともあるということにある｡

｢持続可能な発展(SastainableDevelopment)｣という言葉は,地球環境保全のキーワードとして広く認知される

ようになった｡しかしながら,これを実現するための確かなシナリオは残念ながら未だ見出されていない｡しかし努

力を怠れば,人々の生存を支える地球環境は劣化の一途を辿り,いずれ臨界点に達して,取り返しのつかない破局を

迎えることが予測されており,地球環境の有限性を意識した上での社会の発展､生活の向上を実現する持続可能な発

展の重要性がますます認知されるようになりつつある｡

持続可能な社会を実現するためには,地球環境を支配する様々な要因とそれらの間の相互作用を解明し､併せて,

環境改善のための重要な要因に対して数値目標を設定して,実現に向けて具体的な行動を起こすことが必要である｡

ここで,地球温暖化を進行させている主要な原因物質であるCO2に着目してみよう｡環境問題への国際的な取り

組みの1つとして気候変動枠組み条約がある｡これは1992年の地球サミットにおいて採用され, 1998年京都で開
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催された第3回気候変動枠組み条約締約国会議(The 3rd Session of the Conference of the Parties to the United

Nations Framework Convention on Climate Change, COP3)において数値目標を含んだ京都議定書が締結された

ものである｡この議定書は, CO2等の温室効果ガスの排出量を1990年比でEU8%,アメリカ合衆国7%,日本6

%など先進国全体で5.2 %削減すると謡ったものであり, 2005年にロシアの批准を以って発行した｡

一般的に工業国においては, 1年間に使用される資源総量のおよそ半分が建築に係る経済活動において使用されて

いる95)｡ co2の排出に関してみると,日本のCO2排出量はアメリカ合衆国,中華人民共和国,ロシア共和国に次

いで世界第4位であり,日本国民1人当たりのCO2排出量は世界平均の約2倍となっている104)｡ 1990年の産業

連関表等を用いて,日本における産業別のCO2排出量を推測すると,全産業による総CO2排出量のうち,建築関

連分野の占める割合は36%を占めており104),地球温暖化をはじめとする環境負荷を軽減させるためには,建築関

連のCO2排出量を削減することが重要であり､これを実現すればその効果は非常に大きいと言うことができる｡ま

た日本建築学会からは｢建築分野における生涯二酸化炭素排出量は,新築では30%削減が可能であり,また今後は

これを目標に建設活動を展開することが必要である｡｣ ｢二酸化炭素排出量の削減のためには,我が国の建築物の耐用

年数を3倍に延長することが必要不可欠であり,また可能であると考える｡｣という会長声明103)が出され,さらに

日本の建築関連5団体(日本建築学会,日本建築士会連合会,日本建築士事務所協会連合会,日本建築家協会,建築

業協会)が｢地球環境･建築憲章｣として｢地球環境の保全と人間の健康と安全を図り,持続可能な社会を実現して

いくことを緊急の課題と認識し,建築はそれ自体完結したものとしてではなく,地域の,さらには地球規模の環境と

の関係において捉えなければならない｣と宣言している95)｡建築分野において環境負荷低減を行うために環境建築

と呼ばれるものが建設されている｡図1.1に年代ごとの環境問題とそれに対する建築の対応の経緯を示す｡われわれ

建設産業に携わる者にとって,建築分野における環境対策を実行に移し､環境負荷低減に向けた行動を起こすことは

大変重要なことであるといえる｡

1.1.2 環境建築

ここでは環境建築をその構造設計の観点から考えてみる｡

後述するように､環境に配慮した建築構造物の設計には様々な条件が求められる｡それらの条件は､どれかをより

よく実現しようとすると､はかの条件が成立しにくくなったり､いずれかの条件を放棄せざるを得なくなるなど､お

のおの相反する要求となる場合が多く､これらをいかに調和的に実現するかが重要な問題となることが多い｡これは､

そもそも設計という行為そのものが､互いにトレードオフの関係にある諸要求項目を過不足なく満足させる行為であ

ることを物語るものとも言うことができる｡このように設計者には多岐にわたる要求が課せられるが､その中でも経

済的な制約などはその最たるものと言うことができる｡そもそも建設という行為は巨額な資金を必要とする活動であ

り,経済的制約を強く受ける｡そのため,設計者はできるだけ質の高い建築構造物を可能な限り低コストで実現する

努力をしなければならない｡また,経済性の評価は,投入された資本とそれによって得られた効用の質と量のバラン

スによって決まるものであり,その判断は時代と地域性によって一様ではない｡先の耐震強度偽装事件102)のように

経済性の追求のみが先行してしまい,必要最低限の性能を無視したような価値判断は,厳に戒めなければならない｡

安全性や機能性に加え､記述のような環境配慮性をも満たす､多岐にわたる条件の適切なバランスを実現する設計解

が求められる｡

一方､現実的な事柄に目を向ければ､一般的には時間という制約が存在するため,様々な条件を満足する設計解を

設計者はいつまでも追求し続けることは非現実的である｡すなわち､設計者は限られた時間内に,可能な限り多くの

要求を満足したより良い設計解を見つけ出さねばならないことになるが､このような優れた設計解を得るためには,

設計者の知識や経験が大きく影響する｡

近年､この設計解探索の負担を軽減する設計支援の方法として,最適設計と呼ばれる分野が注目を集め出している｡
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最適設計は,数学の分野での非線形計画法の学問的成果を工学に応用したもので､特に,機械工学の分野では古くか

ら利用され､特に近年の計算機環境の充実を受けてめざましい発展を遂げた分野であり､既に一部ではあるが設計へ

の実用化もなされている｡にもかかわらず,残念ながら建築分野では応用研究の歴史そのものは古いにもかかわらず､

実用化されるまでには至っていない｡この理由として､もっとも大きいのは､建築が他の工業製品に比べ､その成立

要件として求められる条件が極めて多岐にわたることを挙げることができる｡建築は､機械製品のような､軽量化や

高剛性化のような単一機能の効率化でその性能を測ることはできず､経済性､施工性､審美性や社会性といった様々

な要件をまんべんなく満足することが求められるものであり､加えて､建築構造物に要求される性能の多くが､本質

的に不確定性を持つものである場合が多く､定量的な評価が困難であると言った複雑で困難な問題を内包しており､

単一機能的な要求を満足する単純な最適化の狙上には載せることができにくいという事情がある｡また,建築構造物

は一般的に大量生産されるものではなく､立地の条件や施主の要求に応じ､個別に設計､実現するものであるという

事情も､最適化技術の単純な適用を妨げる要因となってきている｡

従来の設計において重要視されたのは顧客の｢当面の｣ニーズであったと考えられる｡すなわち､竣工直後､ある

いはその後しばらくの間に建築が満たす性能が重要と考えられてきたと言うことができる｡しかし,建築物の一生､
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すなわちライフサイクルを考えれば､それが企画検討され､それを受けて設計され､建設され､その後､利用､運用

される｡その後､一定の期間が経過すれば､建築の各部位の材料は劣化し､熱､風､地震などの影響で性能劣化し､

やがて修繕や改修が必要となり､さらに一定の機能を果たした後に､いずれは解体され､状況に応じて廃棄や再利用

に供せられる｡このように建築のライフサイクルを考慮すれば､その過程には様々な事象が存荏する｡こうして見れ

ば､当面の顧客のニーズに応じて設計することは,建築の持つライフサイクルのごく一部に対して設計､建設すると

いう当面の性能をターゲットとした考慮していないことがわかる｡

建築構造物は長期間そこに在り続け,都市の景観や機能に影響を与えるものであり､設計者は長期的な視野に基づ

いた設計をする必要がある｡言い換えれば､建築の設計は竣工後のわずかな期間に建築が満たす性能の実現に向けて

設計するのではなく､その建築のライフサイクル全体を設計することが必要となる｡このことを最も端的に表現して

いるのが,環境問題との関わりを意識したライフサイクルの設計であるライフサイクルデザインやライフサイクルエ

ンジニアリングである｡

ライフサイクルデザインあるいはライフサイクルエンジニアリングとは,企画･設計から廃棄･リサイクルまでの

その製品の全ライフサイクルを対象として計画を行い,その製品の経済性や機能性などの種々の性能を利用､運用の

各過程で明示的に考慮することにより企画､設計する考え方を指す｡これを実現するために重要となることは､その

環境配慮性を定性的ではなく定量的に明確に示すことである｡諸性能をライフサイクルに亘り明示的に考慮した設計

が実現されれば､それはその製品のライフサイクルにおける諸性能の時間軸上での発現効果を考慮した､大域的な最

適解であるということができる｡

建築構造物のライフサイクルデザインとは,初期行為としての建設のみならず,その運用時におけるメンテナンス

などによる建築構造物の時間軸上における計画､すなわち改修･リサイクル･リユース等の建築構造物の利用後の処

理をも建設と同等の活動であると捉え,建築構造物のライフサイクル全体を考え,設計の段階で､建築物のライフサ

イクルにおける諸性能を考慮した上で建築構造物のシステムやシナリオを計画､設計することを意味する｡このよう

に考えたとき,設計者は従来の建築構造物の建設のみではなく,建築構造物の運用や維持管理,解体まで全ライフサ

イクルについて責任を持つ必要があることになる｡

1.1.3 構造物のライフサイクルデザイン

環境負荷の低減を実現するライフサイクルデザインを行うためには,まず環境負荷を定量的に評価する必要がある｡

環境負荷を定量化する手法としては､既に日本建築学会がライフサイクルアセスメント手法を公表している｡これに

より環境影響の具体的な比較が可能となるため､ライフサイクルデザインはライフサイクルアセスメント手法を用い

た設計を意味するものとなる｡ライフサイクルデザインにおいては,従来の｢いかに効率よく作るか｣から｢要求性

能を満足させ利益を確保しつつ,いかに作らないで済ませるか｣という考えへと移行する必要があるということがで

きる｡ライフサイクルデザインは, 21世紀においてその重要性が高まることには疑問の余地がなく,これを実現する

ための建築構造物の新しい設計体系化が必要となると考えられ､なかでも最適化技術との連携は重要な要素技術とな

り得ると考えられる｡

構造物のライフサイクル最適化に関しては,多くの研究が報告されているが､そのほとんどは土木構造物のメンテ

ナンスのマネジメントを対象としたライフサイクルコストの最小化に関するものである｡うイフサイクル最適化の一

分野として,構造物のメンテナンス維持形態を最適化の対象とする研究は, Frangopolら1ト13)など多くの研究者に

より報告されている｡これはいわゆるスケジューリング問題であり,一般にシナリオと呼ばれる修繕あるいはメンテ

ナンスの周期を最適化の変数とした方法が有効である｡また,メンテナンス維持形態の最適化に関する研究としては,

Liuら44)により構造物の最低要求性能を制約とした手法も提案されており,これもまた,スケジューリング問題と

して位置づけることができる｡



1.1研究の背景 7

これに対して,鉄筋コンクリート構造における鉄筋配置あるいは鉄骨構造における鉄骨の断面積を設計変数とする

手法が古くから多く提案されている68,69)｡これらは従来の重量最小化すなわち(イニシャル)コスト最小化を目的

とした構造最適化の分野から,視点をライフサイクルに拡張させた手法であると捉えることができる｡また,構造物

の構成要素の取捨選択を対象とし,それらの組み合わせ方を解として求める部材選択問題の解析法に関する研究とし

て,環境工学における構造物のライフサイクル最適化において多くの成果を残している､空調や照明などのライフサ

イクルにおける運用エネルギの削減を目標とする手法が提案されている62,79)｡

最近では環境負荷低減を標模する建築設計が増え,その評価手段の1つとして, CO2排出量に関するライフサイ

クル評価が行われている｡このことは,建築設計においてライフサイクルCO2が環境負荷の評価尺度として認知さ

れはじめたことを示している｡また,建築設計の意思決定において,コストが重要な要素であることは言うまでもな

いが､近年の環境問題の深刻さを考えれば,単純に安ければ良いと言う価値判断は見直されなくてはならず､コスト

以外の諸要素とのバランスを考慮した意思決定あるいは最適化は今後､ますますその重要性を増すものと考えられる｡

一方,遺伝的アルゴリズムと呼ばれる最適組み合わせ問題の解法がHolland25)によって考案され, Goldberg18)

によって化学プラントのパイプ敷設の最適化問題への適用に成功して以来,工学分野でその有効性が広く認識される

こととなった｡その後,工学の広い範囲でこの手法が利用されるようになり,ここで扱うライフサイクル最適化問題

にも応用されている53,69,83)｡また一般の最適化問題では,目的関数が複数ある場合が多く､その場合には多目的最

適化の手法が用いられる｡このような問題に対して､初期においては､複数の目的関数を線形結合してスカラー化す

る手法が用いられたが､この解法には線形結合の際の重みを悪意的に決定することが必要となる部分があるため､合

理的な最適解を求めることが困難である難点があった｡これに対して､複数の目的関数に対して､ Pareto最適解群

(ある目的関数をより良くすると､ほかの目的関数の値を悪くせざるを得ないような複数の非劣解)を求める手法が開

発されている｡そうした手法として,進化的計算を多目的問題へ応用した進化的多目的最適化手法がSchaffer70)の

研究を契機に数多く提案されている｡こうした手法によれば､各評価項目の優先度を明示的に定義することなく1度

の探索で複数のPareto最適解を探索することが可能となる｡建築構造物のライフサイクルデザインを多目的最適化

問題と捉え多目的遺伝的アルゴリズムを用いて評価を行った報告57,59)もすでに公表されており､この分野の最も主

要な研究となっている｡

また,ライフサイクル評価には様々な不確定性が存在しており,ライフサイクルにおける不確定性の評価も報告さ

れている｡ Kongら37,38)は修繕時期が不確定となる場合について各年における修繕確率を算定し,期待ライフサイ

クル評価を行っている｡ Frangopolら44,45)は性能指標は実際の現象では不確定であるため,安全性指標と状態指標

という性能値を不確定とした場合の期待ライフサイクル維持費の評価をモンテカルロシミュレーションによって行い,

多目的遺伝的アルゴリズムを用いて最適化を行っている｡また, Liuら42,43,46-48)はイニシャルコスト,ライフサイ

クルにおける地震被害期待コストを考慮したライフサイクル評価を行い,多目的遺伝的アルゴリズムを用いて最適化

を行っている｡このように,ライフサイクルに内荏する様々な不確定性を考慮したライフサイクル評価の手法も既に

提案されてきている｡実際の現象を確定的に扱うことは危険性を学んでいると考えられるために,不確定性を考慮し

たライフサイクル評価を行う研究は今後も多くの成果があると予想される｡

1.1.4 建築構造のライフサイクルデザイン

以上のような研究で提案された組合せ最適化手法を用いた構造物のスケジュールに関するライフサイクル最適化手

法では,計算対象となる構造物は単純な土木構造物に限られていた｡意思決定のツールとしてライフサイクル最適化

を捉えると,多目的最適化問題への適用が可能な,建築構造物を対象とする探索手法の確立が必要である｡また,棉

造物の部材選択とシナリオを同時に扱う手法はこれまで提案されておらず､これまでの研究では,部材選択かシナリ

オのどちらか一方の最適化を行なうのが一般的であった｡多目的最適化問題は一般に､対象とする目的関数に対して

同時に最適化を行わないと正しい最適解を得ることができない場合が多く､ここで問題としている部材選択とシナリ
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オについてもこれらを同時に最適化する手法が望ましいと言うことができる｡

さらに,既述のように建築構造物には多様な制約条件が要求され,それら自信を目的関数とした研究も行なわれて

いるが,複数の条件を同時に考慮した多目的最適化に関する研究は少ない｡これは,要求される条件や設計変数に関

するデータの整備および複数の制約条件,目的関数を考慮した多目的最適化手法の確立がなされていないためである｡

建築構造物に対して不確定性を考慮したライフサイクル評価に関する報告は躯体等の特定の部材に対する影響のみ

について評価しているものが多く,建築構造物の躯体と2次部材など全体を考慮して不確定性を考慮したものについ

ては概算で求めるという報告24)以外にはないようである｡さらに,各部材ごとの関係性を考慮して精算されたライ

フサイクル評価は皆無であると考えられる｡また､既に述べたように､設計時に当該の建築物のライフサイクルを評

価対象として計画を提案するライフサイクルデザインにおいて,材料や荷重に含まれる種々の不確定性の影響を評価

する手法の構築は是非とも必要なものであろう｡

1.2 本研究の目的

本研究ではt 建築構造物を対象として,所与の設計条件に基づいて構造形式･構成要素やメンテナンスシナリオを

決定し,設計条件を満たす建築構造システムを提案できる一連の解析過程を不確定な事象に対して評価できるように

拡張する｡

環境負荷あるいは経済性を低減する設計解を設計,計画段階において見出し,施主,設計者あるいは行政者などの

意思決定者に提示することができれば,それは設計を強力に支援することになる｡しかしながら,設計,計画段階に

おいてその後の現象を予測し評価するということは,将来的な現象を推定した評価となってしまう｡それは,建築構

造物の有する不確定性によって,推定した現象と一致しない現象を生ずるリスクを学んでいる｡したがって,不確定

性を考慮したライフサイクル評価を行い,ライフサイクル評価値に対する不確定性の影響を把捉しておくことは有用

である｡

本研究で最終的な目標とする最適な建築構造物とは, ｢設計者の要求する条件をすべて満足する建築構造物｣であ

る｡ここで,要求性能として建築構造物の持つ経済性および環境配慮性を考慮し,構成要素の組合せに制限を与える

ことで,最適化の結果に基づき実設計を行う意思決定者の判断の支援とすることを目的としている｡不確定性を考慮

したライフサイクル評価によれば,最適化により得られた解を提示する際,その設計解に含まれる不確定性の度合い

についても示すことができ,意思決定者にとっては有用な判断材料になると考えられる｡不確定性の影響が小さい場

合は,その事象については確定的に扱ってよいという判断を､理論的に裏付けることができよう｡
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既往の研究

2.l棟説

ライフサイクル(LifeCycle,LC)とは,構造物またはその一部の企画,設計段階から,建設し運用した後,除却す

るに至るまでの期間を示している｡そして,構造物のライフサイクルアセスメント(LifeCycleAssessment,LCA)

あるいはライフサイクルマネジメント(LifeCycleManagement, LCM)に関する研究は,現在までに多くの研究者

によって行われており,その間,ライフサイクルコスト(LifeCycleCost,LCC)を目的関数として最小化問題に適

用したライフサイクル最適化(LifeCycle Optimization)の手法は開発,改良を繰り返してきた｡ライフサイクル最

適化問題は,部材の断面形状や材料の種類などのように空間的な部材情報を変数とする最適化問題と,部材のメンテ

ナンス(maintenance)時期のスケジュールなど時間的パラメータを変数とする最適化問題に分類できる｡前者は従来

のイニシャルのみに着目したコスト最小化から発展したものであり,その定式化は簡潔である｡また後者は,ライフ

サイクルにわたる構造物の性能の挙動を把握することが困難であり,多くの研究者がその定式化を試みている｡また,

遺伝的アルゴリズム(GeneticAlgorithm, GA)をライフサイクル最適化問題に用いる試みは,1990年代からその頻

度が増大してきている｡その背景として第一に1960年代に芽生え, 1975年にHolland25)によって工学問題に本格

的に導入され遺伝的アルゴリズムがその有用性を認められるようになったこと,第二に単純かつ大量な反復計算を繰

り返すこのシミュレーション手法が快適に動作する計算機の性能の向上が考えられる｡さらにライフサイクル評価に

関する多目的最適化問題を設定し,多目的遺伝的アルゴリズム(MultiobjectiveGenetic Algorithm, MOGA)を適

用する研究も近年報告されてきている｡

本章ではライフサイクル最適化に関する既往の研究について整理する｡第2.2節では,ライフサイクル最適化問題

を分類し,整理する｡第2.3節では,部材の断面形状や材料の種類など空間的なパラメータを設計変数とするライフ

サイクル最適化問題について述べる｡第2.4節では,メンテナンスの周期のスケジューリングなど時間的なパラメー

タを設計変数とするライフサイクル最適化問題について述べる｡第2.5節では,遺伝的アルゴリズムを用いたライフ

サイクル最適化に関する研究について述べる｡第2.6節では,多目的遺伝的アルゴリズムのライフサイクル最適化問

題への適用に関する研究について述べる｡
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2.2 ライフサイクル最適化問題の分類

構造物の設計では,諸制約を満足することが要求されると同時に,より効果的に設計目的を達成されることが望ま

れる｡そこでは,ライフサイクルに亘って種々の条件を満たしつつどこまでその目的を進めることができるかという

課題が必然的に生じてくる｡この課題がライフサイクル最適化問題であり,これまでにも設計過程を系統的に取り扱

う設計理論および手法に関する研究が多く行なわれてきた｡

ライフサイクル最適化問題を,ここでは空間的パラメータを操作する問題と時間的パラメータを操作する問題の2

種に分類する｡空間的パラメータを操作するライフサイクル最適化問題とは,すなわち部材断面積や構造物の大きさ

などを設計変数とする最適化問題である｡また,構成要素の種類を設計変数とする場合も空間的パラメータを操作す

るライフサイクル最適化問題に含まれる｡これに対して,時間的パラメータを操作するライフサイクル最適化問題は

シナリオと呼ばれる構造物のメンテナンス周期あるいは構造物の劣化関数のカーブを設計変数とする｡

空間的パラメータを操作するライフサイクル最適化問題は部材断面積や構造物の大きさ,部材の種類などを目的と

し,時間的パラメータを操作するライフサイクル最適化問題は,メンテナンスのスケジュールを目的とする｡通常,

ライフサイクル最適化問題は所与の初期解近傍に年数などのスカラー関数を停留させる解を求める非線形計画問題に

帰着され,その多くは感度解析に基づく逐時的近似解析により目的解を得ることが可能である｡しかしながら,部材

の種類を空間的パラメータとする場合は,その取捨選択を決めることが解析対象となり,問題は本質的には離散変数

により構成される整数計画問題に帰着される｡この整数計画問題を系統的に解く一般的な手法として分枝限定法があ

げられるが,問題の規模の増大にともない,演算量が爆発的に大きくなり,事実上解析が不可能となる｡

図2.1空間的パラメータの概念図83)

TIME, YEARS

図2.2 時間的パラメータの概念図56)
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2.3 空間的パラメータを操作するライフサイクル最適化

ライフサイクル最適化に関する研究の多くは,ライフサイクルコストの最小化を試みている｡それらは,部材の断

面積や重量に関する空間的なパラメータを操作している｡本節では,空間的パラメータを操作するライフサイクルコ

スト最小化に関する研究を中心に紹介する｡

2.3.1コスト最小化

従来コスト最小化を目指す研究の多くは,イニシャルコストの最小化を目的とするものであった｡ここで,コンク

リート梁の材料コストは次式で算定される68)｡

Cm - Ccb+Csb+Cpb+Cfb +Csbv +Cjlb (2･1)

ここに, Cmbは梁の材料コスト, Ccbは梁におけるコンクリートのコスト, Csbは梁における鉄筋のコスト, Cpbは

プレストレス筋のコスト, Cfbは型枠のコスト, Csbvはスターラップ筋のコスト, CJibはコンクリート内の炭素繊維

のコストである｡

上式を詳細に示すと次式により,コンクリート梁の材料コストは算定される｡

Cmb -

WcLb(Act -
Ash -

A;b - Apb)cc+wsL♭(Ash +A'sb)cs+wpLbApbCp +LbPfbCf + Csbv +Cjib (2･2)

ここに, Lbは梁の長さ, w, Aおよびcはそれぞれ,重量,断面積およびコスト,下付きのc, s, pおよびJはそ
れぞれ,梁におけるコンクリート,秩,プレストレス,型枠を示している｡また, A'sbは圧縮例の鉄筋断面積, pfbは

断面積の外周を示している｡

また,コンクリート柱の材料コストは次式で算定される68)｡

Cmc -Ccc+Csc+Cpc+Cfc +CIc (2･3)

ここに, Cmは柱の材料コスト, Cccは柱におけるコンクリートのコスト･ Cscは柱における鉄筋のコスト, Cpcは柱

におけるプレストレス筋のコスト, Cfcは型枠のコスト, CIcはフープ筋のコストである｡

上式を詳細に示すと次式により,コンクリート柱の材料コストは算定される｡

Cmc -

wcHc(Ace I
Asc
- Ape)cc

+ wsHcAsccs + wpLbApccp + HcpfcCf + tlccs (2･4)

ここに-, Hcは柱の長さ, pf｡は断面積の外周, Ⅵcはフープ筋の体積を示している｡

コンクリート構造物全体のコスト(㌔は,次のように表現できる｡

Co
-Cm+CFB+CTR+Cs+CcD+CE (2･5)

ここに, Cmは材料コスト, CFBは製造コスト, CTRは運搬コスト, Csは基礎コスト, CcDは外壁コストおよび

CEは施工コストである｡

すなわち構造物のコストは,上述のように部材の断面情報や材料のコスト情報が与えられれば算定することができ,

これらを設計変数とすることで次式のような最適化計算を行うことが可能である｡さらに,施工コストなどを考慮す

ることでライフサイクルコストを評価することができるようになった｡

minimize Co

subjectto gi(I)≦0
(2.6)
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2.3.2 信頼性理論に基づくライフサイクルコスト最小化

一方で信頼性理論を用いて荷重や耐力の不確定性を有する構造物の解析を行う研究も提案されている｡確定的な構

造最適化問題において,構造物は設定した荷重に対す,る応答のみが最適化されることに対し,信頼性理論に基づく最

適化問題は荷重･耐力を確率変数として与えることで,多様な損傷モードを考慮することができる｡

コスト最適化問題における信頼性は,直接的に影響を与えるものと間接的に影響を与えるものが考えられる｡

Moses52)は,直接的な手法として,次式のように目的関数であるコストCTlに直接信頼性指標を組み込んでいる｡

?uibnjie:tzte.
g?I;5CI.+竺与T,,

…

,
Nc ) (2･7)

ここに, CTは,ライフサイクルコストに相当するトータルコスト, CIはイニシャルコスト, PFは限界状態に対す

る破壊確率, CFは限界状態において新たに発生する損失コストおよびNcは制約条件の数であるo

間接的な手法としては,目的関数をイニシャルコストのみとし,信頼性指標あるいは破壊確率などを制約条件とし

て次式のように与える方法がある｡

pF ≧ PF allowable (2･8)

Mosesは,これらの信頼性理論を直接的,間接的に応用したコスト算定手法を用いてRC梁のコスト最小化を試み

ている｡

surahmanら74)は, 4層および10層のRC構造物を対象に,信頼性理論を含んだコストの最適化を行っている｡

そこでは, 0.000001から0.01の範囲内で破壊確率を変数として与え,最適な破壊確率を探索することを試みている｡

sriVidyaら73)は, 1層RC構造物に対し,コスト最小化を試みた｡ SriVidyaらは,弾塑性解析を行った上で,部

材レベルおよび構造システムレベルの破壊確率を算定している｡ Linら41)は,高速道路に用いられるT字型のRC

梁のコスト最小化設計を報告している｡そこではイニシャルコストは,コンクリートおよび鉄鋼の材料コストのみか

ら算定されるとしている｡

Koskistoら39)は,コンクリート構造物に対してライフサイクルコストの最小化を行っている｡ Koskistoらはラ

イフサイクルコストCLを次式のように定義している｡

CL
-CD+Cp+Cc+CQ+CM+PFCF (2.9)

ここに, CDは計画および設計コスト, Cpは部材製造コスト, Ccは建設コスト, CQは性能を維持するためのコス

トおよびCMはメンテナンスコストを示している｡
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2.4 時間的パラメータを操作するライフサイクル最適化

多くの構造物は,部材の取り替え,ひび割れの補修など劣化の予防や修繕に係わるメンテナンスが構造物の供用期

間の間,頻繁に行われている｡すなわち,ライフサイクルにわたって環境外力などによって構造物の耐力が減少する

ことの対応策として,修繕などのメンテナンスを行っているといえる｡図2.3にメンテナンス戦略(strategy)の概念

を示す｡ここに, Tl, T2, T3およびT4は修繕を行う時刻であるo

T I T2 Tユ T4

図2.3 メンテナンス戦略の概念14)

一口沌(YEARS)

ライフサイクルコストを適切に評価するため,このような時間に関するパラメータについても考慮しなければなら

ない｡本節では,時間的パラメータを操作するライフサイクルコスト最小化に関する研究を中心に紹介する｡

2.4.1ライフサイクルにおける構造物の最適戦略

予防保全

McNeilら49)は,橋梁構造物の経常的な予防保全(preventivemaintenance)コストとして,線形性を想定し次式
で表現している｡

Cmain,i - Cmaint (2･10)

ここに, Cmain,tは時刻tにおける予防保全コスト, Cmainは建設から1年目における予防保全コストおよびtは構

造物の建設からの年数を示している｡

例えば75年経過した橋梁構造物を対象とする場合, 2年毎に予防保全を行うとするとその総量CpMは次式で示

される｡

CpM - Cmain,2 + C,main,4 + Cmain,6 + ･ ･ ･ + Cmain,74

ここで,上式を現在の価値に換算すると次式となる｡

i] il i]
cpM =

C-ain,2汀丁坪+C-ain,4再丁坪+C-ain,6何戸+

ここに,
rは割引率(discount rate)である｡

+ Cmain,74

(1+㍗)74

修繕

Moriら50,51)は,修繕コストとして次式を示している｡

C,ep -

α,epe7ep

ここに, α,epは部材の取替コスト, e,epは修繕による効果,および7はモデルパラメータである｡

(2.ll)

(2.12)

(2.13)
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さらに,図2.4に示すようなイベントツリー(eventtree)を考慮すれば,構造物のライフサイクル全体における修

繕コストが算定される｡
2m

cREP - ∑ c,ep,iP(Bi) (2･14)
F2-iil

ここに, 2mはイベントツリーにおけるパスの数,およびP(Bi)はイベントツリーにおけるパスBiの生起確率を示

している｡

BI

J)2
B!

■l

B5
Be

17

BI

a?

■10

Ill

B12

■11

BIl

■lI

816
817

81J
Bl9

B20

B21

Zm

p23

B34

B15

Bユ古

B77

■ユI

B2?

830

■31
B32

To TL TI TI T. T5

トーLr+-ち+ち+ち+ち-｣

図2.4 イベントツリー14)

Frangopolら14)は,ライフサイクルコストに相当する次式を想定している｡

CET - CT +CpM +CINS+CIWP +CF (2･15)

ここに, CETはライフサイクルコストに相当する構造物のトータルコスト, CTはイニシャルコスト, CpMはライ

フサイクルにおける予防保全コスト, CINSはライフサイクルにおける検査コスト, CREPはライフサイクルにおけ

る修繕コスト,およびCFはライフサイクルにおける損失コストである｡

最適戦略

メンテナンスの時刻を設計変数とするコスト最小化問題として次式が与えられる｡

minimize CET

subject to Pf,life ≦ Pf*,life
(2･16)

ここに･ Pf･,.if｡はライフサイクルにおける許容できる最大の破壊確率であり,目標破壊確率(lifetime
target failure

probability)と呼ばれる｡ここで,信頼性指標βを用いてβ-◎~1(llPf)とすれば,次式が表現される｡

minimize CβT

subject
to β1if｡≧β1*ife

(2.17)
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2.4.2 経年劣化する構造物のライフサイクルコスト最小化

経年劣化する構造物において,より経済的なライフサイクルの実現のためには,維持管理のスケジュールに関して

最適化を行うことが重要である｡それらの最適化問題は,通常シナリオと呼ばれる時間軸における構造物のメンテナ

ンス形態を設計変数として取り扱うことが多い｡

Kongら35,38)は,構造物の経年劣化を時間軸において構造信頼性が減少することと定義し,信頼性に基づく経年

劣化する構造物のライフサイクル分析手法を提案している｡

時間依存のある劣化システムの信頼性の分布を信頼性指標β(i)とする｡このとき,メンテナンスなどの構造信頼

性に影響を与えるものをアクション(action)とILて,図2.5のように設定し,次式のような時間軸における構造信頼

性を用いている｡なお･アクションは寿命中に周期的に適用される○また,最低性能@targetを設定し,時刻tにお

けるβ(i)がβ(i)<@targetとなる場合も次式は考慮している｡

rL

pj(i)
-

@j,o(i)+ ∑△Pj,i(i)
F!-il

(2.18)

ここに, iはアクションの種類, jは損傷の種類およびPj,o(i)は損傷jに対する信頼性指標であり,このPj,o(i)は

入力により与える｡

≡
a
2:
llll■

巨
コ

等

ヨ

ts ti te

TIME, YEARS

図2.5 アクション38)

また,時刻t*におけるβ(i)がP(t*) <βta,g｡tとなる確率P[β(t*)<βtarget]は次式により評価できる36)｡

P[β(t*)< Ptarget]空◎
Pta,get
- E[P(t*)]

J[β(t*)】

時間(o,t]の間にβ(i)< β上a,getとなる確率FR(tltarget)は次式のように表現される｡

FR(tltarget)
-

P[β(i)< β上a,g｡t]

(2･19)

(2･20)

メンテナンスが適用される場合,メンテナンスコストはメンテナンスの種類だけでなく,信頼性指標レベルにも依

存する｡ここで,アクションを起こす時刻の確率密度関数fT(i)およびアクションのコストが時間に依存するときラ

イフサイクルコストは次式となる｡

Costa｡ti｡｡ -

Ll
†一一

f[β(i),△β(i),α(i)]fT(i)dt (2.21)

ここに, f=はコスト関数, β(i)は信頼性指標,6@(i)はアクション適用後の信頼性指標,α(i)は適用したアクショ
ンを考慮した劣化率, tlおよびtuは確率密度関数fT(i)の下限および上限である｡上式に割引率'/を考慮すること

により次式が得られる｡

Costa｡ti｡n -

tu

f[β(i),△β(i),α(i)]

(1+u)i
fT (i)dt (2.22)
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一般に供用期間tHを用いて次式となる｡

Costaction(0,tH]
-

tH

f[β(i),△β(i),α(i)]

(1+l/)i
fT(i)dt (2.23)

モンテカルロシュミレーションにおける標本数Mを用いて,時刻t*におけるアクションの年間コストを次式に

示す｡

Costacti.n(t*)-
1 Cs(t*)

(1+l/)t* M
ユJ

l呂fi[P(t*),△@(t*),a(t*)](1+l/)t*
M

(2.24)

Kongらは,上記のようなライフサイクルデザインプロセスを定式化し,図2･6に示す様々なメンテナンスシナリ

オを想定して,ライフサイクルコストの最小化を行っている｡図2,6において縦軸は相対的に示してあるが,図2.7

および図2.8においては縦軸は絶対的に示してある｡
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図2,6 メンテナンスシナリオ38)
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図2.7 異なるメンテナンスシナリオの場合の信頼性指

標の平均値の推移38)
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図2.8 最適化により得られた信頼性指標の平均値の推移38)
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図2.9 最小コスト38)
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2.4.3 ライフサイクルにおけるシナリオの最適化

ライフサイクルにおける構造物の性能を最適化する場合,計画の初期段階においてライフサイクルにおけるメンテ

ナンスのシナリオ(scenario)を決定する必要がある｡そのためには,ある程度シナリオを規格化し,その中から選択

することが有効であると考えられる｡

Nevesら55,56)は, Frangopolら2,15,29,60,78)による既往の研究に用いられた手法を用いてライフサイクルにお

けるシナリオ選択の最適化の必要性を述べている｡

構造物のライフサイクルにわたる性能表現するためには,その信頼性指標が時間に依存するように定式化すればよ

い38)｡

β(i)-βo ift≦ti

β(i)-βo-α(i-ti) ift>ti

a

x-

u｣

【⊃
Z

i
コ

石
≦
｣

LU

【こ

TIME, YEARS

図2.10 時間軸における信頼性指標の挙動56)

よって,修繕コストを定義すれば次になる｡

C-I(7, td, tpd, 6, x) (2.27)

ここに･ 7はメンテナンスに関わるパラメータ, tdはメンテナンスから劣化開始までの時間, tpdはメンテナンスか

ら劣化関数の傾きがαとなるまでの時間および∂は劣化関数の傾きを低減するパラメータを示している｡

さらにコストと修繕の関係に注意すれば次式である｡

C - Cl + C27ql + C3(7*)q2 (2.28)

ここに, Clは修復コスト, C2は信頼性回復にかかるコスト, C3は信頼性の劣化を低減させることにかかるコスト,

qlは信頼性改善とコストとの関係を示すパラメータおよびq2は信頼性の劣化の低減とコストとの関係を示すパラ

メータを示している｡

なお7*に関しては次式である｡

↑* - αid + 6(tpd-td) (2.29)

しかしNevesら56)は,実際にはtpd-0(ti-0)として,上式は次のようになる｡

C - Cl + C27ql (2･30)

これをライフサイクルコストとして,シナリオの最適化によってライフサイクルコストの最小化を図っている｡
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表2.1シナリオのパターン56)

MaintellanCe NulTlber or Time offirst Interval betweeTI Time or tasI Reliability illdex

scenarlO malntenanCeS n maJntenanCe SuCCeSSJVe malntenanCe
increase due to

applicaljon (years) maintenaT)eeS (years) applicatiorl (years) each maintenance I;

A

B

C

D

E

ど

1

2

3

4

5

6

25.00

25.00

25.00

ヱ5.OO

25.00

25.OO

】2.50

8j3

6.25

5.00

4.17

25.00

37.50

4l.67

43.75

45.00

45.83

4.OO

2.00

1.33

I.00

0.80

0.67

表2.2 最適シナリオ計画を採用したときのライフサイクルコスト:0.5≦q≦2.5; 0≦Cl≦100; i,-0%56)

Cost Cl

o.5 1.0 I.5 2.0 2.5

0

25

50

75

100

200.0 (A)

175.0 (A)
150.0 (A)
125.0 (A)

100.0 (A)

400.0 (Ⅹ)

325,0 (A)

250.0 (A)

175.0 (A)

100,0 (A)

326.6 (F)
393.3 (E)

380.9 (C)

275.0 (A)
100.0 (A)

266.7 (F)

350.0 (F)

400.0 (D)

350.0 (a)
100.0 (A)

217.7 tF)
313.3 (F)

393.1 (E)

379.0 (C)

100.0 (A)

The maintenance scenario associated with theminimum total cost is indicated in parerltheses. X denotes aTly maiT)tenanCe SCenario (.A,

B,C,D,EorF).

表2.3 最適シナリオ計画を採用したときのライフサイクルコスト‥ 0.5≦q≦2.5; 0≦Cl≦100; I,-2%56)

Cost Cl

o.5 1.0 1.5 2.0 2.5

0

25

50

75

100

12】,9 (A)

106.7 (A)

91.4 (A)

76.2 (A)

引.0 (A)

2(氾.3 (F)

189.9 (B)

152.4 (A)

106.7 (A)

6l.0 (A)

163.6 (F)

197.8 (F)

198.7 (C)

158.2 (a)

6l.0 (A)

133.6 (F)

175.3 (F)

204.4 (D)

186.9 (C)

61.0 (A)

109.1 (F)

156.9 (F)

198.5 (E)

197.6 (C)

61,0 (A)

The maintenance scenario associatedwith the millimum total cost is indicated in parentheses.

表2.4 最適シナリオ計画を採用したときのライフサイクルコスト:0.5≦q≦2･5; 0≦Cl≦100; l/-6%56)

Cost C】

o.5 1.0 l.5 2.0 2.5

0

25

50

75

loo

46.6 (A)

40.8 (A)

34,9 (A)
29.1 (A)

23.3 (A)

55.3 (F)
58.i (C)
51.8 (B)

40.8 (A)

23.3 (A)

45.1 (F)

54.6 (F)

58.5 (DI

50.3 (B)

23.3 (A)

36.8 (F)

48.4 (F)

58.0 (E)

55.5 (C)

23.3 (A)

30.i (F)

43.3 (F)

55.6 (E)

58.5 (D)

23.3 (A)

The maintenance scenario associatedwilh the minimum total cost is indicated in parentheses･

表2.5 最適シナ.)オ計画: 0.5≦q≦2.5; 0≦Cl≦100; 0%≦u≦6%56)

Cost Cl

o.5 1.0 1.5 2.0 2.5

0

25

50

75

1(X)

AAAA XFFF FFFF

AAAA ABCC EFFF

AAAA AA Iia CCC D

AAAA AAAA AB B B

AAAA AAAA AAAA

FFFF FFFF

FFFF FFFF

DDDE EEEE

BCCC CCC D

AAAA AAAA

First, second, third, and fourth letter denotes the optimal maint印at)Ce SCenario associatedwitha
discount rate of Uyo, 2%, 4%, and 6%,

respectively.

X denotes any maintenance scenario (A, B, C D, E, or F)･
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2.5 遺伝的アルゴリズムによるライフサイクル最適化

遺伝的アルゴリズムはDarwinの｢種の起源(On the Origin of Species by Means of Natural Selection)｣,

Mendelの遺伝則の2つに始まるダーウィニズム(Darwinism)と呼ばれる生物進化の原理に着想を得たアルゴリズ

ムであり,確率的探索,学習,最適化の一手法である｡すなわち,自然界の生物が何万年,何億年とかけて進化して

きたような遺伝的な法則を工学的にモデル化し,また参考にして工学に役立つような学習方法を与えるものである｡

1975年にHolland25)によって考案された遺伝的アルゴリズムは整数計画問題の解析手法として非常に優れた性能

をもっており, Goldberg18)によって化学プラントのパイプの敷設問題に適用されて以来,その有効性が広く認識さ

れるようになった｡その後,工学問題の広い範囲でこの手法が利用されるようになり,ライフサイクル最適化問題に

も応用された｡

本節では,遺伝的アルゴリズムを利用したライフサイクル最適化に関する研究について紹介する｡遺伝的アルゴリ

ズムに関する概要は,附録A章にて述べる｡

2.5.1ライフサイクル環境負荷の最小化

従来の研究では経済的観点からの尺度としてのライフサイクルコスト,あるいは環境負荷に関する評価尺度として

のライフサイクルCO2 (LifeCycleCO2, LCCO2)など単一の指標に基づいた取組が中心に報告されているが,建築

構造物の設計や計画段階においては直接的にはコストが非常に重要な位置を占めており,コストの裏付なしにはライ

フサイクルCO2の削減も十分に進まないという現実的な問題もある｡

弥田ら53,83)は,図2.11に示す住宅設計における各部位の建材選択に関して, CO2排出量や最終廃棄物量などの

環境負荷に関する項目を評価尺度とする問題を設定している｡住宅のライフサイクルを資材製造,部材製造,施工,

運用,改修,再生処理,廃棄処分.の7過程とし,表2.6のパラメータを用いて最適化を試みている｡弥田らは,この

ような組合せ問題の最適化手法として,離散変数を取り扱うことに優れている遺伝的アルゴリズムを採用している｡

表2.6 パラメータの変域83)

図2.11建材選択モデル83)

重体厚の変域

最小厚(mー最大厚(m)

木造躯体 0,03一-0.1

RC達躯体 0.05-0.25

S遺躯体 0.03-0.1

車小厚(mー長大厚(m)

外壁材なし

製材 0.005-0,O5

合板 0.005-0.05

鉄板 0.002′-0.02

アルミ板 0.002-0.02

ALC板 0.01.-0.05

タイル 0.005-0.∝I5

モルタル 0.Ol-0.l

外壁､屋根下地材厚の変域

最小庫(m)最大厚(m)

製材 0.005-0.05

合板 0.【X】5-0.05

ALC板 0.01-0.05

断熱材厚の変域

最小厚(m) J&大庫(m)

ロックウール 0.025 .- 0.1

番面壌の割合の変域

最小値 最大値

裏面耕割合 0.103*
-

l

'建築基牛法策28条のr居室の面積の1/7｣となる

面稚をこのモデルの住宅の壁面斗の稔計で除した卓

.皇聖上室生盟主空｣........._.___.._........最小厚(m) 最大厚(m)

鉄板 0.0002-0.Ol

アルミ板 0.0002-0.Ol

銅版 0.0002-0.Q1

再生材使用割合の変域

最小値最大値

再生粗骨材割合 0-0.5

高炉セメント割合 0-0.5

1t炉弔割合 0-0.5

アルミ再生地金割合 0-0.5

再生処理割合の変域

最小値Jt大使

木材再生処理割合 0-1

燃料用チップ割合 0-1

鉄再生処理割合 0-0.5

アル≡再生処理割合 0-0.9

絹再生処理割合 0-0.5

●●各変域を15投階に分けて遺伝子の選択段階とした
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スカラー化手法によるライフサイクル評価値の多目的最適化

建築構造物における建材選択は非常に多様な解の候補を持ち,またCO2排出量やコストなど複数の評価指標はト

レードオフの関係にある｡個別の設計における建材選択は,これらの指標の値を同時に減らす,あるいはライフサイ

クルCO2がある-定目標値以下であればコストの最も小さいものを選択するなどして,上記のトレードオフが多目

的問題として解決されていることが望まれる｡

弥田ら53,83)は,非常に多くの建材選択の組合せから,遺伝的アルゴリズムおよび多目的計画法のスカラー化手法

の1つであるE制約法を用いて多目的最適化を行い,得られた満足解からCO2排出量,コスト,廃棄物量の3評価

値を低減する建築資材の構成比率を明らかにしている｡

CO2排出量[e+01] (kg-c/mZ･年)
3

■

2 ▲

最終廃棄物量､3

(kg/m2 ･年)

図2.12 一般的な木造住宅における3評価値の比較83)

i1

最終廃棄物圭､
2

(kg/m2･年)
3

z

-′コスト[e十03]最終廃棄物圭ヾ33

(p]/m2･*) (kg/m2･*)

I

z

.コスト[e十03]
(円/m2 ･年)

図2.13 CO2排出量最小解における3評価値の比較83) 図2･14 コスト最小解における3評価値の比較83)

co2排甥[e･01] (kg-c/m2 ･年) CO2排出f,[e'ol](kg-c/m2 1年)

最終廃棄物圭3

(kg/m2 ･年)

ヽ

I

2 上 ＼ ＼ ヽ

2

(p]/m2･*) (kq/m2･*)

2

ー.コスト[e+03]
(円/m2 ･年)

図2.15 廃棄物量最小解における3評価値の比較83) 図2･16 多目的最適解における3評価値の比較83)
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2.5.2 不確定性を有するライフサイクルコストの最小化

一般に構造物のライフサイクルコストは以下のように定義することができる31)｡

CLifecy｡1e - CInitial

+∑

+∑

(1+i)y-l

(1+i)yn4

cMai｡t｡｡all｡e + ∑

Cbp｡rati｡g +

(1+i)y-2
CFailu,e +

qI､S｡｡｡ti｡｡ + ∑
1

_.
1

(1+i)yn5〉llaJlulC
■

(1+i)y-6
CDisma｡tl｡

(1+i)y-3
CRepair

(2.31)

ここに, CLife｡y｡1｡は構造物のライフサイクルコスト, CInitialはイニシャルコスト, CMaintenan｡eはメンテナンス

コスト, CIns｡e｡ti.nは検査コスト, CRe｡airは修繕コスト, Co,｡ratingは運用コスト, CFailur｡は損失コスト,および

CDismantl｡は解体コストを示しており, iは割引率, ynは期間を示している｡

(1+i)y-
は,コストをyn期間のiの割合で割引し,現在の貨幣価値に変換するために使用される｡

一般に割引率は利率,通貨あるいはインフレ上昇率の低下に依存する｡しかしながら,構造物のライフサイクル最

適化の中で必要とされる実際の原価データは,事実上存在しないため,統計的に意味のあるコストデータの不足があ

る式(2.31)を使用して,構造物のライフサイクルコストを最適化することは望ましくない｡

数人の研究者がライフサイクルコスト最適化のための確率論のモデルを報告しているが81),確率論のモデルの使

用も統計データの不足により制限されることをSarmaら69)は指摘している｡

Sarmaらは,ライフサイクルコストをイニシャルコストとメンテナンスコストの2つから成立するとし,ファジィ

理論に基づいて構造物の寿命に関する周期的なメンテナンス形態を決定しているパラメータを設定している｡

そこでは目的関数として,構造物の材料コスト6(9),構造物の重量ti'(a),部材種類の数f(9),部材断面の周囲

の合計j3(否)をファジィ数で表している67)｡卓(磨)Eま以下のとおりであるo

Nt

P(否)- ∑li9pi
i=1

ここに, liは部材の長さの合計, Ntは初期の部材種類の数である｡

ypi -4bfi -2twi +2di

(2.32)

(2.33)

ここに, bf,-は断面iのフランジ幅, tw,･はウェブ厚,およびdiは梁せいである｡

第j番目の候補断面pjを用いてNi個の候補形の内の最大値pjmax
･最小値pjminを表示して,図2･17のような

線形メンバシップ関数が定義される｡

pp, -1
Pj - Pjmin

Pjmax
-

Pjmin
, J-1,2,...,Ni (2.34)

ここでは, 4つの重み係数wc, ww,
wTおよびwpを用いて,メンバシップ関数を次のように定義している｡

ここで重み係数の合計は1に等しい｡

p♭i
-

WcFLci

p/wi
-

WcPwi

FLii
-

WcFLT,･,

pbi
-

WcPp,･

p♭.･
+p'wi +FLli +pi,i

- 1

(2.35)

(2.36)

ライフサイクルコスト最適化モデルは,図2.18および2.19に示される36層骨組構造物に適用している｡ 4つの

メンバシップ関数の重み係数によりそれぞれの重要性を決定しており,表2.7の5つについて離散変数の最適化とし

て遺伝的アルゴリズムを用いて検討している｡
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図2.18 36層骨組構造物モデル(3328部材)69)

表2.7 ケーススタディ69)

Case A for minimum material cost design

Case B for minimum weight
design

Case C for minimum perimeter design

Case D for minimum section type design

Case E for equal preference for the four criteria

もx4.57m

｢(16x lラft

∫
6xヰ.57

トーーーーーーーーーー｣
4且ヰ.57m(ヰ又15I'i)

P血I tt)rSl加es i tt7 12 (Set:tioJI3)

○亡Oluln11type

□ beam i)[pビ

I ｡mssb,北由蛋
～ (:otulTm

l tw｡m

団
2

包

一名九4･き7m(8x15允)
-｣

Plan for s`or主esI to 12 (Section 2)

y｣
ト12又4･57m(12x15ft)

･
弓

図2.19 36層骨組構造物の平面図69)

表2.8 メンバシップ関数に対する重み係数69)

wc ww wT Wp Ni

Case A 0.001 0.333 0.333 0.333 6

CaseB 0.333 0.001 0.333 0.333 6

Case C 0.333 0.333 0.333 0.001 6

Case D 0.333 0.333 0.001 0.333 15

Case E 0.25 0.25 0.25 0.25 15

表2.9 コスト最小解の設計内容69)

Mat亡ria】cost Weight of Total -lo† Of Total scctiona]

Type of study. of the structure
the structure sectioll I-yPeS PerJmeterS

Case A foT･ S6 543 527

N;･-6

Case a br S6733 198

Ni=6

Case C fTor S6粥59S5

.～ri-6

Case D for $775095ヱ

N.･- 15

Case E for $7 3649引

N.･-15

15516.OkN 50

(34S乱3 kips)

15410.I kN 58

(3464.5 kipsJ

15852.2 kN 3葛

(3563.9 kips)

18 I42.I kN 20

(4078.7 kipsl

17216.OkN 24

(3870.5 kips)

i ll.5768.6m

(43 927 $97.4 in.)

i 16098O.7m

(45 707902.5 in.)

lO79t28.2m

(42上ほ53603 ill.)

I I3$30lt4m

(44815()17.I in.)

i ll.1 154.1m

(43 746225.5 in.)
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2.6 多目的遺伝的アルゴリズムによるライフサイクル最適化

本節では,多目的遺伝的アルゴリズムを利用したライフサイクル最適化に関する研究について紹介する｡多目的遺

伝的アルゴリズムに関する概要は,第B章にて述べる｡

2.6.1ライフサイクルコストおよび劣化度の多目的最適化

橋梁構造物のメンテナンス管理において,より経済的でかつ耐久性を有する橋梁構造物を構築するためには,コス

ト最小化や耐用年数の最大化のように多くの目的を考慮する必要がある｡

VEGAによるライフサイクル最適化

Itohら30)は,橋梁構造物のデッキのライフサイクルコストに対応する式として次式を表現している｡

N T

c-∑∑
i=1 t=1
(a xs(i,xn(i,i))

(2.37)

ここに, Nは橋梁構造物の数, Tは計画供用期間, rは割引率, cは修繕コスト,およびs(i)は橋梁iにおけるデッ
キの面積を示している｡また,

n(i,i)は時刻tにおいて修繕する場合には1,修繕しない場合には0を返す変数で
ある｡

もう1つの目的関数として構造物の劣化度を設定している｡劣化度は次式で表される｡

N T

D-∑∑
i=1 t=1

d(i,i)x s(i)
T x S

(2.38)

ここに, Sは対象とする全ての橋梁構造物におけるデッキ部分の面積の総和である｡また,時刻tにおける橋梁iの

劣化度合いd(i,i)は次式である｡

d(i,i)
-

1 + eα71-@iXt
(2.39)

ここに,
αiは建設時の値によって決定されるパラメータ, βiは橋梁構造物の建設時からの経過年数に関係するパラ

メータである｡

多目的遺伝的アルゴリズムとしてScba鮎r70)によって提案されたVEGAを採用している｡

MOGAによるライフサイクル最適化

Itohら30)は,多目的遺伝的アルゴリズムとして1993年Foncesaら10)によって提案されたMOGAを採用し,

ライフサイクルコストに対応するメンテナンスコストおよび対象モデルの劣化度合いを目的関数として多目的最適化

を行うことで,最適な橋梁構造物のデッキのメンテナンス計画案を提示している｡

また, MOGAにおける個体iの適合度の算定式として次式を与えている｡

βt(i)-

rank(i)
x
num(i)

ここに,
rank(i)は個体iのParetoランク,およびnum(i)ばrank(i)の個体の総数である｡

(2･40)
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2.6.2 ライフサイクルコストおよび構造性能の多目的最適化

Liuら44)は,従来のライフサイクル最適化に関する研究の多くがライフサイクルコストの最小化にのみ着目して

いることを指摘し,コスト最小化と同時に構造物の性能を把握する必要性を述べている｡

Liuらは,橋梁構造物のライフサイクルコストに対応する式として次式を表現している｡

CI,I ,

｣Ⅴ

-≡t=1 (1+ i/)t7r/
(2.41)

ここに･ Cpvはライフサイクルコストの現在価値, Nは供用期間中に行うメンテナンスの数, Ctlは時刻tiにおけ

るi番目のメンテナンスに関するコストおよびl/は一定の割引率である｡

また,メンテナンスのシナリオとして図2･22に示すような信頼性指標に基づくマルチリニアの性能指標(perfor-

mance index)を定義している｡
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図2.22 性能指標モデル(a)時間制御, (b)性能制御44)

表2.10 メンテナンス戦略のための変数44)

Parameters silane Do nothing btlt rebuild

T也e of Brst app一ication (years),Tpi

Time interval of subsequent applicatioTl (years),Tp

Effects on lmprovement, 7･

condition Delay in deterioration (years)I㌔
index

Deterioration rate during eqect (yearJl),a(-∂

Eqects on

safety

index

Unit cost (kL)

Duration of maintenance eqect (years),Tod

Improvement, γ

Delay jn deterioration (years).Td

Deterioration rate during enTect (year~1),∝-∂

Duration of maintenance e飴ct (years),Tpd

Design variable

Desigr[ variable

0

0

Min=O

Mode = 0.OI

Max - 0.03

MiI1 ≡ 7.5

Mode ≡ 10.0

Max= 12.5

0

0

Min=O

Mode = 0.007

Max = 0.O18

MiI1 = 7.5

Mode = 10.0

Max= 12.5

Min = 0.3

Mode = 39.0

Max = 77.0

When safety < 0.91

When safety < 0.9I

Restored to condition = 0

Min= 10

Mode二 15

Max =30

Min = 1.00

Mode = 1.25

Max= 1.50

While condition < I.0

Mill = 247

Mode = 7410

Max = 28898
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表2.10に示す設計変数を操作することで次の多目的最適化問題のPareto最適解集合を多目的遺伝的アルゴリズム

を用いることで提示している｡

minimize the largest condition index during the service life

maximize the smallest safety index during the service life

minimize Cpv

subject to i
condition index ≦ 3.0

safety index ≧ 0.91

(2.42)

なおLiuらは多目的遺伝的アルゴリズムとして, 2000年Debによって提案されたNSGA-ⅠⅠを用いて最適化を行っ

ている｡
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p(A

~
人
ゝ
･
,
.
㌔1.2

､ー･

;>.

1.3 ~
J

､､,㌔

1.4

SAFEW暮NDEX

J. .I.;,i:･i･i･'.:I-

. :.lA:.:':.ニ･;:i:1:･Ai･
･
･･';'.:A

1.5 3

'

2

I- 25

COND汀I ON INDだX

tL

●ヽ
■●

.4 ′
I

'･

'･>:-
･i･･i
kltt'.:.･

l･{t.

200

王r

S150

号100
≡コ

850
O

･■や･･t･.9:･･.-I-} l
I.'.t･!･SA･･r:･･

･L:
r･･i/.i

2.a

{:ir)旧TIEW INDF y

(d)

29i
謝圭
!

】

員ii室目

2.5

CONDmON附OEX

l-

.て{?･:
I.I::-､

':; :I･:
･

._.

:3.I:･{･･i::i･,;I;;::.ii:･:･T･;･:･TL･:･L'pr/

I

1.3

SiAF∈TY [NnFX

1.4 1...E

図2.23 多目的最適解集合44)

20 30

TfME rYEARS]

図2.24 設計解のコスト経年推移44)



2.7 結語 27

2.7 結語

本章ではライフサイクル最適化に関する既往の研究について整理した｡

第2.2節では,ライフサイクル最適化問題を分類し,整理した｡ライフサイクル最適化問題は,空間的パラメータ

を操作する最適化問題と時間的パラメータを操作する最適化問題に分類される｡

第2.3節では,部材の断面情報や重量あるいは部材の種類など,空間的なパラメータを操作するライフサイクル最

適化問題について述べた｡これらは,従来の重量最小化を目的とした構造最適化問題から発展した研究が多く,また

信頼性理論を採用することで構造物が供用期間中に不確定に損失するコストを評価している｡

第2.4節では,メンテナンスシナリオなど時間的パラメータを操作するライフサイクル最適化問題について述べ

た｡時間的パラメータを取り扱う最適化問題の多くは,信頼性理論に基づいて構造物の性能を評価している｡

第2.5節では,遺伝的アルゴリズムを用いたライフサイクル最適化に関する研究について述べた｡これらの研究に

おける設計変数は,部材選択など離散変数の空間的パラメータであることが多い｡これは,遺伝的アルゴリズムが離

散変数を取り扱うことに優れているためである｡また,ライフサイクルにおける環境負荷を目的関数とする研究も行

われている｡

第2.6節では,多目的遺伝的アルゴリズムのライフサイクル最適化問題への適用に関する研究について述べた｡

多目的遺伝的アルゴリズム自体が近年になって提案されてきているものであるため,それらをライフサイクル最適

化問題に適用した研究は少ないが, Schaffer70)のVEGA, Fonsecaら10)のMOGA,あるいはDebら8)による

NSGA-ⅠⅠなどを用いた研究が報告されている｡

これまでの研究で提案されたライフサイクル最適化は,土木構造物を対象としたものが殆どである｡建築構造物を

対象とした研究もなされているが,そこではシナリオなどの時間的パラメータは考慮されていない｡さらに,建築構

造物を対象とする場合,躯体のみでなく下地材や仕上材など耐用年数の異なるものについても,設計段階で修繕時期

などを時間軸上における戦略として計画する必要がある｡
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第3章

ライフサイクルデザイン手法

3.l棟説

建築構造物のライフサイクルデザイン(LifeCycleDesign, LCD)あるいはライフサイクルエンジニアリング(Life
Cycle Engineering)とは,建築構造物のライフサイクル全体に亘る建築構造物とプロセスの設計であり,素材の採掘

から精製,設計,計画,建設,保全や修繕等の運用,および解体に至るまでを含んでいる｡環境負荷の低減が必要と

なっている現在,ライフサイクル全体を考慮に入れた設計を行い,持続可能な発展を達成することが必要とされてい

る｡すなわち,持続可能な建築構造物により素材の投入量を削減し,環境負荷の低減を行う必要がある｡また,計画

を行うだけはなく実行可能な形で提案していく必要があり,コストの削減も必要となってくる｡本研究では,建築構

造物のライフサイクルデザインを最適化問題として捉える手法の提案を行う｡

本章では,建築構造物のライフサイクルデザインの最適化問題としての適用に閲し,その手法について論じる｡

第3.2節では,本研究で提案するライフサイクルデザインの概要について述べる｡第3.3節では,空間的設計変数と

して構成要素の取捨選択方法について述べる｡第3.4節では,時間的な設計変数として構成要素の劣化関数を考慮

したシナリオ操作方法について述べる｡第3.5節では,各部材ごとに劣化関数をモデル化し,建築構造物のライフサ

イクルコストを具体的に評価する方法について項目別に詳述する｡第3.6節では,ライフサイクルコストと同様に,

ライフサイクルアセスメント手法としてライフサイクルCO2を具体的に評価する方法について項目別に詳述する｡

第3.7節では,環境配慮性あるいは経済性を考慮した単一目的のライフサイクル最適化問題を定式化する｡第3.8

節では,本研究の目的である環境配慮性および経済性の両者を同時に考慮した多目的最適化問題についての述べる｡

第3.9節では,複数の設計変数を同時に扱う多層型遺伝的アルゴリズムについて説明する｡
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3.2 ライフサイクルデザイン

持続可能性(sustainability)の概念は,1987年,国連ブルントランド委員会(The W)rld ComⅡ1ission on Envi-

ronment and Development, WCED)による｢我ら共有の未来｣ 82)において提唱した持続可能な発展(sustainable

development)に由来する｡建築分野においては,国際的には1993年6月のシカゴ会議において,国際建築家連合

(union lnternationale des Architectes, UIA)およびアメリカ建築家協会(A Chapter of The
Amerigan lnstitute

of Architects, AIA)が｢持続可能な未来のための相互依存宣言｣ 77)を連名で取りまとめたほか,欧州協力開発機構

(organisationfor Economic Co-Operation and Development, OECD)が1998年から｢サステイナブル建築プロ

ジェクト｣ 58)を4カ年計画で開始している｡日本においても, 1995年の日本建築家協会(TheJapanlnstituteof

Architects, JIA)による｢サステイナブル･デザインガイド｣ 92)をはじめ,日本建築学会(Architecturallnstitute

of Japan,AIJ)による｢サステイナブル･ビルディング普及のための提言｣ 94)が1999年に出されるなど, ｢持続可

能な建築｣の実矧こ向けた様々な取り組みが行われている｡従来,この概念は環境政策(gambit)を中心に用いられ

てきたが,そのことを建築分野で実現するための手法･技術はは未だ不十分である｡

本研究では,持続可能性を単に長寿命というだけでなく,維持管理の過程において,低コストで環境負荷の小さい

建築構造物を造っていくことと捉え,ライフサイクルに亘って計画されている構造物を造ることを目標とする｡計画

段階において低コストで環境負荷の小さい建築構造物を得るために,最適化手法を用いたライフサイクルデザイン手

法の提案を行う｡耐久性のある構造物を造るためには,構成要素を選定することは当然のことながら,設計段階にお

いて,その建築構造物に加わる環境外力を予測し,長期間に亘ってそれに対してどのように抵抗させるかを計画し,

それを達成するように設計しなければならない｡この場合,構造躯体だけでなく,それに取り付けられる仕上材,下

地材など耐用年数の異なるものについても設計段階で,その更新の時期などを時間軸上におけるシナリオの戦略とし

て計画し,設計の中に織り込んでおく必要がある｡

一方で,構造物を設計する場合には,コスト,規模,用途,地盤条取建築構造物の重要性,地域性などの様々な

設計条件の中から,経済性,耐力,耐久性など,目標とする建築物の性能を決定しなければならず,最適化問題を解

くことにより目標とする構造物を得ようとする場合には,これらの設計条件を基に最適化問題を定式化する必要があ

る｡しかし,最適化問題により得られる解は,設計条件の解釈の仕方による定式化の違いや,計算に考慮することが

困難な要因のために,必ずしも条件に適した構造物とならない可能性がある｡また,問題領域が複雑なほど,制約条

件を満足する解の割合は減少し,実行可能解を得ることは困難になり,満足な解を得られない可能性もある｡さらに

ライフサイクル全体の建築設計の意思決定は,環境配慮性あるいは経済性など多方面からの要求を考慮しなければな

らず,それら全ての要求を同時に満足した合理的な設計解を考えることば非常に困難である｡

本研究では,上述した持続可能性を達成する建築構造物を設計解として提示するライフサイクルデザイン手法を提

案する｡持続可能性を達成するために必要な目的は複数存在するため,単一目的最適化を行い唯一の解を提示するだ

けでは不十分であると考えられる｡そこで図3,1に示す概念図のように,多目的遺伝的アルゴリズムを用いて得られ

た解は選択の余地のあるPareto最適解の集合である｡これらの得られた解集合を意思決定者に提示することで,意

思決定者はそれら中から,自らの選好に基づいて解を決定することが可能となる｡
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図3.1 ライフサイクルデザインの流れ
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3.3 空間的パラメータ

本研究では,建築部位の構法,建築部材の厚さおよび面積に関するパラメータが決まれば構成要素が選択され,そ

れらの組み合わせによって,建築設計がなされるものとして建築構造物を表現する｡部材については,実設計で用い

られている代表的なものを取り上げ,素材を選択する｡本研究では,素材の違いを,原単位の数値の違いとして表現

する｡さらに建築部位の厚さおよび面積に関して,現在の技術で施工可能と考えられる範囲を設定し,部材毎にその

量を設定するものとする｡すなわち, ｢建築構造物を構築するために何を使うか｣という構成要素の選定を空間的要素

としての設計変数としている｡

3.3.1表現方法

建築構造物を図3.2に示すように各部材に分解し,各部材を遺伝子情報化する｡各部材は素材の選択によって原単

位が決定される｡染色体は各部位の後述する構法的序列による階層情報,素材情報を表す遺伝子の配列からなり,部

材は次章で設定する変数から選択を行う｡建築構造物は遺伝的アルゴリズムの進化計算によって生成された遺伝子に

より部材の組合せとして表現される｡

ただし,部材間には様々な制約があり,環境配慮的,経済的に有効な材料の加算的な選択が必ずしも成立しない｡

このような部材間の関係を記述し,不適切な組合せをもつ場合,致死解として扱わずペナルティの処理を行う｡

･て丁~ ＼＼

-こ∴≧

図3.2 空間的パラメータの表現方法
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構法的序列

ここで示す構法的序列とは,建築構造物を構成する部位の関係性を示す概念である｡これはライフサイクルの観点

から言えば,建築構造物を造る順序であり,修繕のし難さの順序でもある｡実際の工事において,目的となる部位以

外の部分も取り合いの関係から工事対象に含めざるを得ないことがあり,そのために余計な工期,コストなどが増さ

ざるを得なくなることが多々ある｡

一般に建築構造物を作る過程は,躯体, 2次構造部材,内外装という順である｡ここで2次構造部材とは壁体など

のような,躯体と内外装を結ぶための構造材を示している｡この順序は工程順であるとともに,支持,被支持の関係

の順序である｡これを構法的序列と呼ぶこととし,先に造る側を支持側,後から造る側を被支持側と呼ぶことにすれ

ば,支持側は被覆される側,被支持側は被覆する側ともいえる｡

図3･3に建築構造物の構法的序列の概念を示す｡躯体(system)レベルには構造躯体,2次構造部材(sub-system)

レベルには壁などの構成部位,部材(components)レベルには内外装などを想定する｡

図3.3 構法的序列の概念

System

Sub-system

Components

さらに本研究では,制約条件としては構成要素の選択において生じる可能性のある非現実的な組合せを考慮してい

る｡これはすなわち支持側の部材に対して,被支持側が施工可能かどうかということを意味している｡

3.3.2 原単位

建築構造物で用いられる建設資材は多種多様であり,それらの資材に当たって発生するCO2排出量などを求めて

おく必要がある｡この単位資材重量当たりの排出量は,一般に原単位と呼ばれ,種々の推定値が使用されている｡本

研究では,日本建築学会104)による原単位を使用している｡日本建築学会は,産業連関表に基づく公表データを基本

として,各産業部門別の直接排出量の設定を共通として,建設部門分析用産業連関表,固定資本マトリクスなどを組

み合わせていることで最終的な数値を求めている｡ここで用いる原単位は夷S.1に示す国内または海外までを考慮し

た消費支出(consumer expenditure)あるいは資本形成(fixedcapital formation)などの境界条件を選択し,生産段

階から流通段階までを勘案する｡

表3.1境界条件

国内 消費支出

資本形成

海外 消費支出

資本形成
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3.4 時間的パラメータ

耐久性のある建築構造物を造るためには,構成要素を選定することは当然のことながら,設計段階において,その

建築構造物における劣化を予測し,長期間に亘ってそれに対してどのように抵抗させるかを計画し,設計しなければ

ならない｡そのためには,前節で述べた建築構造物の物的存在に関する空間的な設計変数だけではなく,時間軸に関

する設計変数として建築構造物の寿命(耐用年数)および各構成要素の修繕･維持保全に関するライフサイクルシナ

リオ(LifeCycleScenario)を考慮する必要がある｡ライフサイクル全体を最適化するためには,ライフサイクル全

体における時間軸上の戦略としてのライフサイクルシナリオの特徴をパラメータとして表現しなければならない｡本

研究では,ライフサイクルを表現する時間的パラメータとして,建築構造物の耐用年数tlおよび部材iの更新年数

(修繕周期) tp,iを用いている｡すなわち｢時間軸においてにどのように計画するか｣というシナリオを時間的要素と

しての設計変数として用いる｡

3.4.1既往の表現方法

Kongら38)によれば,構造物のシナリオ表現方法は大きく2つに分類される｡ 1つは,修繕期間を変数として与

える方法であり,もう1つは時間に依らず予め設定した要求性能を制約条件として修繕時刻を決定する手法である｡

時間制御型シナリオ

Kongら38)は,構造物をti経過後,初期性能P.からαの傾きで劣化が開始するモデルとし,次のような維持保

全のシナリオを想定している｡

時刻tpiにおいて維持保全を行うことにより,性能は↑上昇する｡その後, td経過した後, α-6の傾きで劣化が

進行し,維持保全を行った時刻tpiからtpd経過した後,劣化の速度が増加しαの傾きで劣化が進行する｡さらに維

持保全操作からtp後,次の維持保全を行う｡

上述したシナリオを繰り返す構造物のライフサイクルを表現するために,ライフサイクル最適化問題の設計変数と

して,修繕周期tpを設定している｡すなわち最適化問題は,供用期間中において構造物の許容できる限界の破壊確

率PF
all｡wabl｡を用いて,許容できる最低性能Pta,getを設定し,供用期間中その値に至らないように･修繕周期

tpを操作することとなる｡図3･4に時間によるシナリオの操作の概要を示す｡
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図3.4 時間によるシナリオの操作

Tinle

図3.5 性能によるシナリオの操作
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性能制御型シナリオ

Kongら38)は,構造物の時系列における信頼性指標から性能指標P(i)を推定し,それが予め設定した要求性能

Pta,geLを常に下回らないことを制約条件として,維持保全をシナリオ化している｡性能が劣化し,最低性能Pta,get

に達した時刻で修繕･維持保全を行う｡図3.5に性能によるシナリオの操作の概要を示す｡

3.4.2 構法的序列に基づいた階層化によるシナリオの表現方法

上記のシナリオ操作法は,従来土木構造物における維持保全のスケジューリング問題に適用されてきた｡しかしな

がら,建築構造物は構造躯体だけでなく,それに取り付けられる仕上材,下地材など耐用年数の異なるものについて

も設計段階で,その更新の時期などを時間軸上における戦略として計画し,設計の中に織り込んでおく必要がある｡

よって,既往の手法をそのまま適用することには適切ではないと判断できる｡

そこで,本研究では構法的序列を考慮し,下位層(被支持側)のシナリオは,上位層(支持側)の更新と共に強制

的に更新させる多層型シナリオの表現手法を提案する｡

構法的序列

建築構造物を前節で述べたように階層化したとき,構法的序列の観点から見れば,修繕･維持保全がしやすいのは,

被支持側である｡支持側は,被支持側を除去しなければ修繕できない｡被支持側が支持側よりも長寿命である場合に

は,不経済であると考えられる｡すなわち,必要条件として支持側は被支持側よりも長寿命でなければならない｡

具体的には,建築構造物が寿命に至った場合,すなわち最上位層である躯体が耐用年数に達した場合,それより下

位層の部材は強制的に除去することとなる｡また,構法的序列の観点から見て支持側の部材を修繕する場合は,同時

に被支持側の部材は更新するものとする｡図3.6に構法的序列に基づいた階層化によるシナリオの操作の概要を示す｡

Po

System

Pl∬gel

Po

Sub-system

Ptarget

Po

Components

Ptarget

図3.6 構法的序列に基づいた階層化によるシナリオの操作

このように構法的序列に基づいた階層化を行うことで,既往の手法では表現できなかった多層な構法からなる建築

構造物を表現することが可能となる｡さらに本研究では躯体耐用年数の異なる複数の代替案を比較するために評価対

象期間を設定する｡評価対象期間中に躯体が耐用年数に至った場合,建築構造物の建て替えを行うとする｡
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3.4.3 性能指標の表現方法

ライフサイクル全体における時間軸上の戦略,シナリオを操作するためには,時間軸における構造物の性能を表現

しなければならない｡そのためには,本研究で取り扱う各構成要素の有する時刻tにおける性能指標P(i)に関して

初期性能Poおよび許容限界性能Pta,getを設定する必要がある｡

本研究では,部材は初期段階t
=oでは最大限の性能を有しているとして,全ての構成要素に関して初期性能を

po - 1とし,劣化が進行しこれ以上要求性能を維持できない減耗限界をtpdとする｡その時刻において部材の保有

する性能を要求する値を満たさないという趣意で最低限の性能Pta,get
-0として定義する｡

さらに,時刻tにおける性能P(i)≠1は,修繕行為r(i)を行うことにより丙-1になると見なす｡ただし,
Kongら38)の分類によれば,本論における修繕とは維持保全(essential maintenance)に属し,ここでは予防保全

(preventivemaintenance)に関しては考慮しないものとする｡

P(i) +r(i)
-

P(i) (3.1)

ただし,ここでいう修繕行為とは劣化した性能を復元させるために行うものである｡なお,実際には修繕するために

は劣化箇所を補修点検によって特定しなければならないが,本論では劣化部位が具象されるものとして,劣化部位を

交換することにより初期性能まで回復すると仮定している｡

言い換えれば,時刻oから時刻tに至るまでに初期性能Po-1から劣化した比率がr(i)である｡すなわち本研

究においては次の仮定によって修繕r(i)と性能P(i)の関係を形象化している｡

r(i)-1-P(i) (3.2)

したがって,本研究において時刻tにおける構成要素の有する性能P(i)は,修繕行為によって0から1の範囲を変

動することになる｡ただし,現実の劣化現象には諸般の要因が交錯しており,その劣化現象を具現することは多くの

不確定性を有する危険を季んでいるが,ここでは,確定的に取り扱えるとした手法を述べる｡劣化現象における不確

定性の影響については第6章にて述べる｡

劣化関数

保全管理の根拠を与えるものが部材の減耗を示す劣化関数である｡減耗の進み方を図3.7に示すようにある滑らか

な曲線で表現する場合もあるが,修繕率に関しても実際の修繕行為を考えると階段状であるかも知れず,劣化関数を

表現する場合,図3.8あるいは図3.9に示すように線形的に表現することで十分評価可能であり,このように補間を

行うことでの誤差はごくわずかである｡
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図3.7 劣化関数の概念
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図3.9 本論における劣化関数モデル
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Nevesら55)は,時刻oから劣化が始まるとして劣化関数を線形補間しているが,本研究ではさらに実現象に近似

するため,ある時刻td,iを経過した後,急激に劣化が進行するものとして劣化関数をバイリニア補間する｡横軸を経

年,縦軸を本論で想定する部材iの性能Pi(i)とした図3.10のような劣化関数および劣化と修繕の関係を設定し,

劣化する部材iの修繕率riは,時間tに関する関数として次式のように表現できる｡

ri(i)
- i
αil i ≦ td,i

(αi-βi)td,i+βittd,i ≦t ≦tpd,i
1 i ～ tpd,i

(3.3)

ここに

αi :劣化関数の傾き

βi :劣化関数の傾き
td,i :劣化関数の傾きがαiからβiになる時刻
tpd,i :部材の性能が失われる時刻

また,図3.10を,縦軸に修繕率をとるようにすれば,図3.11に示すように経年と修繕率の関係を描くことができる｡

本論では,部材iのtd,i, tpd,iおよび時刻td,iにおける修繕率ri(td,i)-ri(i)lt=td,,iは,文献98)の値を採用し,躯
体に関しては附録C章に示す推定法を用いて決定している｡なお,時刻tpd,iにおける修繕率ri(tpd,i)- ri(i)Lt-tpd,1
は必ず1であるため98), αiおよびβiは次のように表現できる｡

(3.4)

βi-
1
- ri(i)lt=td,i
tpd,i
-
td,i

(3･5)
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修繕率

修繕を行うことによって,その後の劣化は修繕の影響を受けると考えられる｡図3.12に,修繕率の概念を示す｡こ

れより,修繕を行うことによる影響を見ることできる｡ここでは,周期的に修繕を行うものの,修繕率r完が各修繕

ごとに異なる様子がわかる｡例えば部材iをk-2回目の修繕を行う場合,その時刻t-2tp,iにおける部材の有す

る性能Pi(i)lt=2tp,.i,は,特刻t-0から劣化が進行した部位の残余性能と,k- 1回目に修繕したことによって回復

した性能ri(i)it=tp,,が期間t
- 2tp,i

-tp,i
-

tp,iの間に劣化した部位の残余性能の和であるとすれば,修繕ごとに

修繕率rtykは異なることがわかる｡また,図3･13には,時間軸における劣化と修繕の挙動を示す｡

Step 1

Step 2

Step 3

Step 5

図3.12 修繕の概念
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tp,t' tp, i

図3.13 時間軸における劣化と修繕の挙動

ここで,部材iのk回目の修繕,すなわち時刻t-k･tp,iにおける修繕率r%Tkは次のように導出できる｡

まず,部材iの1回目すなわち時刻t-tp,iに行う修繕における修繕率r芸1は,式(3.3)に示した劣化関数を用い

て次式のように表現できる｡

r;1
-

ri(i)Ft=tp,i (3･6)

修繕を周期的に行うとすると2回目すなわち時刻t-2tp,iに行う修繕における修繕率r芸,kは,式(3･3)から導かれ

るイニシャルおよび1回目の修繕それぞれの劣化関数の組合せを考慮して次式のように表すことができる｡

r;2
- 1
- [(1-ri(f)lt=2･tp,i〉+r芸1(11ri(i)It=tp,I)]

(3･7)

したがって,部材iのk回目の修繕,すなわち時刻t-k･tp,iにおける修繕率r%Tkは,イニシャルからk-1回目

の修繕までの劣化関数を組み合わせた次式となる｡

ri'k
- 1
- [〈1-ri(i)lt-k･tp,i)+r;1 〈1-ri(i)lt-'k-l'･tp,i)･.･･･r%,(k-1,

〈1-ri(i)It-tp,i)](3･8)

これを纏めて表現すると次のようになる｡

r%,k
- 1
- [･1-ri(i,･t-k･tp,1,+;Ellri,,n

{1I

ri(i,･t-(k-n,･tp7i,]
(3･9)

ここで,図3･13に示すように初期投資をk-0回目の修繕,すなわちr2T.-1とすれば,上式は次式のように表現

できる｡
k11

rift
- 1
- ∑r㌫〈1-ri(i)Ii=(k-n)･t".)
n=0

(3.10)
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3.5 ライフサイクルコスト

建築構造物を企画･設計･建築し,その建築構造物を維持管理して,最後に解体･廃棄するまでの,建築構造物の

全生涯に要する費用の総額を,建築構造物のライフサイクルコストという｡そこで本研究では,建築構造物の経済的

評価尺度としてライフサイクルコストを用いる｡

本節では,耐用年数を用いてコストを算定する手法を提案し,イニシャル(initial)コストおよびランニング

(running)コストを用いることでライフサイクルコストが算定されるとし,具体的に評価する方法について項目別に

詳述する｡

3.5.1 イニシャルコスト

建築構造物のイニシャルコスト評価すなわち素材製造と流通に関する建設コストの評価を行う上で,素材別の使用

物量を重量単位に換算する必要がある104)｡
backup

Wj -Wj･Wj

素材jが建築物に使用される全重量(kg)
素材jが使用される物量

補助物量

(3･11)

ここに

3 :素材の種類

ただし,ここでいう補助物量とは,使用される物量を重量に換算するための比例定数のことである｡

イニシャルにおける部材iのコスト評価Co,iは,素材jを使用する部材iの重量Wijを用いて次式で算定される｡

co,i

-∑(Wij･Cj)
j

ここに

cj :素材jの製造および流通に関する単価(附録D章)

よって,建築構造物全体のイニシャルコストCoは,次式で算定される｡

co - ∑∑(wij･Cj)
i 3

(3･12)

(3.13)

3.5.2 ランニングコスト

ランニングコストの評価は,部材別のイニシャルコスト評価に式(3.10)により求めた部材別の修繕率r%Tkを乗ずる

ことによって算出するo時刻tにおける部材iのk回目の修繕に関するコストCikは,次式で算定される｡

Co,i
cik
=てi了帝･7q･瑞

ここに

〃 :割引率

7 :修繕に関するパラメータ

q :修繕率とコストとの関係を示すパラメータ

部材iの修繕を期間tp,iごとに周期的に行うとすると,式(3･14)は次式のようになる｡

Cik -

Co,i

(1+ z/)k'tp,i

･

7q
･r.7k

(3･14)

(3.15)
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よって,部材iの時間軸において累積したコストCiは,式(3.14)を用いて次式で算定される｡
nl

ci - ∑cik
k=1

(3･16)

ここで,修繕回数niは建築構造物の寿命tlを用いて次式で表現できる｡ただし, ｢･1はCeiling関数を表現してお

り, rxlの場合x以上x+1未満の整数を表す｡ 1を減じているのは,イニシャルとの重複を避けるためである｡

ni- ｢計1 (3･17,

構法的序列の考慮

式(3.16)に示したランニングコストは,構法的序列の観点から見て支持側の部材の修繕の影響を考慮していない｡

被支持側の部材は支持側の部材の修繕によってシナリオに制約を受ける｡具体的に言えば,一般に支持側の部材の修

繕をするためには被支持側の部材は交換せざるを得ない｡ライフサイクルを適切に表現するためには,支持側の部材

の修繕を行う際に被支持側の部材は除去される現象を把握することが望まれる｡以降,支持側の部材を構法的に上位,

被支持側の部材を構法的に下位と呼ぶこととする｡図3.14に構法的序列によるシナリオの制約の様子を示す｡

O

O

‡=

cC

≡
ゝ一

to

a
l 】

t
s%1pムvu62

l
l ≡ l】 】 I J( t - t l1

図3.14 構法的序列によるシナリオの制約

構法的第u位の部材iがそれより上位の第u-1位の部材の修繕期間(修繕してから次の修繕を行うまで) tpu-1

中に発生するコストC㌻:u-1は式(3.15)を用いて次式で表現できる｡

nu:u-1

c㌻:u-1- Jt cik
k=0

ここで,第u位部材iの修繕回数nT:u11はCeiling関数｢･1を用いた次式で表現できる｡

n㌻‥u-1
- ｢計1

次に第u-2位部材の修繕期間tpu12中における第u-1位部材の修繕回数nu-1は次式であるo

nu-1:u-2

(3･18)

(3･19)

(3.20)

ここで第u-2位部材の修繕期間tpu-2中,第u-1位部材のnu-1回目の修繕後,時刻tpu12に至るまでの期間

t㌫去Luv=r2は次式である｡これは,言い換えれば第u-1位部材のnu-1回目の修繕期間fpu-1が第u-2位部材の修
繕期間tpu-2が打ち切られたともいえる｡

i:t=去Tv=,2
- tpu-2
I (nu-1:u-2- 1)

･ tpu~1 (3･21)
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期間子sutL去Tv=r2中における第u位部材iの修繕回数n;tt去£=,?iはCeiling関数｢･1を用いた次式で表現できる｡

･ll',
".],"I:..I-',

(3･22)

よって,第u位部削が支持される第u-2位の部材の修繕期剛pu~2中に発生する第u位の部机のコストC㌻‥u-2

は次式で算定できる｡
u11:･t1-2
nstopover･

;

宗一I-1)c㌻:u-1+ZI^
cik (3･23)c㌻:礼-2-(同一1) k=0

したがって,第u-v位部材の修繕期間tpu-v中に発生する第u位の部材iのコストC,u:u-vは次式で算定できる｡

(y:''LIL.

x@2
(
tpu-I

tpu-(I-1)

-1)

(1 ll

c㌻‥u~1+∑n
y-3 I-y (｢畏Ill)

nsutこpl=veLrr
1 )

nsTtJ.L三=ve-r:,
∑ cik+ ∑ cik (3･24)
k=O k=0

ここに一般化した修繕回数ngt:吾p｡ver,i(a > b)はCeiling関数｢･lを用いた次式で表現できる｡

n;i三,｡ve,,i (3･25)

さらに,第1位部材の修繕期間すなわち建築構造物の寿命tl中に発生する第u位の部材iのコストCi-C㌻:1は

次式で算定できる｡右辺最終項はイニシャルコストとの重複を避けるため減じている｡ここで, t去-tlとする｡

ci - C㌻:1

-酎鼻l
-

1)
c㌻‥u-1

+uy!;酎#l
-

1)nstoE.er'icik+n=t;kfoer'icik
-Co,i (3･26)

u-1:I+1

よって,建築構造物全体の時間軸において累積したランニングコストCγは,上式を用いて次式で算定される｡

cr -

∑ci (3･27)
i

3.5.3 ライフサイクルコスト

建築構造物はライフサイクルに亘って多種多様のコストが発生するが,本研究では建築構造物全体のイニシャルコ

ストC.に,時間軸において累積した修繕によるランニングコストCrを加算したものを,建築構造物のライフサイ

クルコストCIcとする｡

CIc-Co+C, (3･28)

評価対象期間の考慮

建築構造物の寿命の異なる複数の設計案を比較するためには,変数として取り扱う建築構造物の寿命tlで除するラ

イフサイクルコストだけでなく,確定値として評価対象期間(projectlife in evaluation)tevalを設定し,評価対象期

間中に建築構造物のライフサイクルが繰り返されるとして,拡張したライフサイクルコストを用いて評価することが

望まれる｡評価対象期間を構法的序列第o位とすれば, teval

-tgとして式(3･28)は次式のように拡張される｡

ceval

-綿(｢計1)
c%y:u-1 + uy!.3酎鼻II

1)n=t;i.=rl'71'cik
+

u-1:0
nstopover17

∑
k=0

(3･29)
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3.6 ライフサイクルアセスメント

前節では,建築構造物のライフサイクルコストの算定法について述べた｡同様に建築構造物を企画･設計･建築

し,その建築構造物を維持管理して,最後に解体･廃棄するまでの,建築構造物の全生涯において発生する環境負荷

(environmentalimpact)の総量を予測する手法を,ライフサイクルアセスメントといい,特にその構成段階の1つ

であるインベントリ分析(inventoryanalysis)により,原料の調達から製造,流通,使用,排気,リサイクルにわた

るライフサイクル全体を対象と考え,各段階で投入される資源,エネルギあるいは排出物を定量的に把握することが

可能となる｡

地球環境問題を進展させている要因には, CO2 (carbon dioxide),SOS (sulphuroxide)あるいはNOx (nitrogen

oxide)など様々な原因物質が存在するが,一般にライフサイクルアセスメントの評価対象は,CO2排出量(discharge

ofCO2 exhaust)に代表される｡そこで本研究では,建築構造物の経済的評価尺度としてライフサイクルCO2を用

いる｡ただし,ここで提案する手法を用いればSOxおよびNO3,などの環境負荷要因も同様に評価できる｡

本節では,ライフサイクルアセスメントの構成段階の1つであるインベントリ分析としてライフサイク)YCO2を

算定する手法について述べる｡

3.6.1イニシャル評価

建築構造物のCO2排出量のイニシャル評価すなわち素材製造と流通に関する建設CO2排出量の評価を行う｡

イニシャルにおける部材iのCO2排出量Eo,iは次式で算定される｡

Eo,i - ∑(Wij･ej)
J

(3･30)

ここに

e3･ :素材jの製造および流通に関するCO2原単位(附録D章)

よって,建築構造物全体のCO2排出量のイニシャル評価Eoは,素材jを使用する部材iの重量Wijを用いて次

式で算定される｡

Eo

-∑∑(Wij ･ej)i 3

(3･31)

3.6.2 ランニング評価

CO2排出量のランニング評価は,ランニングコスト算定と同様に部材別のイニシャル評価に部材別の修繕率rtfkを

乗ずることによって算出するo時刻tにおける部材iのk回目の修繕に関するCO2排出量Eikは,次式で算定さ

れる｡

Eo,i
Eik
=行丁坪･7q･r;k

ここに

〝 :時間軸におけるCO2排出量低減率

7 :修繕に関するパラメータ

q :修繕率とCO2排出量との関係を示すパラメータ

部材iの修繕を期間tp,iごとに周期的に行うとすると,式(3.32)は次式のようになる｡

Eik -

Eo,i

(1+ l/)k'tp,i

･

-:'I
I

I･;A.

(3.32)

(3･33)
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よって,時間軸において累積したCO2排出量E,は,式(3.10)を用いて次式で算定される｡

ni

E甘-∑Eik
k=1

ここで,修繕回数niは建築構造物の寿命tlを用いて次式で表現できる｡ただし,トlはCeiling関数である.

ni-はI-1

(3.34)

(3.35)

前節と同様にして,建築構造物の寿命tl中に発生する第u位の部材iのコストEi-Eiy:1は次式で算定できる｡

右辺最終項はイニシャルコストとの重複を避けるため減じている｡ここで, t去-tlとするo

Ei - E%"

-酎#l
-

1)
E%r:u-1

+ug酎計1)
nstoE.er'iEik
+n;t;i.er'7'Eik

-Eo,i (3･36)

u-1:I+1

よって,建築構造物全体の時間軸において累積したランニング評価Erは,上式を用いて次式で算定される｡

Er -

∑Ei (3･37)
i

3.6.3 ライフサイクルCO2

建築構造物全体のイニシャルCO2 E｡に,時間軸において累積したCO2排出量E,を加算したものを,建築構造

物のライフサイクルCO2EIcとする｡

EIc-Eo+Er

評価対象期間の考慮

評価対象期間を考慮して評価するには次式を用いる｡

Eeval -

; (uxg.2(r計1)EF:ull + :;.3酎#l- 1)n=t;go:rl'iEik

ここで,修繕回数鴫三｡.vcr,i(a >b)はCeiling関数｢･1を用いた次式で表現できる｡

n:t'三｡｡ver,i

u-1:0
nstopover,7

+ ∑
k=0

(3.38)

(3.40)
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3.7 単一目的ライフサイクル最適化問題の定式化

本研究で最終的な目標とする最適な建築構造物とは, ｢設計者の要求する条件をすべて満足する建築構造物｣であ

る｡ここでは,要求性能として環境配慮性および経済性を考慮し,構成要素の組合せに制限を与えることとする｡と

ころで,環境配慮性や経済性を意識する意思決定者にとって,ライフサイクル最適化によって,それらがどこまで低

減することが可能なのかということは,非常に関心のあるところであると考えられる｡まずここでは,環境配慮性あ

るいは経済性を考慮した単一目的のライフサイクル最適化問題を定式化する｡設計変数としては,建築構造物の構成

要素の取捨選択および各構成要素の修繕時期を操作する維持保全シナリオを考慮し,最適化手法には離散変数の最適

化問題に優れた性能を発揮する遺伝的アルゴリズムを採用する｡

前述した評価対象期間を考慮したライフサイクルコストあるいはライフサイクルCO2を目的関数として,ライフ

サイクルに関する建築構造物の設計を構成要素の取捨選択および各構成要素の維持保全シナリオの組合せ問題として,

単一目的の最小化問題を次式で与える｡

minimize fi(x,i)
subjectto gj ≦0

(3･41)

ここに

ti…雷雲警警る評価
x :構成要素の種類および組合せ

i; :構成要素の維持保全シナリオ

gj :j番目の制約条件

制約条件は意思決定者が任意に与えるものであり,構成要素の組合せの制限などが考えられる｡

この問題を遺伝的アルゴリズムで解くためには,目的関数を適合度関数として表現しなければならない｡式(3.41)

は適合度関数を目的関数として一般的に次式で表現される｡

maximize βtnessi

subjectto gj ≦0
(3.42)

ただし,本論では多目的遺伝的アルゴリズムとして適合度の最小化を目的とするSPEA2を採用しており,表記を

統一するため,遺伝的アルゴリズムで解くための評価iに関する目的関数を適合度関数βtnessiとして式(3.42)で

はなく次式で表現し,適合度が小さいほど優良であると定義する｡

minimize βtnessi

subjectto gj≦0

3.7.1適合度関数

個体の善し悪しは適合度で表わされる｡本研究では,次式を適合度βtnessiとして定義する｡

Jitnessi≡ fi(x,i)I17j
j

ここに

βtnessi :個体の適合度

fi :評価関数

7j :制約条件jを満たさなかった場合のペナルティ項

(3.43)

(3･44)

評価関数fi(x,i)とは,評価対象期間を考慮したライフサイクルコストあるいはライフサイクルCO2を示している｡
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3.7.2 ペナルティ関数

個体が設計者の要求を満足できない場合にはペナルティを与えて,適合度の増大をはかる｡制約条件としては構成

要素の取捨選択における制限が考えられる｡

非現実的な構成要素の組合せのように,制約条件を満たさない場合の適合度の増加率を2として,ペナルティの値

を次式で表す｡

･j
- (冒:otrheriw:speractical

combination
(3A5)

遺伝的アルゴリズムの特徴の1つに制約条件の重みを自由に付けられる点があるが,本研究では制約条件に抵触し

た場合のペナルティを式(3.45)で定義しているため,わずかに条件を侵した解が最適解として現れる可能性がある｡

もし,常に条件を満足させたい場合には式(3.45)の代わりに次式をペナルティ項↑xとして与えれば,制約条件を侵

した解が最適解として現れる可能性はない｡

･x
-

(冒:otrh｡rCwOi:eflicted
with constraint

(3･46)

ただし,この制約条件のグレーゾーンを設けることができる点に遺伝的アルゴリズムのメリットがあると考えられ

るため,本研究ではペナルティ関数として式(3.46)ではなく,式(3･45)を採用することとする｡
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3.8 多目的ライフサイクル最適化問題の定式化

前節では,環境負荷あるいは経済性のそれぞれを独立に最小化する手法について述べた｡本節では,本研究の目的

である環境配慮性および経済性の両者を同時に考慮した最適化問題について述べる｡

建築構造物における構成要素の組合せは非常に多様な解の候補を持ち,環境負荷および経済性は通常トレードオフ

の関係にあると考えられる｡このようなトレードオフが存荏する多目的最適化問題では,目的関数が相競合し,複数

個の目的関数を同時に最小化するという完全最適解は一般に存在しない｡よってPareto最適解を得ることが,この

多目的最適化問題の解決となる｡さらに,設計変数を前節で述べたように離散的に取り扱うため, Pareto最適解集合

は離散的な形状,すなわち不連続な形状となると推測できる｡

設計領域内に遺伝子を生成し,交叉により新たな遺伝子を発生させる進化的計算より, Pareto最適解集合を探索す

る多目的遺伝的アルゴリズムを用いることが,このような複雑な多目的最適化問題のPareto最適解集合を抽出する

のに有効であると考えられる｡よって本研究では,多目的最適化手法には,多目的遺伝的アルゴリズムの中でも非常

に優れた探索性能を持つ手法と評価されているSPEA2を採用する｡

評価対象期間を考慮したライフサイクルコストおよびライフサイクルCO2を目的関数として,ライフサイクルに

関する建築構造物の設計を構成要素の取捨選択および各構成要素の維持保全シナリオの組合せ問題として,環境配慮

性および経済性の両者を同時に考慮した多目的最小化問題を,形式的にべクトル最小化問題として次式で与える｡

minimize I(x,i)
- (fi(x,i))T

subjectto g(x,i) ≦0
(3･47)

ここに

ti…雷雲習警る評価
x :構成要素の種類および組合せ
t :構成要素の維持保全シナリオ

g :制約条件

制約条件は意思決定者が任意に与えるものであり,構成要素の組合せの制限などが考えられる｡

この間題をSPEA2で解くためには,目的関数空間における個体の位置関係による優劣関係を適合度関数として表

現しなければならない｡よって多目的最適化問題はSPEA2における適合度関数Jを目的関数として次式で表現さ

れる｡

minimize ∫
(3.48)

ここで, SPEA2では,適合度の小さい個体が優れた個体となるため,式(3.48)は通常の遺伝的アルゴリズムの適合

度関数である式(3.42)と異なり最小化問題となる｡

3.8.1適合度関数

強度関数

個体の善し悪しは,目的関数空間における位置関係の優越関係で表される｡本研究では,全ての個体iに対して,

その個体の強度として,探索個体群Ptおよびアーカイブ個体群頁の中から個体iがPareto的に支配している個体

i>jの数s(i)を求めて強度とする｡

s(i)-I(jlj∈Pt+Pt∧i>j)I (3･49)
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生適合度関数

個体iの生適合度r(i)は,その個体を支配している個体の持つ強度sを全て足し合わせた値となり,この生適合

度を用いることによって,目的関数空間における優越関係に関する個体の善し悪しが決定される｡そのため個体iが

非劣解の場合,生適合度は0となる｡

r(i)- E_ s(i)
j∈Pt+Pl,, j>i

(3･50)

密集度関数

個体の優越関係だけではなく,探索母集団内個体間の混雑によって個体を評価する｡本研究では,密集度d(i)は次

式を用いるoただし, L･｣はFloor関数を表現しており, Lx｣の場合x-1より大きくx以下の整数を表す｡

d(i)
-

1

J吾+2

k- LvW｣
ここに

c,チ:k最近傍個体との距離
N :探索個体群Ptにおける個体数

万:アーカイブ個体群Plにおける個体数

適合度関数

最終的にd(i)を生適合度r(i)に加算して個体iの適合度f(i)とし,これを用いて個体の評価を行う.

f(i)-r(i) +d(i)

(3.51)

(3.52)

(3.53)
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3.8.2 ペナルティ関数の多目的最適化問題への拡張

通常の遺伝的アルゴリズムの適合度関数では,ペナルティ関数を導入することで制約条件のグレーゾーンを設け,

制約条件を満たさない場合の適合度の低減が図られている｡同様に遺伝的アルゴリズムのメリットであるペナルティ

関数を導入し,制約条件を評価することで,多目的遺伝的アルゴリズムを用いた多目的最適化問題においても,より

効率的にPareto最適解が得られると考えられる｡

SPEA2の適合度は,各個体間の支配関係と混雑さを表現した適合度であり,個体が意思決定者の要求を満足でき

ない場合にはペナルティを与えて,適合度の低減を図るといった概念は存在しない｡

前述したSPEA2における適合度関数は,小さければ優良解であるので,ペナルティに対する操作としては,次式

で表されるようにf(i)を増加させればよいという考えが発想されるが,SPEA2の適合度割当ての特徴上,個体iが

ある個体jに優越的に存荏すること自体が,個体jの適合度に影響することを考慮すれば,式に操作を加えるだけで

は不十分であると考えられる｡

I(i)
- (r(i)+d(i))I17j

j

･-〈…£;
impractical combination

otherwise

(3.54)

(3.55)

本研究では･評価関数f(x)自体にべナルティ項IITjを掛け合わせたものを新たな目的関数h(x)として,以下
j

のように多目的最適化問題を定式化する｡

minimize h(x)
-

I(x)r17j
J

･-〈…£;
impractical combination

otherwise

(3･56)

(3.57)

このように操作を加えることで,目的関数空間において制約条件を満足しない個体はPareto最適解集合からより

遠くに移されるということになり,制約条件を満足していない個体が,制約条件を満足している他の個体に優越する

ことは減少する｡すなわちこの操作によって,ペナルティを考慮した望ましい適合度の割当てが行われることで,効

率的にPareto最適解集合が抽出できると考えられる｡
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3.9 多層型遺伝的アルゴリズム

遺伝的アルゴリズムを用いて複数のパラメータからなる目的関数の最適化を行なう場合,通常は図3･15に示すよ

うに全ての変数に対してコーディングを行ない,一本の染色体として表現する｡図では変数Aおよびβをそれぞれ

二進数に変換し,それをつなげたものである｡その上で,交叉や突然変異など遺伝的オペレ一夕による処理を行なう｡

そのため,設計者は変数が複数であることを特別意識する必要がなく,各々の変数を二進数に変換しさえすれば,一

変数関数の最適化の場合と大きな差異はな.い｡しかし,一度コード化された変数はその性質に関係なく一律の処理が

行なわれる｡つまり変数の性質は交叉,突然変異という操作に何も反映されない｡

t lnfbrmation ofβ
Infbmation ofA

図3.15 単一染色体による表現

例えば本研究のように建築構造物の空間的パラメータである部材選択や時間的パラメータであるシナリオを変数と

した場合,それぞれが目的関数に与える影響の度合いは全く異なる｡目的関数は建築構造物のライフサイクルコスト

あるいはライフサイクルCO2であるから,部材選択は目的関数に大きな影響を与える｡しかし,シナリオの変化は

耐用年数には多少の影響を与えるものの,ライフサイクルコストなどに与える影響は小さい｡それぞれの目的関数へ

の寄与は前述の遺伝子コードには現れない｡したがって,早期に現れたシナリオの優良な情報が劣悪な部材選択情報

の為に淘汰されることもしばしば起こり,このために収束が遅れることがある｡それぞれの変数の性質をそのまま遺

伝子コードにのせることができれば,より適切な最適化が行なわれる｡

Spatial Design Variable Time Design Variable

図3.16 本研究における変数の概念
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ところで,自然界における生物は複数の染色体を持っている｡それぞれが独自の表現型情報を持っており,異なっ

た種類の情報を保持した染色体同士が交叉することはない｡遺伝的アルゴリズムにもこの概念を導入する｡すなわち,

異なった情報を保持する変数をそれぞれ独立した染色体に詰め込む｡交叉や突然変異ではそれぞれの染色体に対して

独立した操作が行なわれる｡

Main Problem

?
Input Data

Subproblem 1

図3.17 多層型遺伝的アルゴリズムのフロー

本研究では,多層型遺伝的アルゴリズム(layeredgenetic algorithm)を適用し,性格の異なる複数の設計変数を同
時に扱うことを可能とすることで,多目的最適化問題を効率的に解くことを目指す｡
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3.10 結語

本章では,建築構造物のライフサイクル最適化問題への適用のために必要である手法について詳細に述べた｡

第3.2節では,本研究におけるライフサイクルデザイン手法の概要について述べた｡持続可能性を単に長寿命とい

うだけでなく,維持管理の過程において,低コストで環境負荷の小さい建築構造物を造り出すこととした｡ライフサ

イクルデザインをこれらを目的とした最適化と見なし,持続可能性を達成する建築構造物を解として得ることと定義

した｡

第3.3節では,空間的な設計変数として構成要素の取捨選択方法について詳述した○建築部位の構法,建築部位の

厚さ,面積に関する項目の設計変数が決まれば,建築設計がなされるものとして建築構造物を表現し,非現実的な組

合せを制約条件とした｡

第3.4節では,時間的な設計変数として構成要素のシナリオ操作方法について詳述した｡ライフサイク全体におけ

る時間軸上の戦略としてのライフサイクシナリオの特徴をパラメータとして表現した｡

第3.5節では,新たに修繕率を表現することで各部材ごとに劣化関数をモデル化し,構法的序列を考慮したライフ

サイクルコストを具体的に評価する方法について項目別に詳述した｡建築構造物の寿命の異なる複数の代替案を比較

するためには,評価対象期間中に建築構造物のライフサイクルが繰り返されるとして,評価手法を拡張した｡

第3.6節では,ライフサイクルコスト同様に,ライフサイクルアセスメント手法としてライフサイクルCO2を具

体的に評価する方法について項目別に詳述した｡

第3.7節では,環境配慮性や経済性を意識する意思決定者にとって,ライフサイクル最適化によって,それらがど

こまで低減することが可能なのかということは,非常に関心のあるところであると考えられ,それらを考慮した単一

目的のライフサイクル最適化問題の定式化を行った｡最適化手法には離散変数の最適化問題に優れた性能を発揮する

遺伝的アルゴリズムを採用することとした｡

第3.8節では, ｢設計者の要求する条件をすべて満足する建築構造物｣を達成するために,環境配慮性および経済性

の両者を同時に考慮した最適化問題について述べた｡多くの多目的遺伝的アルゴリズムの中から･進化計算中に必ず

各目的関数の最小値を確保するSPEA2を採用した｡また,多目的最適化問題に対し新たなべナルティ関数の与え方

を考案した｡

第3.9節では,多層型遺伝的アルゴリズムの概念およびその有用性について述べた｡この手法によって複数の設計

変数を同時に扱うことが可能となった｡

次章以降では,本章で提案した手法を解析例を通して検証する｡
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第4章

確定的なライフサイクルデザイン

4.l棟説

本研究で提案する最適な建築構造物とは, ｢意思決定者の要求する条件をすべて満足する建築構造物｣である｡こ

こでは,要求性能として環境性と経済性を考慮する｡環境性と経済性を意識する意思決定者にとって,ライフサイク

ルデザインによって,それらをどこまで低減することが可能であるかということは,非常に興味深いところであると

考えられる｡また,建築構造物における構成要素の組合せは非常に多様な解の候補を持ち,環境性と経済性は通常ト

レードオフの関係であると考えられる｡このような,トレードオフの存荏する多目的最適化問題においては,複数個

の目的関数の同時最適化を行う場合,完全最適解は一般的に存在しない｡したがって, Paret｡最適化を得ることがこ

のような多目的最適化問題の解となる｡本章では,ライフサイクルデザインには様々な不確定性要素が存在している

が,不確定要素については確定的に評価が可能であると考え,ライフサイクルデザインを行う｡

本章では,第3章で述べたライフサイクルデザイン手法を用いて,建築構造物のライフサイクル最適化問題に関す

る解析を行い,その結果について検証する｡第4.2節では,設計変数および制約条件を決定する前に必要な問題領域

の設定を行う｡第4･3節では,本論で採用する設計変数および制約条件について説明する｡第4.4節では,単一目的

のライフサイクル最適化問題として,ライフサイクルコスト最小化およびライフサイクルCO2最小化を行い,得ら

れた設計解に関して考察する｡第4.5節では,多目的遺伝的アルゴリズムを用いて,ライフサイクルコストとライフ

サイクルCO2の多目的ライフサイクル最適化問題を解き, Pareto最適解集合の抽出を行い,解の性状について考察

する｡
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4.2 問題領域

本研究で提案する手法は,一般性を持ち,どのような構造物にも適用可能であると考えるが,設計変数および制約

条件を定めるためには,問題領域を選択する必要がある｡本節では,本論で問題対象とするモデルの設定を行う｡

4.2.1問題領域の選定

我が国は,アメリカ合衆国,中華人民共和国,ロシア共和国に次ぐ世界第4位のCO2排出国であり,国民1人あ

たりのCO2排出量は世界平均の2倍である｡また,図4･1に示すように建築関連のCO2排出量は･我が国の全産

業から排出されるCO2排出量の1/3を占めると推計されている104)｡したがって,建築構造物のライフサイクルの

観点からCO2排出量を抑制することが強く求められている｡

住宅建設5.2%
業務ビル建設5.6%

｢｢ハ＼建物補修1.3%

その他の産業分

63.9

住宅運用エネルギ

12.5%

業務ビル運用エネルギ

1.4%

図4.1 1990年産業連関表による我が国における建築関連CO2排出量割令(総量:
1･2 × 109 kg-CO2)104)

本論では特に,環境負荷問題への有効性が予想されている木材の使用が一般的である独立住宅をモデル化して最適

化問題の検討対象とする｡また,長寿命化を考慮していくと一概に木造のみが有利ではなくなるとも予測されるため,

木構温鉄筋コンクリート構造,鉄骨構造も同時に評価できる標準的な規模の住宅53,76)を評価対象とし,平面図･

断面図を図4.2に,その規模を表4.1に示す｡

4.2.2 空間的境界

建築構造物は,他の産業が生産した多種多様な工業製品で構成される一品生産であるため,構成要素としての工業

製品を各々に遡ってインベントリ分析を行う方法は現実的ではない｡産業連関表を利用した建築構造物評価用ライフ

サイクルアセスメントのデータベースを利用する場合には,国内まで評価するのか･海外を含んで評価するのか,あ

るいは消費支出のみか固定資本分を含むかを既に示した表3.1 (pp.33)の4種類の境界条件から選ぶことで原単位の

適用範囲としてのシステム境界が決定される｡

4.2.3 時間的境界

建築寿命の異なる代替案を比較する際には,評価対象期間を考慮することが必要である｡本論では,時間領域であ

る評価対象期間を,現実的な想定として,ライフサイクルアセスメント手法において基準値104) (100年)を設定し,

その期間中は,ライフサイクルアセスメント手法に従い,同じ場所に同じ構成の住宅の建替えを行うとする｡なお,

評価対象期間中には,ライフサイクルの各段階における各種の工事によって建築構造物が使えなくなる期間を含めず,

実際に使える期間を評価対象期間とする｡また,評価対象期間の終了に達した時点で評価を打ち切る｡



4.2 問題領域

＼

P ′｢ /1

Entrance

＼

＼Ha

1ng-Living

≒童tFli
㌔

Japan

Style

Ro°

ノ

eSe

L<

図4.2 問題領域

表4.1問題領域の概要

Height 5.4 m

Total Floor Area 125.88 m2

Height of Story 2.4 m

Number of Story 2

GL Project Life in Evaluation 100 years

A-A■ Section
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4.3 設計変数および制約条件

4.3.1仮定条件

表4.2に示す建築部位の構法,建築部位の厚さ,面積に関する項目の設計変数が決まれば,図4･3のように部材

が選択されることで,建築設計がなされるものとして建築構造物を表現する｡また,部材の構法的序列に関しては

図4.4に示すような階層をもつ建築構造物を想定する｡このような構法的序列を用いることで,一般的な集合住宅や

オフィスビルなどの同一プランが複数存在する建築構造物についての解析も可能となる｡
33,54)表4･2に示した項目

では,到底それらを全て挙げたことにはならないが,数多くの住宅部材のうち,ライフサイクルコストあるいはライ

フサイクルCO2などのライフサイクル評価値に影響を与えるものは限られており,その中でも表4･2の項目が比較

的大きな影響を与えると判断した｡これらの項目以外に存在する設備機器などについては評価対象から除外する｡ま

た,ライフサイクルコストおよびライフサイクルCO2は設備機器の使用量等により大きく変化するが･本研究では

部材の材料費のみを対象としているため除外する｡ライフサイクルコストについては,人件費等による部分も大きい

が,実際の人件費などを定量化することが不可能であるため評価対象から外す｡ライフサイクル評価を行うにあたり,

将来的なことを評価するため種々の不確定要素が存在しているが,確定的に評価可能であると考え確定値を用いて評

価を行う｡ライフサイクル評価値を算定する際に,式(3.15) (pp.40)および式(3･32) (pp･43)を用いて評価を行う

が,ここでは, i,-0, 7-1およびq-1として評価を行う｡

住宅を構成する部材の種類は,住宅建設に必ず必要なものから,ある程度の取捨選択が許されるものまで,その数

は非常に多い｡また住宅は通常,家族構成やライフスタイルなどを評価基準として設計されることが多いが,本論で

は平面計画についても固定のものとし,評価を行わないこととする｡

本論で取り扱う設計変数は,住宅を対象とするので表4.2に示すように,部材については, 1995年産業連関表に

準拠したライフサイクルアセスメントデータ(附録D章)に含まれる部材を選択対象として設定するため,ライフサ

イクルアセスメントデータベースに掲載されていない原材料を用いている部材に関しては考慮しない｡また,通常は

時間軸において,部材に用いる構成要素は異なる場合があるが,本論では,評価対象期間中において,常に同じ構成

要素の部材を使い続けるとして,時間軸における構成要素の変動は評価を行わないこととする｡

さらに部材の修繕周期に関して,劣化の開始時刻,劣化速度変化時刻および減耗限界時刻を参考98)にし,部材毎

にその値を設定する｡部材の修繕の効果により部材の性能が初期性能に回復するとモデル化し,劣化部位の箇所は,

予測できるものとして仮定している｡また,経常的修繕に関しては,未だデータが完備されていないため,本研究で

は考慮しないものとする｡

制約条件としては,宗本ら53)の研究を参考として建材選択において生じる可能性のある･例えば木造躯体におけ

るRC造屋根小屋組のような非現実的な組合せなどを考慮する｡
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表4.2 選択項目

部位名 部材

躯体 構法

スラブ 構法

屋根 屋根下地材

屋根仕上材

外壁 壁体

外壁下地材

外壁仕上材

内壁下地材(外壁)

内壁仕上材(外壁)

窓サッシ

窓

内壁 壁体

内壁下地材(内壁)

内壁仕上材(内壁)

天井 天井下地材

天井仕上材

床 床下地材

床仕上材
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図4.3 部材選択イメージ

図4.4 構法的序列
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4.3.2 躯体における構成要素およびシナリオ

躯体構法は,木造躯体, RC造躯体およびS造躯体の3種類から選択する｡なお躯体構法の耐用年数は,附録C

章に示した推定式によって算定し,表4.3に示す数値を設計変数として設定する｡

なお,躯体に関しては経常的に修繕を行うものではないため97)修繕率を設定せず,耐用年数に達した年数で解体

するものとする｡また,評価対象期間内で躯体の耐用年数に達した場合,建替えを行うという条件により評価を行う｡

表4.3 躯体において選択される構法と構法毎の耐用年数変域

変域(年)

木造躯体 35～50

RC造躯体 65′～100

S造躯体 42～60

4.3.3 系列別構成要素およびシナリオ

スラブ

スラブは,躯体と同様に本論での問題対象においては表4.4に示す木造スラ7h, s造スラ7>,現場打ちRC造スラ

7>,プレキャストRCスラブの4種類から選択する｡スラブについては,表4.4のように構法毎にシナリオすなわち

修繕周期を設定しその中から選択する｡

選択した躯体とスラブの組合せの中には,例えば木造躯体と現場打ちコンクリートのスラブといった非現実的な組

合せが生じるため,表4.5に示す躯体とスラブの組合せに対する制約条件を設定する｡各構成要素について,制約条

件の表を示す｡この表において, ○は組合せに問題がないことを, ×は組合せが不適切であることを意味している｡

組合せが不適切な場合は,式(3.44)(pp.45)に示すペナルティ値を乗じることとする｡

表4.5 躯体構法と壁体構法の組合せに対する制約条件

表4.4 スラブ構法において選択される構法と構法毎の

シナリオ変域

変域(年)

木造スラブ 35～50

現場打ちRC造スラブ 65′～100

プレキャストRC造スラブ 65～100

S造スラブ 42～60

躯体構法

木造RC造S造

スラブ構法木造 ○○○

現場打ちRC造 ×○×

プレキャストRC造 ○○○

S造 ○○○
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壁系列における構成要素およびシナリオ

壁は,外壁壁体･外壁下地材,外壁仕上材,内壁下地材(外壁),内壁仕上材(外壁),内壁壁体,内壁下地材(内壁),

内壁仕上材(内壁),窓サッシおよび窓から構成されるとする｡本研究では,構法的序列(図4.4)において内壁下地材

および内壁仕上材については外壁と内壁について異なるものとして設定しているが,これらは部材の場所による違い

である｡したがって,設計変数および制約条件は同じものを用いるとする｡以下に,それぞれの設計変数および制約

条件を示す｡

■壁体 壁体には外壁壁体および内壁壁体とが存在しているが,本論では同一構法を使用するとしている｡壁体構法

は,表4･6の3種類から選択する｡壁体については,構法毎にシナリオすなわち修繕周期を設定しその中から選択

する｡

選択した躯体と壁体の組合せの中には,例えば木造躯体と現場打ちコンクリートの壁体といった非現実的な組合せ

が生じるため,表4.7に示す躯体と壁体の組合せに対する制約条件を設定する｡

表4.6 壁体構法において選択される構法と構法毎のシナリオ変域

変域(年)

木造壁体 35～50

RC造壁体 65～100

S造壁体 42～60

表4.7 躯体構法とスラブ構法の組合せに対する制約条件

躯体構法

木造RC造S造

壁体構法木造 ○○○

RC造 ×○×

S造 ○○○
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■外壁下地材 外壁下地材において選択される部材を,表4.8に示す｡表4.8に示す,修繕率および修繕周期は文

献98)より決定している｡シナリオについては,第3.4節(pp.34)で述べた部材毎に劣化関数を設定し,その中から

選択する｡例えば製材の場合,建設および更新から7年経過したものは10%修繕を行うことによって初期性能に復

元されるが, 30年経過したものは100%修繕すなわち取替えなければならないと仮定する｡

それぞれの部材毎の修繕率の挙動を図4.5 ～図4.10に示す｡本論では,劣化は建設および更新とともに開始する

と仮定し,ある時刻を経過した後,劣化が急激に進行することを考えたバイリニア補間した劣化関数を想定する｡ま

た,部材毎の劣化特性に関しては,文献98)を参考に決定している｡

選択した壁体構法と外壁下地材との組合せにおいて,非現実的な組合せが生じる可能性があるため,表4･9に示す

制約条件を設定する｡

表4.9 壁体構法と外壁下地材の組合せに対する制約条件

表4.8 外壁下地材において選択される部材および部材

毎のシナリオ変域

周期(年) 修繕率(%)

製材 7～30 10～100

合板 10～25 10～100

スレート板 10～30 20～100

ケイ酸カルシウム板 10～30 10～100

プラス夕(石膏) 10′～30 20～100

モルタル 5～36 10～100

o 1 0 20 30 40 50 60 70 80 90 100

Scenario 【Year】

図4.5 外壁下地材における製材の修繕率

o 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

Scenario [Year]

図4.7 外壁下地材におけるスレートの修繕率

o 1 0 20 30 40 50 60 70 80 90 1 00

SceTlado [Year】

図4.9 外壁下地材におけるプラスタの修繕率

壁体構法

木造RC造S造

外壁下地材製材 ○○○

合板 ○○○

スレート板 ○○○

ケイ酸カルシウム板 ○○○

プラス夕 ○○○

モルタル ×○×

o 1 0 20 30 40 50 60 70 80 90 100

Scenario [Year]

図4.6 外壁下地材における合板の修繕率

o 1 0 20 30 40 50 60 70 80 90 1 00

Scena占o [Year]

図4.8 外壁下地材におけるケイ酸カルシウム板の修繕率

o 1 0 20 30 40 50 60 70 80 90 100

Scenario 【Year】

図4,10 外壁下地材におけるモルタルの修繕率
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■外壁仕上材 外壁仕上材において選択される部材を,表4.10に示す｡表4.10に示す,修繕率および修繕周期は文

献98)より決定している｡シナリオについては,部材毎に劣化関数を設定し,その中から選択する｡それぞれの部材

毎の修繕率の挙動を図4.ll
～図4.15に示す

選択した外壁下地材と外壁仕上材との組合せにおいて,非現実的な組合せが生じる可能性があるため,表4.11に

示す制約条件を設定する｡

表4.10 外壁仕上材において選択される部材および部材毎のシナリオ変域

周期(年) 修繕率(%)

製材 7～30 10～100

合板 10′)25 10～100

化粧スレート板 10～30 20～100

タイル 10～60 5～100

石材 10～60 5～100

表4.11外壁下地材と外壁仕上材の組合せに対する制約条件

外壁下地材

製材合板スレート板ケイ酸カルシウム板プラスタモルタル

外壁仕上材製材 ○○○○○○

合板 ○○○○○○

化粧スレート板 ○○○○○○

タイル

石材

×××××○

×××××○
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図4.11外壁仕上材における製材の修繕率
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Scenario rYear]

図4.13 外壁仕上材における化粧スレート板の修繕率
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図4.12 外壁仕上材における合板の修繕率
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Scenario [Year]

図4.14 外壁仕上材におけるタイルの修繕率

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 1 00
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図4.15 外壁仕上材における石材の修繕率
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■内壁下地材 内壁下地材において選択される部材は,外壁下地材と同様の選択領域(表4.8)から決定する｡選択し

た内壁下地材と壁体構法との組合せにおいて発生する制約条件に付いても表4･9を参照し,外壁下地材と同様に設定

する｡

t内壁仕上材 内壁仕上材において選択される部材を,表4.12に示す｡表4.12に示す,修繕率および修繕周期は文

献98)より決定している｡シナリオについては,部材毎に劣化関数を設定し,その中から選択する｡それぞれの部材

毎の修繕率の挙動を図4.16
-図4.21に示す｡

内壁下地材と内壁仕上材の不適合な組合せとなる部材を用いていないため,内壁下地材との組合せによる制約条件

はないものとする｡

表4.12 内壁仕上材において選択される部材および部材毎のシナリオ変域

周期(年) 修繕率(%)

製材 7～30 10～100

合板 10～25 10～100

化粧プラス夕 10～30 20～100

化粧スレート板 10～30 20～100

化粧ケイ酸カルシウム板 10～30 10～100

クロス 5～15 10～100

o 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

Scenario 【Year]

図4.16 内壁仕上材における製材の修繕率

o 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

Scenario [Year]

図4.18 内壁仕上材における化粧プラスタの修繕率

o 1 0 20 30 40 50 60 70 80 90 1 00

Scenario [Year]

図4.17 内壁仕上材における合板の修繕率

o 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

ScenarlO tYear】

図4.19 内壁仕上材における化粧スレート板の修繕率

Q
∵巨
cd

也

一駕o.5(⊃.
q}

也

o 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 0,0

Sce11ario 【Year]

図4.20 内壁仕上材における化粧ケイ酸カルシウ

ム板の修繕率
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図4.21内壁仕上材におけるクロスの修繕率
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■窓 窓においては窓のガラスおよびサッシを考慮する｡しかし,窓については普通ガラス以外に選択する構成要素

は存在しない｡また,サッシについても一般的にはアルミサッシが使用されるため,アルミサッシのみとする｡窓ガ

ラスおよび窓サッシについての部材毎のシナリオ変域を,表4.13に示す｡表4.13に示す,修繕率および修繕周期は

文献98)より決定している｡それぞれの部材後との修繕率の挙動を図4.22および図4.23に示す｡図4.22のように

ガラスの修繕率関数は,他の部材とは異なり線形である｡これは,ガラスに関しては修繕率が1年で1%かつ100

年で100%98)とされているためである｡

また･すべての部材について使用可能であり,内壁下地材(外壁)との制約条件は存在しない｡

表4.13 窓および窓サッシにおいて選択される部材および部材毎のシナリオ変域

周期(年) 修繕率(%)

窓ガラス 1′～100 1～100

窓サッシアルミサッシ 15～40 20～100

0 1 0 20 30 40 50 60 70 80 90 1 00

Scenario 【Year】

図4.22 ガラスの修繕率
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図4.23 アルミサッシの修繕率
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屋根系列における構成要素およびシナリオ

屋掛ま,屋根下地材および屋根仕上材から構成されるとする｡一般的には,屋根小屋組も存在しているが,本論で

は屋根小屋組は屋根スラブとしてスラブにおいて扱うものとしている｡以下に,屋根系列部材の設計変数および制約

条件を示す｡

I屋根下地材 屋根下地材において選択される部材および部材毎のシナリオの変域を表4･14に示す｡表4･14に示す･

修繕率および修繕周期は文献98)より決定している｡シナリオについては,部材毎に劣化関数を設定し,その中から

選択する｡それぞれの部材毎の修繕率の挙動を図4.24 …図4.27に示す｡

選択したスラブ構法と屋根下地材との組合せにおいて,非現実的な組合せが生じる可能性があるため,表4･15に

示す制約条件を設定する｡

表4.14 屋根下地材において選択される部材および部材毎のシナリオの変域

周期(年) 修繕率(%)

製材 7～30 10～100

合板 10～25 10～100

セメント板 10～30 10～100

モルタル塗り 5～36 10～100

表4.15 躯体と屋根下地材の組合せに対する制約条件

スラブ構法

木造RC造S造

屋根下地材製材 ○○○

合板 ○○○

セメント板 ○○○

モルタル塗り ×○×

o 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

Scenario 【Year】

図4.24 屋根下地材における製材の修繕率

o 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

Scenano [Year]

図4.26 屋根下地材におけるセメント板の修繕率

o 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

Scenado 【Year]

図4.25 屋根下地材における合板の修繕率
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図4.27 屋根下地材におけるモルタル塗りの修繕率
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■屋根仕上材 屋根仕上材において選択される部材を,表4.16に示す｡表4.16に示す,修繕率および修繕周期は文

献98)より決定している｡シナリオについては,部材毎に劣化関数を設定し,その中から選択する｡それぞれの部材

毎の修繕率の挙動を図4.28
-図4.32に示す｡

選択した屋根下地材と屋根仕上材との組合せにおいて,非現実的な組合せが生じる可能性があるため,表4.17に

示す制約条件を設定する｡

表4.16 屋根仕上材において選択される部材および部材毎のシナリオ変域

周期(年) 修繕率(%)

鉄板 20～32 15′～100

化粧スレート 10～30 20′～100

粘土瓦 10′)55 5～100

セメント瓦 10～30 20′～100

モルタル 5′～36 10～100

表4.17 屋根下地材と屋根仕上材の組合せに対する制約条件

屋根下地材

製材合板セメント板モルタル塗り

屋根仕上材鉄板 ○○○○

化粧スレート ○○○○

粘土瓦 ○○○○

セメント瓦 ○○○○

モルタル ×××○

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 ] 00

Scenario [Year]

図4.28 屋根仕上材における鉄板の修繕率
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図4.30 屋根仕上材における粘土瓦の修繕率
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図4.29 屋根仕上材における化粧スレートの修繕率
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図4.31屋根仕上材におけるセメント瓦の修繕率
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図4.32 屋根仕上材におけるモルタルの修繕率
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天井系列における構成要素およびシナリオ

天井は,天井下地材および天井仕上材から構成されるとする｡以下に,それぞれの設計変数および制約条件を示す｡

■天井下地材 天井下地材において選択される部材を表4.18に示す｡表4.18に示す,修繕率および修繕周期は文

献98)より決定している｡シナリオについては,部材毎に劣化関数を設定し,その中から選択する｡それぞれの部材

後との修繕率の挙動を図4.33
-図4.37に示す｡

表4.18 天井下地材において選択される部材および部材毎のシナリオ変域

周期(年) 修繕率(%)

製材 7～30 10～100

合板 10～25 10～100

スレート板 10～30 20～100

ケイ酸カルシウム板 10～30 10～100

プラス夕 10～30 20～100

o 10 20 30 40 50 60 70 80 90 IOO

Scenario [Year]

図4.33 天井下地材における製材の修繕率
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Scenario 【Year】

図4.35 天井下地材におけるスレート板の修繕率
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図4.34 天井下地材における合板の修繕率
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Scenario [Year]

図4.36 天井下地材におけるケイ酸カルシウム板

の修繕率
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Scenario tYear】

図4.37 天井下地材におけるプラスタの修繕率
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暮天井仕上材 天井仕上材において選択される部材および部材毎のシナリオの変域を表4.19に示す｡表4.19に示す,

修繕率および修繕周期は文献98)より決定している｡シナリオについては,部材毎に劣化関数を設定し,その中から

選択する｡それぞれの部材毎の修繕率の挙動を図4.38
～図4.43に示す｡

天井下地材と天井仕上材の不適合な組合せとなる部材を用いていないため,天井下地材との組合せによる制約条件

はないものとする｡

表4.19 天井仕上材において選択される部材および部材毎のシナリオ変域

周期(年) 修繕率(%)

製材 7′～30 10～100

合板 10～25 10～100

化粧プラス夕 10～30 20～100

クロス 5′)15 10～100

化粧スレート板 10′)30 20～_100

化粧ケイ酸カルシウム板 10′)30 10～100
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Scel-ar主o [Year]

図4.38 天井仕上材における製材の修繕率
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図4.40 天井仕上材における化粧プラスタの修繕率
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図4.42 天井仕上材における化粧スレート板の修繕率
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図4.39 天井仕上材における合板の修繕率
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図4.41天井仕上材におけるクロスの修繕率
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Scenado 【Year】

図4.43 天井仕上材における化粧ケイ酸カルシウ

ム板の修繕率
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床系列における構成要素およびシナリオ

床は,床仕上材および床下地材から構成されるとし,以下にそれぞれの設計変数および制約条件を示す｡

■床下地材 床下地材において選択される部材および部材毎のシナリオの変域を表4.20に示す｡表4.20に示す,修

繕率および修繕周期は文献98)より決定している｡シナリオについては,部材毎に劣化関数を設定し,その中から選

択する｡それぞれの部材ごとの修繕率の挙動を図4.44-図4.47に示す｡

スラブ構法が木造である場合,鋼材やアルミを下地材に用いることはできない｡表4.21にスラブ構法と床下地材

の組合せに対する制約条件を示す｡

表4.20 床下地材において選択される部材および部材毎のシナリオ変域

周期(年) 修繕率(%)

製材 7～30 10～100

合板 10～25 10～100

鋼材 20～32 15～100

アルミ 20～40 15～100

表4.21スラブ構法と床下地材の組合せに対する制約条件

スラブ構法

木造RC造S造

床下地材製材 ○○○

合板 ○○○

鋼材 ×○○

アルミ ×○○

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

Scenario [Year]

図4.44 床下地材における製材の修繕率
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図4.46 床下地材における鋼材の修繕率
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図4.45 床下地材における合板の修繕率
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図4.47 床下地材におけるアルミの修繕率
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■床仕上 床仕上材において選択される部材および部材毎のシナリオの変域を表4.22に示す｡表4.22に示す,修繕

率および修繕周期は文献98)より決定している｡シナリオについては,部材毎に劣化関数を設定し,その中から選択

する｡それぞれの部材毎の修繕率の挙動を図4.48-図4.51に示す｡なお,畳に関しては修繕を行わず20年以内で

取替えを行う｡

床下地材と床仕上材の不適合な組合せとなる部材を用いていないため,天井下地材との組合せによる制約条件はな

いものとする｡

表4.22 床仕上材において選択される部材および部材毎のシナリオ変域

周期(年) 修繕率(%)

製材 7～30 10～100

合板 10～25 10～100

ビニル床 5～15 10～100

壁 ～20 100

カーペット 5～20 5～100
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図4.48 床仕上材における製材の修繕率
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図4.50 床仕上材におけるビニル床の修繕率
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図4.49 床仕上材における合板の修繕率
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図4.51床仕上材におけるカーペットの修繕率
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4.3.4 イニシャルコスト最小化による独立住宅のライフサイクル評価

次節においてライフサイクル最適化を行う｡ここでは,その準備段階として,従来の設計であると考えられるイニ

シャルコスト最小化により得られた設計解を示し,以降で行う各ライフサイクル最適化問題の比較対象として設定

する｡

概要

前節で示した問題領域に対して,遺伝的アルゴリズムを用いてイニシャルコスト最小化を行う｡本論では,第6章

で不確定性を考慮したライフサイクルデザインを行う際に,評価パラメータが多いと解析の時間が莫大になるため, 2

層の建物であるが,層ごとで構成要素およびシナリオが変化することはないものとする｡ここでは,次式の適合度関

数fitnesslniを用いて,最適化計算を行う｡なお本研究では,次節で述べるSPEA2による最適化と表記をそろえ

るため,一般的な遺伝的アルゴリズムとは異なり,適合度の値が小さいはど優良な解と定義しているため,適合度の

最小化が目標となる｡

minimize fitnesslni

subjectto gj ≦O

fitnesslni ≡ Cinitial(c,tp)IITj
JL

ここに

c
:空間的設計変数(部材の組み合わせおよび単価)

tp
:時間的設計変数(建築寿命および修繕周期)

¶ 制約条件を満たさない場合のペナルティ

イニシャルコストの評価は前節で示した設計変数を用いて,第3.5節(pp.40)で示した次式により行われる｡

cinitial -

∑∑(Wij
･

Cj)
-

∑∑〈(wij･Wt9,'ckup).cj)i i Ll i

ここに

i

J'

Wij

Wij
backup

Wij

Cj

上式の評価には時間の考えは必要ないが,

(4･3)

部材i

素材j

部材iに使用される素材jの全重量(kg)
部材iに使用される素材jの物量

補助物量

素材jの製造および流通に関する単価

イニシャルコスト最小化によりランダムに選択された修繕周期を用い

て第3.5節で述べた手法を用いてライフサイクル評価を行う｡本論では評価対象期間tevalを100年と設定する｡

表4.23に計算に用いた遺伝的アルゴリズムのパラメータを示す｡

表4.23 遺伝的アルゴリズムのパラメータ

Population

Elite

Generation

Probability of Crossover

Probability of Mutation

100

2

1000

o.8d

0.01
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結果および考察

イニシャルコスト最小化問題の解析により得られた独立住宅の設計内容を表4.24に示す｡表4.24のように設定し

た設計解に対して,ライフサイクル評価を行ったものをTestlnitialと呼ぶ｡

図4･52および図4･53には,イニシャルコスト最小化問題(Test lnitial)において得られた設計解の建築構造物か

ら発生するライフサイクル過程における1年あたりのコスト[yen]およびCO2排出量[kg-CO2]を示す｡すなわち,

棒グラフが存在する年において修繕あるいは建替えを行っている｡イニシャルコスト最小化問題で得られた設計解で

は,構造躯体が35年となっているため,評価対象期間(100年)内にて2回の建替えが行われているため,本研究に

おけるライフサイクルの観点からみるとコスト,環境負荷ともに不利であると考えられる｡また,他の2次部材につ

いても,更新周期が短く修繕回数が増加している｡そのため,より経済的および環境的に有利となるように建替え回

数および修繕回数を減少させることが重要であると考えられる｡

表4.24 イニシャルコスト最小化で得られた解の設計内容

部位名 部材 選択部材 更新周期(年)

躯体 構法 木造躯体 35

スラブ 構法 木造スラブ 35

屋根 屋根下地材 合板 10

屋根仕上材 化粧スレート 10

外壁 壁体 木造

外壁下地材 合板

外壁仕上材 石材

内壁 壁体 木造

35

19

19

35

内壁下地材(外壁) モルタル 12

内壁仕上材(外壁) クロス 10

内壁下地材(内壁) 製材 15

内壁仕上材(内壁) クロス 10

窓サッシ アルミサッシ 12

窓 窓ガラス 12

天井 天井下地材 製材 22

天井仕上材 クロス 10

床 床下地材 合板 25

床仕上材 合板 17

表4.25 各評価値

コスト[yen] CO2排出量[kg-CO2]

Initial [*] 7,174,598.08 70,947.69

Running [*/year] 116,418.03 2,434A3

Life Cycle [*/year] 321,406.54 4,461･49

Project Life Cycle [*] 33,250,313･83 463,080･01
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図4.53 年間CO2排出量: Testlnitial
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図4.55 CO2排出量の経年累積: Test Initial

図4.54および図4.55にはイニシャルコスト最小化問題におけるコストおよびCO2排出量の累積的な経年累積で

ある｡これは,図4.52および図4.53の数値を時間的に累積したものである｡イニシャルコスト最小化によって得ら

れた設計解は,修繕回数が多くなっている｡そのため,経年ごとに徐々に発生するコストおよびCO2排出量が増加

している｡しかし, 1回の修繕で修繕する箇所が少ないために修繕により発生するコストおよびCO2排出量は軽微

なものである｡だが,修繕を何度も行うことは不利であると考えられるため,時間軸上における戦略すなわちシナリ

オに関しては,イニシャルコスト最小化を行うだけでは不十分であるといえる｡また,イニシャルコストのみについ

て最適化を行っているため,環境負荷に対しての配慮は全くされていないと考えられる｡

イニシャルコストおよびイニシャルCO2排出量とライフサイクルコストおよびライフサイクルCO2排出量の詳

細な値を表4.25に示す｡以降の解析において,建築寿命の異なるものと比較を行うため,表4.25にはランニング評

価値およびライフサイクル評価値は年で除した値を示す｡

イニシャルコスト最小化を行った場合には表4.25より,ライフサイクルコストに占めるイニシャルコストの割合は

約63.8 %となる｡これは, Testlnitialにおける建築構造物の寿命が35年と短いために6割以上の割合であるが,

35年の寿命のうち4割程度がランニングに必要となるコストである｡多くの割合を占めるランニングは初期にどれ

だけ安価な部材を用いているかという空間的な構成要素だけではなく,時間的なシナリオについても計画しなければ

低減することはできないと考えられる｡したがって,ライフサイクルによる負荷を低減するためには,シナリオを操

作することにより修繕あるいは建替えの回数を減少させることでライフサイクル評価値の低減を図ると同時に,構成

要素を選択することで建設および修繕により発生する1回あたりの負荷の削減を行うという2つの変数を考える必

要がある｡
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4.4 単一目的ライフサイクル最適化

本研究で目標とする最適な建築構造物とは, ｢設計者の要求する条件をすべて満足する建築構造物｣である｡ここで

は,要求性能として環境配慮性および経済性を考慮し,構成要素の組合せに制限を与えることとする｡環境配慮性や

経済性を意識する意思決定者にとって,ライフサイクル最適化によって,それらがどこまで低減することが可能なの

かということは,非常に関心のあるところであると考えられる｡そこで,前節で示したTestlnitialと比較すること

で,どの程度低減可能であるかを示す｡

ここでは,単一目的のライフサイクル最適化問題として,ライフサイクルコスト最小化およびライフサイクルCO2

最小化を行い,得られた結果を提示する｡

4.4.1ライフサイクルコスト最小化

概要

第4.2節で示した問題領域に対して,遺伝的アルゴリズムを用いてライフサイクルコストの最小化を行う｡ここで

は,次式の適合度関数fitnessLCCを用いて,最適化計算を行う｡なお本研究では,次節で述べるSPEA2による最

適化と表記をそろえるため,一般的な遺伝的アルゴリズムとは異なり,適合度の値が小さいほど優良な解と定義して

いるため,適合度の最小化が目標となる｡

minimize βtnessLCC

subjectto gj≦O

JitnessLCC ≡ Ceval(c,tp)IITj
j

ここに

c :空間的設計変数(部材の組合せおよび単価)

tp :時間的設計変数(建築寿命および修繕周期)

¶ :制約条件を満たさない場合のペナルティ

前節で示した設計変数を用いて,第3.5節で説明した評価対象期間を考慮したライフサイクルコストを算定する｡

ただし,本論では評価対象期間teval
-tgを100年と設定している｡

ceval

-碓(｢鼻I
I

1)nTg.-1cik･:;.3:gy3(掛1)n=t';kg:rl'i
cik

+n=t;i.er'1cik)
(4･6,

以後ライフサイクルコスト最小化についてTestAと呼ぶ.表4.26に計算に用いた遺伝的アルゴリズムのパラメー

タを示す｡

表4.26 パラメータ

Population

Elite

Generation

Probability of Crossover

Probability of Mutation

100

2

1000

0.80

0.01
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結果および考察

ライフサイクルコスト最小化問題(TestLCC)の解析により得られた解の設計内容を表4･27に示す｡

ライフサイクルコスト最小化問題に対しては, RC造躯体が有効となる解が得られた｡遺伝的アルゴリズムによる

進化の過程の初期の世代からRC造躯体の100年の解が選択されており, RC造躯体がコストを減少させるために非

常に有効であることが分かる｡これは得られた解の耐用年数が100年であるために,評価対象期間(100年)におい

て建替えを行わないためである｡すなわち本研究の設定した時間的境界内において最大限に長寿命化を図っていると

いえる｡したがって,建築構造物の長寿命化はライフサイクルコストを低減するために非常に重要な要素であるとい

える｡

また,躯体以外の壁体とスラブについても,躯体同様にRC造の修繕周期100年が選択されている｡これはRC

造部材を使用することにより耐用年数が増加しライフサイクル的にみると経済性であるということに起因している｡

その他の部材については,構法的序列において上位に存在している躯体,壁体およびスラブが100年の更新周期であ

るために, 34年や25年付近という更新周期を選択しされている｡修繕周期が34年を超えると修繕回数が2回とな

り, 25年を超えると修繕回数が3回となるためにこのような修繕周期が選択されていると考えられ,整合性が図ら

れているといえる｡また,このような修繕周期が選択されているのは構法的序列の上位に存在する部材の修繕周期と

整合性を図ろうとした結果であると考えられ,構法的序列を考慮した影響であると考えられる｡しかし,各部材にお

いて更新周期にばらつきがみられるために,最適化をさらに行うことでより良い結果が得られる可能性があると考え

られる｡

表4.27 ライフサイクルコスト最小化で得られた解の設計内容

部位名 部材 選択部材 更新周期(年)

躯体 構法 RC造躯体 100

スラブ 構法 RC造スラブ 100

屋根 屋根下地材 モルタル下地 36

屋根仕上材 粘土瓦 36

外壁 壁体 RC造

外壁下地材 モルタル下地

外壁仕上材 石材

内壁 壁体

内壁下地材(外壁)

内壁仕上材(外壁)

内壁下地材(内壁)

内壁仕上材(内壁)

窓サッシ

窓

RC造

プラスタボード

化粧プラスタ

プラスタボード

化粧プラスタ

アルミサッシ

100

26

26

27

27

26

窓ガラス 26

天井 天井下地材 プラスタボード 28

天井仕上材 化粧プラスタ 28

床 床下地材 製材 25

床仕上材 製材 25
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表4.28 コスト評価

Test Initial Test LCC Ratio [%]

Initial Cost [yen] 7,174,598.08 8,482,260.65 +18.23

Running Cost [yen/year] 116,418.03 66,565.98
-42.82

LifeCycle Cost [yen/year] 321,406.54 151,388.58
-52.90

Project Life Cycle Cost [yen] 33,250,313.83 15,138,858.22
-54A7

表4.29 CO2排出量評価

Test Initial Test LCC Ratio [%]

Initial CO2 [kg-CO2] 70,947.69 189,333.19 +166.86

Running CO2 [kg-CO2/year] 2,434A3 3,230.67 +32.71

Life Cycle CO2 [kg-CO2/year] 4,461A9 5,124.30 +14.86

Project Life Cycle CO2 [kg-CO2] 463,080.01 512,430.09 +10.66

表4.30 修繕回数

Test Init,ial Test LCC

Repair Times 34 17



76 第4章 確定的なライフサイクルデザイン

Test lnitialとTest LCCの構成要素を比較すると,大きく異なっている｡これは,購入単価が安価な部材のみを

使用するだけではライフサイクルコストの低減を図ることができないということを示している｡

ライフサイクルコスト最小化によって得られた解の性状を図4.56-図4.59に示す｡得られた各ライフサイクル評

価値および評価期間における修繕回数(建替え回数も含む)を表4･28-表4･30に示す｡

図4.56および図4.57には,ライフサイクルにおける年あたりのコストおよびCO2排出量を示している｡この2

つの図を比較すると,コストに関しては1回の修繕においての値は小さいが, CO2排出量は大きい｡これより,コ

ストとCO2排出量は片方に対して有利であっても他方にとっては不利となるということがわかる｡イニシャルコス

ト最小化問題(Testlnitial)のライフサイクル評価である,図4･･52および図4･53と比較すると,評価対象期間中に

建替えが行われないために,莫大の修繕コストおよびCO2排出が行われなくなっているということがわかる｡これ

は,先に述べたのように躯体の長寿命化の影響である｡また,表4.30を見てもわかるように修繕回数が減少してい

るが, 1回の修繕により発生するコストはほとんど変化していない｡そのために,ライフサイクルコストは大幅に低

減されている｡この影響は構成要素の違いによる影響であり,構成要素の取捨選択という設計変数が結果に影響を与

えることを示している｡

図4.58および図4.59には,図4.56および図4.57を時間軸において累積したものの経年的な推移を示す｡図中に

おけるプロットは,修繕を行う時期を示している｡つまり,図4.56および図4.57において負荷が発生した場所を示

している｡したがって,プロットの前後で累積値は変化する｡表4.28および表4.29を見ると,最適化によりライフ

サイクルコストに関しては大幅に低減されていることがわかる｡しかし,目的関数としていないライフサイクルCO2

排出量に関しては,大幅に増加している｡これは,構成要素として人工物であるRCやプラスタなどが選択されてい

るための影響であると考えられ,構成要素の影響が大きいことがわかる｡したがって,ライフサイクルコストを低減

する材料によって同時にCO2排出量を低減することは可能ではないといえる｡すなわち,構成要素の取捨選択にお

いてライフサイクルコストおよびライフサイクルCO2の関係には相関がないと考えられ,これらの評価値の間には

トレードオフの関係が存在すると考えられる｡

図4.60は,ライフサイクルコスト最小化問題(Test LCC)の最適化計算を行った際の適合度の最大値,平均値お

よび最小値の推移を示している｡ここで,横軸は世代数を,縦軸は適合度を示している｡

本研究ではエリート保存選択を採用しているため,各世代に最小解は次世代に保存される｡本論では,適合度を目

的関数にべナルティ項を乗じたものと定義しているため,適合度が小さいほど優れた個体であり,図中の最小値の推

移がエリート解の推移である｡また,縦軸をライフサイクルコスト【yen]と読みかえることも可能であり,図4･60は

ペナルティ項を考慮したライフサイクルコストの推移ともいえる｡ 150世代までには,最小値の推移はほぼ収束して

いる｡これは,構成要素の取捨選択がこの時までに有利となる構成要素となっており,これ以降の適合度の減少はシ

ナリオの整合性に起因している｡

このように,ライフサイクルコスト最適化の解の性状が得られた｡これにより,イニシャルコストを考慮するのみ

ではライフサイクルコスト最小化を図ることはできず,ライフサイクルを考慮することの有用性が伺える｡
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4.4.2 ライフサイクルCO2最小化

概要

第4.3節で示した問題領域に対して,遺伝的アルゴリズムを用いてライフサイクルCO2の最小化を行う｡ここで

は,次式の適合度関数fitnessLCCO2を用いて,最適化計算を行う｡

minimize fitnessLCCO2

subject to gj ≦ 0

fitnessLCCO2 ≡ Eeval(e,tp)口7j
j

ここに

e :空間的設計変数(部材の組合せおよびCO2原単位)
tp :時間的設計変数(建築寿命および修繕周期)

¶ :制約条件を満たさない場合のペナルティ

第4.3節で示した設計変数を用いて,第3.6節で説明した評価対象期間を考慮したライフサイクルCO2を算定す

る｡ただし･本論では評価対象期間feval-tgを100年と設定している｡

Eeval -

; (:g.2(｢#l- 1)盲Eik･:;.3Igy3(｢#l
-

1)n=t;i.=rl'7'Eik+nsut;i.er,71'Eik)
(4･9)

以後ライフサイクルCO2最小化についてTestLCCO2と呼ぶo表4.31に計算に用いた遺伝的アルゴリズムのパ

ラメータを示す｡

表4.31パラメータ

Population

Elite

Generation

Probability of Crossover

Probability of Mutation

100

2

1000

0.80

0.01
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結果および考察

ライフサイクルCO2最小化問題(Test LCCO2)の解析により得られた解の設計内容を表4･32に示す｡

ライフサイクルCO2最小化問題に対しては,木造躯体が有効となる解が得られた｡遺伝的アルゴリズムによる進

化過程のごく初期の世代から木造躯体が選択されており,木造躯体がCO2排出量を削減させるために非常に有効で

あることがわかる｡さらに得られた解の耐用年数が50年であるため,評価対象期間(100年)中に得られた解は建

替えが1回のみである｡すなわち本研究で設定した時間境界内において木造躯体として最大限に長寿命化を図って

いる｡したがって,建築構造物の長寿命化はライフサイクルCO2排出量を低減するためにも非常に有効であるとい

える｡

また,躯体以外の壁体とスラブについても,躯体同様に木造の修繕周期50年が選択されている｡これらは,設定

したシナリオにおいて最大限の長寿命な更新周期であり,構法的序列で上位に存在している部材に関しては長寿命化

を行うことがライフサイクル負荷を低減するために有効であると考えられる｡

その他の部材についてみると,製材が利用可能となっている部位については製材が利用されている｡したがって,

ライフサイクルCO2最小化において木材を利用することが有利となることがわかる｡したがって,構成要素の選択

がライフサイクルCO2評価値が大きく影響することがわかる｡躯体,スラブおよび壁体以外の部材がすべての更新

周期が25年となっていることより,ライフサイクルCO2最小化においてシナリオの整合性が図られていることがわ

かる｡また,構法的序列が上位にある部材の更新周期が50年であり,それに附随する部材の更新周期として25年

が選択されていることより上位部材の更新周期の間に1回のみの修繕を行うようなシナリオの選択がされている｡し

たがって,このようなシナリオが選択されたことは,構法的序列を考慮した影響であると考えられる｡

表4.32 ライフサイクルCO2最小化で得られた解の設計内容

部位名 部材 選択部材 更新周期(年)

躯体 構法 木造躯体 50

スラブ 構法 木スラブ 50

屋根 屋根下地材 製材 25

屋根仕上材 セメント瓦 25

外壁 壁体 木造

外壁下地材 製材

外壁仕上材 製材

内壁 壁体 木造

内壁下地材(外壁) 製材

内壁仕上材(外壁) 製材

内壁下地材(内壁) 製材

内壁仕上材(内壁) 製材

50

25

25

25

25

窓サッシ アルミサッシ 25

窓 窓ガラス 25

天井 天井下地材 製材 25

天井仕上材 製材 25

床 床下地材 製材 25

床仕上材 製材 25
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図4.65 適合度の推移: Test LCCO2

表4.33 コスト評価

Testlnitial TestLCCO2 Ratio [%]

Initial Cost [㌍n] 7,174,598.08 9,295,072.49 +29.56

Running Cost [yen/year] 116,418.03 62,133.17
-46.63

Life Cycle Cost [yen/year] 321,406.54 248,034.61
-22.83

Project Life Cycle Cost [yen] 33,250,313.83 2,480,3461.74
-25.40

表4.34 CO2排出量評価

Test Initial Test LCCO2 Ratio [%]

Initial CO2 [kg-CO2] 70,947.69 27,289.05
-61.54

Running CO2 [kg-CO2/year] 2,434.43 402.92
-83.45

Life Cycle CO2 [kg-CO2/year] 4,461A9 948.71
-78.74

Project Life Cycle CO2 [kg-CO2] 463,080.01 94,870.57
-79.51

表4.35 修繕回数

Test Initial Test LCCO2

Repair Times 34 4
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ライフサイクルCO2最小化によって得られた解の性状を図4.61 -図4.64に示す｡得られた各ライフサイクル評

価値および評価期間における修繕回数(建替え回数も含む)を表4･33-表4･35に示す｡

図4.61および図4.62には,ライフサイクルにおける年あたりのコストおよびCO2排出量を示している｡これら

の図を比較すると,同じ修繕を行っていても,コストとCO2排出量は大きく異なっていることがわかる｡コストは

修繕と建替えにおいて大きく値が異なっているが, CO2排出量については建替えも修繕も大きく変化はない｡修繕と

建替えにおいて排出量が大きく変化しないということは,修繕周期が50年である躯体,壁体およびスラブはCO2排

出量が大きくないといえる｡しかし,コストには影響が出るため,コストとCO2排出量については同期しないとい

える｡

図4.63および図4.64には,図4.61および図4.62を時間軸において累積したものの経年推移を示す｡図中におけ

るプロットはTestLCCの時と同様に,修繕を行う時期を示している｡図4.63および図4.64よりTestlnitialと

TestLCCO2を比較する｡ TestLCCO2において目的関数としているライフサイクルCO2排出量に関してみると,

大幅に低減するされている｡イニシャルにおいて,すでに大幅に低減されている｡これは,構成要素のCO2排出量

が少ないためである｡したがって,構成要素の選択がライフサイクル最適化を行うにあたり,非常に重要であるとい

うことがわかる｡また,ライフサイクルコストに関してみると, Testlnitialの方がイニシャルコストは安価となって

いるが,ライフサイクルにおいてはTestLCCO2の方が安価となっている｡これは,シナリオがTbstLCCO2にお

いて整合性が図られているためである｡ 1度の修繕によるコストは大きくなっているが,修繕回数が表4.35からもわ

かるように大幅に減少しているためであると考える｡したがって,ライフサイクル評価値を低減するためにはシナリ

オ操作により整合性を図ることが重要であるとわかる｡

図4.65は,ライフサイクルCO2最小化問題(Test LCCO2)の最適化計算を行った際の適合度の最大値,平均値

および最小値の推移を示している｡ここで,横軸は世代数を,縦軸は適合度を示している｡

本研究ではエリート保存選択を採用しているため,各世代に最小解は次世代に保存される｡本論では,適合度を目

的関数にべナルティ項を乗じたものと定義しているため,適合度が小さいほど優れた個体であり,図中の最小値の推

移がエリート解の推移である｡また,縦軸をライフサイクルCO2 [kg-CO2]と読みかえることも可能であり,図4･65

はペナルティ項を考慮したライフサイクルCO2の推移ともいえる｡ 50世代までには,最小値の推移はほぼ収束して

いる｡これは,構成要素の取捨選択がこの時までに有利となる構成要素となっており,これ以降の適合度の減少はシ

ナリオの整合性に起因している｡

TestLCCとTestLCCO2とを比較する｡シナリオについては,両者ともに長寿命化が図られ,構法的序列の上

位の部材に対して整合性を図られている｡しかし,構成要素についてみると,はとんどの構成要素が異なっている｡

したがって,ライフサイクルコストとライフサイクルCO2では有利となる構成要素がことなることがわかる｡この

構成要素の特性によりライフサイクルコストとライフサイクルCO2の間には相関がなく,それぞれがトレードオフ

の関係にあるといえる｡
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4.5 多目的ライフサイクル最適化

前節で示したように,ライフサイクルコストとライフサイクルCO2にはトレードオフの関係が存在していると考

えられる｡このようなトレードオフが存荏する多目的最適化問題では,目的関数を同時に最小とする完全最適解は存

在しない｡したがって, Pareto最適解を得ることが,多目的最適化問題の解決となる｡本節では,ライフサイクルコ

ストとライフサイクルCO2を評価関数として,多目的遺伝的アルゴリズムによる多目的ライフサイクル最適化問題

を解き, Pareto抽出を行う｡本論では多目的遺伝的アルゴリズムの中でも優れたPareto最適解の探索性能を持つ手

法とされているSPEA2を採用する｡ SPEA2の詳細については附録B章に示す｡

4.5.1概要

第4･3節で示した問題領域に対して,評価対象期間を考慮したライフサイクルコストあるいはライフサイクルCO2

を目的関数として,ライフサイクルに関する設計を構成要素の取捨選択およびシナリオの組合せ問題として,環境性

および経済性の両者を同時に考慮した多目的最小化問題を次式で与える｡

minimize I(x,i) - (fi(x,i))T

subjectto a(x,i) ≦0
(4.10)

ここに

%fi ;悪霊習警る評価
x :構成要素の種類および組合せ
t :構成要素の維持保全シナリオ

g :制約条件

第4･3節で示した設計変数を用いて,第3.5節(pp.40)および第3.6節(pp.43)で説明した評価対象期間を考慮し

たライフサイクルコストおよびライフサイクルCO2を算定する｡

本研究では,多目的最適化手法として, SPEA2を採用する｡ SPEA2における適合度は,個体iを支配している

個体の持つ強度sを全て足し合わせた値と, k最近傍個体との距離Jタの逆数を加算して個体iの適合度f(i)とし
ている｡

f'i'-

jEPl/.Eh.>iS'j'･ぉここで, j>iはiがjに支配されていることを示している｡

次に,個体iの強度は次式で表現される｡

s(i)-i(jlj∈Pt+再∧i>j)I

(4.ll)

(4.12)

また探索個体数Ⅳ,それまでの世代までに保存されている非劣解(他の解に比べ劣っていない解)のアーカイブ個体

数7Vを用いてkは次式とする｡

k - LvWJ (4･13)

なお,制約条件を満たさない場合, I(x)自体にべナルティ項を掛け合わせたものを新たな目的関数h(x)として,

以下のように多目的最適化問題を定式化する｡

minimize h(x,i)
-

I(x,i)I17j
j

(4･14)
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4.5.2 結果および考察

多目的遺伝的アルゴリズムのSPEA2を用いて,多目的ライフサイクル最適化を行い,得られたPareto最適解集

合の性質について考察する｡表4.36に計算に用いたSPEA2のパラメータを示す｡なお,本研究では,アーカイブ

個体群のサイズを探索母集団数の1/4である25を設定する｡

図4.67および図4.68に目的関数空間における各世代における個体群の存在位置を示す｡目的関数空間における個

体群は,横軸にライフサイクルコスト[yen],縦軸にライフサイクルCO2[kg-CO2]として表現する｡ここで,完全

最適解が得られていないことより,ライフサイクルコストとライフサイクルCO2についてはトレードオフの関係に

あることがわかる｡初期世代付近ではPareto最適解となるものはアーカイブのサイズに比べ少なく,アーカイブに

は劣解も含まれている｡ 100世代に至るまでには初期と比較して初期世代のPareto最適解集合よりも優越しており,

最適化により探索母集団がPareto最適フロントへ近接していることが視覚的にも判断できる｡最適化によりアーカ

イブはPareto最適個体群のみで構成されるような解となっている｡ここでいう, Pareto最適個体群とは,進化計算

中の各世代におけるPareto最適性を有する個体の集合のことを示しており,問題領域に対するPareto最適個体群

とは異なる｡つまりPareto最適個体群とはその世代における非劣解の集合でありる｡アーカイブを設定しているた

め,個体群の分布形状が最適化計算によりPareto的に優位な解が存荏するように進化したためであると推察される｡

100世代以降をみると解個体群の存在位置がそれほど変化していない｡これはより良い解がほとんど存在していない

ためであると考えられる｡したがって,第1000世代における個体群は十分Pareto最適解に近接しているといえる｡

次に,分布形状を見ていく｡分布形状を進化過程を通してみると30世代付近でアーカイブ集団が2つの集団に分

かれて進化していることが見てとれる｡また, 2つに分かれた進化が進んでいくため,その集団に附随する形で個体

群が生成されていることが見られる｡したがって, Pareto解集合の性質によって個体群の性質が決定されていると推

測される｡ここで, Pareto解集合には属していないが, Pareto付近に存在する個体群も十分優良な解であり,意思

決定者の選択の1つとなりうると考えられる｡図4.66に1000世代目のPareto最適解集合を拡大して表現する｡

pareto最適解集合についてはSPEA2の特徴である多様な解を得るという特色が表れており,意思決定者-提示す

るのに有用であると考える｡多様な解となっているが,これらの解の構成については次に述べる｡

表4.36 パラメータ
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図4.66 Pareto最適解集合
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Parto最適解集合の分析

多目的遺伝的アルゴリズムの1つであるSPEA2を用いて解析を行った結果図4.66に示すようなPareto最適解

集合が得られた｡形状については前述したことが見てとれる｡解のシナリオや構成要素はどのように構成されている

かを示し, Pareto最適解集合の解の性状を考察する｡

ここでは,図4.69に示した4つの解を例として抽出して設計内容を考察する｡この4点は2つの集合となってい

るPareto最適解集合の両端の部分を抽出している｡
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図4.69 Pareto最適解集合
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4点における構成要素および更新周期を表4.37-表4.40に示す｡各解における年間コスト,年間CO2排出量,

コストの経年累積およびCO2排出量の経年累積を図4.70 ～図4.85に示す｡

各構成要素を比較すると, Pareto最適解集合を2つの集合としている要因は躯体であると考えられる｡すなわち,

ライフサイクルコストが小さくなっているPareto最適解群はRC造躯体によって建設されている｡また,ライフサ

イクルCO2排出量が少ないPareto最適解集合は木造躯体が選択されている｡これらの傾向は詳細を示していない

他のPareto最適解集合についても同様である｡したがって,構法的序列において上位に存在する躯体がPareto最

適解集合の目的関数空間内における存在位置に大きく影響を与えていることがわかる｡

他の構成要素について見ていくと,ライフサイクルコストが小さい部材に関しては単一目的最適化においてライフ

サイクルコスト最小化によって得られた設計解と似た部材が選択されており,ライフサイクルCO2排出量の少ない

部材に関してもライフサイクルCO2最適化によって得られた設計解と同様の部材であった｡しかし,ライフサイク

ルコスト最小化によって得られた設計解とは異なり,製材なども多く選択されている｡これは,ライフサイクルCO2

排出量を共に低減するために発生した影響であると考えられる｡したがって, Pareto最適解の目的関数空間内におけ

る存在位置は躯体やスラブなどの構法的序列の上位となる部材によってほぼ決定され,構法的序列において下位にな

る2次部材の構成要素によって存在位置が変化してPareto最適解集合を構成すると考えられる｡

次に,抽出した4つの設計解を比較する｡まず, No.1とNo.2を比較する｡これらは,ともに躯体構法はRC造

でスラブおよび壁体に関しては木造の設計解を選択している｡また,修繕周期についてもはぼ同様なシナリオを形成

している｡しかし,躯体,スラブおよび壁体以外の構成要素が大きく異なっている｡
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No.1についてはライフサイクルコスト最小化によって得られた構成要素と似ているが, No.2についてはライフサイ

クルCO2最小化によって得られた構成要素に似通っている｡したがって, Pareto最適解として変化してくるには構

成要素の違いが大きくなってくると考えられる｡また,シナリオに関しては,ライフサイクル最適化を行うことによ

り更新周期に整合性を図ることで各負荷の低減を行っている｡

表4.37 設計内容: No.1

部位名 部材 選択部材 更新周期(年)

躯体 構法 RC造躯体 100

スラブ 構法 木スラブ 50

屋根 屋根下地材 製材 27

屋根仕上材 化粧スレート 27

外壁 壁体 木造

外壁下地材 製材

外壁仕上材 製材

内壁 壁体 木造 50

内壁下地材(外壁) プラスタ 29

内壁仕上材(外壁)化粧プラスタ 29

内壁下地材(内壁) 製材 25

内壁仕上材(内壁)化粧プラスタ 25

窓サッシ アルミサッシ 29

窓 窓ガラス 29

天井
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次に, No.3とNo.4について比較する｡これらは,ともに躯体,スラブおよび壁体が木造となっている｡しかし,

2次部材の下地や壁体において異なった構成要素が選択されている｡

表4.38 設計内容: No.2

部位名 部材 選択部材 更新周期(年)

躯体 構法 RC造躯体 100

スラブ 構法 木スラブ 50

屋根 屋根下地材 製材 27

屋根仕上材 化粧スレート 27

外壁 壁体 木造

外壁下地材 製材

外壁仕上材 製材

内壁 壁体 木造

内壁下地材(外壁) 製材

内壁仕上材(外壁) 製材

内壁下地材(内壁) 製材

内壁仕上材(内壁) 製材

50

25

25

25

25

窓サッシ アルミサッシ 25

窓 窓ガラス 25

天井 天井下地材 合板 25

天井仕上材 製材 25

床 床下地材 製材 25

床仕上材 製材 25
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構成要素は異なっているために,目的関数空間における存在位置が異なっていると考えられ,構成要素の影響が大

きいことがみてとれる｡構成要素が異なっているため,部材特有の部材耐用年数が異なる｡部材耐用年数内において

構法的序列の上位となる部材と更新周期の整合性を図ろうとしていることがみてとれ,シナリオの整合性を図ること

の有用性が伺える｡

表4.39 設計内容: No.3

部位名 部材 選択部材 更新周期(年)

躯体 構法 木造躯体 50

スラブ 構法 木スラブ 50

屋根 屋根下地材 製材 27

屋根仕上材 化粧スレート 27

外壁 壁体 木造 50

外壁下地材 製材 25

外壁仕上材 タイル 25

内壁 壁体 木造 50

内壁下地材(外壁) 製材 25

内壁仕上材(外壁) クロス 14

内壁下地材(内壁) 製材 25

内壁仕上材(内壁) クロス 13

窓サッシ アルミサッシ 25

窓 窓ガラス 25

天井 天井下地材 合板 25

天井仕上材 合板 25

床 床下地材 製材 25

床仕上材 製材 25
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これより, Pareto最適解集合は多様な設計解を与えていることがみてとれる｡また,構成要素の違いによって分布

していることもわかる｡ライフサイクル最適化を行うことはシナリオの整合性を図ることになる｡このように,シナ

リオの整合性を図られ,構成要素が異なる設計解を意思決定者へ提示できることはとても有用であると考える｡

表4.40 設計内容: No.4

部位名 部材 選択部材 更新周期(年)

躯体 構法 木造躯体 50

スラブ 構法 木スラブ 50

屋根 屋根下地材 製材 27

屋根仕上材 セメント瓦 27

外壁 壁体 木造

外壁下地材 製材

外壁仕上材 製材

内壁 壁体 木造

内壁下地材(外壁) 製材

内壁仕上材(外壁) 製材

内壁下地材(内壁) 製材

内壁仕上材(内壁) 製材

50

25

25

25

25

窓サッシ アルミサッシ 25

窓 窓ガラス 25

天井 天井下地材 合板 25

天井仕上材 製材 25

床 床下地材 製材 25

床仕上材 製材 25
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4.6 結語

本章では,第3章で述べたライフサイクルデザイン手法を用いて,建築構造物の単一目的のライフサイクル最適化

および多目的遺伝的アルゴリズムを用いた多目的ライフサイクル最適化を行った｡

第4.2節では,設計変数および制約条件を決定する前に,問題領域の設定を行った｡標準的独立住宅を解析対象モ

デルとし,各境界条件について述べた｡

第4.3節では,本研究における設計変数および制約条件の設定を行った｡また,比較対象モデルとして,イニシャ

ルコスト最小化を行い得られた設計解を示した｡

第4.4節では,単一目的のライフサイクル最適化問題として,ライフサイクルコスト最小化問題とライフサイクル

co2最小化問題について解析を行った結果を示した｡ライフサイクルコスト最小化において得られた解は,部材選択

において最も長寿命であるRC造躯体が有効であるという解が得られ,ライフサイクルCO2最小化においてえられ

た結果は,部材選択において木造躯体を用いるという解であった｡これは,原単位に起因するものであり,構成要素

の取捨選択をパラメータとして設定することが有意であるということを示した｡両者ともに進化と共に修繕周期の整

合性が徐々に図られており,シナリオをパラメータとして用いることの重要性を示した｡また,シナリオは構法的序

列の上位の部材の更新周期に対して整合性を図っており,構法的序列を考慮することによる影響を示した｡ライフサ

イクルコストとライフサイクルCO2の間にはトレードオフの関係が存在していることが見てとれた｡

第4.5節では,ライフサイクルコストとライフサイクルCO2を評価関数とする多目的ライフサイクル最適化問題

を,多目的遺伝的アルゴリズムの1つであるSPEA2を用いて解析を行い, Pareto解集合の抽出を行った｡ Pareto

解集合が存在し,完全最適解が存在しなかったことによりライフサイクルコストとライフサイクルCO2の間にはト

レードオフの関係が存在していることが確認できた｡ Pareto最適解集合の解の性状を分析することにより,構法的序

列の上位の部材の構成要素が目的関数空間内でのライフサイクル評価値の存在位置を決定することを示した｡ Pareto

最適解集合として多様な解を得られたために,意思決定者に提示するために有用である｡

本章でのライフサイクル評価はライフサイクルにおいて不確定と考えられる様々な現象について確定的に評価可能

であると仮定して評価しているものである｡しかし,実際には不確定である現象を評価しなければならない｡次章以

陛では,不確定性を考慮したライフサイクル評価手法を提案し,不確定性がライフサイクル評価に及ぼす影響を示す｡
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第5章

不確定性を考慮したライフサイクル評価手法

5.1概説

建築構造物のライフサイクルデザインを行う際,設計時にライフサイクルコストやライフサイクルCO2などライ

フサイクル評価を行う｡ライフサイクル評価を設計時に行うということは,建築構造物のその後の挙動を評価してい

ることになる｡前章までのライフサイクル評価手法は建築構造物の将来の挙動を確定的に扱った場合についてであっ

た｡しかし,実際には確定的な現象は皆無といってよく,はとんどの現象が不確定性を有している｡不確定性として

は様々な要因が考えられる｡例を挙げると,物価の変動,部材の劣化,新技術の開発,計画通り修繕等が行われない

こと,および地震や台風等の天災などが挙げられる｡これらの不確定性を考慮せずにライフサイクル評価を行うこと

は,影響の大小によって誤差の大きさが変わってくるという危険を学んでいる｡したがって,本研究では様々な不確

定性の影響の大きさを評価し,そして,不確定性を考慮したライフサイクルデザインを行うことを目標としている｡

本章では,建築構造物のライフサイクルデザインに内包されている不確定性を考慮したライフサイクル評価手法に

ついて論じる｡本研究では不確定性として,物価の変動等のライフサイクル評価パラメータの変動,部材の劣化,修

繕周期の不確定性,および地震の影響を対象とする｡

第5.2節では,修繕の不確定性として,修繕周期の不確定性と部材の劣化の不確定性を考慮したライフサイクル評

価手法について述べる｡第5.3節では,地震の影響を考慮したライフサイクル評価手法について述べる｡
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5.2 修繕の不確定性を考慮したライフサイクル評価手法

第3章で示したライフサイクルデザインを行うことにより,対象の目的に対しての最適解が得られる｡この最適解

によるシナリオ通りに遂行されない場合はライフサイクル評価値に対して影響がある｡また,劣化の影響が確定的で

ないために修繕周期や修繕率が変化する｡本節では,これらの修繕に影響を与える不確定性を考慮したライフサイク

ル評価手法を説明する｡

5.2.1修繕周期の不確定性を考慮したライフサイクル評価手法

ライフサイクルデザインにおいて,設計時に修繕の時期を決定したシナリオを提案する｡しかし,建築構造物のラ

イフサイクルには多くの人々が関係するため,合意形成が無ければ修繕が実際に計画通りに行われない可能性が存在

する｡ただ,指針として用いるために設定したシナリオの修繕の付近で修繕を行われてしまうと考えられる｡このよ

うな,修繕周期を不確定とする場合についてのライフサイクル評価手法を本節では説明する｡

既往の手法

Kongら37)の研究で修繕の不確定性を考慮した場合についての手法が示されている｡この既往の手法について説

明するo修繕確率は任意であり,その確率分布は確率密度関数(probabilitydensity function, PDF)によって表現さ

れる｡ここで,修繕確率とはある時刻に行う修繕を行う確率のことを示している｡連続変数である確率密度関数を用

いることは複雑になるため,離散変数に対応する確率関数(probabilitymass function, PMF)によって置換した修

繕時期の確率密度関数によって計算する｡連続変数であるものを離散変数と置換する場合には,離散化方法によって

評価値が変化するため,離散化方法は重要となる｡

相対時間の任意変数Ti(i- 1,･･･
,n)の分布が既知であるとするo時間Tiにおいて修繕iの発生確率は離散的な

時間軸で表現することができる｡これに合わせて連続的な確率密度関数を確率関数に変換する｡ ℃は相対時間で表現

されたものであるため絶対時間の表現Ti*に変換する｡ Ti*は次式のように表現することができるo

t

Ti*

-Tl+T2-+Ti-∑Tj
J-1

(5.1)

単純な例について示す｡まずギとT2*の2回の修繕について考える｡ 2回目の修繕が時刻t芸で行われる場合の

確率関数は次式のように定義される｡

P[T2* - t芸]
- PTl,T2[tl,t2]

-

P(Tl
- tlandT2 -

t2)

ここで,時刻tLに2回目の修繕が行われる確率は,次式のようになる｡

p[T,*-t乙]
- ∑ pTl,T2[tl,t2】
iftl+t2-t乙

- ∑ pTl,T2[tl,(t2-t*L-tl)]
alltl,t2

(5･2)

(5･3)

ここで, P[T2･-t乙]は時刻t乙において2回目の修繕が行われる確率を表し, ∑iftl.i2=t乙はtl+t2-t乙を満た

す全ての場合の総和を意味する｡式(5.3)では結合確率質量関数を用いて評価できる｡n回目の修繕を行う一般的な
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場合は次式のように表現することができる｡

p[Tn*-t乙] - ∑ pTl,T2,･-,Ti,-,Tn[tl,t2,･･･,ti,･･.,tn]
if tl+･･･+tn-t乙

n-1

-

∑ pTl,T2,･･･,Ti,･･･,Tn[tl,t2,･･･,ti,-･
,(tn-t乙-∑ti)]all tl,-,tn

i-1

(5･4)

この場合においては任意変数であるTl,T2,-
,Tnに基づいた結合確率関数が必要となる｡

図5･1は時刻t主における異なった修繕シナリオの確率分布関数(probabilitydistribution function, PDF)を表し

ている｡ここで,修繕シナリオとは更新周期の集合である｡つまり,ある時刻に修繕を行うという各修繕時刻を示し

たものである｡確定的に扱う場合には対象モデルに対する修繕シナリオは1つに決定されるが,ここでは不確定性を

考慮するために修繕シナリオは複数存荏する｡単位時間の倍数で表される時刻t呈でのそれぞれの修繕確率は簡単に

計算することができる｡ここで,ある修繕は1回のみ行われるため,ある時刻における修繕確率は単位時間あたりの

期待修繕回数となるoこの時刻t乙での単位時間あたりの期待修繕回数は時刻t乙での修繕確率を重ね合わせること

で評価できる｡たとえば, PR2(t呈)-0･2,PRm(t乙)-0.1であり,時刻t乙でのその他の全ての修繕確率は0である

とすると,その場合の時刻tiでの単位時間あたりの期待修繕回数は0.3である｡全ての修繕サイクルを考慮した場

令,時刻oからtiまでの単位時間あたりの期待修繕回数を評価するために,時間(o,t乙]における期待累積修繕回数

E[Ni(i ≦ t乙)]は次式で評価できる｡

E[Ni(t≦ll)]-∑p[Ti*≦ti]-∑∑ p[Ti*-t]
all i

Z
O

∈∈

妻喜
EL･ 2:
山

⊂〕

AGE(YEARS)

all iall t≦ll

*i

ll
ヽ■▲

萱≦
EL

i-1 i-2 +Ir i-m tJI

REHABILITATION CYCLE

(5･5)

図5.1 Probability of any rehabilitation cycle37)

上記のようにして得られたある時刻の期待修繕回数とその修繕における評価値を乗ずることにより,ある時刻での

期待修繕評価値を得ることができる｡これを評価対象期間すべてについて累積をすることで,期待ライフサイクル評

価値を得ることができる｡

■解析例 上記の手法を用いた例として, 3回の修繕を行う場合について説明する｡修繕の分布は図5.2のように仮

定する｡この図において, Pl,Aは1回目の修繕確率を絶対時間で表現していることを示している｡つまり,下添え

字の数字は修繕回数を, AとRは絶対時間か相対時間かを示している｡相対時間の基準となる時間は前の修繕が行

われた時間である｡また,ここで3回の修繕において修繕確率の分布がそれぞれ異なるのは,異なる修繕を適用する

と仮定したためである｡
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図5.3はi回目の修繕時期を絶対時間に基づいた時間Ti,A (i-1,2)における1回目と2回目の修繕を合わせた

修繕確率を用いてイベントツリーで表現している｡同様にイベントツリーを用いて3回目の修繕確率を求めることが

できる｡特定の時刻tにおける修繕確率Pi,A(i)はイベントツ1)-で時刻tとなる確率の総和によって求められるo

Tl,A-Tl,R T2R Tl
,A

T2,A Pl,A X P2,A

3

3

3

3

4

4

4

4

5

5

5

5

7

8

9

10

8

9

10

ll

9

10

ll

12
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0.3×0.3-0.09

0.3×0.4-0. 12

0.3×0.2-0.06

0.5×0.1-0.05

0.5×0.3-0.15
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0.5×0.2-0.10

0.2×0. 1-0.02

0.2×0.3-0.06

0.2×0.4-0.08

0.2×0.2-0.04

図5.3 Event tree after applying second rehabilitation37)

図5.3において時刻t2,A-8となる修繕確率は次式のようになる｡

p2,A(i-8)-Pl,A(i-3)･P2,R(i-5)+Pl,A(i-4)･P2,R(i-4)-0･30×0･30+0･50×0･10-0･14 (5･6)

ある絶対時間に修繕が行われる確率は,全ての場合に絶対時間において並べる,つまり同じ絶対時間での確率の和を

とることで求められる｡図5.4は3回目の修繕まで考慮した結果を示している｡

このようにして前回までの修繕を考慮したn回目の修繕確率を得られ,ここではn-3の場合について示してあ

る｡また,ここで得られたある時刻における修繕確率は,単位時間あたりの期待修繕回数である｡時間(o,t=こおけ
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る期待累積修繕回数E[Nna,Tm(T≦tL)]は次式の期待年間修繕回数の和より求められる｡
n

E[Nna,Tm(T≦t;)]
- ∑ ∑pi,A(i)
allt≦iL乞=1

n

-

∑ ∑E[Ni,A(i)]
allt≦t;%=1

(5.7)

この例における期待累積修繕回数を図5.5の下図に示す｡

期待修繕コストを評価するために,イベントツリーにおいてj回目の期待修繕コストE[C,i,Pj(i)]を示すと次のよ

うになる｡

EEC,,I,p,(i)]-
C,,,

(1+ l/)ti･,i
Pi,i (5.8)

ここに,

l/

:割引率
C,i :i回目の修繕時刻における時点での修繕コスト
ti,i :i回目の修繕後に発生するj回目の修繕を行う時間
Pi,i :i回目の修繕

3回目の修繕での特定の時刻における修繕コストを得るために,それぞれの修繕についての結果を並べ替え,重ね合

わせるつまり次式により求められる｡

TTI

E[C,3(i)]
- ∑E[C,3,Pj(i,3,Pj-

i)]
j-I

(5･9)

ここで, mは終了時刻tにおける修繕回数である｡

1回目, 2回目および3回目の修繕コストの規価をC,1-C,,-C,3-100とする｡この例において,異なったサ

イクルの修繕が12年目で重複している｡このような場合にはそれぞれの修繕コストの重複分について和をとる｡こ

れまでに説明した手順より求めた各年における期待修繕コストを表5.1および図5.6に示す｡また, 3回の修繕にお

ける累積修繕コストを図5.7に示す｡

以上のようにして,修繕確率および期待修繕コストを得ることができる｡
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表5･1 Present Value of Expected Annual Rehabilitation Cost fわr Each Rehabilitation Cycle37)

First Second Third

Age rehabiiltation rehabiiltation rebabiiltation

(year) cost cost cost

1 0.0000 0.0000 0.0000

2 0.0000 0.0000 0.0000

3 25.9151 0.0000 0.0000

4 41. 1351 0.0000 0.0000

5 15.6705 0.0000 0.0000

6 0.0000 0.0000 0.0000

7 0.0000 2. 1320 0.0000

8 0.0000 9.4758 0.0000

9 0.0000 18.6937 0.0000

10 0.0000 19.6452 0.0000

1 1 0.0000 10.5242 0.0000

12 0.0000 2.2273 0.3341

13 0.0000 0.0000 2.2804

14 0.0000 0.0000 6.9194

15 0.0000 0.0000 12.0735

16 0.0000 0.0000 12.9646

17 0.0000 0.0000 8.4642

18 0.0000 0.0000 3.0749

19 0.0000 0.0000 0.4749

∑ -82･72 ∑ -62･70 ∑ -46･59

忌 40

H=

｣ノ ー

巴岩
〉くし)30

聖
FL<
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図5･6 Present value of expected annual rehabili-

taiton cost37)
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本研究での手法

Kongら37)の既往の研究は土木構造物を対象とした研究である.本研究では, Kongらの手法を建築構造物に適

用する｡土木構造物は主として構造要素のみにより構成されているが,建築構造物は様々な部材,要素により構成さ

れているという大きな違いが存在する｡建築構造物が様々な部材により構成されており,またそれぞれの関係性を評

価するために,本研究では構法的序列を用いて評価を行ってきた｡ここでは, Kongらの修繕周期が不確定である場

合の評価手法に対して,構法的序列を考慮した場合に拡張した評価手法を説明する｡

構法的序列を考慮しない場合について,つまり,単一部材の修繕確率のばらつきを考慮した場合にはKongらの手

法を適用することができる｡例として,部材i,部材i-1と部材i-2の3部材の修繕を例として示す｡これらの

部材の構法的序列の関係は部材i-2が最上位で次が部材i-1そして最下位が部材iとする｡つまり,数字の小さ

いものはど上位であるとする｡部材の修繕確率はKongらの手法同様に離散変数へと置換して用いる｡各部材の修繕

確率を図5.8のように決定する｡ここで,図5.8は1回目の絶対時間による修繕確率と2回目以降の相対時間での
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修繕確率を示したものである｡

図5.8の各部材の修繕確率を用いて,複数回の修繕を行った際の絶対時間における各年での修繕確率を求める｡ま

ず,各部材について構法的序列の影響のない場合については, Kongらの手法と同様にイベントツリーを用いること

で各年での修繕確率を計算することができる｡ここでは, 70年間のサイクルついての場合について行う｡ 70年間で

の各部材の構法的序列を考慮しない場合の年当たりの期待修繕回数は図5.9のようになる｡
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しかし,実際には構法的序列の影響により上位の部材の修繕を行う際には下位の部材は強制的に東新されてしまう｡

したがって,実際の影響を表現するためには影響を考慮しなければならない｡同時に3部材についての構法的序列を

評価することは複雑で困難となるため,まず,上位に存在している2部材,つまり部材i12および部材i-1につ

いて構法的序列を考慮した場合を示す｡部材i-2および部材i-1の構法的序列を考慮しない場合の年当たりの期

待修繕回数は図5.9に示したようになるo ここで,構法的序列の影響が出てくるのは部材i-2の修繕時期である48

年から52年の部分である｡この部分について部材i-1についてみると,修繕は発生していない｡しかし,その後

の修繕については,部材i-2の修繕によって更新されているために,部材i-1の次の修繕は再びこの新しい時間

から計算を行わなければならなくなる｡部材i-2の1回目の修繕を行った後の部材i11の1回目の修繕の修繕確

率は次式により求められる｡

i-2,1Pi-1,1(i-66)
-

Pi12,1(i
-

48) ･Pi-1,1(i
-

66148) -0･05･0･1 (5.10)

ここで,
i-2,1Pi-1,1の左下添え字の左側のi-2は影響を考慮した部材を,右側の1は影響を受けた部材の1回目

の修繕の影響を考慮しているということを示している｡右辺には左下添え字はないが,これはどの部材の影響も考慮

していないことを示している｡また,左辺,右辺共に右下添え字の左側のi-1は修繕確率を考えている部材を,右

側の1は影響を受けた後の1回目の修繕であるということを示している｡式(5.10)は例として表現したものである

が,これを部材i-2と部材i-1についての一般的な場合を示すと次式のようになる｡

i-2,mPi-1,n(i)
-

Pi-2,m(Ti-2,m)
･

Pi-1,n(i- Ti-2,,a) (5.ll)

ここに,

m
:部材i-2の修繕回数

n :部材i-1の部材i-2のm回目の修繕からの修繕回数
Ti-2,m :部材i-2のm回目の修繕を行った時間

上式を適用し,部材i-2の修繕の影響を考慮した部材i-1の年当たりの期待修繕回数は図5.10のようになる｡

図5.10において白く表現してある部分が部材i-2の修繕により強制的に更新される確率である｡部材i-1と部材
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図5･10 部材i-1の修繕確率(構法的序列を考慮した場合)

i-2の2部材については上記ようにして評価することができる｡
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次に部材i12,部材i-1および部材iの3部材の場合について述べる｡部材iは構法的序列において最下位で

あるために部材i-2および部材i-1の影響を共に受けるo 3部材についての構法的序列を考慮した場合は,部材

i-2の影響を受けた部材i-1部材について構法的序列の考慮を行うことで部材iは上位2部材の影響を考慮した評

価を行うことができる｡したがって,図5.10に示した部材i11の修繕確率の部材i-の影響を考えればよいo部材

iの部材i-1の修繕後の修繕確率は式(5.ll)を用いて計算を行うことで,評価を行うことができる｡しかし,部材

iと部材i-1は同時期に修繕を行うことがあるo このような場合にはただ重ね合わせるだけでは評価不足になってし

まう｡例えば部材iと部材i-1は共に20年で修繕を行う可能性がある｡部材i-1の20年目に修繕を行う前に,

部材iの修繕を行っているという場合と部材iを20年以降に修繕する可能性が存在する｡そのため,これらの確率

を評価しなければならない｡まず,部材iの修繕よりも前に修繕を行う場合は次式によって評価することができる｡

P_efTePi,2(i-

20)
-

Pi,2(i
-

20) ･Pi-1,1(i
> 20)

-pi,2(i-20)･ ∑ pi-1,1(i)
t>20

=0.37×0.3

=0.111

(5.12)

ここで, P_elfTePi,2の右上添え字のbeforeは部机-1の1回目の修繕より前に部机の修繕を行う確率であるこ
とを示している｡部材iを部材i-1の修繕よりも前に修繕を行う修繕確率である式(5.12)を一般的な時刻Tの場

合については次式で表される｡

P_ef%epi,n(T)- Pi,n(i- T-Ti-1,m-1) ･Pi11,m(i> T)
-

pi,n(i- T-Ti-1,m-1)
･

∑pi11,m(i)
t>T

(5.13)

ここで, Ti_2,m_1は部材i-2のm-1回目の修繕を行った時刻を示している｡

次に,部材i-1の修繕によって修繕を行う前に更新されてしまう部材iの確率について示すo 20年目の例につい

て見ると次式のように示される｡

?_ftl?1rPi,2(i- 20)
-

Pi,2(i～ 20)
･

Pi-1,1(i
-

20)

- ∑ pi,2(i)･Pi-1,1(i
-

20)
t>20

-

(0.37+0.30+0･09) × 0･4
= 0.304

(5･14)

ここで,?_ftl?1rPi,2の右上添え字のafterは部机-1の1回目の修繕の後に修繕を行うはずであった部机の確率を
示している｡式(5.14)を時刻Tの場合という一般的な場合について次式に示す｡

?_ftl?LPi,n(T)
-

Pi,n(i≧ T - Ti-1,m-1)
･

Pill,m(i
-

T)

∑ pi,n(i)･Pi-1,m(i-T)
t>T-T,.-1,mll

(5.15)

これらのことを考慮し,部材i-1の影響を考慮した部材iの時刻Tにおける単位時間あたりの期待修繕回数

E[i_1Ni(T)]は次式により求めることができる｡

E[i-1Ni(T)]
- ∑ ∑ i-1,mPi,n(T)

'･ ∑ ∑ P-elfs:epi,n(T) (5･16)
all mall n all mall

n

これを図示すると図5.11のようになる｡ここで,灰色で示してある部分は部材i-1の修繕が行われたことによる

影響を示しており,白色で示してある部分は部材i-2の修繕が行われたことによる影響を示している｡また,灰色

および白色の部分で示してある部分の上部に黒色で示してある部分は,式(5.13)によって求めた上位部材の修繕より
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も前に部材iを修繕を行うという期待修繕回数である｡このように構法的序列を考慮した際には,上位部材と下位部

材の修繕が重なった場合には上位部材の修繕よりも前に下位部材を修繕を行う確率の分だけ修繕確率が増加する｡こ

の部分は,大きなロスとなり評価値に影響を与えてしまう｡また,式(5.15)で求められる確率は修繕確率において

図5･11には表れていない｡つまり,この式(5.15)により求める確率は実際に評価を行う際には求める必要がない｡

したがって,複数の部材が存在する場合には,まず構法的序列の最上位の部材の修繕確率を決定し,次に構法的序

列の上位より2番目の部材について最上位の部材の影響を考慮した修繕確率を決定する｡そして,順々に部材の影響

を考慮した修繕確率を決定すればよい｡つまり,ある部材とその部材の1つ上位の部材によっての評価を順番に行え

ばよい｡ここで, 2部材について修繕時期が重なっていない場合には式(5.ll)のみを用いればよく,修繕時期が重

なっている場合には式(5.13)によって上位に存在する部材の修繕前に下位部材の修繕を行う確率を求める必要があ

る｡よって,式(5･11)と式(5.13)の2つの式を適用することで構法的序列を考慮した修繕周期の不確定性を考慮し

たライフサイクル評価を行うことが可能になる｡各修繕に対する修繕確率にその修繕コストを乗ずることで各修繕に

おける期待修繕コストの評価が可能となる｡そして,評価対象期間内の全修繕に対しての期待修繕コストを累積する

ことにより,修繕周期の不確定性を考慮した場合の期待ライフサイクルコストを得ることができる｡

A lnnuence of Element i-1

【コInnuence ofElement i-2

等o.5
[□
【■

出0.4
J

i

妄o･3
i o.2
E)
[■

5o･1
往】
Fh

対0.0
山 10 20 30 40 50 60 70

Time (year)

図5･11部材iの修繕確率(構法的序列を考慮した場合)
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5.2.2 劣化の不確定性を考慮したライフサイクル評価手法

建築構造物を構成している部材は様々に存在する｡これらの部材の劣化については第4章で挙げたように,部材毎

に劣化関数を決定している｡しかし,実際の劣化の現象は確定的に扱うことはできない｡そのために,部材の劣化関

数の不確定性はライフサイクル評価値に対して大きな影響を及ぼす危険性を学んでいる｡本節では,劣化の不確定性

を考慮した場合のライフサイクル評価手法について説明する｡

小林は次のような寿命の解釈を与えている34)｡寿命の解釈としては,人間の寿命曲線は死亡数のピークは乳児期

と老年期とにあるが,内外装の場合もこれに類似している｡ただし,乳児期に相当する竣工後間もない時期の破損

は,工事側が塀痕担保として修繕または取替えを行うので,対象外とし,老年期の破損について論じる｡材料の寿

命を図5.12によって説明すると,同種の材料を同一部材にて,同時点に0点から使用開始しても,品質の差異等に

よって減耗の程度が異なり,早いものは0-αをたどってα点で減耗率100%(破担)に達し,遅いものでもβで

破損し,図5.12の破壊頻度のようにα-β曲線は山形の破壊頻度を示すと考えられる｡取替えの累積率についても

図5.12のように破壊頻度の累積のようにして示されるものと考えられる｡

減耗率

破壊頻度

100

取替累積率

0
α β

図5.12 部材寿命の概念図34)

このように,部材の寿命は不確定であると考えられている｡また,部材の性能については図5.12の減耗率のよう

に劣化していくと考えられる｡ここで,部材の劣化速度は部材の寿命によって決定されていると考えられる｡それゆ

え,この考えを適用したライフサイクル評価を行う必要があると考えられる｡

これまでの,劣化曲線は平均値である値を用いていた｡しかし,実際には図5.12の減耗率のようにα-βにした

がって変動する｡本研究では,寿命の平均値をTpとする場合,実際の寿命が㌔であった場合には劣化関数につい

てx方向についてTJTp倍するとする｡つまり,これまでの平均値における劣化関数は図5･13の左図のようにつ

まり次式のように表現されていたといえる｡

p(i,-(
A
1-αf i ≦TILd

1-culld-β(i-Tpd) TIld≦t≦TIL (5･17)
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ここで, Tpdは平均値における劣化関数の傾きが変化する時刻を示している｡また,
αおよびβは次のように表現

できる｡

1
- P(i)Ft-Tp,a
T/,,I

P(i)It-Tp,｡
TIL
-
TILd

(5.18)

しかし,寿命は不確定であるために変動する可能性が存在している｡したがって,寿命が変動するために,劣化関数

は図5.13の右図のようになると考える｡この劣化関数は次式のように表現する｡

P(i)
- 〈三
1-α′l t≦Tad

1-α′Tad-β′(i-Tctd) Tckd≦t≦Ta (5.19)

ここで, ㌔dは不確定となった場合の劣化関数の傾きの変化する時刻を示している｡また,
α′およびβ′は次のよう

に表現できる｡

α/-

β′-

1
- P(i)It=Tod
Tad

P(i)lL=Tad
Ta
-
Tckd

劣化関数はx方向についてTa/Tp倍されているため, Tcrdは次のように表現される｡

･ad-若･Tpd
この手法により,劣化の不確定を考慮していく｡

O

岩o.8

書o･6
Le
O･4

p.5
o･2

0
T/Jd T

Time

平均値における劣化関数

T/∫

O

呂o.8

書o･6
a O･4

p<5
o･2

0

図5.13 劣化関数

(5.20)

(5.21)

Tad T

Time

変動した劣化関数

TLr TJL

劣化の不確定性を考慮するにあたり,劣化の不確定性がライフサイクル評価に与える影響は次の2つに分類される｡

･寿命の変更を行っても修繕周期には影響を与えない場合

･寿命の短縮により修繕を修繕時期ではない時に行わなくてはならない場合

上記の2つの場合について示したものが図5.14である｡この図において,平均的な劣化を灰色で示しており,寿命

はTpである｡ T,は修繕計画によって決定された修繕時刻を, Tctは劣化の不確定性により変更された寿命である｡

これらの2つを考慮したライフサイクル評価の手法について述べる｡

まず,寿命の変更を行っても修繕周期には影響を与えない場合を考慮する｡この場合の劣化関数の変化を図5.14の

右図に示す｡この場合修繕周期には影響はないが,寿命が変更されたために修繕率は影響を受けてしまう｡この修繕
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修繕周期が変更されない場合

図5.14 劣化が不確定の2つの場合

Tad Tpd TaTr TJJ

Time

修繕周期が変更される場合

率は,式(5.19)によっで性能を計算し1から減ずることで計算をすることができる｡つまり,修繕周期に影響を与

えない場合は,劣化の不確定性は修繕率にしか影響を及ぼさない｡

次に,寿命の短縮により修繕時期を変更しなければならない場合について述べる｡これは, Tck <T,となった場合

であるoこのような場合についてはTaで性能が0となってしまうため,修繕時期をTckに変更しなければならない｡

そこで,修繕時期をTctに設定してこれまでのライフサイクル評価を行えばよい｡

また,図5.12の破壊頻度のように耐用年数の確率分布が決定される｡このとき,ある耐用年数となる確率とその

耐用年数におけるライフサイクル評価値とを乗じることにより期待ライフサイクル評価値を得ることができる｡

単一部材についての考え方を上で示した｡次に,構法的序列を考慮した場合について示す｡全ての部材について修

繕周期に変更が発生しない場合は,これまでのシナリオに対して,修繕率を変更した場合について評価を行う｡また,

各部材が了七となる確率を掛け合わせた確率がこの評価値となる確率である｡したがって期待ライフサイクルコスト

はこの確率と評価値を乗ずることで算定できる｡次に,修繕周期の変更が発生する場合は,前述の修繕周期が不確定

な場合の手法を適用することで評価を行うことができ,期待ライフサイクル評価値の算定が可能となる｡

したがって,劣化の不確定を考慮したライフサイクル評価は修繕率を変更することと,修繕周期が変更する場合に

は修繕周期の不確定をさらに考慮することによって評価を行うことができる｡
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5.3 地震の影響を考慮したライフサイクル評価手法

建築構造物にとって地震は最大の外乱である｡地震により,損傷や倒壊が発生する恐れがある｡地震の大きさに

よっては建物が大破してしまい,その後使用不可能となり建替えが必要となる場合もあれば,仕上げなどの修繕の比

較的簡単なものに亀裂が発生するような場合もある｡これらの地震の影響を知っておくことは地震大国である日本に

おいてライフサイクルデザインを行うにあたり必要である｡本節では,地震の影響を考慮したライフサイクル評価手

法を説明する｡

5.3.1地震による被害修繕量

建築構造物は構造部材,非構造部材など様々な部材から存在している｡そのため,地震の被害は構造部札 非構造

部材など全ての部材に損傷を及ぼす｡地震についての考慮を行う場合には地震による被害はどの部材にどの程度発生

するかということが重要となってくる｡本研究では,倒壊することによる影響と倒壊する確率は評価対象外とする｡

建築構造物には,地震による損傷を受けやすい部分,つまり小さな地震により影響を受ける部分と,大きな地震でな

ければ影響が出ない部分が存在する｡一般的には非構造部材ほど影響を受けやすい｡地震の被害は本研究で扱ってい

る構法的序列の下位の部材ほど影響を受けやすいといえる｡

小さな地震でも被害を受ける非構造部材の損傷については層間変形角により決定されるものと,床最大応答加速度

による慣性力により決定されるものとがある23,28)｡非構造部材の耐震設計施工指針･同解説および耐震設計施工要

領96)では,非構造部材の主体構造との接合状態に応じて,床最大応答加速度による慣性力に対する検討と,層間変

形角による強制変形に対する検討を別々に行い,それぞれが設計目標を満足することを指針としている｡しかし,本

来は多種多様な非構造部材すべてについて,正確な損傷の遷移状況を把握することは事実上困難である｡ここでは,

非構造部材の耐震設計施工指針･同解説に記載されている,非構造部材の地震による被害を用いるものとする｡非構

造部材の地震による被害の破壊程度は表5.2のように定義されている｡非構造部材の地震による被害の多くは層間変

形角によって推定されている｡具体的には,壁部材については図5.15のように,天井部材については表5.3のよう

に推定されている｡非構造部材の地震による被害のうち,床最大応答加速度による慣性力により評価される部位は床

についてである｡しかし,対象となる床はフリーアクセスフロアおよび免震床であるため,本研究で用いる部材には

対応しないため床には被害が出ないものと考える｡

上記の被害に対応する補修額を資料91)から決定し,その値を地震による損傷の修繕額とする｡
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表5.2 非構造部材の破壊程度96)

被害の段階 無被害 軽損 中損 重患

被

害

の

概

要

落下物による 落下物に 内外装部材の落下による傷害は 内外装部材や一部のガラスの 重い内外装部材やガフスの洛下,

被害 よる危険

性はない

ほとんどない 落下によつて人が負傷する

家具.収納物等の転倒.落下.

移動し負傷者が出る

家具の転倒などで,重傷者が出る

部材の変形. ほとんど 大三拝や壁の一都に微少なひび~割れ 大井や壁の一部に裟:形やひび 大井や壁が大きく変ナ珍したり

ひび割れ,
剥離.剥落等

ない が生じ,一部のガラスにひびが入る 割れが生じ,破片が落下する 重い破片.部材が脱落する

窄哲品の散乱 ない ほとんどない 国定されていない家具等が 頚空物の部材や物E)LJnが散乱する

転倒し,その収納物が散乱する 固定された家具等も転倒.破損する

外

部

外

装

PC 変形.落下
一部の目地シールが破断する ファスナーや目地シールが切断する ファスナーや目地シールが切断する

カーテン しない わずかな残留変形が生じるが パネル隅角部が欠損するが落下はしない パネルの割れや面外変形が生じ,

ウォール パネルの変形.落下はない ガラスにひびが入ることがあるが, 一部のパネルが落下する
脱落には至らない ガラスが割れて落下する

金属 同上 一部のシールヤクレ-ジングが シールやグレージングが候断する シールやクレーシンクがf皮断する

カーテン 破断する パネルさサッシの一部が変形する パネルやサッシが大きく変形する

ウォール 変形.落下することはない 残留変形を生じる

ガラスにひびが入るが脱落には至らない

ガラスが割れて落下する

RC壁の 同上 タイル壁に微少なひび割れが生じる タイルや石張りの一都が剥離し, タイル.ち,コンクリ-卜片が

仕上げ 石張りにひび割れが生じる 一部は落下する
仕上げ塗材にひび割れを生じる

剥離,落下する

RC壁の 同上 ガラスは洛卜しない 一部のガラスにひびが人るが, サッシが大きく変形する

開口部 一部のはめ殺しガラスが割れる
サッシから脱落には至らない ガラスが割れて落下する割れて

はめ殺しガラスの多くが割れ,落下する 落下する部分が生じる

崖)限.庇 被害は

ない
一都の庇にひび冨qれが生じる

一部の瓦がずれる

一都の凡が洛卜する 且や庇が洛卜する

屋上工作:田 同上 煙突に微少なひび割れや変形が 煙突にひびが人る 折れたり一都カゝ音容卜する

発生する 避雷針.アンテナが変形するが落下には 構造体の損傷に伴つて落下する

ゴンドラの再使用には点検を要する 至らない ゴンドラが脱輪し,他の部材に

ゴンドラの再使用には点検を要する 衝突する

広告.看板 同上 ほとんど被害はないが,一部変形 変形など補修の必要な損傷を受けるが 大きな変形を更け,一部は洛卜する

する部分が生じる 落下には至らない

塀,】希望等 l司上 ほとんど被苦はない 一都のコンクリ-卜フロック塀が転倒する コンクリ-卜フロック塀が転倒する

一部の擁壁が割れたり倒壊する

内 エキスパン 同上 一部のシ-ルが切れる
シールが切れる シールが切れる

外 ションジョイ カバーはほとんど変形しない 衝突によつて一部の味.壁等が破損する 衝突によつて床.壁等が大きく

共

過

ント カバーが変形する破損し,破片が落下する
カバーが変形する

内

部

内

壁

軽量 脱落.落下 ひび割れ,目地の乱れが生じる 人命に被害を及ぼす落下物はない 大きく変形する

間仕切 しない 変形が残ることがあるが脱落はしない 一部のパネルに変形が残る
面外変形や転倒.脱落がある

ガラスが割れる

Abc 被害は パネル臼砲の一部のシールが切れる パネルE]抱のシールが4Jれたり ハネルが大きくすれる

壁 ない 仕上げ材にひび割れが発生する パネル間にずれが残る パネルが破損し,落下する

隅角部のパネルが欠損する

仕上げ材に欠損.ひび割れが発生する

仕上げ材が剥落する

ブロック 同上 ヘアクラックが発生する E]他に沿つてひび割れが発生する フロックが大きく司れる,崩れる

壁 仕上げ材にひび割れが発生する 仕上げ材が欠損.ひび割れ.剥離する 仕上げ材が剥落する

a(J壁 同上 -アクラツクが発生する ひび割れが発生する 大きなひび割れが生じる

仕上げ材にひび割れが発生する 仕上げ材が欠損.ひび割れ.剥離する 仕上げ材が剥落する

タイル 同上 微少なひび割れが発生する ひび割れが生じる 広範囲な損傷を更ける

一部剥離するが落下はしない
剥落する

大三拝 l司t 部材の洛卜はない 在釆1法ではE]犯すれや変形が発生し, 在釆工法の大三拝が大きく{皮]賀し,

在来工法では一部に目地ずれや 破片が落下.散乱する 部材が落下する

変形が生じる システム天井のラインに曲りやずれが システム天井の部材がずれ,

システム天井では一部のボードが 発生する 変形,落下する

ずれる 一部のパネルが落下するが設備の
落下はない

重量部材が落下する

大井設備 同上 吊卜げ器具が揺れるが他の部位. 吊卜げ器具が揺れ,天井その他の 吊卜げ器具が大さく揺れて天井

部材への衝突はない 部位.器具に衝突する その他の部位.器具に衝突する

落下するものはない 一部の吹出し口,ガラリ,スピーカー等が
吹出し口,ガラリ,スピーカ-等が

ずれる

器具の落下はない

ずれる,落下する

匝l足器具等 移動.転倒 多少揺れるが移動.転倒はない 移動.転倒はしないが一部の固定金具が 一都の器具は国定金物が破断し

などがない 変形する 移動.転倒する

一部の棚の内容物が飛び出す
器具自体が破損する

棚の収納物が飛び出す
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層間変位

試験体
1/5001/2501/1251/601/301/15

コンクリート
ブロック

(外周はだ割かれ)

▲(12mr｡▲
ブロックひび割れ,同ひび割れ(大量)

(ひび割 れ被壊)

ガラスブロック
(外周はだ割かれ)

▲▲
ガラスブロック破壊ブロック破片落下

目地ひび割れ

ALC版竪積み
(

▲▲▲ ▲(135mm)
ALC版表面はく落縦目地ひび割れALC版ひび割れ 縦目地鉄筋溶接部破断

周はだ割かれ)

ALC版横積み
(外周はだ割かれ)

A(12mrn)^^(28.8mm)
上横目地ひび割れ下横目地ひび割れ

中パネルひび割れ

アルミサッシはめ殺し
(サッシ枠接合部変形)

▲▲▲
ガラスひび割れガラスひび割れ

(ガスケット外れ)
取付け金物落下ガラス全面破壊

アルミサッシ引違い
(サッシ枠接合部変形)

(ガスケット外れ) (取付け金

▲(114mm)
クレセント破壊

.物落下)

軽量鉄骨下地

フレキシブルボード

▲(12mm)▲
隅部ひび割れ

ビスd*'芸買'十胴縁チャネルの開き ボードひび割れ

軽量鉄骨下地

ラスシートモルタル塗り

▲ ▲▲
初期ひび割れ拡大 胴縁とモルタルの離れビスの頭抜け

(胴縁チャネルの開き)(ラスシートの引き裂き)

木造下地

石こうボード
(下地のゆるみ,

▲▲ ▲
柱脚の

くぎのゆるみ)

浮きくぎの浮き
,めり込み

ボード崩壊

木造下地

ワイヤラスタル塗り
(ステープ ルの抜け)

▲
ステーブルの抜け(上下で顕著)

(木ずりにひび割れ)

()内は徐々に進行する破壊

図5.15 層間変位追従性96)

表5.3 層間変位による天井の損傷96)

システム 1/1000-1/3501/2501/1801/1251/901/601/40

クロスタイプ ○○○○▲▲▲

GODシステム ○○○○▲▲▲

捨張り ○○○○○○○

ラインタイプ ○○○○○●●

長尺コンシールドタイプ ○○○○▲▲▲

システム天井の状況支障なし:○要補修:▲危険:●
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5.3.2 地震被害を考慮したライフサイクル評価

前節で示した手法で,地震による非構造部材の損傷に対する修繕額を決定することができる｡地震による影響は,

本研究で用いている修繕と同様に取り扱うことで評価可能であると考える｡地震が発生した時に修繕は行われるもの

であると考えられる｡すなわち,第3章で説明したライフサイクル評価において行われる修繕年と異なる地震発生年

に地震による損傷を修繕するという現象が生じるということである｡本節では,地震発生時における修繕量の設定方

法について説明し,地震を考慮したライフサイクル評価手法を示す｡

本研究で用いている修繕は図5.16のように性能を初期性能である1の状態に復元するために行う修繕である｡

図5.16において時刻Tでの残存性能値はP(i-T)で,修繕量は巾-T)である｡修繕量r(i)と残存性能値P(i)

の関係は次式のようになる｡

r(i)-1-P(i) (5･22)

地震による被害を考慮した場合の評価をするために上記の修繕量評価式の拡張を行う｡

時刻Thに地震が発生した場合における修繕は図5.17のようになる｡時刻Thに地震の発生した時の残存性能は

p(i-Th)である｡この時,地震の影響により↑だけ性能が減少すると考えることで評価を行うことができる｡した

がって,時刻Thに地震が発生した時の修繕量r(i-Th)は次式のように示すことができる｡

r(i-Th)-1-P(i-Th)+7 (5.23)

↑を決定すれば地震の評価が可能である｡前記の損傷の修繕額にしたがってこの修繕率を決定する｡修繕率は部材

iの修繕額を部材iのイニシャルコストで除したものを用いる｡この修繕額は前記のように,層間変形角等によって

決定することができる｡本研究では簡易的に扱うために耐力のばらつき等は考慮しないものとする｡

式(5.23)の7は劣化程度によって変化すると考えられる｡したがって,本研究では次式により7を決定する｡

7-71+72･(1-P(i)) (5･24)

ここに,

71 :劣化程度によらない一定の被害率

72 :劣化程度により変化する被害率の重み

したがって,地震発生年が分かれば,その年に地震が発生するものとして,これまでのシナリオに地震発生年の

修繕を加えることで地震を考慮したライフサイクル評価を行うことが可能である｡そして,地震発生年の修繕量は

式(5.23)で算定した修繕率を用いることで評価することができる｡

8 0･8
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5.4 結書吾

建築構造物のライフサイクル評価を行うに際し,ライフサイクル評価において存在する不確定性を評価しておくこ

とは,ライフサイクルデザインを意思決定者に提案するにあたり,不確定性を定量的に判断するために必要であると

考えられる｡本章では,このライフサイクル評価における不確定性のうち,劣化などの物理的な要因により発生する

修繕の不確定性と地震の不確定性についての評価手法を詳細に述べた｡

第5･2節では,修繕の不確定性を考慮したライフサイクル評価手法について説明した｡修繕の不確定性を考慮する

ことによって,その後のシナリオにおいて必要となる最大ライフサイクル評価値等を意思決定者への提示も可能と

なり,また,これまでの手法において評価していなかった部分の学んだ危険性を評価することが可能になる｡まず,

第5･2･1節において修繕周期の不確定性を考慮した評価手法について,土木構造物を対象とした既往の手法について

詳述した｡この土木構造物を対象とした既往の手法を建築構造物に適用するために,構法的序列を考慮した修繕周期

の不確定性を考慮した評価へ拡張を例を用い説明し,定式化を行った｡次に,第5.2.2節において劣化の不確定性を

考慮した評価手法について,劣化が変化するために劣化関数を変更することによって評価する手法を提案した｡そし

て,劣化の影響が修繕周期に影響を及ぼすものと及ぼさないものの2つの場合に分けて説明した｡修繕周期に影響を

及ぼさない場合は修繕率を変更して従来のライフサイクル評価を行うことで評価ができ,修繕周期に影響を及ぼす場

合は修繕周期の不確定性を考慮したライフサイクルと同様の手法で適用することができることを示した｡

第5･3節では,地震の影響を考慮したライフサイクル評価手法について述べた｡まず,地震による被害の損傷を決

定し,それに対しての修繕量を決定する手法について説明した｡次に,地震被害を考慮したライフサイクル評価とし

て,修繕率を地震時においても適用することで評価を行う手法を提案した｡

次章では,本章で提案した手法により,不確定性がライフサイクル評価に与える影響とライフサイクルデザインを

行う上での影響について示す｡
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第6章

不確定性を考慮したライフサイクルデザイン

6.1概説

建築構造物のライフサイクル評価には様々な不確定性が内在している｡第4章において,ライフサイクル評価にお

ける不確定性は確定的に評価可能であると仮定し,ライフサイクルデザインを行った｡しかし,実際に意思決定者に

ライフサイクルデザインを行って得た設計解を提示する場合には,不確定要素による影響を示す必要がある｡本研究

の目的は,不確定性の影響の大きさを認識し,さらに,不確定性の影響を考慮したライフサイクルデザインを行うこ

とである｡不確定性の影響を知ることにより,意思決定者に対し,より正確な情報を提示することができる｡また,

不確定性を考慮したライフサイクルデザインを行うことにより,意思決定者が重要と考える不確定性を考慮したライ

フサイクルデザインを行った設計解の提示も可能となる｡

本章では,前章で示した不確定性を考慮したライフサイクル評価手法を用いて不確定性の及ぼす影響について示し,

不確定性を考慮したライフサイクルデザインを行う｡第6.2節では,ライフサイクル評価におけるパラメータの及ぼ

す影響について述べる｡第6.3節では,修繕周期の不確定性がライフサイクル評価へ及ぼす影響を示す｡第6.4節で

は,劣化の不確定性がライフサイクル評価へ及ぼす影響を示す｡第6.5節では,劣化の不確定性を考慮したライフサ

イクルデザインを行い,解の性状を考察し,確定的なライフサイクルデザインと比較を行う｡第6.6節では,地震の

ライフサイクル評価へ及ぼす影響を示す｡第6.7節では,地震の影響を考慮したライフサイクルデザインを行い,也

震の影響を考慮しないライフサイクルデザインとの比較を行い,地震の影響を考慮することによるライフサイクルデ

ザインへの影響を考察する｡
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6.2 パラメータの及ぼす影響

ライフサイクル評価を行う際に割引率などのパラメータを考慮する必要が実際にはある｡第4章では,これらのパ

ラメータによる影響はないものとして最適化を行った｡しかし,現実にはそれらの値は,経済情勢や技術の進展など

によって時間的に変化し,地域やライフスタイルの違いなどによっても異なると考えられる｡このようなパラメータ

の違いは設計解のライフサイクル評価値に影響を与え,最適解が変わってしまう危険性もある｡

本節では,パラメータの変化がライフサイクルデザインによって得られた解に及ぼす影響と最適解の設計内容に及

ぼす影響を示す｡

6.2.1パラメータの変動

本研究では,ランニングコストを部材別のイニシャルコストC｡,iに部材別の修繕率r%Tkを乗ずることによって算

出している｡時刻tにおける部材iのk回目の修繕コストCikは次式で算定されるo

Co,i
cik
=す子中･7q ･rt'k

(6.1)

ここに,

〝
:割引率

7q :修繕率とコストとの関係を示すパラメータ

第4章では, l/-0および7q-1.0として解析を行った｡

ライフサイクル最適化は,建築構造物の初期の設計段階で行われる｡そのため,建設段階や運用段階の評価に用い

られる上記のような入力データは,予測値であり,使用するデータと実際の値との間にある程度の違いが生じること

は避けられず,ライフサイクル最適化に用いるこれらのデータには不確定性が伴うことになる｡

Nevesら55)によれば, uおよび7qがライフサイクルコスト算定において考慮すべき不確定なパラメータであり,

それらのパラメータは表6.1のような範囲を変動すると述べている｡

以下では,パラメータが表6.1の範囲で変動するとし,ライフサイクルコスト最小化問題の設計解に与える影響を

示す｡また,ライフサイクルデザインへ及ぼす影響として,表6.1に示すパラメータを用いて,多目的遺伝的アルゴ

リズムにより多目的ライフサイクル最適化を行った際に得られるPareto最適解集合と第4.5節で得られたPareto

最適解集合の相違について考察する｡表6.2に多目的ライフサイクル最適化を行う際のSPEA2パラメータを示す｡

第4章において最適化は200世代程度で解が収束しているため,世代数は500世代とする｡

表6.2 SPEA2パラメータ

表6.1各パラメータの変域

Parameter Variance Range

i/ 0 ～ 0.06

7 0･5- 1･5

q 0.5- 1.5

Population

Archive

Generat ion

Probability of Crossover

Probability of Mutation

100

25

500

0.80

0.01
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l/の変動が及ぼす影響

割引率l/は,時刻tにおけるコストを現在の貨幣価値に換算するために用いられるパラメータであるo第4章で

の解析では,評価対象期間(100年)中において貨幣価値は常に一定であり,時間軸において変化しないものであると

して〝-0と設定し,ライフサイクル最適化を行った｡しかし,現実の経済について考慮すると,貨幣価値の時間的

変化を考慮するべきであると考えられる｡ Nevesら55)によれば,割引率は表6.1に示す範囲を変動するとされてい

る｡これを100年間での変動として示すと図6.1のようになる｡本節では,
I/=2%およびL'=6%の場合について

の影響を示す｡

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
Year

図6.1年間コスト: uの変動がコストに及ぼす影響

7およびqの変動が及ぼす影響

第4章では,修繕率とコストの関係を考慮せずにライフサイクルデザインを行った｡つまり,
7q-1.0として解析

を行った｡すなわち, 50%劣化した部材に対しては, 50%の修繕をするためにイニシャルの50%の価格で修繕す

ると仮定している｡しかしながら,実際にはそのように対応していると考えにくいため,それらの関係性を適切に表

現することが求められる｡また,本研究ではイニシャル評価を修繕率1.0のランニングと同様であると考えて評価を

行っている｡ Nevesら55)によれば,それらのパラメータは不確定であるとしながらも,表6.1に示す範囲を変動す

ると推定されている｡このパラメータの違いによる変動を示したものが図6.2および図6.3である｡本節では,
7を

0･5および1.5と変化させた場合とqを0.5および1.5と変化させた場合について示す｡

0.5

q

図6.2 7の変動がコストに及ぼす影響

1.5 0 0,5

V

図6.3 qの変動がコストに及ぼす影響
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6.2.2 ライフサイクルコスト最小化結果に与える影響

第4章で行った解析では,割引率l/および修繕率とコストの関係を示すパラメータをL/-0および↑q-1･0とし

て評価を行っていた｡本節では,第4章で行ったライフサイクルコストの単一目的最小化を行った結果に対して,割

引率〝および修繕率とコストの関係を示すパラメータを考慮することによる影響を示す｡

l/の変動が及ぼす影響

ライフサイクルにおいて将来的なことを予測する上で,物価の変動は起こりうる不確定性を有する現象である｡こ

こでは,第4章でu=0として行ったライフサイクルコ大ト削､化問題により得られた最適化結果に対して割引率

i/を変動させた場合におけるライフサイクルコストへの影響を示す｡ライフサイクルCO2に対しても,時間軸にお

けるCO2排出量低減率を考える必要があるが,ライフサイクルCO2はコストと同様に図6･1に示す影響が生じる｡

したがって,ここではコストに対してのみ〃を考えた場合について示す｡また,ここでは修繕率とコストの関係を示

すパラメータ7q 8ま1.0である｡ '/は上述のように2%の場合と6%の場合の影響について示す｡

割引率l/-2%とした場合の年間コストおよび経年の累積コストを図6.4の上図に示す｡同様に割引率L/-6%の

場合についてを図6.4の下図に示す｡また,経年の累積コストについてはそれぞれTestLCCつまりu-0である

場合のものと比較して示す｡ TestLCC(i/-0), '/-2%およびl/-6%とした場合のライフサイクルコストとTest

LCC(〟-0)のライフライフサイクルとの変化率を表6･3に示す｡

l/の影響のために,時間が経つはどコストの影響が減少していくことがみてとれる｡そのため,ライフサイクルコ

ストに占めるイニシャルコストが大きくなり,ランニングコストはとても小さくなる｡現価に変換することによって,

将来的な修繕コストは大幅に小さくなってしまう｡したがって,割引率を考慮する必要はあると思われるが,修繕時

期によって重みが変化してしまう｡将来的な修繕を計画すべきであるライフサイクルデザインにおいて将来的な修繕

の重みが小さいという評価をしてしまうことは危険を学んでいると考えられる｡

表6.3 王ノによるライフサイクルコストへの影響

Life Cycle Cost [yen] Ratio [%]

Test LCC (i/-0) 15,138,858

u
- 2% 11,051,760

〝
- 6% 9,068,235
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7およぴqの変動が及ぼす影響

第4章で行ったライフサイクルデザインにおいては,修繕率と修繕コストは7q-1.0で対応していると考えてい

た｡しかし,実際には構成要素の建設時の価格と修繕時の価格は異なると考えられる｡修繕については特に,修繕率

が変化しているために同様に評価することに影響を及ぼす可能性がある｡ここでは,第4章で行ったライフサイクル

コスト最小化によって得られた結果に対して, 7qを変動させて影響を調べる｡上述のように7は0.5または1.5と

し, qはO15･ 1･0および115として評価を行い,影響を示す｡また, CO2排出量についても7qの影響を調査する必

要はあるが,コストと同様の変化を示すため,ここではライフサイクルコストに及ぼす影響について示す｡ここでは,

割引率〝は0として評価を行う｡

図6･5に7-0.5の場合および7-1.5の場合の年間コストと経年累積コストを示す｡表6.4および表6.5に各パ

ラメータで評価を行った場合のライフサイクルコストとTestLCCつまり7q-1.0の場合との変化率を示している｡

7qの変化による影響について示す｡全ての修繕行為について同じ比率で変化している｡そのため,ライフサイクル

に与える影響はライフサイクルコストの値が変化するというものである｡これは,本研究ではイニシャル評価はラン

ニング評価において修繕率100%の修繕を行うことと同義であると考えているためである｡実際に修繕率100%の修

繕は建替えであるために,本手法の評価は正しいと考えられる｡

7qの影響はライフサイクルコストの評価値に影響を与えるということだけであると考えられる｡しかし,実際には

構成要素によってγqの関係性は異なってくると考えられるが,このような7qの関係性を現在知ることができない｡

したがって,今回のように7qを全部材に対して同様に影響すると仮定する場合にはライフサイクルデザインを行う

上で影響はないと考えられ,このパラメータの影響による危険性はないと考えられる｡各構成要素に関して変化する

場合には評価値に対する影響が存在する危険性があるため,更なる検討を行う必要ある｡

表6A 7qによるライフサイクルコスト-の影響:7-0.5

Life Cycle Cost [yen] Ratio [%]

Test LCC (7q - 1･0) 15,138,858

7q
- 0･50･5 10,704,789

7q
- 0.5 7,569,429

7q
- 0･51･5 5,352,394

表6･5 っ′qによるライフサイクルコストへの影響:↑-1.5

Life Cycle Cost [yen] Ratio [%]

Test LCC (7q
-

1.0) 15,138,858

7q
- 1･50･5 18,541,238

7q - 1.5 22,708,287

7q
- 1･51.5 27,811,858
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6.2.3 各パラメータのライフサイクルデザインへ及ぼす影響

前節においてライフサイクル評価を行う際における各パラメータの影響を述べた｡本研究においてライフサイクル

評価を行う際にはl/による影響は大きく, 7qによる影響は小さいと考えられた｡本節ではライフサイクルデザイン

へ及ぼす影響はどのようになるかを示す｡ライフサイクルデザイン手法としては多目的ライフサイクル最適化を用い

るものとする｡

〃の変動が及ぼす影響

ライフサイクルデザインにおけるl/の影響の大きさを示す｡ライフサイクルデザインとしては多目的ライフサイク

ル最適化を行う｡この時,コストに関して〝を考慮した場合の影響を示す｡ CO2についての変動率〃は現状未定で

あるため変動率は考慮しない｡

図6.6および図6.7に目的関数空間内におけるPareto最適化集合を示す｡目的関数空間は横軸にライフサイクル

コスト[yen]を,縦軸にライフサイクルCO2 [kg-CO2]を示す｡ここで,図には比較として第4章で行った多目的ラ

イフサイクル最適化の結果,つまりL'-0の場合のものを示してある｡

これまでライフサイクルCO2排出量の少ない解はライフサイクルコストが大きくなったが,割引率〝を考慮する

ことによってライフサイクルコストが減少するため, x軸方向左側にシフトした形となっているo また,構成要素で

あるが,これまでは長寿命となるものが最適解として得られていたが,割引率を考慮することによって,長寿命とす

るためにイニシャルコストが必要となる解ではなく,ある程度の寿命で建替えを行うという解が得られている｡構法

的序列の下位の部材は,より長期で修繕を行う方が修繕量の増加してもコストが小さくなるため,耐用年数まで利用

するという解が得られた｡このように,修繕および建替えを行う時期によって重みが変化することの影響が発生して

いる｡

したがって,割引率L/を考慮したライフサイクルデザインを行うことは,割引率を考慮した目的関数についてのラ

イフサイクルにおける負荷を軽視してしまうという影響があると考えられる｡つまり割引率を考えたライフサイクル

デザインを行う場合は将来的なことに関しては負荷が小さくなっているということを理解して行う必要がある｡

5.Oe+5

｢■■■■■-■1

oN 410e
｣)
l

tLO

ILLl l

｢J

C) 3.Oe
U
U

O

>ヽ

冨 2.Oe
コ

+5

十5

1.Oe+7 2.Oe+7 3.Oe+7 4.Oe+7 5.Oe+7

Life Cycle Cost [Yen]

図6.6 個体群の存在位置: 〝=2%

｢■■■■■■■■'｢

or1 410e+5
(J
l

bJ)

Ii<l l

N

C) 3.Oe+5
(J

O

U
>ヽ

茎 2.Oe･5
J

l.Oe+5

1.Oe+7 2.Oe+7 3.Oe十7 4.Oe+7 5.Oe十7

Life Cycle Cost [Yen]

図6.7 個体群の存在位置: L'=6%



118 第6章 不確定性を考慮したライフサイクルデザイン

7およびqの変動が及ぼす影響

第6.2.2節において,ライフサイクル評価に対して7qはライフサイクル評価値に対して影響を与えるが,全体に

同様に影響するためライフサイクルデザインに対する影響は小さいと考えられた｡本節では実際にライフサイクルデ

ザインに及ぼす影響を示す｡ここでは, CO2排出量の修繕率との関係などはコスト以上に不明確であるためここでは

CO2排出量に関しては7q-1.0として評価を行う｡

図6.8 -図6.13に7qが変動した場合の多目的ライフサイクル最適化結果のPareto最適解集合の目的関数空間
内における存在位置を示す｡ Pareto解集合はy軸側に広がっているように見える｡これは,遺伝的アルゴリズムは

発見的手法であるために,毎回全く同じ解が出るためではないことによる影響であると考えられる｡ Pareto最適解集

合が2つに分かれており,ライフサイクルデザインへ影響は大きくないと考えられる｡また,構成要素について見て

みると, 7qの影響による構成要素の大きな変化は見られない｡したがって･全部材に対して同一の7qを考慮するこ

とでの影響はないといえる｡

しかし,ライフサイクル評価値に与える影響で述べたように,実際には構成要素によって7qの値は異なってくる

と考えられるが,このような7qの値を構成要素に関しては現荏知ることができない｡ 7qが各構成要素に関して変化

する場合には評価値に対する影響が存在する危険性はあるため,各構成要素によって7qが変化する場合については

別途検討が必要である｡
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6.3 修繕周期の不確定性による影響

設計時に提案するライフサイクルデザインは建築構造物の利用者が,提案された更新周期にしたがって修繕およ

び建替えを行った場合における評価値に基づき,評価を行っている｡しかしながら,必ずしも更新周期にしたがって

修繕および建替えが行われるものではなく,修繕周期は不確定であると考えられる｡そこで本節では,第5.2.1節

(pp.92)で示した修繕周期が不確定となる場合のライフサイクル評価手法を用いてライフサイクル評価値に与える影

響を示す｡ここで,影響の考察を行う対象は第4.4節(pp.73)で得られたライフサイクルコスト最小化解とする｡

6.3.1修繕周期の分布

不確定性を考慮するにあたり,実際にどのように不確定となるかということを考えなければならない｡しかしなが

ら,実際に提案したシナリオにしたがって修繕および更新が行われるかどうかについての資料は存在していない｡そ

こで,ここでは修繕周期の影響を調べるために提案した更新周期を平均値〃とした正規分布に従って分布すると仮定

する｡正規分布の確率密度関数f(I)は次式である｡

I(I,

-去exp〈 〉
(6･2)

ここに,
Jは標準偏差を示す｡式(6･2)のような正規分布をN(FL,J2)で表す｡本節においてはJを1と仮定する｡

したがって,ここで用いる分布関数はⅣ-(〟,1)であり,〟-oの場合を図6.14に示す｡

第5･2･1節(pp.92)で述べたように,連続変数によって表現される確率分布関数では,複雑となり評価が困難とな

るため,図6.14のように連続変数によって表現されている確率密度関数を図6.15に示すように離散変数によって表

現される確率分布に変換して評価を行う｡年毎の修繕確率を表6.6に示す｡この変換は次式によって行った｡

P(-2)
-

P(-1)
-

P(0)

P(1)

/
-1

0()

/_ol

Ll

I(I)dx

I(I)dx

I(I)dx

.r-
I(I)dx

(6･3)

図6.15に示すように,評価対象とする期間は4年に渡って分布すると考える｡標準偏差が1の正規分布ではさら

に期間を前後に1年増やして評価を行うことにしても,
-3や+2年となる確率はいずれも2%とわずかであるため,

評価対象とする期間は4年として考える｡
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表6.6 修繕確率

年 修繕確率

〟-2 0.15866

〟-1 0.34134

〃 0.34134

〟+1 0.15866
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実際に全部材に関してイベントツリーを用いて評価を行い影響を調査することが最良であると考えられるが,期間

4年間すなわち4年ずつ全部材が分散したとすると, 418もの組合せが存在していることになる｡これらすべてを示

し,すべての組合せに対して確率および期待値を得ることは困難である｡そこで,本研究では図6.16のような構法

的序列を用いて評価を行っている｡構法的序列を簡潔に示すと図6.17のように系列によって分類することができる｡

この系列は構造体系列,外壁系列,内壁(内壁)系列,内壁(外壁)系列,屋根系列,天井系列および床系列と7通り

である｡これらのうち構造体系列以外のものは並列な関係であるといえる｡各系列の関係性において,直列のものに

っいては修繕周期に対して影響を与える場合もあるが,並列である場合には互いに直接影響はない｡つまり,構造体

系列以外は構法的序列において互いに独立であるといえる｡したがって,ここでは系列別に修繕周期が不確定となっ

た場合の影響を示す｡ライフサイクル評価値の中でも,コストは定量的にわかりやすくリスクも伝わり易いと考えら

れるため,ここではライフサイクルコストに対する影響を考察する｡

ここで,構法的序列において最上位となる構造体系列の修繕周期によって他の系列は構法的序列による強制的な更

新が行われてしまう｡以下,系列別に示すライフサイクルコストにおいて,構造体系列について評価を行う場合にの

み,構造体系列の修繕時に更新される下位部材の更新のコストも含んだ評価値を示す｡また,構造体系列以外の系列

についての評価を行う場合には該当する系列のコストのみを評価する｡

図6.16 構法的序列(全部位)

図6.17 構法的序列(系列別)
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6.3.2 修繕周期の不確定性の影響

本節では,修繕周期の不確定性を考慮することによる影響について示す｡意思決定者へ提示する場合にコストが感

覚的に分かり易いと考えられるため,ライフサイクルコストへ及ぼす影響について示す｡ここで,前節で述べた構法

的序列は系列別に評価可能であると考え,系列別に影響を示す｡系列別に示す際,構造体系列以外は全て並列の関係

であり互いに独立である｡つまり,構造体系列の修繕は他の系列へ影響を与えるが,構造体以外の系列は他の系列へ

影響を与えない｡したがって,構造体系列の修繕コストについては構法的序列の下位の部材を更新するために必要な

費用も加えて表現している｡また,実際の現象は更新周期が長期となるほどばらつきが大きくなると考えられるが,

ここでは図6.15に示す簡潔な確率モデルにしたがって分布すると仮定し,影響を示す｡

本節では,第4･4節(pp.73)においてライフサイクルコスト最小化を行って得られた設計解について影響を評価す

る｡得られた構成要素および更新周期を再び表6.7に示す｡また,表6.7の構成要素および更新周期によるライフサ

イクルコストの推移を図 6.18に示す｡

以下では表6.7に示す構成要素および更新周期の部材に対しての影響を示す｡

表6.7 ライフサイクルコスト最小化で得られた解の設計内容

部位名 部材 選択部材 更新周期(年)

躯体 構法 RC造躯体 100

スラブ 構法 RC造スラブ 100

屋根 屋根下地材 モルタル下地 36

屋根仕上材 粘土瓦 36

外壁 壁体 RC道

外壁下地材 モルタル下地

外壁仕上材 石材

内壁 壁体

内壁下地材(外壁)

内壁仕上材(外壁)

内壁下地材(内壁)

内壁仕上材(内壁)

窓サッシ

窓

RC造

プラスタボード

化粧プラスタ

プラスタボード

化粧プラスタ

アルミサッシ

窓ガラス

100

26

26

27

27

26

26

天井 天井下地材 プラスタボー-ド 28

天井仕上材 化粧プラスタ 28

床下地材 製材 25

床仕上材 製材 25
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構造体系列

構造体系列は躯体,スラ7>,壁体(外壁)
,壁体(内壁)で構成されている｡表6･7から構造体系列の更新周期は

100年となっていることが分かる｡したがって,不確定性を考慮した場合には,構造体系列の部材の更新周期はそれ

ぞれ98～101年となる｡更新周期が98～101年であっても,評価対象期間が100年であるために100,101年の

修繕は起こらない｡しかしながら,不確定性を考慮することによって更新周期が98,99年となる可能性が存在するた

め評価対象期間中に修繕が発生する可能性がある｡ここで,表6.8に構造体系列の更新周期の組合せと,その組合せ

において系列の最上位部材が1回修繕されるまでの修繕コストおよびその組合せとなる確率を示す｡図6･19に構造

体系列の最上位部材である躯体が1回修繕されるまでの修繕コスト毎の確率を示す｡図6.20に構造体系列の各部材

の年あたりの期待修繕回数と期待累積修繕回数を示す｡図6.21に構造体系列の年間の期待修繕コストおよび期待累

積修繕コストを示す｡構造体系列は最上位に位置する系列であるため,構造体系列における部材の修繕は他の系列に

対して影響を与える｡したがって,ここで示したコストには下位の部材の更新を行うために必要なコストについても

合わせて表している｡

構造体系列には躯体,壁体といった最もコストの大きな部材が集中している｡また,構法的序列において最上位に

位置する系列であるため,修繕を行う場合には構法的序列の下位となる部材を更新しなければならない｡そのため,

図6.19のように修繕する部材によって修繕コストの差は大きくなることが分かる｡特に影響が大きいのは躯体であ

り,躯体の修繕が起こる場合と起こらない場合とではライフサイクルコストの差が約850万円もある｡これは躯体が

更新周期に至った場合には建替えを行わなければならず,イニシャルコストと同じコストが必要となるためである｡

図6.21から分かるように,構造体系列の期待累積修繕回数は小さい｡しかし,修繕コストが大きいために,不確定

性を考慮した場合の期待修繕コストも大きくなっている｡このことから,ライフサイクル評価における構造体系列の

重要さが見てとれる｡

耐用年数が評価対象期間と一致していたために生じなかった修繕が発生し,不確定性を考慮したために多く生じて

いる｡不確定性を考慮したことで,評価対象期間内に修繕が発生しない確率はわずか6%となっている｡したがっ

て,不確定性を考慮することで生じうる修繕が多数存在することが見られる｡

また,構造体系列内を構成している部材においても構法的序列は存在している｡構法的序列を考慮したために,棉

造体系列内において最下位となる壁体(内壁)の修繕回数が,他の部材よりも期待修繕回数が増加していることが見

られる｡これは,構法的序列の上位の部材の修繕よりも前に下位部材の修繕が起きる場合には下位部材の修繕を行っ

たのちに,上位部材の修繕によって更新されるために生じた現象である｡このように,構法的序列を考慮した修繕周

期の不確定性では,構法的序列の下位となる部材の期待修繕回数が増加する｡そのため,下位部材の期待修繕回数の

増加が生じないように,下位部材の更新周期を上位部材の更新周期よりも長く設定しておくことが期待ライフサイク

ルコストの低減につながると考えられる｡
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表6.8 構造体系列のライフサイクルコストと確率

躯体 スラブ 壁体(外壁)壁体(内壁)

更新周期 更新周期 更新周期 更新周期

構造体系列 構造体系列 確率

修繕コスト LCC

98 98 ～ 100 98～ 100 98～ 100

99 98 98 ～ 100 98 ～ 100

99 99 ～ 100 98 98 ～ 100

99 99 ～ 100 99 ～ 100 98

99 99- 100 99～ 100 99～ 100

100 98 98 ～ 100 98 ～ 100

100 99 98 98 ～ 100

100 99 99 ～ 100 98

100 99 99 ～ 100 99 ～ 100

100 100

100 100

100 100

100 100

100 100

100 100

98 98 ～ 100

99 98

99 99 ～ 100

100 98

100 99

100 100

8,482,261 16,964,521 0.15866

12,938,749 21,421,010 0.054157004

12,321,489 20,803,750 0.045564454

10,887,484 19,369,745 0.038335198

8,482,260 16,964,521 0.203283344

4,456,489 12,938,750 0.07933

8,295,717 16,777,978 0.027078502

6,861,712 15,343,973 0.022782227

4,456,489 12,938,750 0.120809271

3,839,229 12,321,489 0.039665

6,244,452 14,726,713 0.013539251

3,839,228 12,321,489 0.071795749

2,405,223 10,887,484 0.0198325

2,405,223 10,887,484 0.0426675

0 8,482,261 0.0625
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構造体系列以外の系列

構造体系列以外の系列は構法的序列において並列となる系列であり,各系列が独立となっている｡構造体系列以外

については,構成要素およびシナリオの違いは存在しているが,同様の影響が見られた｡そのため,ここでは外壁系

列についての影響のみを示す｡

■外壁系列 外壁系列は外壁下地,外壁仕上で構成されており,表6.7に示してあるように外壁系列の更新周期は34

年である｡したがって,不確定性を考慮した場合の更新周期は32～35年となる｡

ここで,表6.9に外壁系列の更新周期の組合せと,その組合せにおいて構法的序列において上位となる外壁下地が

1回修繕されるまでの修繕コストおよびその組合せとなる確率を示す｡図6.22に外壁下地が1回修繕されるまでに必

要となる修繕コストの確率を示す｡図6.23に各部材の年あたりの期待修繕回数と期待累積修繕回数を示す｡図6.24

に外壁系列の年毎の期待修繕コストおよび外壁系列の期待累積修繕コストを示す｡

外壁系列における2部材のうち外壁下地が構法的に上位となる｡したがって,外壁下地の修繕が発生すると外壁仕

上は更新されることになる｡しかし,外壁仕上の更新周期が外壁下地の更新周期よりも短くなった場合には外壁仕上

を修繕した後に外壁仕上の更新を行うことになる｡そのため,下位部材となる外壁仕上は修繕した後に更新されるた

め期待修繕回数が外壁下地よりも大きくなる｡これは,図6.23において外壁下地よりも外壁仕上の期待修繕回数の

方が多くなっていることより確認できる｡また,外壁下地の期待修繕回数と外壁仕上の期待修繕回数の差が,外壁仕

上の修繕を行う前に外壁下地の修繕を行う確率であり,構法的序列を考慮することで発生する影響である｡

外壁下地の1回目までの修繕コストの大小を左右するのは,上位部材の修繕の前に下位部材の修繕が行われるかど

うかであり,図6.22において約55万円に分布しているのが上位部材の修繕の前に下位部材の修繕が行われない場合

の修繕コスト,約75万円に分布しているのが下位部材の修繕が行われる場合の修繕コストである｡このように,更

新周期の整合性がなくなる場合に生じる影響が見てとれる｡

表6.9において,修繕時期がずれることによって修繕コストが変化しているのは,修繕時期の変化によって修繕率

も変化しているためである｡つまり,下位部材の修繕回数の増加だけでなく,部材の修繕時期が変動することによる

修繕率の変化も,修繕コストに影響を与えていると言える｡

外壁下地の修繕回数は更新周期が34年であれば,評価対象期間100年において2回である｡しかし,不確定性の

影響によって図6.23に示してあるように, 3回目の修繕が必要になる可能性がある｡表6.9に示すように,この3

回目の修繕が発生することで外壁系列のライフサイクルコストは大きく変化する｡これは,外壁系列の期待修繕コス

トと期待累積修繕コストは図6.24に示すようになり, 100年付近での期待修繕コストの増加が見られ,上位部材の3

回目の修繕により期待修繕コストが増加していることが分かる｡このように,評価対象期間内において生じる修繕が

更新周期が変化するために大幅に増加する影響が生じることが分かる｡

外壁系列以外においても,これらと同様の影響をみることができ,構法的序列を考慮した修繕周期の不確定性にお

いてはライフサイクル評価値に及ぼす影響が存在することが分かる｡修繕周期の不確定性を考慮する場合には構法的

序列の下位となる部材の修繕が上位部材の修繕よりも前に生じないように配慮した設計が必要であると考えられる｡
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また,不確定性を考慮することによって修繕回数の増加が生じないように更新周期を設定することも重要であるとい

える｡

不確定性を考慮すると,構法的序列において下位となる外壁仕上の更新周期を上位となる外壁下地よりも長く提示

しておくことによって,上記のような修繕回数の増加の生じるシナリオとなる可能性を低くすることができ,期待ラ

イフサイクルコストの増加を抑えられると考えられる｡

表6.9 外壁系列のライフサイクルコストと確率

外壁下地 外壁仕上

更新周期 更新周期

外壁系列 外壁系列

修繕コスト LCC

確率

32 32～35

33 32

33 33～35

34 32

34 33

34 34 ～ 35

35 32

35 33

35 34

35 35

534,988 1,604,965

725,038 2,175,115

539,542 1,618,626

729,592 1,459,184
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544,095 1,088,191
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対象モデル全体

前節では,構法的序列の各部材を系列にまとめ,構法的序列の上位となる構造体系列と独立の関係にある構造体系

列以外の系列に不確定性を考慮することで生じる影響を示した｡各系列ごとにみた場合には,その系列内で構法的序

列が下位のものの更新周期が構法的に上位のものの更新周期より短くなった場合に,下位部材の修繕回数が増加し影

響を与え,また,上位部材の更新周期が評価対象期間に対して余裕なく設計されていると,上位部材の更新周期が変

化することで修繕回数が増加することが分かった｡これまで,系列毎に示してきたが,本節では対象モデル全体では

どのような推移を行うかを示す｡対象モデル全体について期待修繕コストの推移とライフサイクルコストの取りうる

値の分布を示す｡

まず,各系列は構造体系列以外は並列の関係に存在しており,全体を示す場合には構造体系列を除く系列の和をと

ればよい｡対象モデルのライフサイクルコスト50万円毎の確率を図6.25に示す｡各年における期待修繕コストの和

をとったものを図6.26に示す｡また,各年について示してある図6.26の累積を示したものを図6.27に示す｡これ

らの図には構造体系列は含んでいない｡

修繕周期を不確定的に扱うと,図6.26のように期待修繕コストの分布が広がり,設計時に最適化された修繕計画

は大きく崩れてしまっていることが分かる｡図6.26および図6.27に示すように,修繕回数が増えるほど期待修繕コ
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ストの分布は広がっている｡これは,修繕回数が増えるほど選択される修繕周期の組合せが多くなるためでる｡組合

せの数が増えるはどそれぞれの修繕シナリオの選択確率は低くなり,修繕がいつ行われているのかが分かり難くなっ

ている｡また,修繕周期の不確定性を考慮した場合,ライフサイクルコストは図6.25のような分布になり,構造体

系列以外についての場合にはライフサイクルコストの分布は確定的な値を中心として分布することが分かる｡

構造体系列の影響を考慮した対象モデル全体でのライフサイクルコスト50万円毎の確率を図6.28に示す｡また,

各年における期待修繕コストは図6.29のようになり,図6.29の累積を示したものを図6.30に示す｡

図6.29から構造体系列の期待修繕コストが大きく,構造体系列の修繕が構造物のライフサイクルに与える影響が

大きいことが分かる｡また,図6.30より期待累積修繕コストはさらに大きくなっている｡また,図6.28に示すよう

に,対象モデルのライフサイクルコストの分布は構造体系列の影響を考慮することでさらに広がっている｡図6･28の

分布の山の中心は構造体系列の影響によるもので,分布が広がっているのは構造体以外の系列の影響である｡

確定的に扱った場合と比べると修繕周期を不確定なものとして扱った場合には,ライフサイクルコストはばらつき

を有することになり,また期待ライフサイクルコストが大きくなるため,設計段階での修繕計画通りにライフサイク

ルを送るようにする努力が建築構造物の利用者には必要であることが分かる｡
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図6.28 対象モデルのライフサイクルコストと確率
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6.3.3 分布モデルの違いによる影響

修繕周期の分布形状が変われば,選択される修繕周期が変化するため,構造物のライフサイクル評価に与える影響

は大きいと考えられる｡本節では修繕周期の分布形状の違いが,修繕周期の不確定性を考慮したライフサイクル評

価に与える影響を考察する｡修繕周期の分布は,図6.14のように連続変数によって表現されている確率密度関数を

図6.31に示す離散変数によって表現される確率分布に変換して評価を行う｡分布形状は同じ正規分布を用いるが,逮

続変数によって表現されている確率密度関数を離散変数に変換する式(6.4)において,以前の式(6.3)とは違う変換

を導入する｡表6.10に示す,年毎の修繕確率を用いて修繕周期の不確定性を考慮したライフサイクル評価を行う｡

修繕周期の不確定性を考慮する際に分布形状を図6.31とする場合には,各系列についてのみをみると,分布形状

が図6.15を用いた場合と比較して,各部材についてシナリオの選択の幅が少なくなったため,シナリオの総数が少

なくなっていた｡しかし,シナリオの総数が減ることで,各シナリオの発生確率は高くなっていた｡シナリオが変わ

ることによって,上位部材の修繕の前に下位部材の修繕が行われる確率や,上位部材の修繕が評価対象期間内で行わ

れる確率が低くなっていた｡そのため期待修繕コストが小さくなっていた｡

以下で対象モデル全体に及ぼす影響について示す｡

P(ll) -

P(0)

P(1)

-3 -2 11
0 1 2 3
X

図6.31確率分布モデル

表6.10 修繕確率

年 修繕確率

〟-1 0.15866

〃 0.68268

〟+1 0.15866

(6･4)

I(I)dx
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対象モデル全体

対象モデル全体へ及ぼす影響を示す｡まず,構造体系列以外の並列の関係に存在する系列についてのみを見ていく0

図6.32に各シナリオにおける50万円毎のライフサイクルコストとその確率を示す｡対象モデルの各年の期待修繕

コストを図6.33に示す｡また,期待累積修繕コストを図6.34に示す｡これらの図には構造体系列は含んでいない｡

図6.26と図6.33を比較すると,図6.26は期待修繕コストの分布が広くなっている｡しかし,各年での期待修繕

コストは小さくなっている｡これは,各系列でも示したようにシナリオの総数が変化することによって,期待修繕回

数や期待修繕コストが影響を受けたからであると考えられる｡特に100年近くでの期待修繕コストは図6.26におい

て高くなっている｡累積では図6.27と図6.34を比べると図6.27における期待累積修繕コストの方が大きくなって

いることが分かる｡これは,上位部材の修繕の前に下位部材の修繕が行われる確率が高くなったことや,評価対象期

間内での上位部材の修繕回数が増加する確率が高くなったことの影響である｡

構造体系列の影響を考慮した構造物全体での50万円毎のライフサイクルコストとその確率を図6.35に示す｡ま

た,各年の期待修繕コストを図6.36に,期待累積修繕コストを図6.37に示す｡

図6.36から,今回の場合も構造体系列の影響が大きいことが分かる｡また,構造体系列の期待修繕コストが修繕
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周期の分布の違いによって大きく変わることも確認できる｡そのため,図6.37のように,構造体系列を含めた場合

の期待累積コストは大きく変化している｡図6.35に示すように,ライフサイクルコストの分布形状は構造体系列の

修繕コストの分布形状により分布する位置が決定されている｡このことから,ライフサイクルコストは構造体系列に

よっておおまかな分布形状が決定され,他の系列がばらつきを持つことによって,細かなライフサイクルコストのば

らつきが生じていると考えられる｡

ライフサイクルコストの分布形状が異なることで,生じうるライフサイクルコストが変化し,また,確率の高くな

る部分が変化する｡したがって,分布形状によってライフサイクルコストの分布が変化するため,分布を離散変数に

変換する方法が重要であり,離散方法は慎重に決めなければならないと分かる｡
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6.4 劣化の不確定性による影響

建築構造物は様々な部材の組合せにより構成されている｡技術の進歩にしたがって部材性能のばらつきは減少して

きた｡しかし,ばらつきが減少しただけで材料性能のばらつきがなくなったわけではない｡したがって,この劣化の

不確定性は全ての構成要素に内荏している｡

ライフサイクルを評価するにあたり,本研究では部材の耐用年数を文献98)より決定して評価を行っている｡しか

し,耐用年数は調査による値の平均値でありばらつきが存在する｡性能のなくなった部材は更新しなければならず,

耐用年数がばらつくということは営繕的に修繕を行うシナリオの場合には修繕周期を変更しなければならないという

ことになる｡また,耐用年数によって劣化関数を決定しているために,各年における修繕率が変わることにもなる｡

本研究では修繕コストはイニシャルコストと修繕率を乗ずることで評価している｡そのため,修繕コストにもこの耐

用年数のばらつきは影響を及ぼすと考えられる｡したがって,この耐用年数の不確定性の影響を把握しておく必要が

ある｡

本節では,劣化の不確定性の影響について検討する｡評価手法としては,第5.2.2節(pp･102)で示した,劣化の

不確定性を考慮したライフサイクル評価手法と,コンピュータによるシミュレーションにより劣化の不確定性の影響

を考察する｡

6.4.1劣化の分布

劣化の不確定性を考慮したライフサイクル評価を行うためには劣化の不確定性がどのように生じるか,つまり分布

形状を決定する必要がある｡一般的に部材の耐用年数つまり故障確率は人間の寿命を決定する場合と同様に表現され

る｡図6.38の左に示すバスタブ関数のように,初期故障,偶発故障および磨耗故障という3つの段階が存在する｡

実際にはこれらの故障確率はワイプル分布によって決定され,形状係数mによって初期故障,偶発故障および磨耗

故障の3つを評価することができるとされている｡しかし,初期不良に関しては建築構造物には畷痕担保責任により

建設側の負担により修繕される｡そのため,本研究では対象としない｡また,偶発故障についても各構成要素におい

て故障確率を正確に評価することは難しく,対象外とする｡したがって,本研究においては磨耗故障を対象とする｡

磨耗故障を示す場合には図6.38のようになる｡

実際に各年における確率が評価できれば第5.2.2節(pp.102)で提案した手法が適用可能となる｡なぜなら,第5･2･2

節(pp･102)で示した手法は確率分布を離散的な場合に変換し,イベントツリーを用いるというものであるため,離

散的な確率分布が分かれば評価が行えるためである｡本研究においては,磨耗故障の部分を正規分布で評価可能であ

ると仮定して評価を行い,耐用年数の分布が正規分布である場合のライフサイクル評価へ及ぼす影響について示す｡

故障率

累
積
故
障
確
率

F(I)

偶発故障期間 l 磨耗故障期間

l

故障の分布

図6.38 バスタブ曲線

故

障
分
布

^n

初期故障l 偶発故障期間 l 磨耗故障期間

期間 I
I

累積故障確率



6.4 劣化の不確定性による影響
133

次節において用いる確率分布は,前節の図6.15に示したような分布である場合について示す｡つまり,正規分布で

分散を1として評価した場合である｡実際にばらつきは耐用年数が増加するほど大きくなると考えられる｡しかし,

イベントツリーを考慮する場合は幅広い分布となると実際に評価しにくくなるため,ここでは分散が1の場合につい

て考える｡だが,分布形状の違いの及ぼす影響についても認識しておく必要があるため,シミュレーションを用いる

ことによる影響の評価も行う｡シミュレーションを用いて行う際には耐用年数によって分布形状が変化する場合につ

いても変動係数を一定とすることで評価を行う｡

6.4.2 劣化の不確定性の影響

ここでは,第5.2･2節(pp･102)で述べた劣化の不確定性を考慮したライフサイクル評価手法により,劣化の不確

定性による影響について示し,考察を行う｡構成要素の劣化のばらつき,すなわち耐用年数のばらつきは耐用年数

が長くなるほど大きくなると考えられる｡しかし,ばらつきの大きなものに対しての評価は第5.2.2節(pp.102)で

述べた手法ではイベントツリーが莫大になり,分かりにくくなってしまう｡したがって,本節では劣化の分布形状は

図6･15に示したものを用いて評価を行う｡図6.15において平均値を各構成要素の確定的な場合に用いている耐用年

数とする｡

影響を考察する対象とするものは,第4.4節(pp.73)においてライフサイクルコスト最小化を行って得られた設計

解を用いる｡第4･4節(pp.73)においてライフサイクルコスト最小化を行って得られた設計解の構成要素,更新周期

および部材の耐用年数を表6･11に示す｡また,劣化の不確定性の影響を考慮する際にも,修繕周期の不確定を考慮

した場合と同様に,構法的序列を考慮する場合に各系列毎について評価を行うことで影響を簡潔にまとめることがで

きる｡したがって,本節では修繕周期の不確定性の影響の考察で用いた系列別に考察していく｡

表6.11ライフサイクルコスト最小化で得られた解の設計内容

部位名 部材 選択部材 更新周期(年)耐用年数

躯体 構法 RC造躯体 100 100

スラブ 構法 RC造スラブ 100 100

屋根 屋根下地材 モルタル下地 36 36

屋根仕上材 粘土瓦 36 55

外壁 壁体 RC造

外壁下地材 モルタル下地

外壁仕上材 石材

100 100

34 36

34 60

内壁 壁体

内壁下地材(外壁)

内壁仕上材(外壁)

内壁下地材(内壁)

内壁仕上材(内壁)

窓サッシ

窓

RC造

プラスタボード

化粧プラスタ

プラスタボード

化粧プラスタ

アルミサッシ

窓ガラス

100 100

26 30

26 30

27 30

27 30

26 40

26 100

天井 天井下地材 プラスタボード 28 30

天井仕上材 化粧プラスタ 28 30

床 床下地材 製材 25 30

床仕上材 製材 25 30
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構造体系列

構造体系列は躯体,スラ71壁体(外壁)
,壁体(内壁)で構成されているo表6･11を見ると構造体系列の更新周

期は100年となっている｡これは構成要素の耐用年数の最大値を用いているため,劣化の不確定性を考慮した場合に

は部材の耐用年数はそれぞれ98～ 101年となる｡したがって,更新周期についてもそれぞれ98-101年と変更す

ることになる｡しかし,評価対象期間が100年であるために100,101年の修繕は起こらない｡しかしながら,劣化

の不確定性を考慮することによって更新周期が98, 99年となる可能性が存在するため評価対象期間中に修繕が発生

する可能性がある｡

ここで,表6.12に構造体系列の更新周期の組合せと,その組合せにおいて最上位部材が1回修繕されるまでの修

繕コストおよびその組み合わせとなる確率を示す｡図6･39に最上位部材が1回修繕されるまでの修繕コストあたり

の確率を示す｡図6.40に各部材の年間あたりの期待修繕回数と期待累積修繕回数を示す｡図6･41に構造体系列の年

間の期待修繕コストおよび構造体系列の期待累積修繕コストを示す｡構造体系列は対象モデルにおいて最上位の系列

であり,他の系列に対して影響を与える｡ここで示したコストには下位の部材の更新を行うために必要なコストにつ

いても合わせて表している｡

また,構造体系列に属する構成要素は経常的に修繕を行うものではないため修繕率を設定していない｡したがって,

耐用年数が変化することによる修繕率の変化は発生しない｡

以上のことより,構造体系列は修繕周期が不確定となる場合と同様の影響となる｡

表6.12 構造体系列のライフサイクルコストと確率

構造体系列 構造体系列 確率

修繕コスト LCC

躯体 スラブ 壁体(外壁) 壁体(内壁)

更新周期 耐用年数 更新周期 耐用年数 更新周期 耐用年数 更新周期 耐用年数

98 98

99 99

99 99

99 99

99 99

100 100

100 100

100 100

100 100

100 100

100 100

100 100

100 100

100 100

100 100

98 98 ′～ 100

98 98

99 99 ′～ 100

99 99 ′～ 100

99 99 ′～ 100

98 98

99 99

99 99

99 99

100 100

100 100

100 100

100 100

100 100

100 100

98 98 ～ 100

98 98 ～ 100

98 98

99 99 ～ 100

99 99 ～ 100

98 98 ～ 100

98 98

99 99 ～ 100

99 99 ～ 100

98 98

99 99

99 99

100 100

100 100

100 100

98 98 ′～ 100

98 98 ′) 100

98 98 ′～ 100

98 98

99 99 ～ 100

98 98 ′〉 100

98 98 ′～ 100

98 98

99 99 ′) 100

98 98 ′) 100

98 98

99 99 ′) 100

98 98

99 99

100 100
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構造体系列以外の系列

構造体系列以外の系列は構法的序列にいおて並列となる系列であり,各系列が独立となっている｡構成要素および

シナリオの違いは存在しているが,構造体系列以外の外壁系列,内壁(外壁)系列,内壁(内壁)系列,天井系列およ

び床系列については,劣化の不確定性を考慮した場合に更新周期の変更はなく,修繕率が変化するという影響のみで

あり同様の影響が見られた｡また,屋根系列については劣化の不確定性を考慮することにより,耐用年数が変化する

ために更新周期の変更を行う場合が発生した｡そのため,これらの影響についてみるため,ここでは外壁系列および

屋根系列についての影響を示す｡

■外壁系列 外壁系列は外壁下地,外壁仕上で構成されており,表6･11に示しているように外壁下地の耐用年数は

36年,外壁仕上の耐用年数は60年である｡したがって,劣化の不確定性を考慮した場合には外壁下地の耐用年数は

34～37年に,外壁仕上の耐用年数は58-61年になる｡外壁系列の更新周期は34年であり,どちらの部材も耐用

年数が更新周期よりも短くならないので,劣化の不確定性による耐用年数の変化によって更新周期は変化しない｡

ここで,表6.13に外壁系列の耐用年数と更新周期の組合せと,その組合せにおける1回の修繕コストおよびその

組み合わせとなる確率を示す｡図6.42に1回の修繕コスト毎の確率を示す｡図6･43に各部材の年あたりの期待修繕

回数と期待累積修繕回数を示す｡図6.44に外壁系列の年の期待修繕コストおよび外壁系列の期待累積修繕コストを

示す｡

表6.13および図6.43から,更新周期が変化しないために修繕回数は変化しないことが分かる｡各年の期待修繕回

数が1になっていることと, 100年での期待累積修繕回数がどちらの部材も2であることから確認できる｡つまり,

修繕シナリオは変化していないということになる｡

更新周期は変化しないが,劣化関数が変化しているために更新時の修繕率が変化している｡そのため,修繕コスト

は微少ではあるが変化している｡また,表6.13や図6.42から,下位部材はシナリオが変化しないために取替えしか

起こらないことが分かる｡取替えを行う場合は修繕率が1であるとしているため,下位部材の修繕コストは劣化の不

確定性による影響を受けていないと言える｡修繕コストが劣化の不確定性による影響を受けているのは上位部材であ

る外壁下地であり,確定的に扱った場合の耐用年数と比べて,耐用年数が短くなると更新時の修繕率が高くなるため

修繕コストが大きくなり,耐用年数が長くなると更新時の修繕率が低くなるため修繕コストは小さくなる｡このよう

に,更新周期の変化が生じない場合には劣化の不確定性は修繕率の変化のみであり･影響は修繕周期の不確定性に比

べて小さくなることが分かった｡

内壁(外壁)系列,内壁(内壁)系列,天井系列および床系列についても外壁系列と同様の影響がみられた｡
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表6.13 外壁系列のライフサイクルコストと確率

外壁下地外壁仕上 外壁系列外壁系列確率

耐用年数更新周期耐用年数更新周期 修繕コストLCC

343458～6134 553,2021,106,4050.15866

353458～6134 548,5191,097,0380.34134

363458～6134 544,0951,088,1910.34134

373458～6134 539,9111,079,8220.15866
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■屋根系列 屋根系列は屋根下地,屋根仕上で構成されている｡表6.11から屋根下地の耐用年数は36年で,屋根仕

上の耐用年数は55年である｡劣化の不確定性を考慮した場合の屋根下地の耐用年数は34
- 37年,屋根仕上の耐用

年数は53～56年である｡

ここで,表6.14に屋根系列の耐用年数と更新周期の組合せと,その組合せによる1回の修繕コストおよびその組

み合わせとなる確率を示す｡図6.45に1回の修繕コスト毎の確率を示す｡図6.46に各部材の年あたりの期待修繕

回数と期待累積修繕回数を示す｡図6.47に屋根系列の年の期待修繕コストおよび屋根系列の期待累積修繕コストを

示す｡

表6.14より,屋根下地は耐用年数が35年の場合には更新周期が35年に,耐用年数が36, 37年の場合には更新

周期が36年になっている｡このため,図6.46からも分かるように屋根下地の修繕は確率的になり,劣化の不確定性

によってシナリオが変化していることが分かる｡しかし,下位部材である屋根仕上は更新周期に比べて耐用年数が長

いため,上位部材の修繕による取替えしか起こっていない｡そのため,屋根仕上の各年の期待修繕回数は上位部材で

ある屋根下地と同じになる｡

図6.46より, 100年での期待累積修繕回数はどちらの部材も2であることから,シナリオが変化するものの修繕

回数は変化していないことが分かる｡下位部材の修繕回数が変化していないのは上位部材の修繕による取替えしか起

こっていないためであり,上位部材の修繕回数が変化していないのは更新周期の変化によって評価対象期間中に新た

な修繕が発生していないためである｡

屋根仕上の修繕コストは,取替えコストしか発生していないため,耐用年数の変化によって1回の修繕コストは変

化せず,修繕回数も変化していないため,劣化の不確定性による影響を受けていないと考えられる｡劣化の不確定性

による影響を受けるのは屋根下地であり,耐用年数が短くなった場合は更新周期は短くなるが,修繕率の変化がない

ため修繕コストは変化せず,耐用年数が長くなった場合は更新周期は変化しないが,修繕率が低くなるため･修繕コ

ストは小さくなっている｡

屋根系列では耐用年数の変化により,シナリオが変化したが,どのシナリオでも上位部材の修繕の前に下位部材の

修繕が行われなかった｡これは,下位部材の耐用年数が上位部材の更新周期よりも余裕のある設計であったためであ

る｡また,上位部材の修繕回数が増加しなかったのは,評価対象期間に対して余裕のある更新周期であったためであ

る｡また,劣化が不確定となる場合において,更新周期が変更される場合について示したが,評価対象期間内での修

繕回数の増加がないため,影響は小さくなっている｡修繕回数が増加する場合には大幅なコストの増加が生じると考

えられ,劣化の不確定性を考慮する際に修繕回数の増加が生じないように設計することが重要であると考えられる｡
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表6.14 屋根系列のライフサイクルコストと確率

屋根下地屋根仕上 屋根系列屋根系列確率

耐用年数更新周期耐用年数更新周期 修繕コストLCC

343453～5734 349,508699,0160.15866

353553～5735 349,508699,0160.34134

363653～5736 349,508699,0160.34134

373653～5736 343.437686,8740.15866
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対象モデル全体

前節において構法的序列の各部材を影響によって系列にまとめ,系列毎に不確定性の影響を示した｡劣化の不確定

性を考慮すると,各系列毎にみた場合には,耐用年数が変化してもシナリオが変わらない部材がはとんどであった｡

そのため評価対象期間内において修繕回数の変化が無かった｡しかし,修繕回数が変化しなくても更新時の修繕率が

変化することによる影響が存在することがわかった｡これまで,系列毎に示してきたが,以下では全体ではどのよう

な推移を行うかを示す｡

各系列は構造体系列以外は並列の関係に存在しており,全体を示す場合には全系列の和をとればよい｡図6･48に

対象モデルの50万円毎のライフサイクルコストの生起確率を示す｡次に,各年における期待修繕コストの和をとっ

たものを図6.49に示す｡また,各年について示してある図6.49の累積を示したものを図6.50に示す｡これらの図

には構造体の系列は含んでいない｡

図6.49および図6.50は確定的に扱った場合と近くなっている｡これは,耐用年数に対して更新周期が余裕を持っ

て与えられていたことによりシナリオの変化が起こらなかったためである｡また,図6･48に示すように,ライフサ
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イクルコストはばらつきを有しているが,ばらつきは小さかった｡これは,シナリオが変化しなかった,もしくはシ

ナリオが変化しても評価対象期間に対して更新周期が余裕を持って与えられていたことにより,修繕回数が増加しな

かったためである｡また,修繕率の変化による修繕コストの変化の影響が小さかったためである｡

次に,構造体系列の影響も考慮した,全構成要素を評価した対象モデルについての50万円毎のライフサイクルコ

ストの生起確率を図6.51に,期待修繕コストを図6.52に,期待累積修繕コストを図6.53に示す｡

構造体系列は更新周期と耐用年数が同じなので修繕回数が増える可能性があり,また構造体系列の修繕コストが大

きいため,図6.52および図6.53のように耐用年数が変化した場合,構造体系列が対象モデルのライフサイクルコス

トに与える影響は大きい｡また,図6.51に示すようにライフサイクルコストの分布形状は構造体系列に近くなってい

る｡これは,構造体系列以外の系列では修繕回数が増加せず,影響の小さい修繕率の変化しか生じなかったため,ラ

イフサイクルコストに大きな影響を与えなかったからである｡

このように,劣化の影響を考慮したライフサイクル評価において,性能がなくなったために修繕を行うという営繕

的な修繕ではないシナリオとすることで,耐用年数の変化による更新周期の変更の生じないように設計することが重

要であるといえる｡また,耐用年数が変化することで変化する修繕率の影響はライフサイクル全体において小さいこ

とが分かる｡
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6.4.3 分布モデルの違いによる影響

劣化の不確定性においても,確率分布モデルの違いによる影響を考察する｡修繕周期の場合と同様に図6･31に示

す確率分布モデルを用いて,表6.10に示す確率分布を得る｡表6.10に従って耐用年数が変化すると仮定して,劣化

の不確定性の影響を考察する｡

このとき,各系列については分布モデルが図6.31の場合と同様の影響が見られ,分布形状の違いによる各系列に

おける違いは各シナリオとなる確率が異なるということが主であった｡

対象モデル全休

まず,構造体系列を除いた場合について考察を行う｡図6･54に対象モデルのライフサイクルコスト50万円毎の生

起確率を示す｡次に,各年における期待修繕コストを図6･55に示す｡また,各年について示してある図6･55の累積

を示したものを図6.56に示す｡これらの図には構造体系列については含まれていない｡

構造体系列を除いた場合は,図6.55に示すように,劣化を確定的に扱った場合や図6･31の確率分布モデルを用
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図6.54 対象モデル(構造体系列を除く)のライフサイクルコストと確率
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いてライフサイクル評価を行った場合と同様の結果になっている｡これは,各系列でシナリオの変更が行われていな

かったことと,シナリオが変化しても修繕回数が増加していなかったことにより,期待修繕コストが変化しなかった

からである｡また,図6.56に示すように,累積もほとんど変化していない｡そのため,本対象モデルについては構

成要素およびシナリオの設定が構造体系列を除いた場合には分布形状の違いによる影響は小さいと考えられる｡

構造体系列を含めた場合は,構造体系列の影響が大きいため,対象モデルにおける影響は構造体系列における影響

に近くなる｡図6.57に対象モデルのライフサイクルコスト50万円毎の生起確率を示し,各年における期待修繕コス

トを図6.58に示す｡また,各年について示してある図6.58の累積を示したものを図6.59に示す｡

構造体系列の影響によって,図6.57に示すようにライフサイクルコストは大きくなり,その分布も広がっている｡

また,図6･58における, 98,99年における修繕コストが図6.55に比べて大きくなっているのは,構造体系列の影響

によるものである｡図6.59に示すように,累積でも期待修繕コストが大きくなっている｡

図6.51と図6.57とを比較すると,分布形状の違いによりライフサイクルコストの生起する確率が異なっているこ

とが分かる｡これは,分布形状の取り方の違いにより大きく期待ライフサイクルコストが変化することとなる｡した

がって,分布形状をどのように決定するかによる影響は大きいことが分かる｡
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図6.57 対象モデルのライフサイクルコストと確率
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図6.58 対象モデルの各年の期待コスト
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図6.59 対象モデルの各年の累積期待コスト
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6.4.4 シミュレーションによる検証

劣化の不確定性については第6.4.2節において検討を行った｡しかし,構造体系列以外の系列の部材は,更新周期

が耐用年数よりも余裕を持って与えられていたため,構造体系列以外の系列の不確定性の影響は小さいものとなって

いた｡耐用年数の分布形状が広がらなければ,シナリオの変化は起こらず不確定性の影響は小さい｡しかし,耐用年

数の分布形状が広がればシナリオの変化が起こり,期待ライフサイクルコストが増加する可能性がある｡

耐用年数の分布形状が広がった場合には,第5.2.2節(pp.102)の手法では,問題が複雑過ぎて評価を行うことが

難しい｡したがって,本節では第5.2.2節(pp.102)の手法とは異なるシミュレーションを適用することにより検討を

行う｡

シミュレーションを行うにあたり,発生させる変数は実際の各部材の耐用年数であり,第5.2･2節(pp･102)に示し

た手法を用いて評価を行う｡シミュレーションにおいて,発生させる耐用年数Taは正規分布の乱数を発生させ,決

定している｡正規分布の乱数はBox-Mullerの方法75)を用いている｡

B｡Ⅹ-Mull｡rの方法について簡単に説明する｡ Box-Mullerの方法は[0,1]の一様乱数∈1,∈2の2個の変数を用い

て, 2個の独立な正規乱数(平均値0,分散1)を次のように発生させる｡

r71
- J-2logEl ･COS27TE2

112
-

vL2b畠百･sin27TE2

(6.5)

上式により得られた独立な正規変数は標準正規分布についての乱数であるため,これを次式によりN(Il,C,)の乱数と

する｡

Ta-J･E+〟

このようにして得られたTaを実際の耐用年数としてシミュレーションを行う｡

(6.6)

シミュレーション結果

ここでは第4.4節(pp.73)で得られたライフサイクルコスト最小化解に対してのシミュレーションを行った結果を

示す｡シミュレーション結果として標準偏差J-1と仮定した場合のものと,標準偏差を変動係数βを用いて次式

のように示す場合について行う｡
cr - β･FL (6･7)

標準偏差J=1と仮定した場合のものにより,第5.2.2節(pp.102)の手法により得られた解とシミュレーションの

解との比較を行う｡また,実際の各部材についてはより長期間使用するとした場合にはばらつきも大きくなると考え

られる｡したがって,変動係数βを一定とし,各部材についての耐用年数pにより標準偏差が変化する場合につい

てもシミュレーションを行う｡

J[標準偏差J-1の場合 標準偏差についてはデータが不十分であるため,正確な値を用いることができない｡した

がって,ここでは例として前述の第5.2.2節(pp.102)の手法により評価を行った場合と同様に,〟(〟,1)である場合

について示す｡ここで〃は第4.4節(pp.73)で得られたライフサイクルコスト最小化の設計解における構成要素の

もつ耐用年数を示している｡

10000回のシミュレーションを行った場合の結果を示す｡全部材を不確定とした場合のライフサイクルコスト50

万円毎の生起確率を図6.60に,その時の統計量としてシミュレーションにより得られた結果の平均値(Average),最

小値(Minimum),最大値(Maximum)および標準偏差(Standard Deviation, SD)を表6･15に示す｡また,実際に

は構造体系列は営繕的な修繕で決定されると考えられるため劣化率を常に1としているために確定的であると仮定

し,構造体系列を確定的に扱った場合のライフサイクルコスト50万円毎の生起確率を図6･61に,その時の統計量と

してシミュレーションにより得られた結果の平均値,最小値,最大値および標準偏差を表6･16に示す｡
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対象モデルについて構造体系列を不確定とする場合と構造体系列を確定的に扱う場合では,分布形状が前節までの

第5･2･2節(pp･102)で示した手法を用いた場合と同様に大きく異なっている｡ここで,平均値,最大値および標準

偏差が大きく異なっている｡これは,全て構造体系列の影響であるといえる｡したがって,これらからも不確定性を

考慮する際にライフサイクルコストの分布を決定するのは構造体系列であるといえる｡

図6･60は図6･51に示してある対象モデルのライフサイクルコストの分布形状と同様の部分に生起している｡ま

た･それぞれの生起確率もほぼ一致している｡したがって,標準偏差1の場合の正規分布Ⅳ(〟,1)の場合には離散化

する際には図6･31のように離散化を行わなければ結果が実際と大きく異なることが分かる｡これは,図6.15におけ

る離散化は各年についての確率となるように積分を行っているのに対し,図6.31のような離散化では平均値付近を

合わせて積分を行ったためである｡したがって,第5.2.2節(pp.102)で示した手法を用いる際には各年の確率とな

るように離散化を行うことで評価が可能となることが確認できる｡

図6･61と図6･48では扱っている対象が同じであるが,図6.48ではイニシャルコスト約850万円が含まれていな

い｡そのため,分布しているライフサイクルコストの値が違うが,イニシャルコストを含めると値は同じになり,シ

ミュレーションでの結果が,第5･2.2節(pp.102)の手法による値と同じ結果になることが確認できた｡シミュレー

ションは近似的にライフサイクルコストの分布を容易に調査することができる｡しかし,シミュレーションではシナ

リオによる違いについては影響を見難くなるため,シナリオ毎の確率は調べにくくなる｡
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図6･60 対象モデルのライフサイクルコストと確率N(p,1)

表6･15 統計量: 〟(〟,1)

Average Minimum Maximum SD

20,974,766 14?944,200 29,321,900 3,873,946
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図6･61対象モデルのライフサイクルコストと確率(構造体系列は確定的)‥ N(FL,1)

表6･16 統計量(構造体系列は確定的)‥ 〟(〟,1)

Average Minimum Maximum SD

15,381,583 14,888,900 16,383,200 148,940
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■変動係数をo.1とした場合 実際は,耐用年数が延びるほどばらつきは大きくなると考えられる｡したがって,変

動係数を一定とした場合について示し,前述の標準偏差を1として評価を行った場合と比較を行う｡

変動係数βを0.1とした場合について10000回シミュレーションを行った結果を示す｡全部材を不確定とした場

合のライフサイクルコスト50万円毎の生起確率を図6.62に,得られた結果の統計量として平均値,最小値,最大値

および標準偏差を表6.17に示す｡また,構造体系列を確定的に扱った場合のライフサイクルコスト50万円毎の生起

確率を図6.63に,統計量を表6.18に示す｡

ここで,変動係数をβ-0.1と一定としたために,構造体系列は標準偏差が大きくなる｡そのために,図6･62に

おいてライフサイクルコストの大きい方へと分布している｡

また,構造体系列を確定的に扱った場合についてみると,標準偏差1の場合とは異なり,ライフサイクルコストが

大きく分布している｡これは,変動係数を一定としたために,標準偏差が大きくなり分布が大きり,シナリオが変更

される場合が生じたために発生した影響である｡したがって,表6.18における統計量は表6.16の場合に比べて平均

値,最大値および標準偏差が全て大きくなっている｡

これらより,分布が耐用年数によって決定する場合には分布が標準偏差1よりも大きくなるため,ライフサイクル

コストの分布も大きくなり,標準偏差や平均値等も大きくなることが分かる｡したがって,分布形状が広がると不確

定性の影響は大きくなる｡
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図6.62 対象モデルのライフサイクルコストと確率:変動係数β-0.1

表6.17 統計量:変動係数β-0.1

Average Minimum Maximum SD

21,518,024 14,689,200 31?384,900 4,391,659
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図6.63 対象モデルのライフサイクルコストと確率(構造体系列は確定的)‥変動係数β-0･1

表6.18 統計量(構造体系列は確定的)‥変動係数β-0･1

Average Minimum Max血um SD

16,005,851 14,577,700 23,128,800 976,183
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■変動係数をo.2とした場合 変動係数をどの程度に設定するかのデータは現在少ないため,変動係数を変化させた

場合について示す｡ここでは,変動係数βを0.2とした場合について10000回シミュレーションを行った結果を示

す｡全部材を不確定とした場合のライフサイクルコスト50万円毎の生起確率を図6.64に,得られた結果の統計量と

して平均値,最小値,最大値および標準偏差を表6.19に示す｡また,構造体系列を確定的に扱った場合のライフサイ

クルコスト50万円毎の生起確率を図6.65に,統計量を表6.20に示す｡

図6･64と図6.62または,図6.65と図6.63を比べると, β-0.2ではライフサイクルコストが高くなる方へより

分布していることが確認できる｡また,統計量について比較すると,平均値,最大値および標準偏差ともにβ-0.2

の方が大きくなっている｡

このように,変動係数が大きくなると分布形状が広くなるために,シナリオが変化する確率が高くなり,ライフサ

イクルコストも大きくなりやすくなっている｡このように分布形状が違えば,不確定性がライフサイクルに与える影

響も変化することが確認された｡このことから,不確定性の考慮には適切な分布形状を把握することが必要である｡

劣化の不確定性による影響を抑えるためには,耐用年数に対して余裕のある更新周期を設ければ良い｡しかし,耐

用年数の分布形状が分からなければ,どれだけ余裕を持たせれば良いのかが不明確になる｡そのため,劣化の影響に

よる耐用年数の分布形状を把握する必要がある｡
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図6･64 対象モデルのライフサイクルコストと確率:変動係数β-0.2

表6.19 統計量:変動係数β-o.2

Average Minimum Maximum SD

22,271,526 14,471,200 84,822,600 5,113,659
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図6･65 対象モデルのライフサイクルコストと確率(構造体系列は確定的)‥変動係数β-0,2

表6･20 統計量(構造体系列は確定的)‥変動係数β-0.2

Average Minimum Maximum SD

17,033,929 14,319,300 31,806,100 2,041,476
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6.5 劣化の不確定性を考慮したライフサイクルデザイン

前節で劣化の不確定性の影響を第5.2節(pp.92)で示した手法により影響を示し,シミュレーションによってもラ

イフサイクルコストの分布や平均値が得られることを示した｡不確定性の影響を考慮した場合の変動は材料のばらつ

きという実際に生じる現象であるため,この劣化の不確定性を考慮したライフサイクルデザインを行う必要があると

考えられる｡したがって,本節では劣化の不確定性を考慮したライフサイクルデザインを行う｡

劣化の不確定性を考慮したライフサイクルデザインを確定的なライフサイクルデザインと同様に最適化手法を用い

て行う｡最適化手法は遺伝的アルゴリズムを用いて,構成要素およびシナリオを設計変数として最適化を行う｡しか

し,第5.2節(pp.92)で示した手法では,全構成要素の影響を見るために対象モデルでは図6･15のように4年に

っいての分布についてみるためにも, 418という莫大な計算が必要となり,最適化を行う際に解析時間が膨大となっ

てしまう｡そのため,近似的に不確定性を考慮したライフサイクル評価値を得られるシミュレーションにより評価を

行う｡

6.5.1期待ライフサイクルコスト最小化問題

前節におけるシミュレーションによる影響では,期待ライフサイクルコストは確定的なライフサイクルコスト最小

化によって求めたライフサイクルコストよりも増加していた｡したがって,期待ライフサイクルコストは確定的なラ

イフサイクルコストよりも増加すると考えられる｡ここでは,劣化を不確定とした場合においてシミュレ-シュンを

行い,そこで得られたシミュレーションの平均値について最小化を行う｡次式の適合度関数fitnesssAを用いて,慕

適化計算を行う｡本研究では, SPEA2による最適化と表記をそろるために,一般的な遺伝的アルゴリズムの適合度

とは異なり,適合度が小さいほど優良な解と定義しているため,適合度の最小化が目標となる｡

minimize fitnesssA

subjectto gj ≦O

fitnesssA

-去皇ceval,k(c,tp'I17jk-1 3'

ここに

Ⅳ
:シミュレーション回数

Ceval,k :k番目に得られたライフサイクルコスト
c
:空間的設計変数(部材の組み合わせおよび単価)

tp
:時間的設計変数(建築寿命および修繕周期)

¶ 制約条件を満たさない場合のペナルティ

表6.21に解析に用いた遺伝的アルゴリズムのパラメータを示す｡

表6.21パラメータ

Population

Elite

Generation

Probability of Crossover O･80

Probability of Mutation O･01

Number of Simulation 100

(6･8)

(6･9)
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シミュレーション回数による影響

劣化の不確定性を考慮したライフサイクルデザインを行う際にシミュレーションの回数が問題となる｡シミュレー

ションの回数が多いほど精度がよく厳密な解が得られると考えられる｡しかし,シミュレーションの回数を多くする

と時間が莫大に必要となってしまう｡したがって,シミュレーション回数を100回として評価を行う｡

前節で影響を示したモデル,つまり,ライフサイクルコスト最小化問題によって得られた構成要素およびシナリオ

に対して100回のシミュレーションを行った場合の結果を示す｡図6.66に対象モデルの全構成要素に対して標準偏

差1とした正規分布にしたがって耐用年数が変化する場合の100回のシミュレーションによって得られたライフサイ

クルコストの生起確率を,表6.22に得られたライフサイクルコストの平均値,最小値,最大値および標本標準偏差

を示す｡また,構造体系列を確定的に扱う場合についてを図6.23および表6.24に示す｡

シミュレーション回数が100回とした場合は,前節の10000回の場合の結果とライフサイクルコストの分布は確

率に微少の差はあるが,同様の分布となっている｡しかし,サンプル数が少ないために, 10000回の場合より確率が

増加している部分がある｡このように,サンプル数が少ないために,標準偏差に差が生じている｡平均値については

差が小さく,平均値については100回の評価においても近似的な解が得られると考えられる｡

したがって,ここではシミュレーション回数を100回として劣化の不確定性を考慮したライフサイクル最適化問題

を行っていく｡
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図6･66 対象モデルのライフサイクルコストと確率: N(IL,1)シミュレーション100回

表6･22 統計量= N(FL,1)シミュレーション100回

Average Minimum Maximum SD

20,792,285 14,944,200 28,541,300 3,908,473
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表6･23 対象モデルのライフサイクルコストと確率(構造体系列は確定的)‥ N(FL,1)シミュレーション100回

表6･24 統計量:N(p,1)シミュレーション100回

Average Minimum Maximum SD

15,287,539 14,888,900 16,256,900 255,794
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期待ライフサイクルコスト最小化結果(標準偏差c,- 110)

■全部材 劣化の不確定性を考慮したライフサイクルデザインとして,前述の期待ライフサイクルコスト最小化を行

う｡まず,全部材が標準偏差c'- 1.0の場合の正規分布N(p,1)にしたがって劣化が不確定となる場合の期待ライフ

サイクルコスト最小化を行った場合のライフサイクルデザイン結果を示す.この解析結果をTestSAJ=1とする｡

本解析によって得られた構成要素およびシナリオを表6.25に示し,この設計解において確定的に扱った場合のラ

イフサイクルコストの推移を図6.67に示す｡得られた構成要素およびシナリオは躯体が73年と評価対象期間よりも

短くなるものが選択された｡これは,躯体の更新周期が耐用年数となっているために,最適化の過程において評価対

象期間100年となった場合についても,不確定性を考慮するために評価対象期間内において建替えを行うことになる

場合が生じるためであると考えられる｡構造体系列以外の部材についてみると,それぞれが27年程度が選択されて

おり,構法的序列の上位の部材に対して整合性を図ろうとしていることが分かる｡また,構成要素の耐用年数が更新

周期よりも長いものが選択されている｡

本解析において得られた解となるライフサイクルコスト50万円毎の分布を図6.68に示す｡このときの統計量とし

て,平均値,最小値,最大値および標本標準偏差を表6.26に示す｡また,シミュレーションを10000回とした場合

のライフサイクルコスト50万円毎の分布を図6.69に,統計量を表6.27に示す｡表6.26において,平均値につい

てみると,確定的にライフサイクルコスト最小化を行った場合よりも小さくなっている｡しかし,表6･27では確定

的にライフサイクルコスト最小化を行った場合よりも微少ではあるが大きくなっている｡これは,シミュレーション

の回数による影響であると考えられるが,近似的な評価値は得られている｡また,標本標準偏差を表6･27と表6･15

において比較すると, Test SAJ=1では小さくなっている｡ TestLCCに対して評価を行った場合と異なり,躯体の

表6.25 設計内容(全部材‥Test SAJ=1)

部位名 部材 選択部材 更新周期(年)耐用年数(年)

躯体 構法 RC造躯体 73 73

スラブ 構法 RC造スラブ 73 100

屋根 屋根下地材 モルタル下地 29 36

屋根仕上材 粘土瓦 29 55

外壁 壁体 木造

外壁下地材 プラスタボード

外壁仕上材 石材

内壁 壁体

内壁下地材(外壁)

内壁仕上材(外壁)

内壁下地材(内壁)

内壁仕上材(内壁)

窓サッシ

窓

木造

プラスタボード

化粧プラスタ

プラスタボード

化粧プラスタ

アルミサッシ

窓ガラス

48

27

27

27

27

27

27

50

30

30

30

30

40

100

天井 天井下地材 プラスタボード 27 30

天井仕上材 化粧プラスタ 27 30

床 床下地材 製材 27 30

床仕上材 製材 27 30
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修繕回数の増加等が生じないような構成要素が選択されたために標準偏差が小さくなっていると考えられる｡

したがって,劣化の不確定性を考慮したライフサイクルデザインを行うことで,劣化の不確定性を考慮した期待ラ

イフサイクルコストを最小化する際に,ライフサイクルコストの変動も小さくなるように最適化がされると考えられ

る｡また,ここで得られた解は不確定性が生じた場合においても確定的な評価によるライフサイクルコストとの差も

小さくなっており,実際に用いる際に材料に依存する劣化の不確定性による影響を小さくできており有用であると考

えられる｡
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図6.67 ライフサイクルコスト推移: TestSAJ=1
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図6･68 対象モデルのライフサイクルコストと確率(全部材)‥ TestSAJ=1シミュレーション100回

表6.26 統計量: TestSAJ=1シミュレーション100回

Average Minimum Maximum SD

20,897,763 20,871,978 20,934,090 12,217
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図6･69 対象モデルのライフサイクルコストと確率(全部材)‥ TestSAJ=1シミュレーション10000回

表6.27 統計量: TestSAJ=1シミュレーション10000回

Average Minimum Maximum SD

2l,046,665 20,793,700 24,859,500 179,299
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■構造体系列は確定的 構造体系列については,営繕的な修繕を行うと仮定し,劣化関数を設定していない｡また,

構造体系列の修繕は建替えやそれと同等のコストが必要となり,評価対象期間によって大きく変化してしまう｡その

ため,構造体の劣化については確定的に扱うことで建替え回数の増加等を考慮しない場合について評価を行う｡つま

り,構造体系列以外の部材が不確定となる場合の期待ライフサイクルコスト最小化を行った場合のライフサイクルデ

ザイン結果を示す｡ここで,各部材の不確定性を考慮する際の分布モデルは標準偏差c'- 1.0の正規分布N(p,1)の

場合について評価を行う｡この解析の結果をTest SANJ=1と呼ぶ｡

Test SANJ=1によって得られた構成要素およびシナリオを表6･28に示す｡この構成要素およびシナリオに対して

確定的なライフサイクル評価を行った際のライフサイクルコストの推移を図6.70に示す｡また,解析によって得ら

れたライフサイクルコスト50万円毎の分布を図6.71に示す｡このときの統計量として,平均値,最小値,最大値お

よび標本標準偏差を表6.29に示す｡また,シミュレーションを10000回とした場合のライフサイクルコスト50万

円毎の分布を図6.72に,統計量を表6.30に示す｡

ここで,構造体系列については確定的に評価を行っているため,確定的なライフサイクルコスト最小化と同様に更

新周期100年が選択されている｡その他の構成要素およびシナリオについても,確定的なライフサイクルコスト最小

化と同様な解が選択されている｡これは,構造体系列を確定的に扱う場合には構造体系列以外に対して不確定性を考

慮した場合においても影響がないと考えられる｡しかし,影響がここで大きくなかったのは分布形状が標準偏差1の

正規分布であると仮定しているために分布が小さかったためであると言える｡

また,統計量について見ると, 100回のシミュレーションではコストの小さくなる部分にシミュレーションが集中

したために,最小値と最大値の差が小さくなっている｡ 10000回のシミュレーションと100回のシミュレーションを

比較すると標準偏差が大きく異なっていることからも100回では評価しきれない部分が存在することが分かる｡しか

表6.28 設計内容(構造体系列は確定的:Test SANJ-1)

部位名 部材 選択部材 更新周期(年)耐用年数(年)

躯体 構法 RC造躯体 100 100

スラブ 構法 RC造スラブ 100 100

屋根 屋根下地材 モルタル下地 34 36

屋根仕上材 粘土瓦 34 55

外壁 壁体 RC造 100

外壁下地材 モルタル下地 34

外壁仕上材 石材 34

内壁 壁体

内壁下地材(外壁)

内壁仕上材(外壁)

内壁下地材(内壁)

内壁仕上材(内壁)

窓サッシ

窓

RC造 100

ケイ酸カルシウム板 26

化粧プラスタ 26

プラスタボード 25

化粧プラスタ 25

アルミサッシ 26

窓ガラス 26

100

30

30

30

30

40

100

天井 天井下地材 プラスタボード 25 30

天井仕上材 化粧プラスタ 25 30

床 床下地材 製材 25 30

床仕上材 製材 25 30
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し,平均値は確定的なライフサイクルコスト最小化に対して不確定性を考慮した場合と大きな差はないが,標準偏差

は小さくなっている｡これは,不確定性を考慮した構成要素のシナリオが,確定的なライフサイクルコスト最小化の

シナリオに比べて2年程度短く,耐用年数が変化する際の影響が小さくなったためであると考えられる｡

このように,全部材を不確定とした場合と同様に,劣化の不確定性を考慮したライフサイクルデザインを行うこと

で,ライフサイクルコストのばらつきを小さくするような最適化が行われると考えられる｡
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図6.70 ライフサイクルコスト推移: TestSANJ=1
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図6･71対象モデルのライフサイクルコストと確率(構造体系列は確定的): TestSANq=1シ主ユレーション100回

表6.29 統計量: TestSANJ=1シミュレーション100回

Average Minimum Maximum SD

15,270,142 15,197,998 15,340,349 26,260
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図6･72 対象モデルのライフサイクルコストと確率(構造体系列は確定的): TestSANJ=1シミュレーション10000回

表6.30 統計量: TestSANq=1シミュレーション10000回

Average Minimum Maximum SD

15,592,695 15,012,300 16,477,400 138,905
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期待ライフサイクルコスト最小化結果(変動係数β- o･1)

前節では標準偏差c, = 1.0の場合の正規分布にしたがった分布の場合の期待ライフサイクルコスト最小化の結果を

示した｡しかし,実際には耐用年数が長期間になるほど分散が大きくなると考えられる｡したがって,ここでは変動

係数β-o.1とした場合のライフサイクルデザイン結果を示す｡

●全部材 全部材が変動係数β-0.1の正規分布にしたがって分布するとした場合の期待ライフサイクルコスト最小

化の結果を示す｡ここで得られた解をTest SAβ=o.1とする｡

本解析によって得られた構成要素およびシナリオを表6.31に示す｡この構成要素およびシナリオに対して確定的

なライフサイクル評価を行った場合のライフサイクルコストの推移を図6.73に示す｡また,解析により得られたラ

イフサイクルコスト50万円毎の分布を図6.74に示す｡このときの統計量として,平均値,最小値,最大値および標

本標準偏差を表6.32に示す｡また,シミュレーションを10000回とした場合のライフサイクルコスト50万円毎の

分布を図6.75に,統計量を表6.33に示す｡

ここで得られた,構成要素およびシナリオはTest SAJ=1で得られた設計解と似ている｡これは,不確定性の影響

を考慮する際には構成要素は同様な解となるためであると考えられる｡つまり,評価対象期間内において建替えを行

うが,不確定性の影響による修繕回数の増加をなくすような設計解が得られることが分かる｡また,表6･32および

表6.33において,標準偏差はライフサイクルコスト最小化結果に変動係数β-0.1として不確定性を考慮した場合

に比べて大幅に減少している｡これは,建替え回数や修繕回数の増加による大幅なライフサイクルコストの増加が生

じないためである｡このように,不確定性を考慮した際において分散が小さくなるような解であることは実際に使用

する際にライフサイクルコストの目安が決め易くなり有用であると考えられる｡

表6.31設計内容(全部材‥ Test SA戸-o.1)

部位名 部材 選択部材 更新周期(年)耐用年数(年)

躯体 構法 RC造躯体 72 72

スラブ 構法 RC造スラブ 72 100

屋根 屋根下地材 モルタル下地 36 36

屋根仕上材 粘土瓦 36 55

外壁 壁体 RC造

外壁下地材 プラスタボード

外壁仕上材 石材

内壁 壁体

内壁下地材(外壁)

内壁仕上材(外壁)

内壁下地材(内壁)

内壁仕上材(内壁)

窓サッシ

窓

木造

プラスタボード

化粧プラスタ

プラスタボード

化粧プラスタ

アルミサッシ

窓ガラス

50

29

29

28

28

29

29

50

30

30

30

30

40

100

天井 天井下地材 プラスタボード 29 30

天井仕上材 化粧プラスタ 29 30

床 床下地材 製材 28 30

床仕上材 製材 28 30
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図6･74と図6･75とを比較すると,分布形状が大きく変化している｡これは表6.32および表6.33において標準偏

差が大きく異なっていることからも分かる｡これは,最適化仮定において分布が小さくなった部分が最適解として得

られたためである｡このように,分布形状が幅広くなった場合にはシミュレーション回数が少ない場合には平均値な

どは大きな差は生じていないが,分布形状や標準偏差には誤差大きくなることがあるために,目的関数によってはシ

ミュレーション回数が重要となる｡
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図6･73 ライフサイクルコスト推移: TestSAβ=o.1
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図6･74 対象モデルのライフサイクルコストと確率(全部材)‥ TestSAβ=｡.1シミュレーション100回

表6･32 統計量: TestSAβ=o.1シミュレーション100回

Average Minimum Maximum SD

21,993,663 20,741)977 24,608,658 788,722
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図6･75 対象モデルのライフサイクルコストと確率(全部材): TestSAβ=..1シミュレーション10000回

表6･33 統計量: TestSAβ=o.1シミュレーション10000回

Average Minimum Maximum SD

22,475,025 20,570,200 34,544,700 1,971,173
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■構造体系列は確定的 構造体系列については耐用年数が長いために,変動係数を一定とした場合には分布形状が大

きくなる｡また,標準偏差を1として行った場合と同様に,構造体については劣化関数は一定であり,建替え回数

の増加となるため評価対象期間よって大きく変化してしまう｡そのため,ここでは構造体系列を一定として,評価を

行った場合について示す｡構造体系列以外の部材が変動係数β - 0.1の正規分布にしたがって分布するとした場合の

期待ライフサイクルコスト最小化の結果を示す｡ここで得られた解をTestSANβ=o.1とする｡

本解析によって得られた構成要素およびシナリオを表6.34に示す｡この構成要素およびシナリオに対して確定的

なライフサイクル評価を行った場合のライフサイクルコストの推移を図6.76に示す｡また,解析により得られたラ

イフサイクルコスト50万円毎の分布を図6.77に示す｡このときの統計量として,平均値,最小値,最大値および標

本標準偏差を表6.35に示す｡また,シミュレーションを10000回とした場合のライフサイクルコスト50万円毎の

分布を図6.78に,統計量を表6.36に示す｡

ここで,得られた構成要素およびシナリオ全部材について劣化の不確定性を考慮した場合と同様に,標準偏差を1

とした場合と同様の構成要素およびシナリオが選択されている｡このことより,構成要素およびシナリオについての

影響は,不確定性を考慮する際の分布形状の影響よりも,不確定性を考慮するかどうかという違いが大きいことが分

かる｡しかし,図6.36と図6.30の分布形状を比較すると分布している部分は大きく異なっている｡そのために,似

た設計解であっても,平均値や分散は大きく変化することに注意が必要となる｡

また,統計量について表6.35と表6.36を比較を行うと,各値が変化している｡これは,シミュレーション回数の

違いにより生じる｡シミュレーション回数を100回程度での簡易的に評価することより得られた解については構成要

素やシナリオについては不確定性を考慮したライフサイクルデザインとして得ることができるが,得られた設計解に

っいては,不確定性を考慮することによる影響を検証を行い意思決定者へ影響を示すことが重要である｡

表6.34 設計内容(構造体系列は確定的‥Test SANβ-o.1)

部位名 部材 選択部材 更新周期(年)耐用年数(年)

躯体 構法 RC造躯体 100 100

スラブ 構法 RC造スラブ 100 100

屋根 屋根下地材 モルタル下地 34 36

屋根仕上材 粘土瓦 34 55

外壁 壁体 RC造 100

外壁下地材 モルタル下地 34

外壁仕上材 石材 34

内壁 壁体 RC造 100

内壁下地材(外壁)ケイ酸カルシウム板 26

内壁仕上材(外壁) 化粧プラスタ 26

内壁下地材(内壁) プラスタボード
･ 26

内壁仕上材(内壁) 化粧プラスタ 26

窓サッシ アルミサッシ 26

窓 窓ガラス 26

100

30

30

30

30

40

100

天井 天井下地材 プラスタボード 26 30

天井仕上材 化粧プラスタ 26 30

床 床下地材 製材 20 30

床仕上材 合板 20 25
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構造体系列を確定的に扱う場合の不確定性を考慮したライフサイクルデザインは確定的なライフサイクルデザイン

により得られる結果と大きな違いは生じていない｡これは,更新周期が営繕的な修繕とならないように確定的なライ

フサイクルデザインにおいても余裕をもって設計されているために,劣化の不確定性による耐用年数の変化による更

新周期の変更が必要となる確率が小さいためである｡そのため,確定的なライフサイクルデザインにより得られた設

計解は,構造体系列を確定的に扱う場合の不確定性を考慮したライフサイクル評価値の期待値についても大きく低減

された解が得られているといえる｡
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図6･77 対象モデルのライフサイクルコストと確率(構造体系列は確定的)‥ TestSANβ=｡.1シミュレーション100回

表6･35 統計量: TestSANβ=o.1シミュレーション100回

Average Minimum Maximum SD

15,932,810 15,398,618 17,240,659 397,338
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図6･78 対象モデルのライフサイクルコストと確率(構造体系列は確定的)‥ TestSANβ=..1シミュレーション10000回

表6･36 統計量‥ TestSANβ=o.1シミュレーション10000回

Average Minimum Maximum SD

16,574,740 15,028,100 23,289,000 845,328
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6.6 地震のライフサイクル評価への影響

建築構造物は長期間同じ場所に存在し続ける｡そのライフサイクルの間に地震が発生する可能性は大いにある｡ま

た,建築構造物に対する外乱として最も大きな外乱は地震であると考えられる｡したがって,ライフサイクル評価を

行う際に,地震による影響を考慮しておく必要がある｡実際の建築構造物は建築基準法によって震度6弱の地震に

ょって崩壊しないものとして設計されている｡しかし,これは崩壊しないだけであり,構造躯体-の致命的な影響は

ないにせよ非構造部材に対しては損傷が生じる｡

本節では,地震による被害を示し,その被害がライフサイクルに与える影響を考察する｡対象とするのは第4章で

示した標準独立住宅とし,その影響について述べる｡

6.6.1地震による被害量

地震には頻繁に発生する震度の小さい地震から,ごく稀に発生して大きな影響を与える地震が存在している｡本研

究では,類繁に発生する地震として再現期間100年の地震と,ごく稀な地震として再現期間500年の地震について

の影響を示す｡再現期間に対応する地震荷重を荷重指針により105)設定し,対象とする標準独立住宅へ地震荷重を作

用させた場合の層間変形角を構造計算ソフト1)により算定する｡ここで,算定された層間変形角を第5･1章で述べ

た被害と対応させることで地震被害の大きさを決定する｡算定した被害量を用いて,第5.1章で提案した地震を考慮

したライフサイクル評価を行う｡

本研究において対象とする標準独立住宅に対する被害量は以上の手法により決定される｡再現期間の100年の地震

荷重を作用させた場合には層間変形角は去より大きく去よりも小さいという範囲になり,被害量は表6･37の1

ように決定される｡また,再現期間500年の場合の層間変形角は去-66の範囲となり,被害率は表6･38のよう
に決定される｡

表6.38 再現期間500年の場合の被害率
表6.37 再現期間100年の場合の被害率

損傷部材 71 72

外壁下地 0.30 0.03

内壁下地(外壁) o.30 0･03

内壁下地(内壁) o.30 0･03

屋根仕上 0.10 0.01

損傷部材 ↑1 1′2

外壁下地 0.70 0.07

内壁下地(外壁) o.70 0･07

内壁下地(内壁) o･70 0･07

屋根仕上 0.50 0.05

天井下地 0.70 0.07

ここで決定したパラメータを用いて,第5.1章で提案した次式により評価を行う｡

r(i-Th)-1-P(i-Th)+7
(6･10)

7は地震による被害率を示している｡ここで,式(6･10)の7は劣化程度によって変化すると考えられるoしたがっ
て,本研究では次式により7を決定する｡

7-71+72･(llP(i))

71 ‥劣化程度によらない一定の被害率

72 ‥劣化程度により変化する被害率の重み

ここに,

(6･11)
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ここで劣化による被害量は現状において資料が少ないために入力すべきパラメータが不確定であるため,劣化程度に

起因しない被害量の1割の損傷量を劣化の被害におけるパラメータとして用いることとする｡また,劣化程度によっ

て変化する被害率はパラメータを変化させて影響を検討する｡

再現期間によって地震被害量は大きく異なることがわかる｡天井下地材に関しては再現期間100年の地震に対して

は被害が発生しないが,再現期間500年となった場合には大きな損傷が発生する｡以降,このように2つの地震を作

用させた場合についての評価を行う｡

6.6.2 地震の及ぼす影響

前述のように決定された地震被害量を第4.4節(pp.73)においてライフサイクルコスト最小化を行って得られた設

計解に対して適用した場合の地震の被害額を考慮したライフサイクルコストおよびライフサイクルCO2排出量を算

出し,地震の影響を考慮する｡地震を考慮したライフサイクル評価値を算定する際に,地震による修繕は設計時に決

定されたシナリオとは無関係に発生する修繕であるとし,地震による修繕はシナリオに影響しないものとする｡つま

り,地震による修繕がこれまでのライフサイクルにおける修繕シナリオに付加されるということである｡

比較対象として,地震がない場合のライフサイクルコストおよびライフサイクルCO2排出量の推移を図6.79およ

び図6･79に示す｡ここで,棒グラフは各年に発生するコストおよびCO2排出量を示しており,線グラフは各年の排

出量の累積を示している｡

⊂
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再現期間100年の地震を作用させた場合のライフサイクル評価値の変化を示す｡ライフサイクルコスト最小化に対

して再現期間100年の地震の影響を考慮した場合をTestLCC1..とする｡図6.81および図6.82には,ある年に発

生したの地震被害を考慮したライフサイクル評価値を示す｡地震の発生する時期は分からないために,ここでは地震

発生年を1年, 10年, 20年, 30年, 40年, 50年, 60年, 70年, 80年および90年とした場合のライフサイクル

コストの推移を示す｡ここで,図6.81および図6.82に示す図の棒グラフはその年に必要となるコストおよびCO2

を示している｡また,折線は評価値の経年累積を示している｡

図6.83に評価対象期間内において地震が発生した場合の,地震を考慮したライフサイクルコストを年毎に図示す

る｡つまり,図6.83は図6.81および図6.82における地震被害を考慮したライフサイクルコストを地震発生年毎に図

示したものである｡図6.84には図6.83と同様にライフサイクルCO2について示している｡図6.85および図6.86

は図6.83および図6.84の年による違いを見るため,拡大して示している｡これらの図において点線は地震のない場

合のライフサイクルコストおよびライフサイクルCO2を示している｡したがって,点線との差が地震により増加す

るライフサイクル評価値である｡
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図6.81および図6.82においては,地震発生年においてコストおよびCO2が発生している｡両図から,地震発生

年の違いによって必要となるコストおよびCO2は変化することが分かる｡この変化は,地震発生時に地震被害を受

ける部材の劣化程度によって被害の量が変化するために生じる｡また,地震発生後に生じるシナリオに従った修繕に

おいて必要となるコストおよびCO2は変化する｡これは,地震発生によって地震の影響を受ける部材は地震被害に

ょり修繕され,シナリオに従った修繕時における劣化量が減少しているために,シナリオに従った修繕時に必要とな

るコストおよびCO2は変化する｡

図6.83および図6.84は,地震発生年が変化した場合の地震被害を考慮したライフサイクルコストおよびライフサ

イクルCO2の変化を示している｡これらの図では,地震発生年によって地震による被害が減少する年があり,それ

以外については大きな変化はなく見える｡この変動を見るために,図6.85および図6.86に図6.83および図6･84を

拡大して示す｡ここで,地震を考慮したライフサイクル評価値が大きく減少している部分に注目すると,ライフサイ

クル評価値が減少する年は,地震により被害を受ける部材のシナリオに従った修繕を行う年であることが分かる｡こ

れは,地震による修繕とシナリオに従った修繕が同時に発生したために,地震被害による修繕が生じなかったためで

ある｡したがって,地震の発生する年とシナリオに従った修繕の発生する年によって地震によるライフサイクル評価

値が変化することが分かる｡

また,図6.85および図6.86より大きく減少している部分に以外についても地震の影響を考慮したライフサイクル

評価値が変動していることが分かる｡これは,図6.81および図6.82についての考察において述べた,地震発生時に

生じる評価値と,地震発生後のシナリオに従った修繕による評価値が変化するために生じる影響である｡また, 82 -

99年においては他の地震発生年の場合よりもライフサイクル評価値が増加している｡これは,地震発生後のシナリオ

に従った修繕が行われないためである｡

コストとCO2排出量の地震による影響について考察する｡図6.81および図6.82における,地震による被害量は

co2排出量の方がコストよりも増加率が大きく見える｡これは,対象とした構成要素およびシナリオがライフサイ

クルコスト最小化によって得られた結果であるために,コストについては最適化された構成要素が選択されているが

co2排出量については最適化された構成要素である｡したがって,構成要素の原単位に依存した影響が地震の被害量

にも影響することがわかる｡次に,図6.85および図6.86においてコストとCO2排出量の違いについてみる｡ここ

では,地震発生年によって両方とも同じ年に減少している｡したがって,地震を考慮したライフサイクル評価値の地

震発生年による変化はコストおよびCO2排出量は同様に変化することがわかる｡これは,ライフサイクルおよび被

害量の評価手法が修繕率と原単位の積により求められるためである｡

以上より,地震の影響を考慮したライフサイクル評価値は地震発生年と地震の被害を受ける部材の修繕年が一致す

る場合には減少することが分かった｡地震発生年とシナリオが一致していない部分に関しては修繕量によって微量の

変化を示すことが分かった｡また,コストとCO2排出量については構成要素の原単位によって排出量が変化するた

め,構成要素の違いが各評価値に影響を与えることが分かった｡しかし,地震発生年による変化は修繕率によって決

定するためにコストとCO2排出量については同期することが分かった｡
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再現期間500年の地粟による影響

第4.4節(pp.73)のライフサイクルコスト最小化の結果に対して再現期間500年の地震を作用させた場合のライ

フサイクル評価値の変化を示す｡ライフサイクルコスト最小化に対して再現期間500年の地震の影響を考慮した場合

をTestLCC500とするo 図6.87および図6.88には,地震発生年ごとの地震被害を考慮したライフサイクル評価値

を示す｡地震発生年は再現期間100年の場合と同様に1年, 10年, 20年, 30年, 40年, 50年, 60年, 70年, 80

年および90年の場合を示す｡図6.89に評価対象期間内において地震が発生した場合の地震被害を考慮したライフサ

イクルコストを年毎に図示する｡つまり,図6.89は図6.87および図6.88における地震被害を考慮したライフサイ

クルコストを地震発生年毎に図示したものである｡図6.90には図6.89と同様にライフサイクルCO2について示し

ている｡図6.89および図6.90を拡大して示したものが図6.91および図6.92である｡図6.89～6.92において点線

は地震のない場合のライフサイクルコストおよびライフサイクルCO2を示している｡点線との差が地震により増加

するライフサイクル評価値である｡

図6･87および図6.88において,地震発生年に修繕コストおよびCO2が発生している｡再現期間100年の地震の

場合と同様に地震発生年の違いによって必要となるコストおよびCO2は変化している｡これは,地震発生時の地震

被害を受ける部材の劣化程度が変化しているために生じる現象である｡地震発生後のシナリオ通りの修繕に必要とな

るコストおよびCO2が変化している｡地震発生後のシナリオに従った修繕時の劣化量が変化するために生じた変化

である｡

図6.89および図6.90から,地震発生年により地震の影響を考慮したライフサイクル評価値が減少する年が存在す

ることが分かる｡この現象は地震発生年と地震の影響を受ける部材のシナリオに従った修繕年が一致した場合に生じ

ている｡これは,再現期間100年の場合と同様に,地震による修繕とシナリオに従った修繕を同時に行うために地震

による修繕が発生しないために生じた現象である｡

図6.89および図6.90を拡大して示した,図6.91および図6.92について見ると,シナリオに従った修繕年と一致

していない場合については微少の変化をしていることが分かる｡これは,再現期間100年の場合と同様に,地震によ

る修繕量と地震後のシナリオに従った修繕における修繕量の大きさによって変化している｡

コストとCO2排出量については,再現期間100年と同様に,コストとCO2排出量への影響の大きさは異なって

いる｡しかし,地震発生年による変化はコストとCO2排出量に関しては同期していることが分かる｡

次に,再現期間の異なる2つの場合を比較することにより,地震の大きさの変化による影響を見る｡再現期間100

年の地震の場合と500年の地震の場合における地震の影響を考慮したライフサイクル評価値は,再現期間500年の

場合の方が大きくなっている｡これは,再現期間500年の場合の方が地震により被害を受ける部材が多く,また,同

一部材に対しても被害量が大きくなるために生じる違いである｡図6.83および図6.89または図6.84および図6.90

において地震発生年によるライフサイクルコストおよびライフサイクルCO2の変化についてみると,再現期間500

年の場合の方が地震発生年によって減少している部分が多い｡しかし,これは地震被害を受ける部材が増加している

ためであり,地震の大きさによらず,地震被害を受ける部材のシナリオ通りの修繕年と一致した場合に減少している｡

地震発生年によるライフサイクルコストおよびライフサイクルCO2の変化において,再現期間100年の場合には82

-99年において徐々に増加しているが,再現期間500年の場合には増加していない｡これは,再現期間500年の場
合には被害量が大きく,年によって修繕量が常に1となる,つまり取替えを行っているために変化しない｡したがっ

て,被害の大きさによって地震発生年による変化が異なってくる場合が存在することが分かる｡

このように,地震の大きさによって被害量は変化するが,被害量が地震発生年による変化において減少するのは地

震発生年と地震被害の対象となる部材のシナリオに従った修繕年とが一致した場合という点は同様であることが分か

る｡つまり,地震の大きさによる変化は,地震の被害量の違いによって生じる変化であるといえる｡

次節以降で地震の影響を考慮したライフサイクルデザインを行い,地震の大きさによる変化がライフサイクルデザ

インに及ぼす影響を示す｡
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図6･88 再現期間500年の地震被害を考慮したライフサイクル評価値(地震発生年:60-90)
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6.7 地震を考慮したライフサイクルデザイン

前節では地震の影響について述べた｡本節では,前節で用いた手法をライフサイクルデザイン手法に適用し,地震

を考慮したライフサイクルデザインを行う｡ここでは,ライフサイクルデザインとしてライフサイクルコストの単一

目的最適化を行い,地震を考慮しない場合のライフサイクルデザインとの違いを考察する｡これは,建築構造物の所

有者にとって地震により必要となるコストは重要な情報であると考えられ,意思決定者へ提示する際に地震による

co2排出量よりもコストの方が感覚的に分かりやすいと考えるためであるoまた,地震は発生確率などはある程度予

測されるようになってきたが,実際にいつ発生するか正確に予測することはできない｡したがって,本研究では評価

対象期間において各年で地震を発生させ,その地震の影響を考慮したライフサイクルコストを算出する｡そして,各

年の地震に対して得られたライフサイクルコストに対して以下種々の最適化を行い,ライフサイクルデザインとする｡

6.7.1地震を考慮したライフサイクルコスト平均値最小化

地震の影響を考慮したライフサイクルデザインとして,本研究では各年に地震が発生した場合の地震の影響を考慮

したライフサイクル評価値を得る｡ここでは,評価対象期間を100年として評価を行うため, 1-100年において各

年に地震を発生させた場合のライフサイクル評価値を計算する｡解析によって得られた地震を考慮したライフサイク

ルコストの平均値について最小化を行う｡次式の適合度関数fitnessEAを用いて,最適化計算を行う｡本研究では,

spEA2による最適化と表記をそろえるために,一般的な遺伝的アルゴリズムの適合度とは異なり,適合度が小さい

ほど優良な解と定義しているため,適合度の最小化が目標となる｡

minimize fitnessEA

subjectto gj ≦O

fitnessEA

-志望cel,al,k'c,tp)
nTj

l･=1 j

(6･12)

(6･13)

ここに

k :地震発生年
ceval,k :k年目に地震が発生する場合の地震を考慮したライフサイクルコスト
c
:空間的設計変数(部材の組み合わせおよび単価)

tp
:時間的設計変数(建築寿命および修繕周期)

¶ 制約条件を満たさない場合のペナルティ

表6.39に解析に用いた遺伝的アルゴリズムのパラメータを示す｡ここでは,地震の評価を行うため確定的なライ

フサイクルデザインよりも計算負荷が大きくなり時間が大幅に必要となる｡したがって,確定的なライフサイクルデ

ザインにおいては世代数を1000世代としていたが,ここでは500世代とする｡第4章で行った最適化において500

世代までにTestLCCにおける解が得られていたため,これと比較する｡

表6.39 パラメータ

Population

Elite

Generation

Probability of Crossover

Probability of Mutation

100

2

500

0.80

0.01
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再現期間100年の地票を考慮した場合

再現期間100年の地震を作用させた場合のライフサイクルデザインの結果を･示す｡本解析によって得られた構成要

素およびシナリオを表6.40に示す｡この再現期間100年の地震を考慮したライフサイクルコストの平均値最小化の

結果をTest EAIOOとする｡

再現期間100年の地震の影響を考慮したライフサイクルコストの平均値最小化問題に対しては, RC造躯体の100

年の解が得られた｡遺伝的アルゴリズムによる進化の初期の世代からRC造躯体の100年の解が選択されている｡得

られた解が耐用年数が100年であるために,評価対象期間100年において建替えを行わないためであると考えられ

る｡これは地震のないライフサイクルコスト最小化と同様となっている｡したがって,再現期間100年の地震の影響

を考慮したライフサイクルコストの平均値を最小化においては,地震の影響のないライフサイクルコストを低くする

ことで地震の影響を考慮したライフサイクルコストを低減することが可能となっているためであると考えられる｡こ

れより,地震の影響を考慮した場合においても建築構造物の長寿命化は地震を考慮したライフサイクルコストと低減

するためには重要な要素であると考えられる｡

躯体以外の壁体とスラブについても,躯体と同様にRC造の更新周期100年が選択されている｡これは,構法的

序列の上位となる部材については耐用年数を長くすることでライフサイクルにおいて経済的であるということに起因

している｡また,これらの構法的序列において上位となる部材については再現期間100年の地震の影響を受けないと

仮定しているため,地震のない場合のライフサイクルコストの最小化と同様の結果が得られていると考えられる｡そ

の他の部材についてみると,仕上材の更新周期は下地材の更新周期と同値または半分と修繕回数を少なくするように

整合性が図られていることが分かる｡

表6.40 設計内容:再現期間100年

部位名 部材 選択部材 更新周期(年)

躯体 構法 RC造躯体 100

スラブ 構法 RC造スラブ 100

屋根 屋根下地材 モルタル下地 35

屋根仕上材 粘土瓦 35

外壁 壁体 RC造

外壁下地材 製材

外壁仕上材 石材

内壁 壁体

内壁下地材(外壁)

内壁仕上材(外壁)

内壁下地材(内壁)

内壁仕上材(内壁)

窓サッシ

窓

RC造

プラスタボード

クロス

プラスタボード

クロス

アルミサッシ

100

30

15

30

15

30

窓ガラス 30

天井 天井下地材 プラスタボード 30

天井仕上材 化粧プラスタ 30

床下地材 アルミ下地 40

床仕上材 合板 20
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この構成要素およびシナリオに対して,地震発生年よる地震の影響を考慮したライフサイクルコストの変化を

図6.93に示す｡図6.93を拡大して示したものが図6.94である｡これらの図中の点線は地震の影響のない場合のラ

イフサイクルコストである｡図6.95に地震のない場合のライフサイクルコストの推移および地震発生年が変化した

時のライフサイクルコストの推移を示す｡ここで,棒グラフはその年に修繕および建替えにより発生するコストを,

線グラフは累積のコストを示している｡

図6.93において, 30年, 60年および90年において大きく地震の影響を考慮したライフサイクルコストが減少し

ている｡これは,地震発生年にシナリオに従った修繕が行われるためでる｡また,前節でのTestLCCIOOと比べて

減少幅が大きくなっている.これは, Test LCCl.｡では地震の影響を受ける部材の修繕周期が一致していなかったの

に対し, Test EAl..では地震の影響を受ける多くの部材の修繕周期が一致しているために減少幅が大きくなってい

る｡ 15年, 45年および75年において地震の影響を考慮したライフサイクルコストが減少しているのは内壁仕上材

を修繕する年と地震発生年が一致したためである｡これは内壁下地材を地震により修繕を行い,その際に内壁仕上材

は取り除かれるため,この年での内壁仕上材の修繕が行われなかったためにこの内壁下地材の修繕量だけ他の年に地

震が発生する場合よりも地震の影響が小さくなるためである｡
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図6.94 地震発生年によるLCCの変化[Enlargeme叫

表6.41コスト評価

Test LCCIOO Test EA100

project Life Cycle Cost without Earthquake [yen] 15,138,858

Max Project Life Cycle Cost with Earthquake 【yen] 16,602,352

Average Project Life Cycle Cost with Earthquake [yen] 16,348,328

Max Earthquake Damage Cost [yen] 1,463,494

Average Earthquake Damage Cost [yen] 1,209,470

16,291,784

17,477,420

17,311,947

1,185,636

1,020,164
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図6.96に評価対象期間においてこの地震が1度発生するとした場合の地震の影響を考慮した期待ライフサイクル

コストの推移を示す｡本研究では,地震発生は一様であると仮定する｡したがって,この図は評価対象期間について

地震を各年発生させた場合のシミュレーションの平均値とも言える｡図中の棒グラフは各年の地震の影響を考慮した

期待修繕コストを,線グラフは期待累積修繕コストを示している｡

図6.96において,各年の期待修繕コストはとても小さくほとんど見られない｡しかし,毎年に修繕が生じる可能

性があるため,累積については徐々に増加している｡これによっても地震の影響はライフサイクルコストに対しては

小さいが影響を及ぼすことが分かる｡また,地震の影響を考慮したライフサイクルコスト平均値最小化を行っている

場合には,図6.96における評価対象期間100年における期待累積修繕コストを最小化していると言い換えることが

できる｡

表6.41にTest EAIOOのコスト評価を示す｡比較としてTest LCCIOOの場合についても示す｡地震のない場合の

ライフサイクルコストについて比較すると, TestLCCl..の場合の方が小さくなっている.これは構成要素が外壁下

地,内壁仕上材および床材について異なっており,シナリオについても構造体以外の部材が異なっているためである｡

この違いにより,表6.41において地震のない場合のライフサイクルコストの差が生じている｡

地震の影響を考慮したライフサイクルコストの平均値を比較するとTestLCCIOOの方が小さくなっている｡地震の

影響を考慮したライフサイクルコストはおおよそ,地震のない場合のライフサイクルコストと地震被害額の和で表現

することができると考えられる｡そのため,地震被害額は地震のない場合のライフサイクルコストと地震の影響を考

慮したライフサイクルコストの差になると考えられるo TestEAl｡.とTestLCCIOOでは地震のない時のライフサイ

クルコストの差が1,152,926であり,地震の影響を考慮したライフサイクルコストの平均値の差が963,619となって

いる｡これよりライフサイクル評価には,地震のない場合における差が大きく影響することが分かる｡
TestLCCIOO

とTest EAIOOの差は189,307だけ地震を考慮した場合のライフサイクルコストの平均値において小さくなっており,

最大被害額については277,858だけ小さくなっている｡これは, Test EAIOOにおいて地震の影響を受ける部材の構

成要素が恥stLCCIOOと異なっているために生じた影響であると考えられる｡したがって,地震による被害額につ

いては地震の影響を受ける部材の構成要素が影響を及ぼすと考えられる｡また, Test EAIOOで得られた結果はまだ

最適化の途中であると考えられ,地震の影響を考慮した場合には最適解が得られにくくなっていることが分かる｡

これより,地震の影響を考慮したライフサイクルコストは,地震のない場合のライフサイクルコストが小さくなけ

れば地震の影響を考慮したライフサイクルコストは小さくならないことが分かる｡これは,進化の過程において最小

値が更新される際に構成要素およびシナリオは,地震のない場合のライフサイクルコストを小さくするように変化し

ていることからも分かる｡したがって,確定的なライフサイクルデザインの解は本研究で提案した地震を考慮したラ

イフサイクル評価手法においては,地震を考慮した際にも優良解となっていることが確認できる｡
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再現期間500年の地震を考慮した場合

再現期間500年の地震を作用させた場合のライフサイクルデザインの結果を示す｡本解析によって得られた構成要

素およびシナリオを表6･42に示す｡再現期間500年の地震を考慮したライフサイクルコストの平均値最小化の結果

をTest EA500とする｡

再現期間500年の地震の影響を考慮したライフサイクルコストの平均値最小化問題に対しては,再現期間100年

の場合と同様にRC造躯体の100年が得られた｡遺伝的アルゴリズムの進化の初期段階からRC造躯体が選択され,

50世代までには耐用年数100年の解が得られている｡これは,評価対象期間100年の間に建替えを行わなくてよい

ため,地震のない場合のライフサイクルコストの低減になっている｡また,壁体とスラブについても,躯体と同様に

RC造の耐用年数100年が選択されている｡構法的序列の上位となる部材についても評価対象期間内で修繕および取

替えを行わなくてよいものが選択されている｡したがって,構法的上位となる部材の長寿命化を図ることで,地震の

影響を考慮した場合においても経済的であるということが言える｡

構法的序列において下位となる-その他の部材については,更新周期が27年から30年が選択されており構法的上

位の部材に対して修繕回数を少なくするように最適化が図られている｡また,構法的序列の影響により下地材と仕上

材の更新周期が同一となっている｡このような選択は地震のない場合のライフサイクルコスト最小化と同様の選択が

されている考えられる｡

したがって,地震のない場合のライフサイクルコストを低減することが,地震の影響を考慮した場合のライフサイ

クルコストの低減につながるため,長寿命化された解が得られたと考えられる｡

表6.42 設計内容:再現期間500年

部位名 部材 選択部材 更新周期(年)

躯体 構法 RC造躯体 100

スラブ 構法 スラブRC造 100

屋根 屋根下地材 モルタル塗り 28

屋根仕上材 スレート 28

外壁 壁体 RC造

外壁下地材 製材

外壁仕上材 石材

内壁 壁体

内壁下地材(外壁)

内壁仕上材(外壁)

内壁下地材(内壁)

内壁仕上材(内壁)

窓サッシ

窓

RC造

プラスタ

化粧プラスタ

プラスタ

化粧プラスタ

アルミサッシ

窓ガラス

100

27

27

30

30

27

27

天井 天井下地材 プラスタ 30

天井仕上材 化粧プラスタ 30

床 床下地材 製材 27

床仕上材 製材 27
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表6.42の構成要素およびシナリオに対して,地震発生年について地震の影響を考慮したライフサイクルコストの

変化を図6.97に示す｡図6.97を拡大して図6.98に示す｡これらの図中の点線は地震のない場合のライフサイクル

コストを示している｡点線と実線との差が地震による被害額とみなすことができる｡図6･99に地震のない場合のラ

イフサイクルコストの推移および地震発生年が変化した場合のライフサイクルコストの推移を示すoここで,棒グラ

フは年毎の修繕および建替えにより発生するコストを,線グラフは累積のコストを示している｡

図6.97において,地震の影響を考慮したライフサイクルコストが減少している部分が存在するoこれまでの地震の

影響を考慮した場合と同様に,地震発生年と地震により影響を受ける部材の修繕周期が一致した場合に減少している｡

図6.100に評価対象期間においてこの地震が1反発生するとした場合の地震の影響を考慮した期待ライフサイクル

コストの推移を示す｡本研究では,地震発生は一様であると仮定する｡したがって,この図は評価対象期間について

地震を各年発生させた場合のシミュレーションの平均値とも言える｡図中の棒グラフは各年の地震の影響を考慮した

期待修繕コストを,線グラフは期待累積修繕コストを示している｡

図6.100において,各年の期待修繕コストは微少であるが,毎年に修繕が生じる可能性があるため,累積では徐々

に増加している｡これは再現期間100年の場合と同様である｡また,図6･100においてシナリオに従った修繕ではな

い地震による修繕において各年の期待修繕コストが地震発生年によって変化していることが見られる｡
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表6.43 コスト評価

Test LCC500 Test EA500

project Life Cycle Cost without Earthquake [yen] 15,138,858

Max Project Life Cycle Cost with Earthquake [yen] 16,832,408

Average Project Life Cycle Cost with Earthquake [yen] 16,606,777

Max Earthquake Damage Cost [yen] 1
,693,550

Average Earthquake Damage Cost 【yen] 1
,467,919

15,775,039

17,377,453

17,152,140

1,602,414

1,377,101
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表6.43にTestEA5..およびTestLCC5..のコスト評価を示す｡地震のない場合のライフサイクルコストについ

て比較すると, Test LCC5.0の方が小さくなっている｡これは構成要素が屋根仕上材と外壁下地材が異なり,シナリ

オが異なっているために生じた差である｡地震のないライフサイクルコストにおいて地TestEA500の方が大きいた

め,地震を考慮したライフサイクルコストについても大きくなっている｡しかし,地震の影響を考慮したライフサイ

クルコスト最小化を行ったために,地震被害額についてはTestEA5..の方が小さくなっている｡したがって,地震

の被害額は地震の影響のない場合のライフサイクルコスト最小化で得られる解に地震が作用した場合の地震被害額と

は異なると考えられる｡

地震の影響を考慮したライフサイクルコスト平均値最小化結果の地震の大きさによる違いについて比較する｡得

られた結果は再現期間によらずどちらとも躯体,壁体およびスラブについてはRC造の100年という評価対象期間

100年の間に建替えを行わなくてよい構成要素およびシナリオが選択されている｡これはライフサイクルコスト最小

化の場合と同じ結果である｡地震の大きさによらず,遺伝的アルゴリズムによる進化の過程において地震の影響のな

い場合のライフサイクルコストを小さくするように進化が進んでいる｡したがって,地震の影響を考慮したライフサ

イクルコストの平均値最小化問題においては地震の影響のない場合のライフサイクルコストの影響が大きいことが分

かる｡

地震の大きさによらずどちらもTestLCCに地震の影響を考慮した場合よりも良い解は得られなかった｡しかしな

がら,どちらも地震による被害額についてはTestLCCに地震の影響を考慮した場合よりも低減されていた｡した

がって,地震の被害額を小さくするような選択が行われていたために,地震のない場合のライフサイクルコストにつ

いては大きくなったと考えられる｡すなわち,地震の被害額についてはTestEAの方が良い解が得られたことから,

地震被害額を最小とする構成要素とライフサイクルコストを最小とする構成要素は異なると考えられる｡

TestEAIOOとTestEA500とを比較すると,構成要素およびシナリオが異なっているが･これは遺伝的アルゴリズ

ムが発見的手法であるために毎回同-の解が必ずしも得られるわけではないために生じた現象であると考えられる｡

また,どちらの結果についても地震の影響を考慮したライフサイクルコストの最小化をしきれていない｡このような

影響は,どちらについても地震のない場合のライフサイクルコストと地震被害額の両方ともを考慮して最適化を行っ

ているために生じた影響であると考えられるためである｡したがって,地震を考慮したライフサイクルコストの平均

値最小化を行うライフサイクルデザインにおいては地震の大きさによる違いは小さいと考えられる｡
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6.7.2 地震を考慮したライフサイクルコスト最大値最小化

地震の.影響を考慮したライフサイクルデザインとして,本研究では各年に地震が発生した場合の地震の影響を考慮

したライフサイクル評価値を得る｡ここでは,評価対象期間を100年として評価を行うため, 1～100年において各

年に地震を発生させた場合のライフサイクル評価値を計算する｡地震発生年によって地震の影響を考慮したライフサ

イクル評価値は変化する｡したがって,地震を考慮したライフサイクルコストが大きくなる年と小さくなる年とが存

在しているため,地震を考慮したライフサイクルコストの最大値と最小値が大きく異なっている可能性がある｡そこ

で,前節の地震の影響を考慮したライフサイクルコストの平均値最小化ではなく,地震の影響を考慮したライフサイ

クルコストの最大値の最小化を行う｡これにより,ライフサイクルにおいて必要となる最大のライフサイクルコスト

を決定することが可能となると考えられる｡

地震を考慮したライフサイクルコストの最大値の最小化において次式の適合度関数fitnessEMを用いて,最適化

計算を行う｡本研究では, SPEA2による最適化と表記をそろえるために,一般的な遺伝的アルゴリズムの適合度と

は異なり,適合度が小さいはど優良な解と定義しているため,適合度の最小化が目標となる｡

minimize fitnessEM

subjectto gj ≦O

･ ≡ -kaX (ceval,k(c,tp,P7j)
fitnessEM I max

k 地震発生年

ここに

(6.14)

(6.15)

Ceval,k
:k年目に地震が発生する場合の地震を考慮したライフサイクルコスト

c
:空間的設計変数(部材の組み合わせおよび単価)

tp
:時間的設計変数(建築寿命および修繕周期)

¶ :制約条件を満たさない場合のペナルティ

表6･44に解析に用いた遺伝的アルゴリズムのパラメータを示す｡ここでは,地震の評価を行うため確定的なライ

フサイクルデザインよりも計算負荷が大きくなり時間が大幅に必要となる｡したがって,確定的なライフサイクルデ

ザインにおいては世代数を1000世代としていたが,ここでは500世代とする｡第4章で行った最適化において500

世代までに優良な解が得られていたため, 500世代による解と比較する

表6.44 パラメータ

Population

Elite

Generation

Probability of Crossover

Probability of Mutation

100

2

500

0.80

0.01
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再現期間100年の地来を考慮した場合

再現期間100年の地震を作用させた場合の地震の影響を考慮したライフサイクルコストの最大値最小化の結果を示

す｡本解析によって構成要素およびシナリオは表6.45に示す設計解が得られた○再現期間100年の地震を考慮した

ライフサイクルコストの最大値最小化の結果をTest EMIOOとする｡

再現期間100年の地震の影響を考慮したライフサイクルコストの最大値最小化問題に対しては, RC造躯体, RC

造壁体およびRC造スラブの100年が選択された｡これは,再現期間100年の地震の影響を考慮したライフサイク

ルコストの平均値最小化問題,および地震のない場合のライフサイクルコスト最小化問題によって得られたものと同

様である｡これは,構法的上位となる部材については再現期間100年の地震の影響を受けないためにライフサイクル

コストの低減のために長寿命化が図られたと考えられる｡その他の部材については,更新周期が34年および30年

程度が選択されており,シナリオの整合性を図ることでライフサイクルコストの低減を行っていると考えられる｡し

たがって,再現期間100年の地震の影響を考慮した場合のライフサイクルコストの最大値最小化問題においても,也

震のない場合のライフサイクルコストが影響を及ぼすと考えられる｡

表6.45の構成要素およびシナリオに対して,再現期間100年の地震の影響を考慮したライフサイクルコストの地

震発生年による変化を図6.101に示す｡図6.102に図6.101を拡大して示す｡これらの図中の点線は地震のない場合

のライフサイクルコストを示している｡図6.103に地震のない場合のライフサイクルコストの推移および地震発生年

が変化した場合のライフサイクルコストの推移を示す｡ここで,棒グラフは年毎の修繕および建替えにより発生する

コストを,線グラフは年毎に発生するコストの累積を示している｡

図6.101において,これまで示した地震の影響を考慮した場合と同様にライフサイクルコストの減少している部分

表6.45 設計内容:再現期間100年

部位名 部材 選択部材 更新周期(年)

躯体 構法 RC造躯体 100

スラブ 構法 RC造スラブ 100

屋根 屋根下地材 モルタル下地 34

屋根仕上材 粘土瓦 34

外壁 壁体 RC造

外壁下地材 プラスタボード

外壁仕上材 石材

内壁 壁体

内壁下地材(外壁)

内壁仕上材(外壁)

内壁下地材(内壁)

内壁仕上材(内壁)

窓サッシ

窓

RC造

プラスタボード

化粧プラスタ

プラスタボード

化粧プラスタ

アルミサッシ

窓ガラス

100

30

30

30

30

30

30

天井 天井下地材 プラスタボード 29

天井仕上材 クロス 15

床 床下地材 製材 29

床仕上材 製材 29
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が存在する｡これは,地震発生年と地震により影響を受ける部材のシナリオに従った修繕とが一致した場合に減少し

ている｡ここで,図6.103において,地震のない場合,地震発生年が30年の場合および地震発生年が20年の場合

について比較する｡地震発生年が20年の場合には20年に地震による被害が約2.Oe+6生じている｡しかし,地震発

生年が30年の場合には地震のない場合の30年に発生する修繕コストに約1.Oe+6の増加を示しているだけである｡

このように,地震発生年が影響を受ける部材のシナリオに従う修繕年と一致する場合には地震による修繕コストが変

化する｡したがって,図6.101における,地震の影響を考慮したライフサイクルコストの減少が生じる｡

図6.104に評価対象期間においてこの地震が1度発生するとした場合の地震の影響を考慮した期待ライフサイクル

コストの推移を示す｡本研究では,地震発生は一様であると仮定する｡したがって,この図は評価対象期間について

地震を各年発生させた場合のシミュレーションの平均値とも言える｡図中の棒グラフは各年の地震の影響を考慮した

期待修繕コストを,線グラフは期待累積修繕コストを示している｡

図6.104において,各年の期待修繕コストは微少であるが,毎年に修繕が生じる可能性があるため,累積では徐々

に増加している｡これより,地震の影響を考慮する場合の期待ライフサイクルコストにおいてもシナリオに従った修

繕による影響が大きく,ライフサイクルコストに対して地震の影響は小さいことが見て取れる｡
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表6.46 コスト評価

Test LCCIOO Test EMIOO

Project Life Cycle Cost without Earthquake [yen] 15,138,858

Max Project Life Cycle Cost with Earthquake [yen] 16,602,352

Average Project Life Cycle Cost with Earthquake [yen] 16,348,328

Max Earthquake Damage Cost [yen] 1,463,494

Average Earthquake Damage Cost [yen] 1,209,470

15,602,298

16,881,608

16,725,589

1,279,310

1,123,291
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図6.103 地震被害を考慮したLCC推移(再現期間100年の地震被害を考慮したLCC最小化結果)
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表6.46にTestEMIOOおよびTestLCCl..のコスト評価を示す｡地震のない場合のライフサイクルコストについ

て比較すると, TestEMIOOの方が463,440だけ大きくなっている｡また,再現期間100年の地震の影響を考慮した

ライフサイクルコストの最大値についてみると, Test EMIOOとTestLCCl..の差は279,256と地震のない場合の

それと比べて小さくなっている｡これは,再現期間100年の地震の影響を考慮したライフサイクルコストの最大値が

小さくするように最適化されたために上記のようになったと考えられる｡

次に, Test EMIOOとTest EAIOOの比較考察を行う｡これらを比較すると, TestEAl..の方がTest EMl.0より

も地震を考慮したライフサイクルコストおよび地震のない場合のライフサイクルコストともに大きくなっている｡こ

れより,地震のない場合のライフサイクルコストを小さくすることが地震を考慮した場合のライフサイクルコストを

低減するために重要であることが分かる｡しかし,地震被害額についてはTestEAl..の方が小さくなっている｡こ

れらの現象は構成要素の原単位の相違により生じていると考えられる｡これは, Test EAl..の構成要素としてクロ

スなどの単価の低い部材を選択されているために,地震被害額が恥stEAl.｡の方が小さくなっていると考えられる｡

したがって,地震を考慮したライフサイクルコスト最小化を行う場合には,構成要素の原単位の選択によって地震の

被害額が変化することが分かる｡

どちらの最適化についてもTbstLCCl｡0よりも良い解が得られていない｡したがって,地震の影響を考慮したラ

イフサイクルコスト最小化では,地震を考慮しない場合よりも地震のない場合のライフサイクルコストが最小化され

にくいと考えられる｡これは,地震のない場合のライフサイクルコストを低減するだけでなく,地震による影響を低

減しようとしているためであると考えられる｡また,地震の影響を考慮したライフサイクルコスト最小化を行うに際

し,平均値に対して最小化を行う場合と,最大値に対して最小化を行う場合では大きな変化はないと考えられる｡

したがって,地震を考慮したライフサイクルコストに対しては,最大値についても確定的なライフサイクルデザイ

ンの解は本研究で提案した地震を考慮したライフサイクル評価手法においては,地震を考慮した際にも優良解となっ

ていることが確認できる｡
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再現期間500年の地震を考慮した場合

再現期間500年の地震を作用させた場合のライフサイクルデザインの結果を示す｡本解析によって得られた構成要

素およびシナリオは表6.47のようになった｡再現期間500年の地震を考慮したライフサイクルコストの最大値最小

化の結果をTest EM500とする｡

再現期間500年の地震の影響を考慮したライフサイクルコストの最大値最小化問題に対しては, RC造躯体の耐用

年数100年が得られた｡また,壁体およびスラブについてもRC造の耐用年数が100年が選択された｡これは･地

震のない場合のライフサイクルコスト最小化および,これまで示した地震の影響を考慮したライフサイクルコスト最

小化問題と同様である｡再現期間500年の場合においても躯体,壁体およびスラブの構法的序列の上位の部材は地震

の影響を受けないために同じ解となっている｡すなわち,地震の影響を考慮したライフサイクルコスト最小化におい

ては構法的序列の上位の部材についてはライフサイクルコスト最小化と同様に長寿命化し,地震のない場合のライフ

サイクルコストを低くすることで地震の影響を考慮したライフサイクルコストを低減する｡

表6.47の構成要素およびシナリオに対して,地震発生年による再現期間500年の地震の影響を考慮したライフサ

イクルコストの変化を図6.105に示す｡これを拡大したものを図6.106に示す｡図中の点線は地震のない場合のライ

フサイクルコストを示している｡図6.107に地震発生年が変化した場合の地震の影響を考慮したライフサイクルコス

トの推移を示す｡図6.107において,棒グラフは年毎の修繕コストを,線グラフはコストの累積を示している｡

表6.47 設計内容:再現期間500年

部位名 部材 選択部材 更新周期(年)

躯体 構法 RC造躯体 100

スラブ 構法 RC造スラブ 100

屋根 屋根下地材 モルタル下地 26

屋根仕上材 セメント瓦 26

外壁 壁体 RC造 100

外壁下地材 プラスタボード 30

外壁仕上材 石材 30

内壁 壁体

内壁下地材(外壁)

内壁仕上材(外壁)

内壁下地材(内壁)

内壁仕上材(内壁)

窓サッシ

窓

RC造 100

モルタル下地 36

化粧プラスタ 21

プラスタボード 30

化粧プラスタ 30

アルミサッシ 27

窓ガラス 27

天井 天井下地材 合板 25

天井仕上材 化粧プラスタ 25

床下地材 製材 25

床仕上材 製材 25
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図6･105において,これまでの地震の影響を考慮した場合と同様に,地震発生年と地震により影響を受ける部材の

シナリオに従った修繕とが一致した場合に減少している｡また,上記以外の部分に関しては地震を考慮したライフサ

イクルコストは変動している｡この変動は地震後のシナリオに従った修繕の修繕量が変化するために生じた現象であ

る｡このように地震発生年と地震の影響を受ける部材のシナリオとによって地震の影響を考慮したライフサイクルコ

ストは変化する｡

図6･108に評価対象期間においてこの地震が1度発生するとした場合の地震の影響を考慮した期待ライフサイクル

コストの推移を示す｡本研究では,地震発生は一様であると仮定する｡したがって,この図は評価対象期間について

地震を各年発生させた場合のシミュレーションの平均値とも言える｡図中の棒グラフは各年の地震の影響を考慮した

期待修繕コストを,線グラフは期待累積修繕コストを示している｡

図6･108において,各年の期待修繕コストは微少である｡しかし,毎年に修繕が生じる可能性があるため,期待累

積修繕コストではシナリオに従った修繕のように階段状に修繕年において大きく増加するのではなく,徐々に増加し

ているこれから分かるように,地震の影響を考慮したライフサイクルコストにおいて,地震による各年の期待修繕コ

ストは小さいことが確認できる｡
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図6･106 地震発生年によるLCCの変化[Enlargement]

表6.48 コスト評価

Test LCC500 Test EM500

Project Life Cycle Cost without Earthquake [yen] 15,138,858

Max Project Life Cycle Cost with Earthquake [yen] 16,832,408

Average Project Life Cycle Cost with Earthquake [yen] 16,606,777

Max Earthquake Damage Cost [yen] 1,693,550

Average Earthquake Damage Cost [yen] 1,467,919

15,757,447

17,468,660

17,169,494

1,711,213

1,412,047
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表6.48にTestEM500およびTestLCC5.0のコスト評価を示すo ここでも,これまでの地震の影響を考慮した

ライフサイクルコスト最小化と同様に,地震の影響のない場合およびある場合のライフサイクルコストともに, Test

LCC500の方が小さくなっている｡これは,地震の影響を考慮したライフサイクルコストは地震のない場合のライフ

サイクルコストによる差の影響が大きいためであると考えられる｡また,地震の影響を考慮した場合のライフサイク

ルコスト最小化はこれまでと同様に,地震のない場合のライフサイクルコストを低減するだけでなく,地震による影

響を低減しているためであると考えられる｡

地震の大きさによる違いについてみると,地震の影響を考慮したライフサイクルの平均値最小化と同様に地震の被

害の大きさによる影響は被害量などにしか見られず,地震の大きさよりも,地震の影響を考慮することによる影響の

方が大きいと考えられる｡

次に,地震の影響を考慮したライフサイクルコストに対して,平均値最小化を行った場合と最大値最小化を行った

場合について比較を行う｡ Test EM500とTest EA5..についての比較を行う｡ここでは, Test EA5..の方が地震の

影響を考慮したライフサイクルコストでは良い解が選択されている｡これは, Test EA5..は地震発生年を評価対象

期間全てに対しての平均値に対して最小化を行っているo しかし, Test EM5..は地震の影響を考慮したライフサイ

クルコストが最大となっている部分に対しての最適化を行うために,最大となる地震発生年が変化するなどがあり,

最適化が行われにくくなったためであると考えられる｡また,地震の影響を考慮したライフサイクルコストの平均値

最小化および最大値最小化において得られた解は微少な差は存荏するが,大きな違いはなかったとも言える｡これは,

前述のように,地震の影響を考慮したライフサイクルコストの最小化においては,地震の影響よりも地震のない場合

のライフサイクルコストの影響が大きくなるためであると言える｡したがって,地震の影響を考慮したライフサイク

ルコストの最小化を行う場合には平均値最小化と最大値最小化のどちらかを行うことでよいと考えられる｡
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6,7.3 地震被害額の平均値最小化

これまで,地震を考慮したライフサイクルデザインは地震のない場合のライフサイクルコストに地震の影響を加え

たコストに対してライフサイクルデザインを行っていた｡地震を考慮したライフサイクルコスト最小化では,地震の

ない場合のライフサイクルコストの影響が大きくなると分かった｡したがって,地震を考慮したライフサイクルコス

ト最小化では地震のない場合のライフサイクルコストの及ばす影響の方が地震の影響よりも大きく,地震の影響が相

対的に小さくなると考えられた｡したがって,地震を考慮したライフサイクルコスト最小化では地震による被害額が

最小となっているとは考えられない｡ここでは,地震の被害額を最小化するライフサイクルデザインを行う｡

地震の被害額は地震を考慮したライフサイクルコストと地震のない場合のライフサイクルコストとの差によって評

価を行う｡つまり次式によって評価する｡

CEH,k(c,tp)
- Ceval,k(c,tp)- Ceval(c,tp) (6.16)

ここに

CEH,k : k年目に地震が発生する場合の地震被害額

k :地震発生年
Ceval,k

:k年目に地震が発生する場合の地震を考慮したライフサイクルコスト
Ceval :地震を考慮しないライフサイクルコスト
c
:空間的設計変数(部材の組み合わせおよび単価)

tp
‥時間的設計変数(建築寿命および修繕周期)

ここでは,各年に地震を発生させた場合について評価を行う｡評価対象期間を100年と設定しているため100回

の平均値に対して遺伝的アルゴリズムを用いて被害額の最小化を行う｡ここでは,次式のfitnessEHAを用いて,慕

適化計算を行う｡本研究では,多目的最適化においてSPEA2を採用しており,表記をそろえるため,一般的な遺伝

的アルゴリズムとは異なり,適合度が小さいほど優良な解と定義しているため,適合度の最小化が目標となる｡

minimize fitnessEHA

subjectto g3･ ≦O

fitnessEHA

-志望cEH,k(c,tp)
IITj

k-1 j

ここに

k :地震発生年
CEH,k ‥k年目に地震が発生する場合の地震被害額

c
:空間的設計変数(部材の組み合わせおよび単価)

tp
:時間的設計変数(建築寿命および修繕周期)

¶ 制約条件を満たさない場合のペナルティ

表6.49に解析に用いた遺伝的アルゴリズムのパラメータを示す｡

表6.49 パラメータ

Population

Elite

Generation

Probability of Crossover

Probability of Mutation

100

2

500

0.80

0.01

(6.17)

(6.18)
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再現期間100年の地震を考慮した場合

再現期間100年の地震を作用させた場合の地震被害額の平均値最小化の結果を示す｡本解析によって構成要素およ

びシナリオは表6･50のような設計解が得られた｡再現期間100年の地震被害額の平均値最小化をTest EHAl.｡と

する｡

再現期間100年の地震被害額の平均値最小化問題に対しては,木造躯体の更新周期50年という解が得られた｡ま

た,他の構法的序列の上位となる部材は50年または49年という更新周期となった｡これらの構成要素の選択につ

いてはこれまでの地震の影響を考慮したライフサイクルコスト最小化とは異なっている｡これは,地震被害額の平均

値最小化であるために,地震を考慮しないライフサイクルコストが影響を及ぼさないために,地震の影響を考慮した

ライフサイクルコスト最小化とは異なる構成要素が選択されたと考えられる｡

その他の構法的序列の下位となる部材については地震の影響を考慮したライフサイクルコスト最小化とは異なり更

新周期が短くなっている｡また,仕上材については構法的序列の上位となる下地材よりも更新周期が短いシナリオが

選択されている｡したがって,シナリオの整合性は図られず,むしろ余分な修繕を行うような解が得られていると考

えられる｡これより地震被害額の平均値最小化においてはライフサイクルコストの大きさは影響を及ぼさないと考え

られる｡

表6.50の構成要素に対して,地震発生年よる地震の影響を考慮したライフサイクルコストの変化を図6.109に示

す｡図6.110は図6.109を拡大して示したものである｡図中の点線は地震のない場合のライフサイクルコストを示し

ている｡この点線と実線との差が地震被害額である｡また,図6.103に地震のない場合のライフサイクルコスト推移

および地震発生年が変化した場合の地震を考慮したライフサイクルコストの推移を示している｡棒グラフは年毎の修

繕および建替えにより発生したコストを,線グラフは発生したコストの累積を示している｡

表6.50 設計内容:再現期間100年

部位名 部材 選択部材 更新周期(年)

躯体 構法 木造躯体 50

スラブ 構法 ポイドスラブ 50

屋根 屋根下地材 モルタル板 36

屋根仕上材 鉄板 32

外壁 壁体 s道

外壁下地材 合板

外壁仕上材 石材

内壁 壁体

内壁下地材(外壁)

内壁仕上材(外壁)

内壁下地材(内壁)

内壁仕上材(内壁)

窓サッシ

窓

木造

プラスタボード

クロス

プラスタボード

クロス

アルミサッシ

窓ガラス

49

16

15

16

15

15

7

天井 天井下地材 プラスタボード 21

天井仕上材 製材 18

床 床下地材 合板 11

床仕上材 カーペット 10
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図6.109の変化においては,地震の影響を考慮したライフサイクルコスト最小化の場合と縦軸の幅が変化している

ために,変動がみてとれない｡これを拡大して示した図6.110を見ると地震の影響を考慮した場合のライフサイクル

コストの変動は地震の影響を考慮したライフサイクルコスト最小化の場合に比べて小さくなっていることが分かる｡

これは地震の被害額の最小化を行ったために生じたと考えられる｡

また,地震の影響を考慮したライフサイクルコスト最小化の場合と比べ地震発生年による地震の影響を考慮したラ

イフサイクルコストの変化が大きくなっているように見える｡しかし,これは再現期間100年の場合の被害額の平均

値最小化において得られたシナリオが東新周期が短いために生じた現象である｡また,大きく減少する部分は地震の

影響を受ける部材のシナリオにしたがった修繕を行う年であり,地震の影響を考慮したライフサイクルコスト最小化

の場合と同様であるといえる｡図6.110において,実線が点線よりも小さい値となっている部分,つまり地震のない

場合よりも地震の影響を考慮したライフサイクルコストの方が小さくなっている部分がある｡これは地震による修繕

とその後のシナリオに従った修繕の修繕量の変化により生じた現象である｡

図6.103を見ると,地震発生年に修繕が発生していることが分かる｡得られたシナリオでの更新周期が短いために

多くの年に修繕が発生していることが見られる｡このように修繕が多くなっているためにライフサイクルコストが大

きくなっていることが分かる｡
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表6.51コスト評価

Test LCCIOO Test EHAIOO

project LifeCycle Cost without Earthquake [yen] 15,138,858

Max Project Life Cycle Cost with Earthquake [yen] 16,602,352

Average Project Life Cycle Cost with Earthquake [yen] 16,348,328

Max Earthquake Damage Cost [yen] 1
,463,494

Average Earthquake Damage Cost [yen】 1,209,470

40,299,391

40,662,290

40,502,983

362,899

203,592
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図6.112に評価対象期間においてこの地震が1度発生するとした場合の地震の影響を考慮した期待ライフサイクル

コストの推移を示す｡本研究では,地震発生は一様であると仮定する｡したがって,この図は評価対象期間について

地震を各年発生させた場合のシミュレーションの平均値とも言える｡図中の棒グラフは各年の地震の影響を考慮した

期待修繕コストを,線グラフは期待累積修繕コストを示している｡

図6.112において,各年の期待修繕コストは微少である｡また,地震被害額最小化を行っているために地震の影響

を考慮した期待修繕コストは地震の影響を考慮しない場合との差が小さくなっている｡これは,修繕回数が多くなっ

ているために,地震の影響よりもシナリオに従った修繕が行われたためであると言える｡したがって,地震被害額最

小化を行うことによって各年あたりの地震の影響を考慮した期待修繕コストと確定的な場合の各年の修繕コストの差

が小さくなっている｡

表6.51にTestEHAl.0とTestLCCl.｡のコスト評価を示す｡これより,ライフサイクルコストについては大幅

に増加していることが分かる｡このライフサイクルコストの増加は,再現期間100年の地震被害量の平均値最小化に

ょり得られた構成要素およびシナリオに起因している｡しかし,地震被害額について見ると大幅に低減されているこ

とが分かる｡この低減は図6.110において被害額が小さくなっていることからも見られた｡これは,構成要素がイニ

シャルコストが小さい部材が選択されていることと,修繕が増加するようなシナリオが選択されたためであると考え

られる｡したがって,地震発生年と地震の影響を受ける部材のシナリオに従った修繕年とが一致することが多くなっ

たことと,地震による修繕の後のシナリオに従った修繕が発生しやすくなっているために生じたと考えられる｡

地震被害額について最小化することはライフサイクルコストの最小化とは同期しないことが分かる｡したがって,

ライフサイクルコストと地震被害額とはトレードオフの関係が存在すると考えられる｡また,確定的なライフサイク

ルデザインによる解は,地震被害額の低減という観点から見ると優良な解ではないということが分かる｡
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再現期間500年の地震を考慮した場合

再現期間500年の地震を作用させた場合の地震被害額の平均値最小化の結果を示す｡本解析によって得られた構成

要素およびシナリオ考表6.52に示す｡再現期間500年の地震を作用させた場合の地震被害額の平均値最小化により

得られた解をTest EHA5｡｡と呼ぶ｡

再現期間500年の地震被害額の平均値最小化問題に対しては木造躯体の50年が得られた｡壁体およびスラブにつ

いても再現期間100年の地震被害額の平均値最小化と同じ結果となった｡構法的序列の上位となる部材が同じ部材が

選択されたのは,再現期間100年および500年の場合ともにこれらの部材には地震の影響はない｡したがって,こ

れらの部材は地震の大きさにかかわらず同じ構成要素およびシナリオが選択されたと考えられる｡

その他の構法的序列の下位となる部材について見ると,これらも再現期間100年の地震被害額の平均値最小化と同

様に更新周期が短くなっており,仕上材は下地材よりも更新周期がさらに短くなっており,シナリオの整合性は図ら

れていない｡このように,地震被害額の平均値最小化においてはシナリオについては短いものが選択され,整合性は

図られないことが分かる｡

表6.52の構成要素およびシナリオに対して,地震発生年について地震の影響を考慮したライフサイクルコストの

変化を図6.113に示す｡図6.114に図6.113を拡大して示す｡これらの図中の点線は地震のない場合のライフサイク

ルコストを示している｡実線と点線の差は地震被害額を示している｡地震被害額最小化ではこの差を最小化の対象と

している｡図6.115に地震のない場合のライフサイクルコストの推移および地震発生年が変化した場合のライフサイ

クルコストの推移を示す｡図中の棒グラフは年毎の修繕および建替えにより発生するコストを,線グラフは累積コス

トを示している｡

表6.52 設計内容:再現期間500年

部位名 部材 選択部材 更新周期(年)

躯体 構法 木造躯体 50

スラブ 構法 ポイドスラブ 50

屋根 屋根下地材 製材 25

屋根仕上材 粘土瓦 12

外壁 壁体 s道

外壁下地材 合板

外壁仕上材 合板

内壁 壁体 木造

内壁下地材(外壁) 合板

内壁仕上材(外壁) クロス

内壁下地材(内壁) 合板

内壁仕上材(内壁) クロス

49

16

15

16

15

窓サッシ アルミサッシ 15

窓 窓ガラス 7

天井下地材 プラスタボード 16

天井仕上材 クロス 15

床 床下地材 製材 15

床仕上材 カーペット 7
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図6.113の変化においては,変動がみてとれない｡これを拡大した図6.114を見ると変動していることが分かる｡

これは再現期間100年の地震被害額の平均値最小化の場合と同様である｡また,躯体の更新周期が50年であるため,

建築寿命は50年である｡したがって,図6.114において50年で同一の挙動を繰り返していることが分かる｡これ

は,本研究では建築寿命が評価対象期間より短い場合には同じ構成要素およびシナリオが繰り返すとして評価対象期

間のライフサイクルコストを評価しているためである｡

また,地震の影響を考慮したライフサイクルコスト最小化の場合と比べ,地震発生年による地震の影響を考慮した

ライフサイクルコストの変化が大きくなっているように見え,これは再現期間100年の被害額の平均値最小化の場合

と同様である｡また,大きく減少する部分は地震の影響を受ける部材のシナリオにしたがった修繕を行う年であり,

構成要素およびシナリオによる影響の生じ方は同様であると分かる｡

図6.115を見ると,地震発生年に修繕が発生していることが分かる｡また,図6.114において50年で繰り返して

いるため,図6.115においても地震発生年は違うが50年で同様な変化をしていることが分かる｡得られたシナリオ

での更新周期が短いために多くの年に修繕が発生していることが見られる｡このように修繕が多くなっているために

ライフサイクルコストが大きくなっていることが分かる｡
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表6.53 コスト評価

Test LCC500 Test EHA500

project Life Cycle Cost without Earthquake [yen]

Max Project Life Cycle Cost with Earthquake [yen]

Average Project Life Cycle Cost with Earthquake [yen]

Max Earthquake Damage Cost [yen]

Average Earthquake Damage Cost 【yen]

15,138,858 41,164,737

16,832,408 41,597,839

16,606,777 41,515,214

1,693,550 433,102

1,467,919 350,477
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図6.116に評価対象期間においてこの地震が1度発生するとした場合の地震の影響を考慮した期待ライフサイクル

コストの推移を示す｡本研究では,地震発生は一様であると仮定する｡したがって,この図は評価対象期間について

地震を各年発生させた場合のシミュレーションの平均値とも言える｡図中の棒グラフは各年の地震の影響を考慮した

期待修繕コストを,線グラフは期待累横修繕コストを示している｡

図6.116において,各年の期待修繕コストは微少である｡また,地震被害額最小化を行っているために地震の影響

を考慮した期待修繕コストは地震の影響を考慮したライフサイクルコスト最小化の場合と比較して小さくなってい

る｡したがって,地震被害額最小化を行うことによって各年あたりの地震の影響を考慮した期待修繕コストと確定的

な場合の各年の修繕コストの差が小さくなっている｡

表6.53にTestEHA5..とTestLCC5..のコスト評価を示す,これよりライフサイクルコストについては大幅に

増加していることが分かる｡このライフサイクルコストの増加は再現期間500年の地震被害量の平均値最小化により

得られた構成要素およびシナリオに起因している｡しかし,地震被害額について見ると大幅に低減されていることが

分かる｡これは,構成要素が地震被害額を小さくする部材が選択されたために生じていると考えられる｡また,シナ

リオでは修繕が増加しているため,シナリオに従った修繕と地震発生年が一致する回数が多くなり地震被害額の低減

につながったためであると考えられる｡

TestTest EHA5..とTest EHAl..とを比較すると,構成要素およびシナ1)オは異なっているが,どちらとも地

震被害額は小さくなっている｡また, TestEHA5..の方が地震被害が大きいため地震被害額が大きくなっている｡し

かし, Test EHA5..とTest EHAIOOとは同様のシナリオとなるようになっており,地震被害額の平均値最小化には

地震の大きさの影響は小さいと考えられる｡
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6.7.4 地震を考慮した多目的ライフサイクル最適化

前節までに地震の影響を考慮したライフサイクルデザインとして,地震の影響を考慮したライフサイクルコスト最

小化と地震被害額最小化の2つを行った｡これらの2つの目的関数はそれぞれがトレードオフの関係にあると考えら

れるため,本節では多目的最適化手法を用いて地震の影響を考慮したライフサイクルコストと地震被害額の2つの目

的関数の最小化を行う｡目的関数の両者を同時に考慮した多目的最小化問題を次式で与える｡

minimize I(x,i) - (fi(x,i))T

subjectto g(x,i) ≦0
(6.19)

ここに

ti ;悪霊習警る評価
x :構成要素の種類および組合せ.
t :構成要素の維持保全シナリオ

g :制約条件

ここで,目的関数として用いる地震の影響を考慮したライフサイクルコストと地震被害額は,地震が評価対象期間

内に1度発生するとして,各年に地震が発生する場合を評価対象期間内においてシミュレーションした結果の平均値

のを評価関数として用いる｡

本研究では･多目的最適化手法として, SPEA2(附録B, pp.215)を採用する｡ SPEA2における適合度は,個

体iを支配している個体の持つ強度sを全て足し合わせた値と, k最近傍個体との距離Jfの逆数を加算した個体i

の適合度f(i)としている｡

f'i'-

,EPt.Eh.>iS(j'･詰ここで,個体iの強度は次式で表現される｡

s(i)-I(jlj∈Pt+再∧i>j)f

(6.20)

(6･21)

また探索個体数N,それまでの世代までに保存されている非劣解(他の解に比べ劣っていない解)のアーカイブ個体

数jVを用いてkは次式とする｡

k -

LvWJ (6･22)

なお･制約条件を満たさない場合, I(x)自体にべナルティ項を掛け合わせたものを新たな目的関数h(x)として,
以下のように多目的最適化問題を定式化する｡

minimize h(a,i) - I(a,i)nTj
3'

表6.54に計算に用いたSPEA2のパラメータを示す｡

表6.54 パラメータ

Population

Archive

Generation

Probability of Crossover

Probability of Mutation

100

25

500

0.80

0.01

(6･23)
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再現期間100年

地震の大きさを再現期間100年の地震とする場合について,地震の影響を考慮したライフサイクルコストの平均値

ぉよび地震被害額の平均値の最小化を行った結果を示す｡再現期間100年の地震による被害は表6･37によって決定

した被害率を用いて評価を行う｡

図6.118および図6.119に, x軸を地震の影響を考慮したライフサイクルコストとし, y軸を地震被害額とした,

目的関数空間における各世代の個体群の存在位置を示す｡ただし図6･119に関しては進化過程において得られた探索

母集団の分布領域が,初期世代の分布領域と比較して狭いため,図6.118よりも拡大して表現している｡

図6.118および図6.119より進化が進む毎に目的関数空間内において評価値の小さい方へ推移しており,探索母集

団全体がPareto最適フロントへ近接していることが視覚的にも判断できる｡また, 100世代以降は進化による個体

群の推移はほとんど見られず,進化をする毎に,より大域的な解が得られ多用性の確保がなされている｡このことか

ら, 500世代における個体群は十分Pareto最適解に近接しているといえる｡

図6.117に500世代におけるアーカイブ個体群25個体のみを抽出して目的関数空間に示す｡ここで,非劣解集合

が得られたことより,地震の影響を考慮したライフサイクルコストと地震被害額はトレードオフの関係にあることが

確認できる｡また,地震により必要となるコストを小さいものにするか,地震の影響を考慮した場合のライフサイク

ルコストを小さいものを採用するかは意思決定者が自らの選好に基づいてPareto最適解集合の中から設計解を選択

することとなる｡

500世代においてアーカイブ母集団に属する各個体については,地震の影響を考慮したライフサイクルコストの小

さい個体については地震の影響を考慮したライフサイクルコスト最小化を行った際の結果と同様の設計解となってい

る｡また,地震被害額が小さくなるにしたがって,構成要素はイニシャルコストの低いものが選択され･更新周期に

っいては整合性の図られていない設計解となり,地震被害額最小化により得られた結果へと推移していく｡地震被害

額が小さくなるほどライフサイクルコストが増加するのは更新周期に整合性が図られなくなり,修繕が増加するため

である｡
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再現期間500年

地震の大きさを再現期間500年の地震とする場合について,地震の影響を考慮したライフサイクルコストの平均値

ぉよび地震被害額の平均値の最小化を行った結果を示す｡再現期間500年の地震による被害は表6･38によって決定

した被害率を用いて評価を行う｡

図6.121および図6.122に目的関数空間における各世代の個体群の存在位置を示す｡ただし図6･122に関しては進

化過程において得られた探索母集団の分布領域が,初期世代の分布領域と比較して狭いため,図6･121よりも拡大し

て表現している｡

図6.121および図6.122において,進化が再現期間が500年の場合においても再現期間100年の場合と同様に,

探索母集団全体がPareto最適フロントへ近接していることが分かる｡また, 200世代以降には進化による個体群の

推移ははとんど見られず,解が多様性を有するようになっている｡このことから, 500世代における個体群はPareto

最適解に近接しているといえる｡

図6.120に500世代におけるアーカイブ個体群25個体のみを抽出して目的関数空間に示す｡ 500世代において

アーカイブ母集団に属する各個体については再現期間100年の場合と同様に,地震の影響を考慮したライフサイクル

コストの小さい個体については地震の影響を考慮したライフサイクルコスト最小化を行った際の結果と同様の設計解

となっている｡また,地震被害額が小さくなるにしたがって,構成要素はイニシャルコストの低いものが選択され,

更新周期もやや短くなっている｡しかし,地震の影響を考慮したライフサイクルコストを小さくする部分に個体が集

中しているため,地震の影響を考慮したライフサイクルコストを小さくすることが主に行われ,地震被害額最小化に

ょり得られた解ほどシナリオに整合性の図られていない設計解は得られていなかった｡そのため,再現期間100年の

場合と比べ,地震の影響を考慮したライフサイクルコストの大きくなる部分に解個体が見られなかったo

地震の大きさによる影響としては,地震の影響を考慮したライフサイクルコストおよび地震被害額共に再現期間

500年の方が大きくなる｡これは,地震の被害が再現期間500年の方が大きいためである｡そのため,再現期間500

年における個体群は再現期間100年の場合と比べ目的関数空間において右上にシフトした形となっているoこのこと

より,考慮する地震の大きさにより目的関数の存在位置が決定することが分かる｡また･地震の大きさによって地震

の被害を受ける部材が変化するが,設計解は似通った構成要素およびシナリオが選択されているoしたがって･本研

究で用いている評価手法では解の構成要素に対しては地震の被害を受けるかどうかということの影響が大きく,被害

量の及ぼす影響は小さいと考えられる｡
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6.8 結語

本章では,第4章で述べた不確定性を考慮したライフサイクル評価手法を用いて,建築構造物に対する不確定性の

影響を示した｡本章で対象とした不確定性は,ライフサイクル評価におけるパラメータの影響,修繕周期の不確定性

によるライフサイクル評価への影響,劣化の不確定性によるライフサイクル評価への影響,および地震のライフサイ

クル評価へ及ぼす影響について影響を示した｡また,不確定性を考慮したライフサイクルデザインとして劣化の不確

定性を考慮したライフサイクルデザインと地震の影響を考慮したライフサイクルデザインを行った｡

第6.2節では,ライフサイクル評価におけるパラメータの及ぼす影響として,ライフサイクル評価値へ及ぼす影響

とライフサイクルデザインへ及ぼす影響について述べた｡ライフサイクル評価におけるパラメータのうち,割引率の

変動がライフサイクル評価値へ影響を及ぼすため,設定する値が重要であることが分かった｡

第6.3節では,修繕周期の不確定性がライフサイクル評価値へ及ぼす影響について述べた｡修繕周期が不確定とな

る場合には修繕回数が変化するため,ライフサイクル評価値が変動する｡提案したシナリオを変更することによって

ライフサイクル評価値は増大するため,利用者がシナリオ通りに修繕を実行しない場合にはライフサイクル評価値が

増大してしまうというリスクが存在することを示した｡

第6.4節では,劣化の不確定性がライフサイクル評価へ及ぼす影響について述べた｡劣化の不確定性の及ぼす影響

としてイベントツリーを系列毎とすることによって評価した場合と,シミュレーションによって評価した場合を示し

た｡一般的に材料の耐用年数は統計値に基づいているために不確定となる｡この不確定性の影響によって,部材耐用

年数が変化することでシナリオ通りに修繕を行うことができなくなることがあることを示した｡また,部材の耐用年

数が変化することによってライフサイクル評価値の増大が生じることを示した｡さらに,シミュレーションによるラ

イフサイクル評価値の平均値を最小化するというライフサイクルデザインを行い,不確定性によるシナリオの変化が

少なくなる設計解が得られた｡

第6.6節では,地震のライフサイクル評価-及ぼす影響を示した｡地震の影響として,再現期間100年の地震と再

現期間500年の地震による影響を示した｡地震の大きさの違いによって,ライフサイクル評価値-変化が生じること

を示した｡地震発生年とシナリオに従った修繕の時期によってライフサイクル評価値が変化することが分かった｡

第6.7節では,地震の影響を考慮したライフサイクルデザインを行った｡地震の影響を考慮したライフサイクルデ

ザインとして,地震の影響を考慮したライフサイクルコストの平均値最小化,地震の影響を考慮したライフサイクル

コストの最大値最小化地震被害額の平均値最小化,および地震の影響を考慮したライフサイクルコストと地震被害

額の多目的最適化を行った｡地震の影響を考慮したライフサイクルコスト最小化においては,地震の影響を考慮する

ため,最適化が行われにくくなった｡これは,地震の影響とライフサイクルコストを同時に最適化しているために生

じた現象であると考えられる｡地震の影響を考慮した場合のライフサイクルコスト最小化では,地震のない場合のラ

イフサイクルコスト最小化と大きな変化はなく,ライフサイクルデザイン-及ぼす影響は小さいとわかった｡これに

ょり,確定的なライフサイクルデザインによって得られた解は地震を考慮したライフサイクルデザインにおいても優

良な解が得られている｡また,地震の影響を考慮したライフサイクルコストの最小化を行う際に,平均値の最小化と

最大値の最小化では大きな変化はないことが分かった｡地震被害額の最小化では,地震被害額のみを対象とするため

に,ライフサイクルコストの増加が見られた｡地震の影響を考慮したライフサイクルコストと地震被害額の多目的最

適化により,両目的関数間にはトレードオフの関係があることが確認できた｡

以上のように不確定性を考慮することで生じる影響を示した｡ライフサイクルデザインを行い意思決定者へ提示す

る場合にはこれらの影響についても示し,必要に応じて不確定性を考慮したライフサイクルデザインを行う必要があ

ると考えられる｡
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第7章

結論

7.1本研究の成果

7.1.1総括

本研究では,建築構造物のライフサイクル評価の際に内在する不確定性の及ぼす影響を示した｡そして,不確定性

を考慮したライフサイクル評価をライフサイクルデザインに適用し,ライフサイクルデザインを行う場合への影響を

示した｡

既往の研究では,ライフサイクルデザインを行う手法は報告されているが,不確定性を考慮した場合の報告はほと

んどなかった｡また,不確定性の影響について示されたものでは,構造躯体のみへの影響のように一部への影響につ

いて示してあり,建築構造物全体への影響は複雑になり,評価が困難になるため,行われていなかった｡この間題を

解決するために,本研究では建築構造物の構法的序列を考慮したライフサイクル評価手法を提案し,提案した手法に

より求めたライフサイクル評価値を最適化することでライフサイクルデザインを行う手法を構築した｡

本研究の内容および成果は以下のように要約される｡

第1章では,工学分野におけるライフサイクルデザインへの取り組みに関する現況について述べた｡特に,地球環

境問題の深刻化に伴い,建築構造物が環境に与える負荷としてCO2排出量が上げられ注目を集めている｡一方,建

築構造物の意思決定においてコストが重要な要素であることから,環境配慮性および経済性のバランスを考慮した設

計の意思決定を支援する手法が必要である｡また,ライフサイクル評価は将来のことを仮定および予測した評価であ

るために,不確定性による影響を挙んでいる｡この不確定性を意思決定者へ提示する際に示す必要がある｡

第2章では,ライフサイクル最適化問題に対する既往の研究について概説した｡ライフサイクル最適化問題には,

空間的パラメータを操作する手法と時間的パラメータを操作する手法があるが,特に後者の定式化は困難である｡ま

た,多くの研究は土木構造物または建築構造物の躯体のみに対しての研究であるため,建築構造物全体を対象とした

手法は行われていないことを示した｡

第3章では,不確定性を考慮しない場合,すなわち,確定的に全ての事象を扱えるとした場合のライフサイクルデ

ザイン手法について述べた｡既往のライフサイクル評価手法は建築構造物の構成の序列を考慮した手法は提案されて

いないため,構法的序列を考慮したライフサイクル評価手法について詳述した｡本研究では,ライフサイクルデザイ

ンをライフサイクル評価値についての最適化とした｡この手法は,建築構造物を構成する各部位に使用する材料およ

び部材を選定すると同時に,その建築構造物がいかにして長期間存続し続けるかを予測し,それを達成するように設

計するものである｡すなわち,更新周期などの選定を行う際に,構造躯体のみではなく,それに取り付けられる耐用

年数の異なる部材についても,更新時期を時間軸上に配置する問題として捉え,計画を行うものである｡
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第4章では,第3章で説明したライフサイクルデザイン手法を標準的な独立住宅へ適用した例を示した｡ライフ

サイクルデザインにおいてライフサイクルコストとライフサイクルCO2を目的関数として,単一目的ライフサイク

ル最適化と多目的ライフサイクル最適化を行った結果について述べた｡ライフサイクルデザインを行うことで,進化

と共に時間的パラメータであるメンテナンス周期の整合性が徐々に図られ,空間的パラメータである構成要素につい

ても,目的関数を最小とする部材が選択されていることを確認した｡さらに,対象とする目的関数によって選択され

る構成要素が異なることから,構成要素が解の評価値にトレードオフの関係を生み出す要因であることを示した｡ま

た,時間的パラメータであるシナリオに関しては,単純な部材の長寿命化だけではなく,評価対象期間など設定した

期間に対して最適なシナリオとするべきであることが分かった｡また,多目的ライフサイクル最適化によりPareto

最適解集合の抽出を行い, Pareto最適解集合に含まれる構成要素およびシナリオについて考察を行った｡得られた

paret｡最適解集合は適度な分布形状を示しており,多様な解を一度に求めることが可能であることを示した｡このよ

うな多様な解は意思決定者へ提示する際に有用であると考えられる｡ Pareto最適解集合の解は構成要素の違いにより

多様に分布しており,構成要素がトレードオフの関係を生み出すことを確認できた｡

第5章では,このライフサイクル評価手法を拡張して修繕が不確定な場合,劣化が不確定な場合,そして地震の影

響を考慮した場合のライフサイクル評価手法を提案し,各手法に対して詳述した｡既往の研究では上記の不確定性を

評価する手法として,土木構造物または建築構造物の構造体のみに対しての手法であった｡しかし,実際の建築構造

物は様々な部材によって構成されており,各部材は関係性を有している｡ここでは,構法的序列を考慮した不確定性

を有したライフサイクル評価手法を提案した｡修繕が不確定となる場令,および劣化が不確定な場合については構法

的序列を考慮するためにイベントツリーを用いて評価する手法について述べた｡また,地震の影響を考慮する場合に

は,確定的なライフサイクル評価を行う場合に用いた部材性能が地震によって低下すると考え,確定的なライフサイ

クル評価手法を拡張した評価手法を提案した｡

第6章では,第5章で詳述した手法を,第4章で用いた独立住宅へ適用し,本研究で対象としている不確定性の

及ぼす影響について考察した｡また,不確定性を考慮したライフサイクル評価について最適化を行うことでライフサ

イクルデザインへの影響を示した｡また,不確定性として,ライフサイクル評価を行う際に用いるパラメータの影響

について述べた｡ライフサイクル評価に用いるパラメータにおいて割引率は修繕時期によって評価値の大きさが変化

するために,ライフサイクル評価値へ及ぼす影響が大きく,したがって慎重に設定をしなければならないことを示し

た｡次に,修繕周期の不確定性の及ぼす影響,および劣化の不確定性の及ぼす影響について構法的序列を系列に分類

して述べた｡ここで,修繕周期の不確定性により修繕回数が増加し,評価値の増加を招くことが分かった｡また,劣

化の不確定性は構成部材によって生じる現象であるため,耐用年数に修繕を行う営繕的な修繕となっている場合には･

使用部材によってはシナリオを変更せざるをえず,評価値が変化することがあることが分かった｡したがって,ライ

フサイクルデザインの結果を提示する際に,これらの現象による評価値の変化についても説明しておく必要があるこ

とを示した｡また,シミュレーションを用いて近似的に劣化の不確定性を評価し,この評価値を最適化することで劣

化の不確定性を考慮したライフサイクルデザインを行い,劣化の不確定性により修繕回数および建替え回数の増加を

招かないようにする設計解を得た｡最後に,地震の影響について述べた｡地震がライフサイクルコストに及ぼす影響

は地震がない場合のライフサイクルコストと比べて小さいことが分かった｡また,地震の発生によるシナリオの変更

は行わないため,シナリオに従った修繕を行う時に地震が発生すると地震の影響が小さくなった｡地震の影響を考慮

したライフサイクルデザインを行った結果は,確定的なライフサイクルデザインと似た結果となっており,確定的な

ライフサイクルデザインにより得られた結果は,地震を考慮した際にも優良な解が選択されていることが分かった｡

地震の影響として地震被害額最小化を行った結果より,地震被害額は地震の影響を受ける部材により変化することが

分かった｡地震の影響を考慮したライフサイクルコストと地震被害額の多目的最適化より,地震の影響を考慮したラ

イフサイクルコストと地震被害額とはトレードオフの関係にあることが確認できた｡
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7.1.2 本研究の位置付け

本研究の最終的な目的は,様々な要求に対して柔軟に対応でき,様々な事象に対して考慮をしたライフサイクルデ

ザイン手法の確立である｡

従来のライフサイクル最適化問題に関する研究は,土木構造物または建築構造物の構造体のみに対する研究が中心

であった｡これは,ライフサイクルを考慮するためには多くのパラメータを考慮する必要があるためであり,建築構

造物のように構成要素が多様な構造物に対してライフサイクル最適化を行うことは困難であった｡また,ライフサイ

クル評価に内在している不確定性の評価にも上記の原因のため行われていなかった｡本研究では,不確定性を分類し,

それぞれめ不確定性の影響を考慮したライフサイクル評価手法を行うために,種々の不確定性を簡易的に評価手法を

提案したoそして･提案した手法を用いて様々な不確定性の影響を示した｡不確定性の及ぼす影響は様々であり,影

響の大小によっては無視できない不確定性も存在することが分かった｡このような不確定性の影響により生じるリス

クを意思決定者へ提示する際に説明することができる｡また,本研究で提案した手法により意思決定者の意向により

その不確定性の影響を考慮したライフサイクルデザインを行うこと際に有用であると考えられる｡

7.2 今後の展望

以下に,本論で明らかになったライフサイクル最適化問題における問題点および今後の研究への展望を挙げる｡

評価対象および設計変数の拡張

■評価項目の拡張 本研究では最適化する際の目的関数として経済的指標としてライフサイクルコストを環境配慮

性の指標としてライフサイクルCO2を用いている｡しかし,環境配慮性としてはライフサイクルCO2のみではな

く,廃棄物量やリサイクル率およびリユース率のように建築構造部材として用いられなくなった後のことをも配慮し

た設計を行う必要があると考えられる｡本手法における修繕量および劣化量を適用し,材料毎のリサイクル率および

リユース率を把握することでこれらについては評価していくことが可能であると考えられる｡このようにライフサイ

クルデザインを行う場合に評価すべき指標は様々に存在しているため,これらを評価したライフサイクルデザインを

行っていく必要性があると考えられる｡

■設計変数の拡張 ライフサイクルデザインとして,本研究では平面計画の決定された後に用いる部材として何を用

い,どの程度の期間用いるかということを空間および時間的パラメータとして用いて最適化を行った｡しかし,実際

に建築構造物の寿命は用途限界によって決定されているものが多く存在している｡また,決定された計画が環境負荷

および経済性にとって最良となっているとは考えにくい｡そのため,時系列における居住者および利用者のライフス

テージやライフパターンなどを考慮した動的なモデルを作成し,建築構造物のライフサイクルを戦略的に設計し,建

築構造物がより長寿命となり,意思決定者にとってより優良な解を提案する必要がある｡

■性能評価手法の確立 本研究では,建築構造物の耐久性は材料力学的な劣化問題に起因するものとして定量的に

扱った｡しかしながら,要求される性能は多岐にわたり,それらの各要求性能に対して経年による性能の低下等を考

慮することが求められる｡それゆえ,材料力学的な劣化のみでは建築構造物の総合的なライフサイクル評価を行うこ

とは不十分であると考えられる｡例えば,実際には減価償却が生じ建築構造物の価値は低下してしまうため,総合的

なライフサイクル評価を行っていく必要があり,他の性能評価基準もあると考えられ,それらに対する評価手法の確

立が重要とである｡
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システムの整備および改良

■データベースの整備 本研究では,ライフサイクルコストおよびライフサイクルCO2を部材の原単位データを元

に評価している｡しかし,実際には建築工事費や工事の際に別の居住先が必要となるなどの様々な負荷が生じてく

る｡これらのデータを詳細に把握することは非常に困難であるが,概算により評価をするなどの手法が必要であると

考えられる｡また,利用している原単位のデータは産業連関表に基づいているが,産業連関表における項目の分類で

は正確に把握できない項目が多い｡このように,詳細なライフサイクル評価を行うために,より微密なデータを揃え,

データベースの確立することが今後の課題である｡また,これらのデータの揃った際に対応できる柔軟なシステムの

構築が必要である｡

I進化的多目的J[適化手法の改良および計井時間の短縮 本研究では,最適化手法として多目的遺伝的アルゴリズム

を用いた｡多目的遺伝的アルゴリズムの研究は現在盛んに行われており,効率良くより優良な解集合の得られる手法

が開発されると考えられる｡多目的最適化を行う場合には,目的関数が複数存在し求める解が複数であり,多変数で

あるために探索領域が広範囲となるため解が得られにくい｡また,遺伝的アルゴリズムは発見的手法であるために莫

大な計算時間が必要となる｡さらに,不確定性を考慮する際には多数の計算を行った上での平均値の最適化や分散の

最小化などを行うため計算時間が膨大となる｡このため,現在改良が進み一般的に普及しはじめている,並列計算機

等を用いて並列化を行うことにより,計算時間を短縮することは重要な課題である｡これは･遺伝的アルゴリズムは

各個体ごとに適合度計算を行うため非常に有用であると考えられる｡

ライフサイクルデザインの可能性

1既存構造物の維持管理への展開 本研究では,新築建築構造物を問題対象として解析を行った｡しかしながら･現

在は様々な要因より,新築需要は減少し,改修需要が増加している｡そのため,既存構造物の改修あるいは修繕管理

の計画手法の需要が今後増加すると考えられる｡既存構造物に対する維持管理および改修は構造物の延命化につなが

る｡延命化のために採用される方策としては補修あるいは補強などが存在し,劣化の程度や規模に応じて建築構造物

に対する方策を選別し判断していくことが必要である｡本手法をこれらの問題に適用する場合には,適用する補修お

よび補強方法による性能の上昇率などを把握することで評価可能となると考えられるが,そのためには既存構造物の

劣化状態を把握する必要があり,把握するための劣化診断方法に関しては今後の研究が待たれる｡

II地文評価の可能性 本研究では,地震評価に際して劣化の構造耐力への影響がない場合のみを対象としているため

被害量は一定として評価を行った｡しかし,実際には劣化による耐力低下は生じると考えられる｡そのため,耐力低

下した際の地震被害の評価が必要となってくると考えられる｡また,耐力低下した場合には如何にして耐力を維持す

るかなどの耐力上昇のための修繕についても考慮する必要がある｡そして,予測される地震に対してどの程度の耐力

を維持していれば地震による被害を小さくすることができるかなどの評価を行っていく必要がある考えられる｡

また,地震評価の際に,本研究では特定の柱梁の構造形式においての層間変形角により評価を行った｡現在は免震

や制震などの技術が発達してきており,これらのシステムを用いた場合の被害の低減が見込まれる｡地震の影響を考

慮したライフサイクルデザインとして地震の被害を小さくする構造システムの提案や,免震や制震などのデバイスを

利用した被害の低減を提案していく必要があると考えられる｡

本研究で対象とした地震は構造躯体等の構造体つまり構法的序列の上位部材には地震による影響が生じないと仮定

して評価を行った｡しかし,実際には構造体の耐力にばらつきがあり,構造体へ被害も確率的に評価可能であるo構

造体への被害が大きく倒壊する可能性もあり,これらの損失確率および損失期待コストの評価を行うことが地震の影

響を考慮したライフサイクルデザインには必要であると考えられる○また,構造体に被害が生じた場合には本研究で

用いている手法では建替えと同等の負荷が生じてしまう｡しかし,実際に被害の生じる箇所は一部分である場合も多

く,一部分の修繕を行うという詳細な評価手法の確立が重要となる｡
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附録A

遺伝的アルゴリズム

A.l棟説

遺伝的アルゴリズム(GeneticAlgorithm, GA)はDarwinの｢種の起源｣ , Mendelの遺伝則の2つに始まるダー

ウィニズムと呼ばれる生物進化の原理に着想を得たアルゴリズムであり,確率的探索,学習,最適化の一手法である｡

すなわち,自然界の生物が何万年,何億年とかけて進化してきたような遺伝的な法則を工学的にモデル化し,また参

考にして工学に役立っような学習方法を与えるものである｡

本章では遺伝的アルゴリズムの基本的概念および基礎理論について解説する｡第A.2節では遺伝的アルゴリ女ムの

基本的概念について述べる｡第A.3節では遺伝的アルゴリズムを用いた最適化問題の解法について述べる｡第A.4

節では遺伝的アルゴリズムの中核とも云えるコーディング方法について述べる｡第A.5節では選択淘汰や交叉,突然

変異など遺伝的操作について述べる｡
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A.2 遺伝的アルゴリズムの基本的概念

自然界での生物の進化過程において,ある世代(generatioll)を形成している個体(illdividual)の集合,すなわち

個体群(集団)の中で,環境への適合度の高い個体がより高い確率で生き残れるように再生される｡さらに交叉や突

然変異によって.次の世代の個体群が形成されていく｡

図A,1 DNAモデル

各個体には染色体が遺伝情報を伝達する実態として存在する｡生物では特定の個体の染色体の集まりによって個体

が決定されているが.遺伝的アルゴリズムでは1つの染色体で個体を表現することが多い｡染色体は複数個の遺伝子

(gel-P)で構成されているo染色体上で各遺伝子が収められている場所を遺伝子座といい,一般に.どの道伝子座に

はどのような形態や機能の発現を制御する遺伝子が収められているかは決まっているo染色体内の遺伝子の組合せに

ょって特徴づけられる各個体の形質を表現型といい,その形質を醸し出している染色体の樟造を遺伝子型というo こ

のような進化過程を模倣した人工モデルとしての遺伝的アルゴリズムの概念図は図A,2で示されるo

国A.2 染色体のイメージ
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図A.3 遺伝的アルゴリズムの基本的な流れ

表現型の個体の集合からなる問題空間での個体群(population)を形成する｡親個体は,遺伝子型で規定される遺

伝子空間の個体にコード化される｡遺伝子空間ではこれらの個体の適合度に基づく再生が行なわれ,交叉,突然変異

を経て次世代の個体群が生成される｡次世代の個体群は問題空間にデコード化され,適合度の計算が行なわれる｡遺

伝的アルゴリズムの基本的な流れを図A.3に示す｡
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A.3 最適化問題と遺伝的アルゴリズム

最適化問題とはある条件下において目的関数を最小値を探索しようとするものである｡一般に最適化問題は次式で

表現される｡

:bnjle:;Zte.x

EfSx!
x

(A･1)

ここにf(x)は基本空間Xの変数x-(xl,X2,‥･,Xn)∈Xの全ての有限な値に対して定義される｡
SはXの部

分集合で制約条件を満たすxの集合であり,実行可能領域という｡

図A.4 最適化のイメージ

最適値探索における重要事項は, ｢いかにして最適値を早く,正しくみつけられるか｣ということである｡逆に,こ

の要求が満たされない場合には探索は失敗に終わる｡ランダムサーチ(randomsearch)では,広い探索空間の中から

短時間で最適値を見つけ出すことは非常に困難である｡なぜならば,探索は行なうが,探索によって得られた情報を

有効に利用し,次の探索に活かすことができないからである｡また,従来型の山登り法(hillclimbing)などでは未

知領域の探索能力が十分でなく,離散関数の効率の良い探索ができない｡

遺伝的アルゴリズムはこの2つのバランスをうまくとることが可能である｡初期世代の生成は問題領域全域にわ

たって無作為に行なわれ,その後,適合度(fitness)の高い場所(最適値)を目指して世代を重ね,進化するoその

間にも突然変異によって探索領域を局所的にすることを防いでいる｡つまり,大域的(exploration)な探索と局所的

(exploitation)な探索を同時に行なうことが可能である｡

この様な進化過程を模倣した人工モデルとしての遺伝的アルゴリズムの概念図は図A.5のように表される｡

図A.5 遺伝的アルゴリズムによる最適化のイメージ
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表現型の個体の集合からなる問題空間での個体群を形成する｡親個体は,遺伝子型で規定される遺伝子空間の個体

にコード化される｡遺伝子空間ではこれらの個体の適合度に基づく再生が行なわれ,交叉,突然変異を経て次世代の

個体群が生成される｡次世代の個体群は問題空間にデコード化され,適合度の計算が行なわれる｡

しかし,遺伝的アルゴリズムを用いて最適化を行なっていく際に留意せねばならない点が幾つかある｡一つは, ｢最

適でない解を見出して探索を終了する｣という現象である｡最適ではない解を局所解と呼ぶ｡この場合には最適値を

見出すことなく,局所解を見つけて探索を終了してしまう｡遺伝的アルゴリズムではこの様な現象を早熟な収束と

呼び,重要な問題の一つである｡早熟な収束を回避する為の一つの考え方が突然変異であるが,ほかにも回避方法が

ある｡

さらに,遺伝的アルゴリズムの最適値探索における問題点は, ｢制約条件を満たさない個体の出現｣である｡制約条

件を満たさない個体はいわゆる｢最低限のルールから逸脱した｣個体であり,このような個体の遺伝子を｢致死遺伝

子｣という｡致死遺伝子が発生しないようなコーディング方法を構築することが適切な最適値探索につながる｡
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A.4 表現型と遺伝子型

表現型によって規定される実行可能な解候補の集まりからなる空間を問題空間と呼び,遺伝子型によって規定され

る空間を遺伝子空間と呼ぶ｡遺伝子空間上での個体の遷移は交叉および突然変異によって規定されるo 1個体が1回

の突然変異によって遷移しうる部分空間を突然変異近傍と呼び, 2つの個体から定められた交叉方法の下で, 1回の

交叉によって遷移しうる部分空間を交叉近傍と呼ぶことにする｡

問題領域が広い初期段階における遺伝子空間上では,突然変異近傍が局所的であるのに対し,交叉近傍は二つの個

体によって規定されることから,突然変異近傍に比べて,より大域的である｡交叉が示す大域的探索能力こそ遺伝的

アルゴリズムが示す創発的振舞いの原動力に他ならない｡

問題空間から遺伝子空間への写像をコード化といい,遺伝子空間から問題空間への写像をデコード化というo図A･6

では,問題空間から遺伝子空間へ親Pl, P,がコード化され遺伝子空間で交叉によって子Cを生成し,子Cが遺伝

子空間から問題空間へデコード化される様子を表している｡

コード化および交叉が適切でなければ,遺伝子空間で交叉によって生成された個体を問題空間にデコード化したと

普,実行不可能解になる可能性がある｡ここで,実行不可能解を与える染色体は致死遺伝子をもつというoまた,莱

行可能ではあっても,両親とは全くかけ離れた個体が生成されてしまうかもしれないo不適当な個体が生成される可

能性が高ければ高いほど,遺伝的アルゴリズムはランダムサーチと大差のない性能を見せることになるo

図A.6 遺伝子空間と問題空間の対応

通常の遺伝的アルゴリズムでは最適化問題の解をコーディングと呼ばれる操作によって有限の数列に変換する必要

がある｡古川ら16)はこのコーディングを必要としない手法を開発した○これは遺伝的アルゴリズムが比較的苦手と

する連続的探索空間の最適化により効果を発揮した｡この手法は離散的探索空間の最適化にも流用できるが･その性

能を十二分に発揮するためには,連続的探索空間を相手にした方がよい○離散的空間に対しては,従来の手法で十分

間に合う｡

本研究では,さらに単純な操作によって,連続的探索空間の最適化を扱うo親個体plおよびp2が交叉を行なう場

令,得られる子個体clおよびc2は次式で求められる｡

cl -FLPl + (1-FL)p2
c2 - (1-p)p1+pp2

ここに

〃: 【o,1]の一様乱数

この操作によって得られる子個体は両親の間の値を取るため,親個体に似た性質が発現する｡しかし親個体に似る

度合いは確率的である｡また,この操作を用いるとよく似た両親間では,やはりよく似た子個体が発現するため･解

の局所化を防ぐための突然変異が必要不可欠となる｡
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A.5 遺伝的操作

再生,交叉,突然変異からなる遺伝的アルゴリズムの核となる操作を,遺伝的オペレ一夕という｡本節では遺伝的

オペレ一夕について説明し,局所解に陥らないための基本的な技法について述べる｡

A.5.1適合度とスケーリング

全ての個体には適合度が与えられている｡これは選択淘汰される時の指標となる｡適合度の高い個体は増殖され,

適合度の低い個体は淘汰される｡適合度は一般に非負の値で評価される｡

各個体の適合度が決定された時,適合度をそのまま選択時の確率に反映させるよりも,何らかの関数を導入して適

合度の差異を適切に拡大,あるいは縮小した方がより効果的な選択が行なわれる｡例えば三つの個体siの適合度fi

がそれぞれ,

fl f2 f3

0.10 0.20 0.05

であったとするoこの時,選択される割合が適合度に比例すると仮定する.個体siが選択される確率をPiとすると,

各個体の選択確率は次式で表される｡

(A･4)

これは後述のルーレット選択である｡ n個体を選択される場合,各個体が選択される期待値はnxPiであり, 3個

体を選ぶ場合の各個体の期待値exiは以下の通りである｡

eX 1 eX2 e二r3

0.86 1.71 0.42

ここからf2の期待値が他の個体に比べて大きく,はるかに選択されやすいことがわかる｡

今, fiの最大値が1.00であり,各個体の適合度が次のように変化したとする｡

fl f2 f3

0.80 0.90 0.75

この時の各個体の期待値は,

e∬ 1 e∬2 e∬3

0.98 1.10 0.92

となり, f2の適合度が最適値に近いにもかかわらず,期待値はそれほど突出していない｡しかし,適合度の差は先の

例と同じである｡このように適合度の差が各個体の期待値に反映しない場合があり,これは探索の効率を劣化させる｡

この現象を防ぐための技法が,スケーリングである｡

最も単純なスケーリングは･線形スケーリングである｡スケーリング前の適合度をブスケーリング後の適合度をJ

とすると,線形写像

I-af+b (A.5)
によって変換される｡

また,制約条件を満たさない遺伝子(致死遺伝子)をもった個体の適合度には,ペナルティ(penalty)7を与えて,
選択されないように処理する方法もある｡

I--(fTx7
lethal genes

otherwise

7<1.0

ここに,

(A.6)
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A.5.2 選択淘汰

適合度の高い個体が次世代により多くの子孫を残せるという自然淘汰の考えは,遺伝的アルゴリズムでは選択

(selection),あるいは再生と呼ばれる｡ここで,適合度の高い個体は増殖し･逆に適合度の低い個体は淘汰される｡

選択には様々な方法があり,以下にその一部を述べる｡

ルーレット選択

ルーレット選択(roulettoselection)は適合度比例戦略とも呼ばれ,各個体の適合度に比例した確率で子孫を残せ
る可能性があるモデルである｡ N個体から成る集団の中の各個体siの適合度fi(≧0)とその合計を求めると,各個

体siの選択確率Piは,

(A･7)

(A･8)

図A.7 ルーレット

図A.7のルーレットは, 10個体からなる個体群の中の各個体の適合度に対応して扇型の角度が比例するように作

られている｡ルーレット選択は,このルーレットをⅣ回だけ回転させ,それぞれの回でルーレットの矢印の位置に

きた個体を,重複を許して次世代の個体として選択することと等価である｡ルーレット選択では･適合度の高い個体

が次世代の個体として生き残る可能性が大きいわけだが,適合度の低い個体にも選択される可能性が残されている｡

これによって個体群の多様性を増し,早熟な収束を防ぐことにもなる｡

ランキング選択

ルーレット選択では適合度の値そのものによって,確率的に選択される｡しかし,必ずしもうまくいかない場合が

ある｡例えば,適合度にほとんど差がないと,いつまでたっても良い個体が増えない等の問題が起こる事があるから

である｡逆に計算の初期段階で,一つだけ突出した適合度を持つ超個体(superindividual)が現れると,その個体の

みが生き残り,他の個体はほとんど死滅して,個体群の中の多様性が失われてしまうという初期収束現象が起きるo

これに対しランキング選択(rankingselection)は,適合度の大きなものから順に再生する個体数を予め決めておく

もので,バランス良く再生する事ができる｡
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ランキング選択では,個体群の中の各個体の適合度に基づいて各個体をランク付けし,各個体のランクi (i
-

1,2,･･･,N)に基づいて個体数を再生する｡ Bakerの線形ランキング選択では,各個体siを選択確率

pi

-去(7'-(り･-孟三)
(A･9,

により再生する｡

ここで∑Pi-1より1≦r7+≦2, rl~-2-rl+が得られる｡また,定数rl+は最大期待値(最高ランクの個体の
選択される数)を表し, rl-は最少期待値(最低ランクの個体の選択される数)を表す.また,この2定数が線形関
数の傾きを決定する｡

各個体が選択される期待値は,

Ex(i) -Pi XN

で表される｡

個体数10における71+
-2.0の場合の選択数は表A.1の通りである｡

表A.1ランキング選択における選択の例

丘tness 0.960.880.800.750.710.670.640.610.460.33

rank 12345678910

selection 2221111000

(A･10)

トーナメント選択

ルーレット選択ではどの個体にも次世代に残される可能性がある｡これには個体群の多様性を維持するという利点

があるが,その反面,最適解への収赦が遅れる原因ともなり得る｡ランキング選択では適合度の高い個体程,次世代

に残される期待値が高いため,ルーレット選択に比べて早い段階で収赦する可能性が高い｡しかし,適合度の低い個

体には生存のチャンスが与えられないので,集団の多様性を失うことになりかねない｡

トーナメント選択(tournamentselection)では,個体群の中から任意数の個体を無作為に抽出し,その部分集合の
中で一番適合度の高い個体が選択される｡

エリート保存選択

確率に従って個体を選択して交叉や突然変異を行なった場合,選択された個体が非常に優れていても,交叉や突然

変異によってその個体が破壊されてしまう可能性がある｡そこで,個体群の中で最も適合度の高い個体は無条件で次

世代に残そうというのがエリート保存選択(elitistpreserve selection)である｡選ばれたエリートは,交叉や突然変
異の影響を受けず,破壊されることがない｡ただし,エリート個体の遺伝子が集団中に急速に広がる可能性が高いた

め,局所解に陥る危険もある｡

一般にこの選択は他の選択との組合せで使用される｡
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A.5.3 交叉

交叉(crossover)は,選択された2つの親の染色体を組替えることによって新しい個体を生成するという,遺伝的

アルゴリズムの核とも言うべき操作である｡特に初期段階における個体群はまさに玉石混清であり,両親から互いの

良い部分を子に受け継がせようとする交叉の探索能力を最大限に活かすことができる｡以下に代表的な交叉の方法を

述べる｡

一点交叉

一点交叉(one-pointcrossover)は最も単純な交叉である｡一点交叉では,親1,親2の染色体上で交叉点をラン
ダムに選び,交叉点より右側の遺伝子列をそっくりそのまま組替える｡これによって,新しい個体である子1,子2

が生成される｡

多点交叉

一点交叉を拡張させた考え方であり,複数点交叉(n-point
crossover )ともいう｡交叉点を複数個(2点の場合が

多い)持つ｡一般に多点交叉の万が一点交叉よりも早く最適解を見付けることが出来る｡

Parentl - [11100i9991]

Parent2 - [10011i9Qi9]

≠ Crossover

Childl - [1110010001]

Cbild2 - 【1001110010】

一点交叉

Parentl - [111Q9i9001]

Parent2 - 【100iii9010]

↓ Crossover

Childl - [1111110010]

Child2 - [1000010001]
二点交叉

図A.8 一点交叉および二点交叉の例(下線部で交叉が行なわれている)

一様交叉

一様交叉(uniform crossover)は,交叉時にマスクをかけてそれによってどちらの親の遺伝子を受け継ぐかを決定

する方法であり,任意個の交叉点を持つ多点交叉とみなすことができる｡マスクは(0,1)をランダムに発生させて生

成する｡図A.9ではマスクが0であれば親1の遺伝子を子1が受け継ぎ,親2の遺伝子を子2が受け継いでいる｡

逆にマスクが1であれば親1の遺伝子を子2が受け継ぎ,親2の遺伝子を子1が受け継いでいる｡

Parentl - 【1110010001]

Parent2 - [1001110010]

mask [01001011叫

Childl - [1010110000]

Child2 - [1101010011]

図A.9 一様交叉の例
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A.5.4 突然変異

突然変異(mutation)は,一定の確率で染色体内の一部の遺伝子を変化させることによって,全く新しい個体を発

生させる操作である｡突然変異率があまりにも高いとランダムサーチと化してしまうが,局所解からの脱却の為にも,

ある程度の突然変異は必要である｡また,交叉だけでは限られた範囲の個体しか出現することができない｡そこで突

然変異によって個体群の多様性を維持する｡

突然変異は大きく分けて遺伝子変異と染色体変異とがある｡遺伝子変異とは遺伝子そのものが変異することであり,

遺伝的アルゴリズムでは対立遺伝子に反転させることであらわす｡染色体変異とは,構成物質である遺伝子本体は変

化しないがその配列など,その他の情報が変化することをいう｡

11100100010

1

11100000010

図A.10 突然変異の例(下線部で対立遺伝子に反転している)

A.5.5 遺伝的パラメータ

遺伝的アルゴリズムには遺伝的パラメータと呼ばれる設計変数が存在する｡遺伝的アルゴリズムを設計する場合,

次のような遺伝的パラメータを適切に設定しなければならない｡

●個体群サイズⅣ

●世代数などの終了条件

｡交叉率Pc

●突然変異率Pm

上に挙げたパラメータは設計者が予め設定しておくものであり,問題によってその数字を変更する必要がある｡設

定を誤ると,局所解に陥ったり,最適解になかなか到達しないといった現象を招く恐れがある｡ある程度の集団数と

世代数を用いれば,他のパラメータがどのような値であっても最適解に到達することが多い｡しかし,むやみやたら

に集団数や世代数を増やすのは時間の浪費につながる｡そのためこれらの数字は経験的に設定される｡例えば,交叉

率Pcは0.6≦Pc≦1.0程度の値が用いられ,突然変異率Pmは0.001 ≦Pm≦0.01であるのが通常である｡

このパラメータの設定に関する問題を解決しようとする1●っの方法が,メタ遺伝的アルゴリズム(metagenetic

algorithm)と呼ばれる手法である｡これは最適解に確実に到達できるような遺伝的パラメータそのものを遺伝的アル

ゴリズムによって最適化しようとするものである｡
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A.6 結語

本章では遺伝的アルゴリズムの性状について概説した｡遺伝的アルゴリズムは確率的多点探索手法であり,その利

点は次のようにあげられる｡

●多点同時探索であるため,局所解に陥る危険性が非常に低い

●突然変異と呼ばれる操作が前述の危険性をさらに低くしている

●離散的目的関数の最適化に対して極めて優れた能力を持っている

●世代交代を重ねることによって問題に対する何らかの優良解を得る事ができる

●適合度関数に組み込むことができればあらゆる制約条件,目的関数を同時に処理することが出きる

逆に短所として次の点が考えられる｡

● コーディングや適合度関数をどのように与えるか

●多変数の最適化あるいは広大な探索領域での解探索には幾らかの世代数が必要である

●探索の終了条件の与え方

●致死遺伝子の扱い方

●得られた解が真の最適解であることが保証されていない

これらの長所および短所をうまく考慮することが遺伝的アルゴリズムの利用には必要である｡

本章は文献65),27)ぉよび32)などを参考とした｡



215

附録B

多目的最適化手法

B.l棟説

一般に,最適化とはある1つの評価(目的)に対する最適化を行う単一目的最適化のことを意味する｡しかしなが
ら,実世界に存荏する様々な最適化問題を考えた場合,複数の評価基準を同時に考慮すべき問題は少なくない｡この

ように,複数の評価基準が存在し,これらの評価基準を同時に考慮しながら最適解を探索する問題を多目的最適化問

題と呼ぶ｡多くの多目的最適化問題では,評価基準の間に何らかのトレードオフの関係があり,単一の最適解を得る

ことは難しい｡そのため,多目的最適化ではPareto最適解という別の概念を用いて解探索を行うことになる｡従来よ

り, Pareto最適解を得るための手法として,何らかの方法により複数存在する評価基準を単一目的化するスカラー化

手法が用いられてきた｡

しかしながら, Pareto最適解集合を求めるための手法として考案されたスカラー化手法には,各評価項目の優先度

を定義する必要があり, 1度の探索でPareto最適解集合の1つしか求められないという問題点が存在する｡それら

の問題点を解決するための新たな多目的最適化手法として,進化的計算(EvolutionaryComputation, EC)を多目的

へ応用した進化的多目的最適化(EvolutionaryMulti-Criterion Optimization, EMO)が近年,盛んに提案されてい

る｡多くの進化的多目的最適化アルゴリズムでは,上述の問題点を解決しており,各評価項目の優先度を明示的に定

義することなく1度の探索で複数のPareto最適解を探索することが可能となってきている｡

本章では,多目的最適化問題について解の概念とその解法について解説する｡

第B.2節では,多目的最適化問題を定式化し,その解の概念について詳述する｡

第B.3節では, Pareto最適解を求めるために従来から用いられてきた幾つかの多目的計画法について説明する｡

第B.4節では,進化的多目的最適化手法として多目的遺伝的アルゴリズムを紹介し,多目的遺伝的アルゴリズムに

おける重要なスキームを明らかにする｡
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B.2 解の概念

本研究では,最適化問題を全て最小化問題として議論する｡一般に,複数個の互いに相競合(conflict)する目

的関数を,与えられた制約条件のもとで,何らかの意味で最小化する問題は,多目的最適化問題(multiobjective

optimization problem)と呼ばれ,形式的にはベクトル最小化問題(vectorminimizationproblem)として定式化さ
れる63,64,66)｡

以下では,不等式制約のみを取り扱うが,等式制約を含む場合も同様の議論が可能である｡ここで,便宜上2つの

n次元ベクトルx-(xl,X2,.-,Xn)T, y-(yl,y2,-,yn)Tの大小関係を表す記号を次のように定義する｡

x-y⇔xi-yii-1,2,-,n

x≠y⇔x

x≦y⇔xi
x≦y⇔xi

とyが等しくない

≦yi

≦yi

i-1,2,...,n

i-1,2,…,n n x≠y
x<y⇔xi<yii-1,2,･･･,n

(B.1)

多目的最適化問題は,
n次元ユークリッド空間Enにおける実行可能解集合Xを紀nの閉集合とするとき, n個

の設計変数を扱う, k個の互いに競合する目的関数

fi(xl,X2,-,Xn) i-1,2,-,k

を, m個の不等式制約条件

gj(xl,X2,-,Xn)≦O i-1,2,-,m

のもとで最適化(最小化)する問題として定式化される｡

minimize I(x) - (fl(x),f2(x),...,fk(x))T

subjectto x∈X-(x∈Enlg(a)≦0)

(B.2)

(B.3)

(B･4)

ここに

x- (xl,X2,...,Xn)T :n次元決定変数ベクトル

f(x)- (fl(x),f2(x),…,fk(x))T
: k次元ベクトル関数

g(x)-(gl(x),g2(x),...,gm(x))T :m次元ベクトル制約関数

すなわち,多目的最適化問題は, m個の不等式制約条件のもとでk個の目的関数を同時に最小にするn次元の決

定変数ベクトルを求める問題である｡

B.2.1完全最適解

多目的最適化問題に対して,単一目的の場合の解の概念を適用すれば,完全最適解(completeoptimal solution)

の概念が定義できる｡

定義 全てのx∈Xに対して, I(x*)≦f(x)となるx*∈Xが存在するとき, x'を完全最適解という｡

B.2.2 Pareto最適解

複数個の目的関数を同時に最小化するという完全最適解は,目的関数が相競合する場合は,一般に存在しない｡こ

のように,目的関数がベクトルであるため,多目的最適化問題は通常のスカラー値の目的関数の最適解と同様に論

ずることはできない｡その代わりに消極的な解として,ある目的関数の値を改善するためには,少なくとも他の1

っの目的関数の値を改悪せざるを得ないような解が, 1896年Pareto61)によって初めて定義され, Pareto最適解

(Paretooptimal solution)と呼ばれている｡
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定義
x*∈Xに対してf(x)≦f(x*)となるx∈Xが存在しないとき, x*をPareto最適解という｡

Pareto最適解は, Zadeh85)によれば,他よりも劣っていない解という意味で,非劣解(noninferiorsolution)と
呼ばれ, Zeleny87)によれば,他のどの解にも支配されない解という意味で非支配解(nondominatedsolution)と呼
ばれている｡またKoopmans40)によれば,有効解(efBcient solution)とも呼ばれている｡
Pareto最適解の定義は,次のように言い換えることもできる｡

定義 全てのx∈Xに対して,もしf(x)≦f(x*)であるならば,必ずf(x)-I(x*)となるとき, x*∈Xは

Pareto最適解であるという｡

一般に, Pareto最適解は無数に存在し,そのPareto最適解集合が形成する面のことをPareto最適フロント

(Paretooptimal丘･ont)と呼ぶ｡

B.2.3 弱Pareto最適解

Pareto最適解より若干弱い解の概念として,次の弱Pareto最適解(weak Pareto optimal solution)が,定義さ
れている｡

定義
x*∈Xに対してf(x)<f(♂)となるx∈Xが存在しないとき, x*を弱Pareto最適解という｡

多目的最適化問題に対する完全最適解, Pareto最適解および弱Pareto最適解の概念の理解を助けるため, 2目的

(k-2)の場合に対するそれぞれの解を図B.1および図B.2に示す｡ここで, F(X)-(I(x)Ix∈X)は,目的関数
空間における実行可能領域である｡

x iiiii5iiii

Complete Optimal Solution

∫ 0

Complete Optimal Solution

芦 ー_ ぢ
X

Pareto Optimal Solution

図B.1
3:-f空間

∈)

Pareto Optimal Solution

図B.2 目的関数空間

o 芦
ズ
弓 x

Weak Pareto Optimal Solution

(
f1 0

Weak Pareto Optimal Solution
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B.3 多目的計画法

競合する複数の目的を同時に最適化するための手法は多目的計画法と呼ばれ,競合する複数の目的を何らかの形で

単一目的化して最適解を求める手法が一般的である｡

本節では,多目的計画法のうちスカラー化手法,目標計画法および対話型手法について紹介する｡

B.3.1スカラー化手法

多目的最適化問題におけるPareto最適解は,複数存在する目的関数を何らかの工夫により単一目的化することで

求めることができる｡これは,単一目的化された目的関数の最適解をPareto最適解集合の1つとして対応づけする

ことができるためである｡一般に,この手法はスカラー化手法(ScalarizationMethod)と呼ばれる｡以下,代表的

なスカラー化手法として,重み係数法, E制約法,重み付けTchebycheffノルム法および重み付けIpノルム法につ

いて説明する｡

重み係数法

重み係数法(weightingmethod)は,多目的最適化問題の複数個の目的関数の重みつき総和を単一の目的関数とし

て最小化するという,次の重み係数問題P(w)を解くことにより, Pareto最適解を求める手法である｡

mlnlmlZe W
･

c∈X

k

I(x)
- ∑wifi(x)
i=1

(B･5)

ここで,重み係数は次式である｡

w-(wl,W2,-.,Wk) ≧0 (B･6)

2

重み係数法の幾品学的解釈は2目的の場合に対して図B.3のようになる｡超平面∑wifi(x)-CがJ(x･)で実
i=1

行可能解集合F(X)を支持するとき, I(x*) ∈F(X)はF(X)上でP(w)を最小化するo F(X)が凸集合であれば,

全てのPareto曲面(Pareto surface)に対して支持超平面が存在し･その法線ベクトルは-
- (wl,W2) ∝
(1,芸)

となり,竺はムに対するf2のトレードオフ比(trade-off rates)を表す｡しかし,凸性(convex)の仮定がなけれ
Wl

ば, Pareto曲面に誤差が生じ 必ずしも全てのPareto曲面を支持することができないo

Convex

図B.3 重み係数法

N onconvex
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E制約法

Haimesら21)によって提案された∈制約法(ど-constraintmethod)は, γ番目の目的関数以外の目的関数には上
限を設定して制約条件に変換するというスカラー化手法であり,重み係数の場合のような凸性の仮定を必要としない｡

すなわち,任意のfr(x)のみを目的関数とし,残りのk-1個の目的関数に上限値Ei, i-1,2,‥.,k, i≠rを設定

して,
E制約と呼ばれる不等式制約に変換した,次のE制約問題P(E7)を解くことによりPareto最適解を求める手

法である｡

mlnlmlZe

a:∈X

subject
to ;三;;;
≦Eテ〉

Eチエ(El,…,E,_1,E,+1,‥.,Ek)T

fテ(x)- (fl(x),...
,f,_1(x),I,+1(x),...,fk(x))T

X戸(Eテ)- (xJfテ(a)≦E7)
E7 ∈ E7- (EテJXT(Eテ)≠4,)

ここで,

(B･7)

(B.8)

(B･9)

(B･10)

(B.ll)

E制約法の幾何学的解釈は図B.4に示す｡ E制約法はEテ∈ EFを種々に変化させることによって全てのPareto最

適解を求めることができ,凸性の仮定のない問題にも有効であることが分かる｡

図B.4 ∈制約法

重み付けTchebychefFノルム法

Bowman3)によって提案された重み付けTchebycheffノルム法(weighted Tchebyscheffnorm method)あるいは
重み付けミニマックス法(weightedminimax method)は,凸性を仮定しなくても多目的最適化問題の全てのPareto
最適解を求めることができる｡次の重み付けTchebycheffノルム問題㌔(w)を解くことによって求められる｡

mlnlmlZe

c∈X

〈
mlnlmlZe

z,a:∈X

あるいは等価的に

i=T,T,k
Wifi(x) (B･12)

subjectto wifi(a3)≦z (i-1,2,-,n)
(B.13)

ここで全ての諾∈Xに対してf(x)>0と仮定する｡また, w-(wl,W2,...,Wn)≧0であり, zはスカラー変数

である｡
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重み付けTchebycheffノルム法に関連する性質を幾何学的に考察すれば,次のようになる｡図B･5に示されてい

るように望?,x2(wifi(x))
- I (const･)の等高線は与えられた重みに対応した矩形になるので,F(X)のPareto曲面

が凸部分のみならず,非凸(nonconvex)部分をも支持できる｡不活性(inactive)な制約式を含む場合は,重み付け

を置換することにより,すべての制約式を活性(active)にできる｡

Active Inactive

図B.5 重み付けTchebycheffノルム法

重み付けIpノルム法

重み付けIpノルム法(weighted lp norm method)は,重み係数法と重み付けTchebycheffノルム法のより統一的

な手法として提案され,多目的最適化問題のPareto最適解を次の重み付けIpノルム問題Pp(w)を解くことによっ

て求められる｡ここで全てのx∈Xに対してf(a3)>0と仮定する｡

micntmxize
llf(x)tlpw

た

∑(wifi
ILL ･x,,p]吾1≦p<-(B.14)
i=T,?.?,kWifi(x)

p=∞

ここでw-(wl,W2,-,Wn)≧0であり,特別な場合としてp-1のときは重み係数法になり, p-∞のときは重

み付けTchebycheffノルム法になる｡

図B･6には, p-1, 2および∞に対するIpノルムが示されている｡ pが大きくなるに従って, lpノルムの形は

限りなく矩形に近づいていくことがわかる｡

図B.6 重み付けIpノルム法
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B.3.2 日棲計画法

目棲計画法

多目的最適化問題の各目的関数に対して,意思決定者(decision`maker)が達成したいと考えている目標値を,目的

関数空間において明確に規定することができる場合には,目標値にできるだけ近づけるような実行可能解を求めるこ

とが考えられる｡ Cbarnesら4)によって提案された目標計画法(goal programming)は,多目的最適化問題の目的
関数f(x) - (fl(x),f2(x),-･,fk(x))Tに対して設定された目標値f- (fl,f2,...,I"k)Tからの距離を,重み付け
Ipノルムで測ることにすれば,目標計画問題は次のように定式化できる｡

micneTxizelFf(xトfllpw ;ぴ≧0, 1≦p≦∞ (B･15)

妥協計画法

式(B･15)に示した目標計画問題において意思決定者の設定する目標点f- (fl,f2,‥.,f^k)Tを,各目的関数

fi(a),i- 1,-,kの個別の最小値方-TEIH, i- 1,･･･,kを用いて定義される,いわゆる理想点(idealpoint)

r -(fl',f2*,-,fk*)Tで置き換えることにより,一般には達成できない理想点にできるだけ近づけるような実行可
能解を求めるという問題を,次のように定式化することができる｡

mi3ntmXizef(I(x)-J*Hpw ;ぴ≧0, 1≦p≦∞ (B･16)

1973年, Yuら84,86)は,このような一般には達成不可能な理想点からの距離を最小にするような実行可能解を妥

協解(compromise solution)と呼び,妥協解を求める妥協計画法(compromiseprogramming)を提案した｡
妥協計画法では･理想点からの偏差fi(x)

-fi*は, i番目の目的関数に対する残念度(regret)を表している｡

B.3.3 対話型手法

一般に, Pareto最適解は無限個の点からなる解集合を形成するので,現実の意思決定においては,意思決定者は自

己の選好構造に基づいて,最終的に何らかの合理的な解を選択しなければならない｡しかし,意思決定者の選好構造

を充分に反映させるいわゆる選好関数(preferencefunction)は本来未知なものであり,また直接同定することも困難
である場合が多い｡このような状況では,意思決定者の未知の選好関数を大域的に同定することなく,対話により得

られる局所的な選好情報に基づく意思決定者のいわゆる選好解(preferred
solution)を導出するという対話型手法が

望ましい｡

対話型Frank-Woけe法

対話型手法の最初の試みとして, 1972年Geoffrionら17)によって提案された手法は,意思決定者の存在のみが仮

定され,陽的な関数形は未知の選好関数を最大化するために,意思決定者との対話により得られる局所的な情報に基

づいて, Frank-Wolfe法と呼ばれる非線形計画法のアルゴリズムを対話的に利用しているので,対話型Frank_W.1fe

(InteractiveFrank-Wolfe, IFW)法と呼ばれている.

多目的最適化問題に対して,意思決定者の選好関数V(I(x))の存在のみ仮定した,次の多目的意思決定問題

(multiobjectivedecision making problem)を考える｡

micntmxizeV(I(a)) (B･17)

ここで,各目的関数fi(x)はxに関して微分可能な凸関数,制約領域Xはコンパクトな凸集合で,ともに陽に与え

られているが,選好関数V(I(a:))の陽的な関数形は未知で,意思決定者は自己の選好に関する局所的な選好情報し
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か表現できない｡ただし, V(I(x))は, fに関して微分可能な凹関数で,しかも強意単調減少関数であると仮定され

ている｡

ある与えられた実行可能解衰∈Xに対して,選好関数V(I(x))の豆におけるTaylor展開1次近似は･次のよ

うになる｡

v(I(x))空V(I(密)) + ∇a,V(I(密))
I

(x一面)
- v(I(密))- ∇正Ⅴ(I(面))･畜+∇xV(I(密))

･x

(B･18)

(B･19)

ここで, V(I(5)), ∇訂V(I(畜))･密は定数であるから,点畜において選好関数V(I(x))を増加させる方向を決定す

るためには, ∇cV(I(豆))･xをx∈Xのもとで最大化する,次の方向発見問題を解けばよい｡

ma聖賢ize
∇xV(I(5f))

･

x (B･20)

代理価値トレードオフ法

Haim｡sら20)によって1974年に提案された代理価値トレードオフ法(Surrogate
WorthTrade-off, SWT)法は,

意思決定者は,スカラー化手法で求められたPareto最適解における各目的関数の値そのものを評価するよりむしろ,

その点における増分に対する各目的関数間のトレードオフを評価するはうが容易であるという,基本的な着眼点に基

づいている｡

基準点法

wierzbicki80)によって1980年に提案された基準点(referencepoint)法は,多目的最適化問題の各目的関数に対

する意思決定者の志望水準を反映させる基準点に,ある意味において近いPareto最適解を受け入れるか,あるいは

そうでなければ,対話的に次々と自己の基準点を更新して満足のできるPareto最適解,すなわち満足解(satis丘ciI､g

solution)が見つかるまで,対話を繰り返すという比較的実際的な手法であり,目標計画法の概念の対話型拡張とみな
すことができる｡

基準法は,多目的最適化問題の目的関数f(x)
- (fl(x),I,(a'),…,fk(x))Tに対して,意思決定者の設定する基

準点ア- (方,石,…,元)Tが達成可能である場合とそうでない場合をともに考慮している｡したがって基準法では,

もし,基準点の設定が控えめ過ぎて達成可能であれば,その基準点より望ましいPareto最適解が求められる一方,

その基準点の設定が達成不可能であれば,基準点にできるだけ近いPareto最適解が求められる｡このようなPareto

最適解は,次のペナルティスカラー化問題(penaltyscalarizing problem) Pc(チ)を解くことにより得られるo

k k

micntmxize∑(fi(x一方))2- c∑(max[o,fi(x)一方])2i=1 i-1

ここでc>1はスカラーのペナルティ係数である｡

(B.21)
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B.4 多目的遺伝的アルゴリズム

多目的最適化では, Pareto最適解を求めることが第1の目標となる｡しかし,単一目的の場合と異なり目的関数

が複数存在するため･単一目的最適化手法をそのまま多目的へ用いることはできない｡そのため,従来より多目的を

何らかの形で単一目的化して最適化を適用する多目的計画法が提案され,適用されてきた｡

しかし,これらの手法に共通するのは1度の探索でPareto最適解集合の1つしか求めることができない点であ

るo しかも,これらの多目的計画法では各評価項目に対する解選好者の何らかの重み付け,もしくは順位付けを事前

に決定する必要がある｡一般に,多目的最適化では各評価項目を統合して扱うことができない｡また,各評価項目の

優先度を定義できない場合が多い｡そのため,各評価項目の優先度をあらかじめ定義する必要があり,かつ1度の探

索でPareto最適解集合の1つしか求められない多目的計画法は,多目的最適化問題を解く上で,最適な手法とはい

えない｡

Schaffer70)の研究によって始まった進化的多目的最適化に関する研究は,近年ますます盛んに行われるようになり

大きな進歩を見せている｡この分野では,様々な進化的なアルゴリズムが適用されているが,特に遺伝的アルゴリズ

ムを多目的最適化問題に適用した多目的遺伝的アルゴリズム(MultiobjectiveGenetic Algorithm)は,最も主要な
研究となっている5,6)

｡

多目的遺伝的アルゴリズムでは,設計領域内に遺伝子を生成し,交叉により新たな遺伝子を発生させ何らかの方法

で選択することにより, Pareto最適解集合を探索する｡遺伝的アルゴリズムの探索過程における,その時点での最も

良好な解,すなわち母集団全体の中で他のどの個体と比較しても優越されていない個体を,どの解にも支配されてい

ない,劣っていない解という意味で非劣個体または非劣解と呼び,非劣解集合をParet｡最適解集合へ近づけること

が多目的遺伝的アルゴリズムの目的となる｡

一般にPareto最適解集合が形成する曲面のことをPareto最適フロントと呼び,それと区別するため遺伝的アルゴ

リズムの各世代における探索により得られた非劣解集合が形成する面を解の近似Pareto最適フロント(nearParet｡

optimal front)と呼ぶo概念としては,世代が進むに従い個体の作り出す近似Pareto最適フロントは,Paret｡最適

フロントに近づいていくものとして捉えることができる｡

遺伝的アルゴリズムを多目的最適化問題に対して適用する場合,この非劣解集合を適切に評価し,次世代に残して

いくことがポイントとなる｡従来の｢1つの最適解｣を求める単一目的の場合と異なり,多目的では他の解に劣って

いない解(Pareto最適解)全てが解候補となる｡一般に,多くの単一目的遺伝的アルゴリズムでは評価値をそのまま

適合度値として用いているため,単純に単一目的における適合度の割当て方法は,そのまま多目的最適化問題に適応

させることはできない｡すなわち,複数の評価値を基に単一の適合度値を求める必要がある｡その点に関して,従来,

以下の2つの考え方に基づいて,種々の方法が提案されている7)｡

･解の優越関係を用いない選択演算を行う(非Pareto的アプローチ)

･解の優越関係に基づいて選択演算を行う(Pareto的アプローチ)

非Pareto的アプローチは･ 1985年に初めて多目的に遺伝的アルゴリズムを適用したアルゴリズムであり,

Schaffer70)のベクトル評価遺伝的アルゴリズム(VectorEvaluated Genetic Algorithm, VEGA)に始まり1990年
代前半までに提案されたアルゴリズムに多く見られるアプローチである｡

一方･ Pareto的アプローチは･矧こ説明したPareto最適解の概念を用いた手法で1989年にGoldberg18)によ

り提案された非優越ソートに始まり, 1993年にFonsecalO)により提案されたMOGA (Multi-ObjectiveGenetic

Algorithm)などが代表的である｡近年提案されたアルゴリズムの多くはこのアプローチに分類される｡

本節では,多目的遺伝的アルゴリズムに関する研究の流れを把握し,多目的遺伝的アルゴリズムにおける重要なス

キームを明らかにする｡
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表B.1多目的遺伝的アルゴリズムの特徴

Year Name Proposer(s) Cbaracteristic

1985 VEGA70)

1993 WBGA22)

1993 MOGAIO)

1994 NSGA72)

1994 NPGA26)

1999 SPEA90)

2000 NSGA_ⅠⅠ8)

2001 SPEA288)

Schaffer

Hajela and Lin

Fonseca and Fleming

Srinivas and Deb

Horn and Nafpiliotis

Zitzler and Thiele

Deb

Zitzler et al.

Tbe丘rst multiobjective genetic algorithm

Weighted function

Pareto-based selection

Nondominated Sorting

Niching

Archiving + elitism

Crowding distance

Archive truncation + improved丘tness assignment shceme

B.4.1 VEGA

schaffer70)は, 1985年に初めて多目的へ遺伝的アルゴリズムを適用したアルゴリズム, VEGAを提案した｡

vEGAという名は,スカラー目的関数の代わりに各目的ベクトルを評価する手法であることに由来している｡

vEGAは,非常にシンプルな手法であり,単一目的遺伝的アルゴリズムから多目的への単純な拡張アルゴリズムで

ある｡ VEGAの概念図を図B.7に示す｡図B.7からも分かるように, VEGAでは母集団を目的関数の数に等しい

サブ母集団に分割し,サブ母集団ごと独立に個体を選択して新たなサブ母集団を生成するoそして,生成されたサブ

母集団をすべて合わせて1つの母集団としたものに対して交叉,突然変異を行う｡

The
objective

function

β

ft･

The partial

population 1

The partial

population P

selection Crossover 良 Mutation

図B.7 VEGAの概要

アルゴリズムの流れ

目的関数の数〃,総個体数Ⅳの場合のVEGAのアルゴリズムの流れを示す｡

stepl目的関数カウントをi-1とする｡サブ母集団あたりの個体数をq-芸とするostep2 サブ母集団内の各個体j-1+(i-1)×qからj-ixqに対して,以下の式に従って適合度割当てを行う｡

F(xj)
-

fi(xj) (B･22)

step3 サブ母集団内の全てのqに対して選択を行い,母集団Piを生成するo

step4 もし, i-MならばStep5-｡そうでなければ･ i-i+1としてStep2へ｡
M

step5全てのサブ母集団のPiを統合しP- Upiを生成するoPに対して交叉,突然変異を実行し新たな母集
i=1

団を得る｡
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特徴

VEGAの利点は,アルゴリズムが非常にシンプルであり実装しやすいことである｡単一目的遺伝的アルゴリズム

にわずかな変更を加えることによりVEGAを作成することができ,評価する目的も単一のままである｡これは,他

のアルゴリズムと比べて明確に優れた利点である｡

VEGAにおいて各個体は, 1つの目的関数においてのみ評価される｡これは, VEGAの探索において,個体の評

価はある1つの目的関数値のみから決定されることを意味する｡そのため,個体は各目的の最適解付近,すなわち

Pareto最適フロントの端付近に集中する傾向が強く, Pareto最適フロントの中間付近の解を得にくいという欠点が

ある｡

･.･､､､-.- Pareto-optlmal Solution

● Dominated Solution

O Non-dominated Solution

fl

図B.8 VEGAによって得られるPareto最適解の分布

B.4.2 WBGA

Hajelaら22)は1993年にWBGA (Weight-BasedGenetic Algorithm)を提案したoこの手法は従来までの重み
係数法などの手法と異なり,遺伝的アルゴリズムの母集団の各個体は異なった重みベクトルを割当てられる｡そのた

め,特定の重みに相当する1つのPareto最適解を探索するのではなく,遺伝的アルゴリズムの母集団で同時に複数

の異なる重みベクトルを維持している｡それゆえに, 1度の探索によって複数のParet｡最適解を見つけることがで

きる｡そのため, WBGAでは母集団中における重みベクトルの多様性が非常に重要となる｡この点について2つの

方法が提案されている｡

1.シェアリング関数を用いる方法

2･ベクトル評価手法(前もって定義してある異なった重みベクトルを用いて評価する方法)

以下,それぞれの場合について説明する｡

シェアリング関数を用いる方法

シェアリング関数(sharingfunction)を用いるWBGAでは,個体は各目的を重みづけするための重みベクトルを
k

持っているoここでの各個体が持つ重みベクトルとは,
F(I)-∑wifi(I)におけるwiのことである｡この方法で

i=1

は･個体の持つ各目的の重みベクトルに対してシェアリング(sharing)を行い,個体の持つ重みベクトルの値が母集

団全体として一様となることを目的とする｡
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この手法における個体xlの評価値は,以下の式により求まる｡

M

[′J､

_て｢…X乙fj(xl)F(xl)
-∑w3

I,Tlln
∠一Ll f,max -I,Tnln&f= "

(B･23)

式(B･23)のように,目的関数値のスケーリング値に重みを掛けた値の総和が評価値となっている｡なお,式(B･23)

におけるxtwは,重みベクトルの割合を示す変数であるo

この手法では,重みベクトルを表す変数を基にシェアリング関数Sh(d)を用いて評価値の変換を行う｡そのため,

重みベクトルを表す変数の距離を何らかの方法により計算する必要があるo 2つの個体iとj間の重みベクトル変数

間の距離di,,I
-統一塊lを求める｡距離di,jを基に,シェアリングSh(di,i)を行いニッチカウント.(nichecount)

nci %求める｡なお,

nciは叫i,i)の総和として求める｡このニッチカウントを用いてFi,-慧の変換を行う｡シェア.)ングSh(di,i)とは,個体iに対してある一定の範囲内(Jshare)に別の個体jが存在していた時にその

距離に応じて0以上1以下の正の値を返す関数であり式(B.24)で表される｡

Sh(di,i)
- (.I,-+qshare

if di,i <- Jshare

otherwise

(B･24)

式(B･24)から分かるように,シェアリングSh(di,,･)は個体間の距離di,jが近ければ近いほど1に近い値を返し,

Jsha,eに近いはど0に近い値を返す｡また, Sh(di,i)から個体iのnciを求める式を式(B･25)に示す｡

Ⅳ

nci - ∑sh(di,k)
k=1

(B.25)

適合度割当て

シェアリング関数を用いた場合における適合度割当ての流れを以下に示す｡

step l各目的関数f,･の･最大値f,max ･最小値f,Plnを求める｡

step2各個体i-1,2,‥.,Nに対して全ての個体との距離di,i-lxtL-x3Jを求めるoそして,式(B･24)を用い

てシェアリング関数Sh(di,k)を計算する｡

ste,3各個体豆=1,2,...,Nに対してFi,-些型を行う｡nCi

特徴

wBGAは単一目的遺伝的アルゴリズムとして使用するため,単一目的遺伝的アルゴリズムからWBGAへの変換

へ多大な労力を必要としない｡また,変数xwが増加するものの,アルゴリズム自体は他の多目的遺伝的アルゴリズ

ムと比較してシンプルである｡

wBGAは,シェアリング関数を用いて評価値を減少させるという方法を用いているため･原理的には最大化問題

にしか対応することができない｡そのため最小化問題を扱うためには･評価の部分において変換を行う必要があるo

特に,最大化と最小化の混在する問題に対して適用が困難となる｡

また,一般に重みベクトルに基づくアプローチは,非凸のPareto最適フロントを持つ問題においてPareto最過

解集合を探索することが困難である｡そのため, WBGAはこのような問題において解探索が困難である7)o

一方,一様に分散した重みベクトルの集合が必ずしも一様に分散したPareto最適解集合を表しているとは限らな

いため,一様に広がった非劣解集合を得ることができない可能性がある｡
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ベクトル評価手法

ベクトル評価手法は, VEGAに類似した手法である｡本手法では,まず〝個の異なった重みベクトル

w(k)(k
- 1, 2, ･･･, K)の集合が選択されるoそして･全ての個体Nに対して式(B.23)を適用し各重みベクトル

-(k'に対する評価値を計算するo母集団Ⅳの中で,各重みw'k'に対する最良の芸個体を選択し･それらを重み
w(k)のサブ母集団としてグループ化する｡その上で,各グループ内において選択,交叉,突然変異などの遺伝的操作

を行い探索を進める｡

上記の手順から全部で∬のサブ母集団が存在することが分かる｡また, 1つの個体は1つ以上の(重みベクトル)

グループに属することが許されている｡そのため,中間的な解は1つ以上のサブ母集団に含まれやすくなる｡このア

ルゴリズムでは･複数の非劣解が明確に定義されたKl国の重みベクトルw(k)(k-1, 2,...,K)によって探索する
ことができる｡それゆえ,前述したシェアリングを用いたアプローチと異なり追加的なニッチング操作が必要ない｡ 1

つのサブ母集団は,対応する重みベクトルによって処理され,遺伝的操作はその重みベクトルのベクトル軸上の最良

の解を探索する｡

アルゴリズムの流れ

ベクトル評価手法のアルゴリズムの流れを示す｡ただし, ∬個の重みベクトルの集合が既知であるとの前提で行

う｡また, 〟は目的関数の数を表している｡

Stepl重みベクトルカウンタk-1にセットする｡

Step2 重みベクトルw(k)を持つ各個体x(i)の適合度Fjを以下の式を用いて見つける｡

^I

F,〟(i)I
_～- …xji,

fj(I(i))- I,rnlnF(I(i))- ∑w言㍍
岩' I,max-I,Pln

(B･26)

適合度の@Fに関連して最良の個体芸を選択oこれらの個体をサブ母集団馴こコピーする｡
step3 Pk

8こおいて選択,交叉,突然変異を実行｡芸個の新たな母集団を生成する｡Step4 もしk<Kならば, kに1増加(k-k+1)してStep2へ｡そうでなければ全てのサブ母集団を統合し
K

て,新たな母集団P- Upkを生成する｡fPl<Nならば,ランダムに個体を生成し母集団のサイズをN
k=1

とする｡

Step2では･ N個の個体の評価がK回実行されているoゆえに,全体としてはKxN回の評価が必要となるo

もし, ∬がⅣに比べて十分に小さければ,このアルゴリズムの各世代における複雑度は,
0(〟)となる｡

特徴

この手法では,シェアリング関数を用いていないため2個体間の距離の測定などを行う必要がなく,より複雑な問

題においてはシェアリング関数を用いた方法よりも良好な結果を得ることができる｡また,重みベクトル変数といっ

た追加的な変数を個体情報に加える必要もない｡

全ての重みに基づく方法と同様に,この手法においても重みベクトルの設定が重要となる｡これは,前もって定義

してある重みベクトル軸に得られる解集合の分布が強く依存するためである｡また,遺伝的操作が各サブ母集団に独

立に行われるため,各重みベクトルに相当するPareto最適解を探索するためには,適切なサブ母集団サイズが必要

となる｡
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B.4.3 MOGA

1993年にF.nsecaら10)により提案されたMOGA (Multi-ObjectiveGenetic Algorithm)は, Pareto的概念を

探索に用いたアルゴリズムである｡ MOGAでは,個体の評価としてParetoランキング(Pareto ranking)法を用い

た評価方法を行っている｡

par｡toランキング法では,個体Xiがni個の個体に優越されているとき, Xiのランクr(Xi)を

r(Xi)-1+ni
(B.27)

のように定めることにしている｡この手続きによるランキング例を図B･9に示す｡なお,図B･9は最小化問題にお

けるランキングの例である｡
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図B.9 Paretoランキングの概念

このランキング法を用いた選択手法としては,ランクの値を適合度に変換し用いるルーレット選択,各世代で非劣

個体(ランク1の個体)のみ残すPareto最適個体保存選択などがある｡

また,非劣解集合の多様性保持のための手法として, Fonsecaらは各ランク間においてニッチング(niching)を提

案している｡このニッチングは,式(B.24)に示したシェアリング関数を用いる方法である｡このシェアリング関数で

は,設計変数空間での距離ではなく,目的関数空間での距離を用いる｡あるランクにおける個体iとj間の距離は･

次式により求まる｡

方IaX- fkmln)2 (B･28)

式(B･28)のfkmaX, fk-inは, k番目の目的関数値の最大値と最小値であるo式(B･24)を用いてSh(did)の値を

求める｡その後,ニッチカウントを下記の式によって求める｡

nci - ∑ p,iSh(di,k)
j-1

式(B.29)におけるFL,iは,ランクriにおける個体の数を表している｡

適合度割当て

MOGAにおける適合度割当ての流れを以下に示す｡

(B･29)
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Step l各変数の初期化を行う｡

FL(i)-0 i-1,...,N

-i=1

(B･30)

(B･31)

変数p(i)はランクjに属する個体数を保持する変数である｡

Step2 個体iを支配している個体の数niを数え,個体iのランクriをri-1+niとして計算する｡また,ラン

クriが属するp(ri)を更新する｡

Step3 i<Nならば, i-i+1を行いStep2へ戻る○そうでなければStep4-進む｡

Step4
IL(ri)>0を満たすriからランクの最大値を求めr*とする｡ランク値を基準に個体のソートを行い,全て

の個体に対する平均適合度割当てを式(B.32)に従い求める

ri11

Fi-N- ∑p(k)-0･5(p(ri)-1)
k=1

nCj

(B･32)

ランクri-1を持つ個体iに対して,式(B･32)はFi-N-0.5(p(1)-1)の適合度を割当てる｡このFi値

は･
〟(1)の平均値であり,ⅣからⅣ-〟(1)+1までの連続する整数である｡ランクカウンタをr｡=1に定

める｡

Step5 ランクrcの各個体iに対して,同じランクを持つ自分以外の個体からニッチカウントを計算する｡この計

旦の変換を行う｡同じ平均適合度を維持するた算は･式(B･29)を用いる｡ニッチカウントを用いてF,I-n^_

め,次式のように割当て適合度をスケール化する｡

F,I
-地F,,FL(rc)
∑FL
k=1

(B.33)

Step6 もしrc<r*ならば,
rc-rc+1を行いStep5へ｡そうでなければ,この処理は終了する｡

このように･ランクriの値が1に近い(低い)個体ほど高い適合度が割当てられ,ランクriの値が大きい(高

い)個体ほど低い適合度が割当てられる｡

利点

MOGAは,適合度割当てスキームがシンプルである｡ニッチングが目的関数空間で行われるため, MOGAでは

連続問題だけでなく離散的な組み合わせ問題などに対しても容易に適用することができる｡また,目的関数空間での

ニッチングを行うMOGAは,目的関数空間における非劣解の広がりを求める場合に適した手法であるといえる｡

欠点

個体間の支配関係が適合度割当てに用いられているものの,ランク1の非劣個体を除いて特定のランクに属する個

体全てに同じ適合度を割り振る必要はない｡これは,ある探索領域において幾つかの個体方向へ望まない偏りが生じ

る危険性を持っているo特に,このアルゴリズムではPareto最適フロントの形,探索空間の個体密度に探索が影響

されやすい｡

また, MOGAにおける適合度の割当て計算では,よりランクの悪い解が,よりランクの良好な解に対して常によ

り悪い適合度を割当てるとは限らない｡そのため,より良好なランクの個体が混み合って存在した場合には,これら

の個体に対するニッチカウントが大きくなり,ランクの低い個体の適合度がランクの高い個体の適合度よりも高くな

る可能性がある｡もし,このような逆転現象が生じた場合,より良好なランクを持つ全ての個体に対して適切な選択

圧がかからなくなり,結果として収束の遅延,それ以上の探索が不可能となる｡
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B.4.4 NSGA

非優越ソート遺伝的アルゴリズム(Nondominated Sorting Genetic Algorithm, NSGA)は, 1994年にSrinivas

ら72)によって提案されたアルゴリズムである｡その最大の特徴は, 1989年にGoldberg18)により提案された個体

のランク付け方法の1つである非優越ソート(nondominated sorting)の概念に基づいて設計されている点である｡

また, MOGAに比べNSGAは非劣個体をより重要視する適合度割当てを行っており･個体の多様性の維持のため

に設計変数空間での距離に基づくシェアリングを用いている｡ NSGAにおける設計変数空間に基づく距離を求める式

を式(B.34)に示す｡

＼ (B･34)

ランキング

まず, NSGAにおける適合度割当てについて説明する｡上述のようにNSGAでは非優越ソートと呼ばれる個体の

ランク付け方法を用いている｡非優越ソートに基づくランキングの手続きを以下に示す｡

Steplランクを次式とする｡

γ=1

step2 個体群Pの中から非劣個体を求め･これらの個体をランクrとする｡

step3 得られた非劣個体群を個体群Pから除き,次式とする｡

㍗-㍗+1

(B･35)

(B･36)

step4全ての個体がランク付けされるまで(個体群Pが空になるまで), Step2およびStep3を繰り返す｡

同じ分布においてMOGAにおけるParetoランキングを適用した場合と非優越ソートを適用した場合の個体のラ

ンク付け例を図B.10に示す｡
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図B.10 Paretoランキングおよび非優越ソートの概念
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適合度割当て

NSGAの非優越ソートに基づく適合度の割当てアルゴリズムを以下示す｡

Steplシェアリングパラメータc,shareと正の微小な変数Eを決定し,次のように設定する｡

Fmin -N+E

j -1

Step 2 非優越の定義に従って母集団Pを非優越ソートのランクに従い分類する｡

(Pl,P2,-,Pp) -

Sort(P,i)

Step3 各サブ母集団P,･に含まれる個体qに対して

Step 3a 次式を用いて適合度割当てを行う｡

F3(q)- Fmin
-
E

Step3b 式(B･24)を用いてPjの個体間におけるニッチカウントncpを計算する｡

Step 3c 次式を用いて適合度の再計算を行う｡

f]?-
nFc]?p

Step 4 サブ母集団Pjに含まれる個体の最低の適合度値を求める.

Fmin -

min(i,q
: q ∈ p,･)

(B･37)

(B.38)

(B.39)

(B.40)

(B.41)

Step5 j-i+1を行い,もし母集団Pjのランクが最大ランクPp以下(j≦p)ならばStep3へ｡そうでなけれ

ば適合度割当て終了｡

利点

NSGAの利点は,非優越集合に従った適合度割当てを行っている点である｡よりランクの高い個体が優位な適合度

値が割当てられるようになっている｡そのため, NSGAの探索は, Pareto最適フロント方向へと必ず進んでいく｡

さらに･表現空間での距離に基づくシェアリングを行っているためより多様な非劣解集合が得られる｡また,シェア

リング距離は目的関数空間に基づく方法を用いることも可能である｡

欠点

シェアリング関数を用いた手法では,シェアリングパラメータJshar｡を固定する必要がある｡ NSGAの性能がこ

のJsha,e値によって大きく影響を受けることが,指摘されている7)0
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B.4.5 NPGA

NPGA (Nicked Pareto Genetic Algorithm)は, 1994年にHornら26)によって提案された手法であり,
MOGA,

NSGAと同様,非優越の概念に基づいたアルゴリズムである｡ NPGAの最大の特徴は, Pareto最適解の概念を用

いたバイナリトーナメント選択(binarytournament selection)という独自の手法を用いている点である｡バイナリ

トーナメント選択は,単一目的最適化において,他の選択手法に比べ理論的に優れていることが確認されている19)｡

NPGAでは,バイナリトーナメント選択にPareto最適解の概念とシェアリングの概念を取り入れ多目的への適用を

試みている｡

NPGAのバイナリトーナメント選択

NPGAのバイナ.)トーナメント選択について説明する｡まず,個体数Nの親母集団Pから2つの個体iとjを

ランダムに選択する｡次に,優越関係のテスト用に母集団からtd.m(≪N)個の個体を比較集合として選択する｡そ

して, 2つの個体iとjと比較集合の全ての個体の優越比較を行う｡

その結果,もし一方が非優越であり他方が少なくとも1つの比較集合に優越されているという場合,前者が選択さ

れる｡一方, iとjの両方の個体が非優越である,もしくは比較集合に優越されているという場合には･現在の子個

体母集団に対するiとjのニッチカウントを計算し,より小さいニッチカウントを持つ個体を選択する｡

選択に選ばれた2つの個体をiとj,現在の子母集団をQとした場合のNPGAにおけるバイナリトーナメント

選択の手順を以下に示す｡

winner
-

NPGA_tournament(i,i, Q) (B･42)

step l母集団Pからtd｡m個の比較個体Tijを選択するo

step2 iを優越しているTijの数αiを計算するoまた,同様にjを優越しているTijの数αjについても計算

する｡

step3 もし, αi-0かつαj>0ならば･ iが選択され選択操作は終了となる｡

step4 逆にαi>0かつαj-0ならば, jが選択され選択操作は終了となる｡

step5 上記の条件に当てはまらず,もしIQL<2であるならば, iとjはお互いに5割の確率でどちらかが選択さ

れ選択操作は終了する｡また, lQL≧2ならば,現在の小母集団Qにおけるiとjのこツチカウントがお互

い独立に計算される.ニッチカウントは, iからの距離がニッチパラメータJshare内にある子個体(k∈Q)の

数となる｡目的関数空間における個体iとjのユークリッド距離dikは,目的関数空間において下記のように

求められる｡

I,I,.- f!,.

fmmax - fmmin)
2

(B･43)

式(BA3)におけるfmmaxとfmminはm番目の目的関数空間における探索領域の上限と下限を示している｡

step6 もし, nci≦nc,･ならばiが選択され･そうでなければ, jが選択される｡

このようにNPGAでは,まず優越に基づく比較によって選択を行い,それが行えない場合には,個体の混雑度に

基づく選択を行っている｡つまり,前者はPareto最適フロントの方へ探索を進めることを･後者は解の多様性維持を

目的としている｡この2つのポイントは,多目的遺伝的アルゴリズムにおける重要かつ相反する目的であり,
NPGA

は選択においてこの2つのポイントを考慮しているのが分かる｡
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アルゴリズムの流れ

次に, NPGAでは上記のバイナリトーナメント選択がどのように探索過程の中で用いられているのか考察する,

NPGAの探索アルゴリズムを以下に示す｡

Stepl母集団Pをランダムに並び替え, i-1,Q-¢とする｡

Step2 上述のトーナメント選択を行う｡第1の親を選択する｡

pl
-

NPGA-tournament(i,i + 1, Q)

Step3 i-i+2を行い第2の親を選択する｡

p2
-

NPGA-tournament(i,i + 1, Q)

Step4
plとp2の交叉を行い子個体clとc2を生成する｡子個体clとc2に対して突然変異を行う｡

Step5 子母集団Qの更新を行う｡

Q-QU(cl,C2)

(B･44)

(B･45)

(B.46)

step 6ぇii-=il'tl

L%:1s5toepb2L^%;'8?苦言芸*::;pn2E芸i751T;?く■Q'-芸ならば,

Pをランダムに並び替

利点

上記の選択方法からも分かるように･ NPGAでは明示的な適合度割当てを行っていない｡一般に, VEGA, NSGA

やMOGAなどの多目的遺伝的アルゴリズムにおける適合度割当てには,何らかの独自の主観,解釈が入り込んでし

まう危険性がある｡しかし,適合度割当てを行っていないNPGA.ではそのような危険性は全くない｡

またNPGAの複雑性は,もしサブ母集団のサイズtdomがNに比べかなり小さな値であった場合, NPGAの複

雑性は目的関数の数Mに依存しなくなる｡これは･
NPGAの比較における複雑性は0(Mtdom)となり,混雑度に

基づく計算では0(Ⅳ2)となるためである｡そのため,目的の多い問題を解く場合,NPGAの処理時間は他のアルゴ
リズムよりも短い可能性がある｡

欠点

NPGAでは,
c,sha,eとtd｡mの重要な2つのパラメータを設定する必要がある.特に, NPGAでは,他の多目的

遺伝的アルゴリズムであるNSGA･ MOGAなどのシェアリングを用いる手法よりもqshareパラメータの解探索へ

与える影響は大きい｡これは･ NPGAにおけるニッチカウントが個体iから距離Jsha,e内にある母集団個体の数に

よって決まるからである｡ NSGA, MOGAにおけるシェアリングを表す式(B.24)では,個体iとの距離がSh(d)

の評価値に大きく影響するためNPGAはど直接的に解探索へ影響しない｡そのため, NPGAではより適切なJsha,e

の設定が重要となる｡また, td.mも優越に基づく比較結果に大きく影響するパラメータであるため,解探索への影響

は非常に大きく慎重に決定する必要がある｡
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B.4.6 SPEA

1999年にZitzlerら90)によって提案されたSPEA (StrengthPareto Evolutionary Algorithm)は,それまでに

提案されてきた手法の幾つかのメカニズムに独自のメカニズムを組み込んだ手法である｡ SPEAにおいて実装してい

る既に提案されている手法から取り入れたメカニズムを以下に示す｡

L探索過程において見つかった非優越解の保存(エリート主義アプローチ)これは･単一目的遺伝的アルゴリズム

におけるエリート保存(elitistpreserve)に相当する｡探索過程において発見した非劣解を保存する方法｡多くの手法
では,探索個体群とは別に非劣解を保存するための個体群を使用する7,26,88)｡一般に,この個体群のことをアーカイ

ブ(archive)個体群という｡

r pareto JE通解の概念に基づく適合度割当て

■非劣解集合の削減方法 非劣解の保存を行う場合,必要以上の非劣解集合が得られた場合,それらを削減する必要

がある｡対象となる全ての個体が非劣解であるため,一般には多様性の観点から優越を決定する｡

一方,オリジナルの手法として以下のメカニズムの提案を行っている｡

●独自の適合度割当て

●多様性維持のための新たなニッチ手法

●保存している非劣解集合の選択への参加

アルゴリズムの売れ

spEAの全体的なアルゴリズムの流れを示す｡

step l初期探索母集団Pを生成,そして空のアーカイブ個体群戸を生成o

step2 Pにおける非劣個体を戸にコピーする｡

step3 戸において,ランク1以外の個体を削除｡

step4 もしも戸における個体数が,前もって与えられた最大個体数7Vを越えていた場合･クラスタリングの手法

によって戸の個体を削減する｡

step5 戸における場合と同様にPにおける各個体の適合度を計算する｡

step6 P+戸の母集団より個体を選択する.この操作は,必要個体数に達するまで続けられ,新たなPを生成す

る｡ SPEAでは,バイナリトーナメント選択を用いる｡

Step7 交叉や突然変異をPに対して適用する｡

step8 もし,世代が終了世代に到達していたならば終了,そうでなければStep2へ｡

上記から分かるように, SPEAではアーカイブ個体群としてそれまでの探索において非優越である個体を保存し,

毎世代ごとにアーカイブ個体群を更新しながら探索を進めていく｡

spEAでは,適合度の割当てとクラスタリングに関してオリジナルの手法を提案,実装している｡以下･適合度の

割当てとクラスタリングについて説明する｡
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適合度の割当て

SPEAの適合度の割当て手順は, 2つの段階により構成されている｡

まず,アーカイブ個体群75における個体のランク付けを行い,その後,母集E.j] (探索個体群) Pのランク付けを

行う.｡

Step lアーカイブ個体群の各個体･i∈戸に対しては,適合度値として･9, ∈ toll)の実数値が割当てられるこ､SPEA

では適合度の概念に強度(strengt･11)という単語を用いており,各個体に強度を割当て,それを適合度として用

･いている⊂ s,-は,探索母集団Pの稔個体数Nおよび個体iが支配Lている探索母集団j∈Pの数･nによF)

決定する｡
れ,

一51i=訂Ti

I,:-.i.i

個体iの適合度値は, siと同値にする｡

(B･47)

(B,48)

Step2 探索母集団群の各個体.71∈Pの適合度値は. jを優越している全てのアーカイブ個体i∈Pのsiを足L合

わせ求めるc

fj -1+ ∑ si

Wherefj∈ [1･N) (B･49)

i,iとj

式(B.49)において,左辺に1を足しているのは, Pの個体よりも戸の適合度値がより良いものとするため

であるc

上記の手順から分かるように. SPEAでは適合度が最小化されているr,そのため,より小さな適合度値を持ってい

る個体が高い確率で選択される｡図B.11に, SPEAにおける適合度割当ての概念図を示す[.

囲B.ll SPEAの適合度割当て

図B.11から分かるように.この手法ではParet.o最適フロント-の近さと個体間の密度の双方が考慮された適合

度の割当てが実現されている｡特に.適合度シェアT)ングとの違いについて見た場合,密度を求めるのに距離の概念

を全く用いていないことがあげられるo そのため, qshareのような追加的なパラメータを用いる必要はないo
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クラスタリングを用いたPareto集合の削減

spEAでは,アーカイブ個体群戸の個体数万を越える非劣解が見つかった場合にクラスタリング(clustering)と

いう手法を用いて非劣解の個体数がjVを越えないようにしている｡

今,非劣解集合否の個体数節をNへ削減する場合を考える(万7>万)｡

まず,戸における各個体は,異なるクラスタ(cluster)に属するものとする｡従って,最初は節個のクラスタが

存在する｡それから,全てのクラスタ同士のcluster-distanceを測定する.一般に,クラスタClとC2の距離d12

は,解の全てのペアのユークリッド距離によって求まる(i∈Cl,j∈C2)｡

d=

ICll
･

lC2t
∑ d(i,i)
i∈Cl,j∈C2

(B･50)

spEAでは,目的関数空間を基にd(i,i)を計算している｡式(B150)を用いたSPEAのクラスタリングの流れを

以下に示す｡

このクラスタ統合プロセスをクラスタの総数がjV個になるまで繰り返すoクラスタの総数が万イ剛こなった時点

で,各クラスタ内で他の個体に対して最小平均距離を持つ個体を選択し,残りの個体を全て削除する｡

steplクラスタ集合Cを生成o 7V7個のアーカイブ個体群の個体i∈戸は,それぞれ別のクラスタを構成している｡

c - (cl,C2,-,C7V7) (B.51)

step2 もしICl≦万ならばStep5へ,そうでなければStep3へ｡

step3全てのクラスタ間の距離を測定するo

(全てのペアは,警ある)
step4最小距離dを持つクラスタClとC2を決定する｡選択したクラスタ同士を統合し･クラスタの総数Cを

1削減する｡ Step2へ｡

step 5 各クラスタ内で他の個体に対して最小平均距離を持つ個体を選択し,その他の個体を削減する｡

利点

spEAの最大の利点は,探索性能が優れていることである｡ SPEAでは,探索で見つかった優れた非優越解を失

うことなく,探索へ反映させている｡すなわち,探索において発見した非劣解の扱いが非常に優れている｡これは･

spEAにおけるクラスタリング手法とアーカイブ個体群の探索への参加に起因している｡ SPEAのクラスタリングで

は,得られた非劣解集合に対してより一様に広がっているものを保存するようにしている｡クラスタリングの効果に

っいては,幾つかの研究によりクラスタリングが解探索へ良い影響をもたらすことが確認されている7)｡また,それ

らの非劣解集合を探索へ参加させることによりPareto最適フロントに対する収束性も向上させている｡

欠点

spEAでは,新たなパラメータとしてアーカイブ個体の数jVが追加された｡現在の探索個体群の数Nとアーカイ

ブ個体の数符のバランスは, SPEAの探索の成否に大きく影響する｡もし･ Nに対して非常に大きな万を用いた

場合,エリートの選択圧が大きくなりSPEAはPareto最適フロントに対して収束しなくなる可能性があるo一方,

Nに対してjVが小さすぎた場合,エリート保存の効果が失われる｡さらに･母集団における多くの解が,どのアー

ヵイブ個体群の個体からも優越されず等しい適合度が割り振られる｡ SPEAの研究者らは･保存個体群と探索個体群

のサイズ比を1:4として用いている7)｡
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B.4.7 NSGAJI

NSGA-ⅠⅠ (ElitistNondominated Sorting Genetic Algorithm)は, NSGAの改良アルゴリズムとしてDebら8)

によって2001年に提案されたo NSGA-IIでは, NSGAと比較して次のような特徴が迫即されている｡

･探索過程において見つかった非優越解の保存(アーカイブ個体群の利用)の導入

･混雑度トーナメント選択(crowded tournament selection)の導入

･混雑距離(crowding distance)の導入

また, NSGA-ⅠⅠのNSGAからの変更点を以下に示す｡

･解の多様性の基準を設計変数空間から目的関数空間へ変更

●適合度割当て方法の変更

●選択方法の変更

上記の通り, NSGA-ⅠⅠはアルゴリズムの重要な部分の多くがNSGAから変更されている｡逆に,非優越ソート

を用いて個体のランキングを行っている点が唯一の共通点といっても良い｡以下, NSGA-ⅠⅠのアルゴリズムの流れ,

混雑度トーナメント選択,混雑距離について説明する｡

アルゴリズムの流れ

NSGA-IIでは,保存する母集団Ptと交叉･突然変異といった遺伝的操作を用いた探索を行うための母集団Qtの

2つの独立した母集団を用いて解探索を進めていく｡ NSGA-IIでは,非劣個体を保存する母集団Ptを親母集団とし

て,探索を行うための母集団Qtを子母集団として用いることにより解探索を行っている｡具体的には,まず世代t

における親母集団Ptから遺伝的操作を用いた探索を行うための子母集団Qtを選択する｡ Qtに対して各遺伝的操作

を行いQtを更新するo次に･各遺伝的操作を行ったQtと親母集団Plを組み合わせたRt-PtuQtを生成し,逮

択操作によって個体数2NのRtから個体数NのPt+1を新たに選択し探索を進めていく｡

以下, NSGA-IIのアルゴリズムの流れを示す｡

Stepl親母集団と子母集団を組み合わせてRl-RtuQtを生成する｡ Rtに対して非優越ソートを行い,全個体を

フロント毎(ランク毎)に分類する｡ Fi,i-1,2,.‥,eec.

Step2 新たな母集団Pt+1-0を生成.変数i-1とする｡ IPt+1l+[Fil<Nを満たすまで, Pt+1-Pt+1UFi

とi-i+1を実行｡

Step3 混雑度ソート(crowdingsort)を実行し,最も多様に広がっていた個体N- JPt+1I個を昂+1に加えるo
Step4 月+1を基に･混雑度トーナメント選択･交叉,突然変異を用いて新たな子母集団Qi+1を生成する｡

このようにNSGA-IIでは,親母集団Ptと子母集団Qlを組み合わせた母集団Rtの上位N個体を選択し,次世

代の親個体Pt+1としている｡また,探索個体(子個体) Qtは,親個体PLから混雑度トーナメント選択を用いて選

抜されており,親個体ptのより優れた個体を用いて各遺伝的操作を用いた探索が行われている｡

一方,常に優良個体を保存する親母集団Ptと探索を行う子母集団Qtを分けて保持することにより,それまでの

探索で発見した優れた解が欠落するのを防いでいる｡ NSGA-IIの親母集団Pt更新の概念図を図B.12に示す｡

混雑度トーナメント選択

混雑度トーナメント選択は,各ランクrにより形成されるフロントF,が一様に分布するように選択を行っており,

トーナメントサイズ2のトーナメント選択に基づいた方法である｡この選択方法では,全ての解iに対して次の2つ
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Non-dominated

SOrtlng

FI

F2

≡≡=

F3

F4

Rt

Crowding distance

SOrtlng

図B.12 NSGA-ⅠⅠの概要

の属性を持たせ,それらを選択基準に選択している｡

1.母集団における非優越ランクi,ank

2.母集団内の局所的混雑距離idistance

混雑度トーナメント選択では, iとjの2個体の優越関係として以下のいずれかの条件を満たす場合に, ｢iはjよ

りも優れている｣と定義している｡

1.個体iのランクの方が個体jのランクよりも優れている｡

irank < 3rank

2.個体iとjはともに同じランクであり, iの混雑距離がjよりも優れているo

(i,ank- i,ank)and (idistance> jdistance)

O front F2

+ frontFl

図B.13 混雑鮭離

(B.52)

(B･53)

混雑距軽

混雑距離とは,ある個体iの周りにある個体の密度を評価するための手法であるo混雑距離は･同一ランク同士

(同一フロント内)で用いられ,各目的関数軸において隣り合う個体間との距離を足し合わせたものである｡混雑距離

の概念図を図B.13に示す｡
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以下に混雑度距離を計算するためのアルゴリズムを示す｡

SteplフロントFに含まれる個体の数を変数lに代入する｡

l-lFl

また,このフロントに含まれる各個体iに対して初期値設定を行う｡

di-0

Step2 各目的関数m-1,2,.‥,〟に対して,目的関数値が悪い順に個体をソートする｡

Im -

sort(fm,>)

(B･54)

(B.55)

(B.56)

Step3 各目的関数m-1,2,･･･,Mに対して,まず境界個体(目的mの最大値と最小値の個体)に対して最大距

離,もしくは無限距離を与える｡

dll- - dz,- - ∞ (B.57)

ただし,ここでちはソートした個体のj番目の個体を意味する｡さらに境界個体以外の全ての個体

(i-2,･･.,I-1)に対して以下の式に従った混雑度計算を行う｡

dITn - drn +
J )

fi;,7･1I fir-1
fmP!aX- fmmin

(B.58)

利点

最大の特徴は･探索性能の良さである｡適切なアーカイブが行われている上,必ず非劣解の各目的軸に対する両端

が次世代へ保存される仕組みであるために,得られている解集合がPareto最適フロントの一部に収束することはな

い｡ NSGA-ⅠⅠにおいて用いられている混雑度計算では,近傍間の個体密度が用いられており,
Jsha,eなどの余分な

こツチングパラメータを必要としない｡

欠点

混雑度距離にもとづく混雑度比較が母集団内の非劣個体の数を制限するために用いられている時,すなわち親母集

団Ptと子母集団Qtを組み合わせたRt
-PtuQt内にN個以上の非劣解集合が存在し,混雑度比較を用いた非劣

解集合の削減を行った場合,アルゴリズムは収束の特性を失う｡これは,探索の後半になり個体制限Ⅳ以上の非劣

解集合が存在した時に,それまでの探索で得られた非劣解が欠落する可能性があるためである｡
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B.4.8 SPEA2

spEA2 (StrengthPareto Evolutionary Algorithm 2, Improving the Strength Pareto Evolutionary Algorithm)

は, SPEAの改良アルゴリズムとしてZitzlerら88)によって2001年に提案された｡ SPEAは1999年に提案された

比較的新しい探索性能に優れたアルゴリズムである｡しかし, 1999年から2001年までの間には, NSGA-ⅠⅠをはじ

めとして重要なアルゴリズム,メカニズムが提案され, SPEAには幾つかの改良点があることが明確になった｡そこ

で,さらに効率の良い高性能な探索を行うため,幾つかの重要な改良を加え提案されたのがSPEA2であるo
SPEA

と比較したSPEA2の主な特徴を以下に示す｡

1改良した適合度割当て手法 これは,各個体に対してどれだけ多くの数の個体をその個体が支配しているか･支配

されているかを考慮した手法である｡この適合度割当てには,個体の優越度合いと密集度の両方が考慮されている｡

■新たなアーカイブ端切り手法 この手法は,アーカイブ個体群を適切な数に削減するために用いられる｡この手法

では,得られた非劣解集合の各目的軸における端の個体が保存されることを保証してし)る｡

■アーカイブ個体群と探索個体群の扱い SPEA2では,常にこれまでの探索で発見したjV個体の優良解をアーカイ

ブに保存する｡また, NSGA_ⅠⅠと同様にアーカイブ個体群から探索個体群をさらに選択して,アーカイブ個体群の

より優れた個体を再抽出して各遺伝的操作を用いた探索を行っている0

以下, SPEA2のアルゴリズムの流れ,適合度割当て手法,アーカイブ端切り手法を用いたアーカイブ個体群の更

新について解説する｡

アルゴリズムの流れ

spEA2のアルゴリズムの流れはNSGA_ⅠⅠに非常に似ている｡これは, 2つの母集団(アーカイブ母集団戸,探

索母集団P)を用いて探索を行う点,アーカイブ母集団から探索母集団を選択する点,探索母集団を用いたアーカイ

ブ母集団の更新を行う点などアルゴリズムとして共通する部分が多いからである｡

stepl初期化‥初期母集団Poを生成するo空のアーカイブを生成する｡

再-¢ Sett-0 (B.59)

step2 適合度割当て‥ Ptと再における個体適合度を計算するo

step3環境選択: Pt Lこおける全ての非劣個体を頁へコピーし,頁石とする｡ただし,l訂l>jVの場合には･

端切りオペレ一夕を用いて7Vに削減する｡また,両石l<jVの場合には,
Pt 6こおける優良個体万一市こL

個分をPt+1へコピーし, Pt+1の個体数をjVにする｡

step4終了判定‥もしt≧Tもしくはその他の終了条件が満たされた場合,訂の中の非劣個体群が最終的な解

として出力され探索は終了する｡そうでなければ, Step5へ進む｡

step5 メイティング選択: Pt+1からバイナリトナメント選択によってN個分のPt+1を選択する｡

step6 変化: Pt+1に対して交叉と突然変異オペレ一夕を実行する｡

上記の環境選択(environmentalselection)･メイティング選択(matingselection)について説明する｡一般に,新

たに得られた探索個体群Ptを用いて保存しているアーカイブ個体群頁を更新する場合,探索個体群Ptとア~カ

ィブ個体群Ptから選択操作を用いて新たなアーカイブ個体群頁石を生成する｡この選択操作のことを環境選択と
呼ぶ｡
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一方,ア-カイブ個体群から探索個体群を選択することをメイティング選択という｡交叉(1-1at･P)などの退伝的操

作を行う個体群の適択という意味でメイティング選択と呼ばれる｡これは,探索をより優れた個体のみで行うためで

ある｣. SPEA2, NSGA-IIなどではバイナ1)ト-ナメント選択が用いられている｡

適合度割当て

SPEA2では,まず全ての個体iに対して,その個体の強度として,支配している個体の数s(i)を求める｡

s(i)-l(jLj∈P,+市∧i>j)l (B･6())

ここで,王>jはjがriに支配されていることを示している｡

攻.L=,個体iの生適合度(raw丘tness) r(i)は.その個体を支配Lている個体の持つ強度sを全て足し合わせた値

となる亡 そのため個体iが非劣解の場合,生適合度は0となるD

l･(,i)- = s(j) (B･61)

j∈P'+Pl.j>i

しかしながら, r(i)を用いた適合度割当ては,支配関係の概念に基づいた一種のニッチのメカニズムを提供する

が,個体が互いに支配関係にない場合,不適切である可能性がある｡したがって,目的関数空間における個体の混

雑状態(密集度)の情報を付加することで,同一の生適合度値の個体同士を区別する必要性があるo SPEA2では,

Silverman71)によるk･最近傍法(k-th nearest･ neighbor nlethod)を採用し, k最近傍個体との距離o-ヂの逆数を密

集度(density)の評価として用いているcよって密集度d(i)はk- ∨/元了育として次式で表現されるo

a(i) -
l

a-チ+2

ここで,分母に2を足しているのは0<d(り<1を保証するためであるo

最終的にd(i)を生適合度r(i)に加算して個休iの適合度f(i)とするE.

f(i) - r(i)+d(i)

(B,62)

(B･63)

SPEAおよびSPEA2における適合度割当ての比較例を図B.14に示す｡ SPEA2では,より多くの個体を支配し

ている非劣個体のs(i)は,高くなる｡そのため.そのような非劣解に支配されている個体の適合度は悪くなるD一

刀, SPEAの場合と異なりSPEA2では,非劣解に対しては同等の最も高い適合度が割当てられている｡そのため,

SPEAに比べPareto最適フロントに対する収束性がより強くなっていることが分かるo

SPEA : Fit.ness SPEA2 : Fitness (Strength)

図B.14 SPEAおよぴSPEA(2における適合度割当ての比較
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環境選択

spEA2でのアーカイブ母集団の更新は, SPEAと比較して次の2点において異なっている｡

1.アーカイブ母集団の個体数が常に一定である｡

2.過剰な非劣解の削減方法として,アーカイブ端切り手法(archive
truncation method)という境界の個体を取

り除くことを防ぐ手法を用いている｡

spEA2における環境選択では,最初のステップとして全ての非劣個体をコピーする｡すなわち,アーカイブPtと

探索母集団Ptから最良の適合度値0を持つ個体をPt+1へコピーする｡

頁石-(ili∈Pt+Pt∧F(i)<1) (B.64)

もし,非劣個体の数がアーカイブ母集団サイズの上限と同値であった場合(両石l-育),環境選択のステップは終

了する｡一方,非劣解の数がアーカイブ母集団サイズの上限以下の場合,上限以上の場合もある｡

前者(l訂l <jV)の場合,前のアーカイブにおける最良のjV一席こl個の優越個体と母集団が新しいア~カイ
ブとしてコピーされる｡具体的には,まずアーカイブ母集団と探索母集団を足し合わせた個体集合Pt+頁を生成

する｡個体集合Pt+頁に対して適合度の最良値順にソートを行い,ソート個体のF(i)≧1となる初めの個体から

jV一同石1個の個体iを原石Iにコピーすることにより実行される｡また･後者の上限以上(17ht>7V)の場合･

母集団の個体を1個づつ削減するアーカイブ端切り手法をl頁石l-jVとなるまでを繰り返し行うことにより･アー

カイブ母集団Pt.1の個体数をjVとしている｡アーカイブ端切り手法のアルゴリズムを以下に示すo

stepl全ての非劣個体に対して,目的関数空間において最も隣り合う距離が最小のiとjを選択する｡変数k-2

とする｡

step2個体iとjに対してk番目に最も接近している個体との距離(軌6,*)を求め比較する｡ただし･かま･個
体iにおいてk番目に最も接近している個体との距離を意味する｡

step3もし, 6ヂ'6タもしくは∂吾<6タの場合には,距離の短いはうを削減対象とする｡また,6チエ呼の場合に
は, k-k+1としてStep2-戻る｡

このアーカイブ端切り手法の特徴は,非劣個体群の各目的の端に存在する個体が必ず削減対象とならないことであ

る｡また,必ず最も隣り合う距離の最小の個体が削減されるため妥当性がもっとも高いアーカイブの削減方法であるo

さらに,パラメータを用いない点も利点といえる｡アーカイブ端切り手法の概念図を図B･15に示す｡

Belbre
After

図B.15 アーカイブ端切り手法
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利点

SPEA2の最大の特徴は,探索性能の良さである｡ SPEAと比較しても,その探索性能は格段に向上している｡ア

ルゴリズム自体はNSGA-ⅠⅠに非常に似ているが,探索途中において発見した非劣解の削減方法などはNSGA_ⅠⅠの

ものよりも妥当性の高い方法を用いている89)｡また,適合度割当てに関しても非劣解が必ず優遇されるような仕組

みになっており, SPEAの場合の適合度割当て方法の欠点が改善されている｡

■SPEAにおける適合度割当て方法の欠点 SPEAにおける適合度割当てでは,多くの個体を優越しているアーカイ

ブ個体が悪い適合度となる｡このような割当ては,非劣個体の近くに優越されている個体が集中している場合に対す

る適切な適合度割当てとなる｡しかし,このような場合は非常にまれであり,本来,混雑度を重視するのはクラスタ

リング手法に限定するべきである｡そのため,この適合度割当ては,結果として非劣個体に対して不適切な選択圧を

生む可能性がある｡

欠点

SPEA2において用いられている,端切りオペレ一夕は非常に妥当性の高いものであるが,
1度の試行において削

減対象の個体を1つしか発見できない上,最も近接している2つの個体の6kに関して差が生じるまで個体間の比較

を行う必要がある｡ここで6㌘は,個体iにおいてk番目に最も接近している個体との距離を意味する｡そのため,

その複雑性は高くなるo最悪の場合,端切りオペレ一夕の複雑性は0(M3)(M-N+万)となる｡ただし通常は,

第2もしくは第3の近傍に関しては異なっているので,平均の複雑性は0(〟2log〟)以下となる｡

交叉･突然変異

Pt+ PTl

ア-カイブ母集団PTi

探索母*団pf.I

メ.'テ食グ選択アーカイブ母集団p1.'l

図B.16 SPEA2の基本的概念図
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B.4.9 多目的遺伝的アルゴリズムにおける重要なスキーム

これまで数多くの多目的遺伝的アルゴリズムの手法に関する研究が行われてきたが,特に1999年以降になり

spEA90), spEA288)など非常に優れた手法が数多く提案されるようになった｡

これは,多目的遺伝的アルゴリズムにおける複数の探索に重要なメカニズムが明らかとなり,様々な手法でこれら

のメカニズムを組み込んだからである｡そのため,これらのアルゴリズムでは,適合度の割り当て方法などに違いが

あるものの,アルゴリズム全体の仕組みにおいて大きな違いはない｡ .

これらの手法に共通するメカニズムが多目的遺伝的アルゴリズムの探索において重要な効果を持つことは,これら

の手法の数値実験結果より明らかである8,9,88,90)｡共通するメカニズムについてまとめたものを以下に示す｡

探索した非劣解の保存

非劣解の保存は,単一目的におけるエリート戦略(elitism)に相当する｡多くの手法では,保存対象となる非劣解

集合を探索個体群とは別の個体群に保存する8,88)｡一般に,この保存する個体群は探索個体群と区別してアーカイブ

個体群と呼ばれる｡ NSGA-ⅠⅠ, SPEA2などの手法では,現世代における非劣解だけでなく任意に設定した個体数分

を優良個体として保存する方法を用いている｡これは,後述するようにアーカイブ個体群を次世代の探索個体群とし

て直接活用するためである｡

保存している唖良解の探索への反映

保存しているアーカイブ個体群を探索へ反映させるためには,アーカイブ個体群を選択-参加させる必要があ

る｡アーカイブ個体群の選択への参加は,より優れた個体を用いた探索による探索の高速化を目的として行われる｡

NSGA-ⅠⅠ, SPEA2などの手法に実装されており,次世代の探索個体を作成するもととしてアーカイブ個体群を利用

している8,88)｡一般に,アーカイブ個体群に対して選択手法を用いて探索個体群を選び出す選択のことをメイティン

グ選択と呼ぶ｡

アーカイブ個体群の削減

アーカイブ個体群の削減は,あらかじめ設定したアーカイブ個体群の個体数を超えて非劣解が存在するときに任

意の設定数まで個体を削減することである｡問題によって,探索途中の非劣個体が非常に膨大となり,設定していた

アーカイブ個体群の個体数を超えて存在する場合がある｡この場合には,選択の対象がすべて現世代における非劣解

であるため個体の近接度合い,密集度合いといった多様性にもとづく選択を行い非劣個体の削減を行う必要がある｡

アーカイブ個体群の削減における最大の問題は,解のPareto最適フロントへの収束を妨げる可能性があることで

ある｡全ての非劣解は,それまでの探索により得られた最良の1個体であり,探索の最も進んだ個体の1つである｡

非劣解を削減することにより,その後の探索により,この削減された非劣解よりも劣った解が非劣解として存在する

可能性が生じるため,最悪の場合, Pareto最適フロントに対してアーカイブ個体群が後退することが考えられる｡実

際に,これまでの探索により得られた非劣解集合を肖臓することにより解のPareto最適フロントへの収束の保証は

失われる｡そのため,アーカイブ個体群の削減は非常に慎重に行われる必要がある｡

多様性にもとづく代表的な選択手法として,シェアリングを利用する方法がある26)｡しかし･シェアリングを用い

た選択では,シェアリングに関するパラメータが新たに必要となる上,各目的関数軸における最良個体を保存する保

証がない｡各目的関数軸における最良個体の損失は,探索領域を狭めることにつながり大域的な探索の弊害になる恐

れがある｡

一方,シェアリングの持つ問題点を考慮した新たなアーカイブ個体群の削減方法として,
SPEA2において用いら

れているアーカイブ端切り手法88), NSGA-ⅠⅠにおいて用いられている混雑度計算8)を用いた手法などがある｡こ
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れらの削減方法は,パラメータフリーであり,非劣解集合の各目的軸における最小値,最大値が必ず保存される仕組

みになっている｡このため,これらの手法では,これまで得られた非劣解集合の各目的関数軸に対する幅広さが失わ

れることはない｡つまり,非劣解集合の分布領域は,新たな非劣解によりそれまで端にいた非劣解が優越されない限

り,縮小することはない｡

探索個体に対する適合度割り当て

前述のように,多目的遺伝的アルゴリズムでは｢多様性｣を維持しながら｢精度｣の高い解を探索する必要がある｡

そのため,各個体間の優越関係と目的関数空間での近接度合いを考慮した適合度割り当てを行う必要がある｡これま

でに提案されてきた代表的な手法として, MOGAで用いられているParetoランキングとシェアリングを組み合わ

せた方法･ SPEA2において用いられている独自の適合度割り当て方法, NSGA-ⅠⅠにおいて用いられている非優越

ソートと混雑度計算を組み合わせた方法などがある｡例外的にNPGAでは, 2個体比較に基づく独自の選択手法を

用いることにより適合度という概念が存荏しない26)0

適合度割り当てにおいて重要なことは,非劣個体とそうでない個体が存在する場合,必ず非劣個体の方がより良好

な適合度値を割り当てられなければならないことである｡これは,非劣個体よりも高い適合度値を持つ非劣でない個

体が存在した場合･非劣個体よりも非劣個体以外の個体の方が選択されることになり,母集団のPareto最適フロン

トに対する探索が後退するためである｡一般に,このようにPareto最適フロントに対する探索が後退する可能性が

ある場合, Pareto最適フロントに対する(母集団の)収束性が失われているという｡逆に,個体群が探索によって

Pareto最適フロントから後退する可能性がない場合, Pareto最適フロントに対する収束性があるという｡

この条件を満たした適合度割り当てとしては,非優越ソートとシェアリングを組み合わせたNSGAの方法,非優

越ソートと混雑度ソートを組み合わせたNSGA-ⅠⅠの方法, SPEA2において用いられている適合度割り当て方法が

ある｡

各目的スケールの正規化

個体の各目的関数値によるスケールを正規化しなければ,目的関数空間において測定する個体間の距離などに弊害

が生じる恐れがある｡これは,扱う目的関数のスケールがほぼ同等の場合には全く問題とならないが,各目的関数の

取り得る値のスケールが異なる場合には重要となってくる｡

この間題に対する有効な方法として, NPGA2において用いられているスケーリング手法がある9)｡このスケーリ

ングでは･個体群の持つ各目的関数値の最大値と最小値を用いて,各評価終了後(もしくは適合度割り当て前)に各

個体の持つ目的関数値をもとに以下の式に従いスケーリングを行っている｡

0;-
Oi
-
Oi,min

Oi,,nax
-
Oi,min

Oi

0;
Oi,max

Oi,min

目的関数iにおける値

目的関数値Oiのスケーリング後の値
現個体群中における目的関数iの最大値
現個体群中における目的関数iの最小値

(B･65)

ここに
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B.5 結語

本章では,多目的最適化に関して,解の概念およびその解法について詳述し,さらに多目的遺伝的アルゴリズムの

性状について概説した｡

第B.2節では,解の概念について詳細に述べた｡多目的最適化問題に対して,単一目的の場合の解の概念を適用す

れば,完全最適解の概念が定義できるが,複数個の目的関数を同時に最小化するという完全最適解は,目的関数が相

競合する場合は,一般に存在せず通常のスカラー値の目的関数の最適解と同様に論ずることはできないoその代わり

にある目的関数の値を改善するためには,少なくとも他の1つの目的関数の値を改悪せざるを得ないようなPareto

最適解を求めることが多目的最適化問題の目標となる｡

第B.3節では,従来から用いられてきた幾つかの多目的計画法について説明し,その特徴を示した｡従来,
Pareto

最適解を得るための手法として,何らかの方法により複数存在する評価基準を単一目的化するスカラー化手法が用い

られてきたが, Pareto最適解集合を求めるための手法として考案されたスカラー化手法には,各評価項目の優先度を

定義する必要があり, 1度の探索でPareto最適解集合の1つしか求められないという問題点が存在する｡

第B.4節では,多目的遺伝的アルゴリズムに関する研究を把握することで,多目的遺伝的アルゴリズムにおける重

要なスキームを明らかにし,多目的最適化問題に適用するために必要である事項を述べたo多目的遺伝的アルゴリズ

ムにより,スカラー化手法における問題点であった各評価項目の優先度を明示的に定義することなく1度の探索で複

数のPareto最適解を探索することが可能となる｡また多目的遺伝的アルゴリズムでは,進化計算中において得られ

る非劣解集合の多様性の維持,非劣解の損失防止および個体群のPareto最適フロント-の近接が,多目的最適化問

題を解く上での目標となる｡
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附録C

耐用年数推定法

C.l棟説

耐用年数(servicelife)には,物理的耐用年数,機能的耐用年数および経済的耐用年数という3つの形態が存在す

る｡物理的耐用年数とは,老朽化(deterioration)によって,物理的に使用不可能になるまでの期間をさす｡それに対

して･機能的耐用年数とは,陳腐化(obsolescence)によって,用途的に使用不可能になるまでの期間をさす｡経済的

耐用年数とは,それ以前に処分しても,それ以後使い続けても,経済的には不利となる最小支出,すなわち資本費用

および稼動劣性(workinginferiority)*1の和が最小となる年数をいう｡一般的に,経済的耐用年数⊆機能的耐用年

数⊆物理的耐用年数のような包含関係である｡

我が国の建築構造物が短寿命であるのは,経済,社会環境の変動が大きく,物理的耐用年数と経済的耐用年数が禿

離しているため,物理的耐用年数と比較して機能的耐用年数や経済的耐用年数が短くなったことが原因である｡従っ

て,我が国の建築構造物は,ただ単純に物理的耐用年数の延伸を試みるだけでなく,経済的耐用年数を物理的耐用年

数に近づけていくことが必要である｡そのためには,建築構造物の利用環境に柔軟に対応できるような建築構造物の

計画手法が重要となると考えられる｡

本研究では,躯体の耐用年数が建築構造物の耐用年数であるとし,それを時間的設計変数に用いる｡本章では,本

論で対象とする設計変数としての建築構造物の耐用年数を決定するために,躯体の耐用年数推定法について詳述する｡

木章は,文献98~101)などを参考としている｡

*1経過年数とともに増大する能力低下および維持保全費用の増大という経済損失の指数
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C.2 木造躯体の耐用年数

木造の耐用年数は,次式に示される推定耐久性能値Pspを用いて決定される｡

Psp-PxBxCxD

ここに

P :耐久性能値

β :構造級別係数
C :施工検査級別係数
β :劣化外力係数

(C.1)

耐久性能値

耐久性能(performance over time)を示す耐久性能値Pの算定は,設計時に使用した仕様構造部材の樹種･断面

の小径,保存薬剤処理の種別に基づき, Pl, P2, P3の耐久性能値を以下の表を用いて設定し,次式を用いて求めるo

p-;pi
ここに

Pi :i番目の耐久性能値

本研究では, P3に関しては問題領域の境界条件として設定する｡

(C.2)

構造級別係数

構造級別係数βの算定は,主要構造部位について,主として水分による腐朽の難易を基準に構法上の観点からβ11

およびβ12をそれぞれ設定し,次式によって求める｡

β
β11 +β12

水分,湿分を木材に作用しにくくする構法の種別による係数

建物内に浸入した水分,湿分を屋外に排出するような構法の種別による係数

(C･3)

ここに

施工検査級別係数

施工検査別係数Cの算定は,施工管理における検査項目類別数と検査対象類別数とにより施工管理の程度を級別

化し,表C.5により求める｡ただし,本研究では, Cは境界条件として与えるものとする｡
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表C.1樹種別の割増係数

Pl 製材品および木質製品

1.4 ヒバ

ベイヒバ

コウヤマキ

クリ

ケヤキ

1.3 ヒノキ心材

台湾ヒノキ心材

1.2 ヒノキ辺材

スギ心材

ベイヒノキ

ベイマツ

アカマッ

クロマツ

カラマツ

ソ連カラマツ

1.0 スギ辺材

0.8 硬質木片セメント板

0.7 構造用合板

JAS持類

0.5 構造用合板

JASl類

--ドボード

インシュレーションボード

パーティクルボード

表C.2 断面寸法別の割増係数 表C.3 保存薬剤処理による割増係数

P2 小径(mm)

0 105 or under

0.15 120or under

0.30 135or under

0.45 150orunder

0.60 15lorover

P3 保存薬剤処理の種別

0.3 現場処理

(標準:クレオソート2回塗布)

加圧処理JAS第3種

0.7 加圧処理JAS第2種

1.5 加圧処理JAS第1種

β11地上からの距離(mm)

0.6 under 300

1.0 300

1.1 400

1.2 600

1.3 610 or over

表C.4 構法級別係数

β12 外周3･0×103
mm当りの換気口面積(mm2)

o.6 2.0×104orunder

1.0 3.0×104

1.5 4.0×104

1.8 5.0×104

2.0 6.0×104

表C.5 施工検査別係数

C 検査項目類別数 検査対象類別数

0.6 4or under

0.8 9or under

1.0 14orunder

1.1 19or under

1.2 20or over

1 or under

3 or under

7 or under

15 or under

16 or over



250 附録C 耐用年数推定法

劣化外力係数

劣化外力(environmental deteration factor)を考慮する劣化外力係数Dは･地域劣化外力係数Dll･
D12と部位

劣化外力係数β2とを用いて次式より求める｡

D=
刀ll +β12

×D2 (C･4)

地域劣化外力係数Dll, D12はそれぞれ表C･6, C･7より求める｡部位劣化外力係数D2は区分された部位ごとに

表C.8によって求める｡

表C.6 シロアリの分布･地域区分係数

Dllシロアリの分布区分 地域区分

o.8 イエシロアリの分布地域 沿岸地域

1.0 ヤマトシロアリのみの分布地域 内陸地域

表C.7 腐朽菌の生育係数

D12 15℃以上の累積時間(時間)

0.80 over 7050

0.90 7050 or under

1.0 5900 or under

1.1 4700 or under

1.2 3520 or under

表C.8 部位劣化外力係数

β2 対象部位

o.4 内側面に水まわり室があり,かつ雨どいが900mm以内にある外壁

内側面に水まわり室がなく,かつ雨どいが900mm以内にある外壁一北側

0.5 内側面に水まわり室がなく,かつ雨どいが900mm以内にある外壁一北側以外

内側面に水まわり室がある外壁

両側面に水まわり室がある内壁

o.6 片側面に水まわり室がある内壁

1.0 内側面に水まわり室がない外壁

2.0 両側面に水まわり室がない内壁
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推定耐用年数への換井

推定耐久性能値は以上より部位別の推定耐用年数Psp,iが得ることができ,これを用いて建築構造物全体の推定耐

久性能値Pspaを次式より求め,表C.9を用いることで推定耐用年数に変換する｡本研究では,この数値をもって木

造の耐用年数とする｡

Pspa -

=(pep,iX ni)
i

n

表C.9 推定耐久性能値の推定耐用年数への換算

Pspa 木造の耐用年数(年)

0.3～0.7 10～20

0.8～1.2 25～35

1.3～1.7 40～50

1.8～2.2 55～65

2.3～2.7 70～80

2.8～3.2 85～95

3.3～ 100～

(C.5)
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c.3 鉄筋コンクリート造躯体の耐用年数

RC造の計画耐用年数は,以下の3つの条件を満足するものとして,表C.10のような標準値が設定されている｡

条件1 :耐久性能の低下が生じない

条件2 :供用性の低下が生じない

条件3 :計画耐用年数を低減させる放置しえない劣化が生じない

表C.10 RC構造物の計画耐用年数の標準値

Ⅰ級ⅠⅠ級ⅠⅠⅠ級

RC構造物の計画耐用年数(年) 100 65 30

中性化

コンクリートは,強アルかノ性であり,鉄筋の発錆を防ぐのに有効であるが,材齢の経過とともに次のような化学

反応式を起こして表層部から徐々にアルカリ性を失う｡

ca(oH)2 +CO2 - CaCO3 +H20 † (C･6)

鉄筋コンクリート造建築物は,コンクリートが中性化して内部鉄筋の腐食が起こり,構造体力の低下をまねいたり･

かぶりコンクリートのひび割れや剥落が起きる危険が生じたときが物理的寿命とされている｡

コンクリートが中性化しても,水と酸素の両方が供給されなければ内部鉄筋の腐食は起こらない｡このため,屋内

では中性化領域が鉄筋に達してもすぐには有害な腐食状態にはならないが,屋外では水と酸素の同時供給がなされる

ため,中性化領域が鉄筋に到達すると同時に有害な腐食状態になるという調査結果がある｡このため,コンクリート

の中性化が鉄筋のかぶり厚に達したときをもって鉄筋コンクリート造建築物の寿命とするのが妥当だと考えられる｡

また,コンクリートの中性化速度は使用セメントの種類,二酸化炭素濃度,仕上材の有無や種類･厚さなどによっ

て影響を受けることが知られているが,あらゆる要因を加味した式を求めることは容易ではない｡それで,コンク

リートの中性化進行は,諸要因の影響を合理的に説明できる式として実験･調査結果から導かれた次の一般的な放物

線式で表すのが妥当であるとされている｡

t-α･β･7､佃 (C･7)

ここで7は水セメント比xおよびコンクリートの種類による係数Rで決まるコンクリートの品質係数であり･次の

式で表される｡

ij
I-

R(I
-

0･25)

u.:i(1.1･rJ+ :3J･)
(∬≧0･6)

7-0.37R(4.6x-1.76) (x≦0･6)

t :中性化深さ(cm)
α :環境条件による係数
β :仕上材による係数
y :経過期間(年)
∬ :水セメント比

R :コンクリートの種類による定数

ここに
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ここで屋外の一般的な打放しコンクリートでは,
α-1,β-1,R-1,I-0.6であるので式(C.12)は次の浜田式

に帰着する｡

t - 0･37､序

ゆえに,本研究では次式をもって, RC構造の耐用年数を算定する｡

yRC - 7.2t2

ここに

YRC :コンクリートの耐用年数(年)
t :中性化深さ(cm)

(C.10)

(C.ll)

コンクリートの中性化の経時進行速度式

コンクリート表面からの中性化の経時進行は,各種の外的および内的要因(二酸化炭素濃度,コンクリートの種類

と水セメント比,圧縮強度,含水率,仕上材の有無とその種類と厚さ,温･湿度,部位条件,環境条件など)の複雑な

影響を受ける｡このコンクリートの中性化進行を経過時間の関数として表したのが,中性化の経時進行速度式である｡

定常状態での二酸化炭素のコンクリート中での拡散をコンクリートの中性化の律速過程と考えると,簡単な速度論

に関する考察から,平均中性化深さの経時進行速度を表す次の経過時間に関する放物線則( ㍉法則)が得られる｡

X-Kv7, K- (C.12)

ここに

X :中性化深さ
t :経過時間
βA :CO2のコンクリート中での拡散係数
△C :コンクリート表面と炭酸化フロント間のCO2の濃度勾配,コンクリート表面でのCO2濃度に等しい
α :炭酸化反応でCaO系成分に固定化されるCO2量
K :中性化進行速度係数

この放物線則は,数多くの実験研究や実態調査の結果から一般的に成り立つ法則として了解されている｡しかし,

一定の温度と中位の相対湿度条件では,コンクリートの中性化は近似的に時間の平方根に比例して進行する(炭酸化
反応は,微量に存在する水が触媒的に作用し,相対湿度50-70 %で最も起りやすいとされている)が,湿度の変動

する環境条件下や雨の降りかかる高湿度条件下ではこの放物線則からかなりはずれることがあるため,ドイツの研究

者らは次の形の修正した中性化の進行式を提案している｡

X-α(i-to)n (α,n:定数,to:誘導軌0<n< 1) (C.13)
X-klta+k2 (kl,k2,α,:定数,o<α< 1) (C.14)

この点に注目したSciesslは,水酸化カルシウムのコンクリートの内層部からの逆拡散を考えた場合には一定の極

限中性化深さが存在し得ることを示し,その考えに立って次の中性化進行速度式を提案している｡

X∞ -

DAB△C/-b
i -

-(a/石)[(x+x∞1n(1 - (X/X∞))]

ここに

(C.15)

(C.16)
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X

b

D

△

α

00

Aβ

C

極限中性化深さ

ca(oH)2の内部拡散による中性化進行妨害因子
拡散係数が,表面からの深さに比例捨て低下することを仮定し,表面に外挿した値

コンクリート表面と炭酸化フロント間のCO2の濃度勾配

炭酸化反応でCaO系成分に固定化されるCO2量

式(C.16)をTaylor級数に展開すれば,式(C･12)に帰着される｡

他方,近藤らは,各種セメントモルタルの促進中性化試験により,中性化進行が始まる前に一定の誘導期が存在す

ることを示し,誘導期の存在と,二酸化炭素及び水の等モル相互拡散を考慮して,次の形の中性化の経時進行速度式

を提案している｡

(x+xo)2 -Kt
K -

2D.EAPTO175/(f2731･75RCop)

(C･17)

(C.18)

ここに

x. :誘導期に対応した中性化遅延深さ
∬ :中性化進行速度係数

J :理論と実験の補正係数
c. :固定化されるCO2量または発生するH20の量

β :試験体密度
E :空孔率
T :絶対温度

△p :圧力差

鉄筋コンクリート造建築物の新設の設計時においては,放物線則による中性化進行速度係数をコンクリートの水セ

メント比で定め,セメント,骨材,混和材等の種類によるコンクリートの違いや,環境条件や仕上材による影響はあ

る一定の係数をかけて計算するのが便利であることが多い｡日本建築学会｢標準仕様書･同解説JASS 5鉄筋コンク

リート工事｣のかぶり厚の設定には,この考え方が用いられている｡その基礎となっているのは岸谷式である｡

これは,大気中に接する打放しコンクリートの中性化進行を示すもので,式(C.12)の中性化速度係数∬の要因と

して,水セメント比xとコンクリートの種類によって変わる定数Rを用いて,経過時間t (年)における中性化深

さX(cm)を以下のように与えている｡

水セメント比x≧0.6のとき t-

水セメント比x≦0.6のとき t-

0.3(1.15+ 3x)

R2(I
-

o･25)2

7.2

x2

R2(4.6x - 1･76)2
x2

(C.19)

(C.20)

さらに,環境条件による係数α (例えば屋外では1.0,屋内では1.7),仕上材による係数β (仕上材のない場合

はβ-1.0,透気性の小さい仕上材はどこの値を小さくとる),コンクリートの種類と水セメント比で決まるコンク

リートの品質係数7として式C.12の形に表すと,コンクリートの中性化進行速度式は以下のように表せるo

x-α･β･7V7

ここに, 7は水セメント比xおよび中性化比率Rの関数で,次のように表せる｡

x≧o.6の場合 7-R(I-0.25)/如

(C･21)

(C.22)
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x≦0･6の場合 7-0･37R(4･6x-1176) (C.23)

これらはいくつかの実験的,実態調査研究の成果に基づいている｡鉄筋コンクリート造建築物に使用される屋外の

一般的な打放しコンクリートでは, α-1,β-1,R-1,I-0･6であって, 7-0.37となり,式(C.21)は,日本の
雨の降りかかる屋外のコンクリートの中性化の進行に一般的に適用されると考えられる次の浜田式に帰着する｡

X - 0･37v7 (c.24)

しかしながら,これまでの中性化の経時進行速度を表す一連の式には,コンクリートの中性化の劣化外力である二

酸化炭素濃度がうまく組み込まれていなかったり,また,温度,湿度,含水率,仕上材等の物質移動抵抗がどのよう

に,またどの程度影響するかの推定が困難な場合が多い｡

中性化の経時進行を短時間に推定または確認するために,自然暴露実験や実態調査の方法とは別に,促進中性化試

験が行われる場合も多いが,その際,上記の諸要因の影響を評価する必要が生じる｡

以上のような状況を考慮して,福島はコンクリート表面から拡散する二酸化炭素とコンクリート内層部から逆拡散

する水酸化カルシウムの瞬間接触2次不可逆反応と,二酸化炭素のコンクリート内層部への拡散に対する表面あるい

は総括物質移動係数( kagあるいはkag′ )を仮定して,非定常速度論解析により次の形の中性化の経時進行速度式

を導出し,諸要因の影響を考察した｡

X-kev7-i (t≧to…(I/ke)2以降o≦t≦t.ではX-0)

ke -

m席舶1((Cag/2Cb.一偏
l - Da2/kag'

1/ka9'- 1/kay +L/DL

(C.25)

(C.26)

(C･27)

(C･28)

ここに

X :平均中性化深さ

t :経過時間

Ca9 :外気のCO2濃度

CbO :コンクリート中のCa(OH)2の初濃度
L :仕上材の厚さ

DL :仕上材内でのCO2の拡散係数

β｡1 :CO2の外気中での拡散係数

♪α2 :CO2のコンクリート中での拡散係数

Db2 :Ca(OH)2コンクリート中での拡散係数
m :表面平衡定数

得られた中性化進行を表す近似式は,誘導期を含む一般的な放物線則であり,定数項lが,誘導期または中性化遅

延深さを表しており,総括物質移動抵抗あるいは仕上材等の中性化遅延効果に対応する｡また,中性化進行速度係数

keは･ CO2およびCa(OH)2の初濃度比, CO2およびCa(OH)2のコンクリート中での拡散係数,表面平衡定数等

による複雑な影響を受けることを示しているが,環境条件,表面平衡定数,二酸化炭素濃度,コンクリートの品質条

件,仕上材条件等を総合的に表している｡拡散係数は,コンクリートの調合,養生条件,温度,湿度,含水率等の多

変数関数となり,これらの諸条件を間接的の表現する｡表面仕上等のない場合は,一般的には定数項l=0となり,

中性化進行速度係数keのみで中性化の進行を表すことができるが,表面仕上材等のある場合は,中性化進行速度係

数keと定数項lの両方を考慮しなければならないことを意味する｡

これら一連の式は,コンクリートの中性化の経時進行に及ぼす諸要因の影響を,物性定数と物質濃度の組み合わせ

で表現したものであり,これらに適当な数値を代入して計算することにより,各種の外的･内的要因の影響を理論的
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に評価することができる｡表面および総括物質移動抵抗が無視しえない場合,すなわち仕上材等の透気率が小さいか

厚さが厚い場合,式(C.25)および式(C.27)の定数項に関連して,一定の誘導期が増大する｡また,式(C･27)およ

び式(C.28)より,同じ仕上材の場合,一定時間後には中性化深さはその厚さに比例して小さくなることが理論的に

予想される｡

この理論式の導出に際しては,二酸化炭素との水酸化カルシウムの瞬間接触2次不可逆炭酸化反応を仮定している

が,実際には炭酸化反応は有限の反応速度で起こり,一部逆反応もあると考えられる｡このために,二酸化炭素濃度

を過大に評価している可能性もあるが,この理論式は,物性定数等の数値を使って,コンクリート中の中性化進行の

大部分の状況をうまく説明しうるという利点がある｡
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C.4 鉄骨造躯体の耐用年数

鉄骨造躯体を構成する部材の耐用年数は次式によって推定する｡

Ym-Dp･Bp･C･M･Yop+Dz･Bz･C･M･Yoz+Ds･Bs･C･M･Yos

ここに

l..;,I.

Dp? Dz, Ds

Bp

Bz

Bs

C

AI

Yop

Yoz

Yos

式(C.29)の右辺第一項は塗膜の耐用年数,

している｡

(C.29)

:部材の耐用年数(年)
:地域環境別設計用劣化係数

:部位別設計用劣化係数(塗膜)

:部位別設計用劣化係数(亜鉛鍍金)
:部位別設計用劣化係数(無処理鋼材)

:施工管理係数

:維持保全係数

:塗膜の標準耐用年数(年)

:亜鉛鍍金の標準耐用年数(年)
:無処理鋼材の標準耐用年数(年)

第二項は亜鉛鍍金の耐用年数,最終項は鋼材の耐用年数をそれぞれ表

塗膜

塗膜の標準耐用年数Yopは,鉄骨表面の防食システムによって,文献100)に示されている表に従って1
～24年の

値を選択する｡

亜鉛鍍金

亜鉛鍍金の標準耐用年数yT.zは,次式で算定される.

Yoz-

ここに

0.9z

N･αz

z :亜鉛鍍金量(g/m2)
αz :標準地域における亜鉛鍍金の年間腐食量(g/m2･年)
N :部材の断面形により決定されるパラメータ

〟-〈………
opened sectional shape

closed sectional shape

無処理鋼材

また,無処理鋼材の標準耐用年数Y.sは,次式で算定される.

Yos -
0.1t

N.αs

t :鋼材の板厚(mm)
αs :標準地域における鋼材の年間腐食量(mm/年)

ここに

(C.30)

(C･31)
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地域環境別設計用劣化係数

塗膜の地域環境別設計用劣化係数Dpは次式で算定される｡

Dp-DR･DE (C･32)

ここに

DR :地域条件劣化係数

DE :環境条件劣化係数

DRおよびDEはそれぞれ表C.11および表C.12に従って選択する.表C.11は,塗膜の劣化と防食性能の低下

に対する主要な劣化外力である海塩粒子の実測結果に基づき,日照時間や降雨量等の劣化外力の影響度を考慮して定

められている｡表C.12において汚染地帯とは,亜硫酸ガス,醍,アルカリおよび塩類等の汚染物質の影響を考慮し

なければならない地帯を指す｡

亜鉛鍍金の地域環境別設計用劣化係数Dzは,亜硫酸ガス,海塩粒子,湿度,温度,降水量等の劣化外力によって

決定される｡具体的には,文献100)に示されている地図上の分布に従って定める｡沿岸工業地帯ではDz -0･08,そ

の他海岸線から2km内陸に入った地域ではDz-0.15,内陸部ではDz-0.30または1.00である｡

表面無処理鋼材の地域環境別設計用劣化係数DsもDz同様,文献100)に示されている地図上の分布に従って定め

る｡ Dsは,南部沿岸部の0.25から,内陸部の1.00までの値をとる｡

部位別設計用劣化係数

部位別設計用劣化係数βは次式で算定される｡

B=BK･BX

表C.11地域条件劣化係数DR

符号 地域 地域条件劣化係数

D月1 沖縄,南西諸島 0.70

DR2 南九州太平洋,四国太平洋岸 0.75

近畿太平洋沿岸

DR3 北海道太平洋,日本海沿岸

千葉･神奈川･中部太平洋沿岸

北九州沿岸

0.85

DR4 北海道,根室海峡,オホーツク沿岸 0.90

東北太平洋,日本海沿岸

関東,鹿島灘沿岸

瀬戸内海沿岸

各湾内沿岸

DR5 太平洋側内陸 0.95

DR6 日本海側内陸 1.00

表C.12 環境条件劣化係数DE

符号 環境 環境条件劣化係数

DEl 汚染地帯 0.80

DE2 非汚染地帯 1.00

(C･33)
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ここに

β〝 :部位係数

BX :露出度係数

BKおよびBXは,表C.13および表C.14にしたがってそれぞれ定める｡

施工管理係数･維持保全係数

施工管理係数Cは鉄骨部材の施工･工事管理評価と検査評価に基づいて定める｡また,維持保全係数〟は,点検

レベルや点検周期に基づいて定められる｡これらの係数は標準的な施工,維持管理状態の場合に1.0となるように定

められている｡これらは,鉄骨構造物の耐久性に影響を及ぼす人的要因を考慮した係数である｡

表C.13 部位別係数β∬

符号 部位名 部位係数

表面無処理鋼材 亜鉛鍍金 塗膜

BKl 柱･間柱 柱脚部 1.20 1.20 1.30

BK2 本体 1.30 1.30 1.50

BK3 大梁･小梁 接合部 o.90 0.90 1.00

BK4 *# 1.00 1.00 1.00

BK5 軸紅プレース 接合部 o.90 0.90 1.00

BK6 本体 1.00 1.00 1.00

BK7 水平ブレース 接合部 o.85 0.85 1.00

BK8 *# 0.90 0.90 1.00

BK9 屋根トラス 0.95 0.95 0.95

BKIO 母屋 o.95 0.95 0.95

BKl l 胴緑 o.90 0.90 0.90

BK12 外部階段 o.80 0.80 0.80

BK13 鋼製土台 o.70 0.70 0.60

表C.14 露出度係数BX

符号 露出状況 露出度係数

表面無処理鋼材 亜鉛鍍金 塗膜

BXl 外部露出 1.0 1.0 1.0

BX2 半露出 常時乾燥 3.0 3.0 3.0

BX3 湿潤,乾燥の繰返し 1.0 1.0 2.0

BX4 非露出 常時乾燥 6.0 8.0 6.0

BX5 湿潤,乾燥の繰返し 0.8 0.8 3.0

BX6 コンクリート端境面 1.0 1.0 0.8
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C.5 結語

本章では,建築構造物の構成要素である躯体に関して耐用年数の推定法について述べた｡本研究では,それらを設

計変数として建築構造物の耐用年数を決定するためのパラメータとしており,これによって建築構造物の適切なライ

フサイクル評価が可能となる｡

第C.2節では,木造躯体の耐用年数推定法に関して説明した｡木造躯体は耐久性能値と呼ばれる様々な要因から決

定されるパラメータによって耐用年数が推定される｡構法の違い,施工検査の違い,劣化外力の影響などが主要な要

因として推定法に組み込まれている｡

第C.3節では, RC造躯体の耐用年数推定法に関して説明した｡ RC造躯体では,主にコンクリートの中性化が耐

用年数に多大な影響を与えるため,かぶり厚さの値から耐用年数は推定される｡

第C.4節では,鉄骨造躯体の耐用年数推定法に関して説明した｡鉄骨造躯体は,亜鉛鍍金の劣化が耐用年数に影響

を与える｡亜鉛鍍金のメンテナンスを適切に継続的に行い続ければ,永久的に鉄骨造躯体は存在し続けることが可能

である｡

なお,部材の耐用年数すなわち修繕(repair)の時期は次の2つの場合に要約される｡機能を阻害したり,実害の恐

れのある場合に行う｢機能管理･保安管理(correctivemaintenance)｣,および著しく劣化するのを未然に防ぐ場合

に行う｢保全管理(preventivemaintenance)｣である｡機能管理･保安管理は,緊急な場合で当然処置しなければな

らない｡本研究ではこれを部材の耐用年数すなわち修繕周期(修繕を行ってから次の修繕を行うまでの期間)の限界

とする｡また,保全管理の根拠を与えるものが部材の減耗を示す劣化関数である｡減耗の進み方をある滑らかな曲線

で想定する場合もあるが,実際には修繕率も実際の修繕行為を考えると階段状のものかもしれず,したがって修繕規

定を作る場合,これ以上放置することができないという減耗限界(修繕限界)を設定するとよいとされている98)｡本

研究では,上述のように減耗限界を設定しており,これを用いることで,部材の劣化と修繕の関係の挙動を表現する

ことが可能となる｡
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附録D

データベース

D.l棟説

産業連関表は,国民経済において一定期間(通常1年間)に行われた財貨･サービスの産業間の取引金額をマトリ

クスとして表現したもので,総務省が中心となって10府省庁の共同事業として5年毎に作成されている｡ある1っ

の産業部門は,他の産業部門から原材料や燃料などを購入(投入, Input)し,これを加工(労働力などを投入)し

て,別の財貨･サービスを生産(産出, Output)し,様々な産業部門や最終需要者に販売している｡これらの投入と

産出の関係を投入側(様々な部門から1年間に購入した金額)の内訳を列方向に,産出側(様々な部門へ1年間に販

売した金額)の内訳を行方向に並べ,国内の全産業について整理したものが産業連関表である｡このように,各産業

部門間のInputおよびOutputを整理した表であるため, Ⅰ-0表(Input-Output Tables)とも呼ばれる｡この金額

表示の投入産出連関関係を通じた間接的な環境負荷発生を含めた総負荷発生量を｢誘発排出量｣と呼び,各種汚染物

質,温室効果ガス,エネルギ需要や廃棄物発生,水質負荷など様々な環境負荷の誘発量を一生産単位あたり原単位と

してライフサイクルアもスメントデータベースが構築される｡

自らの直接的な環境負荷は,自らの製造プロセスに投入される資材･燃料など物量を積み上げることによって把握

できるが,他の産業に遡る間接的な物量の把握には限界がある｡複雑に関連する全産業間の取引関係を網羅している

産業連関表は,これらの間接的な影響を把握することのできる唯一の推計データであり,ライフサイクルアセスメン

トデータの中で産業連関表を利用する意義はここにある｡

本章では,本論でライフサイクル評価をするために必要な購入単価およびCO2排出量原単位の1990年産業連関

表を用いたライフサイクルアセスメントのデータベースを掲載する｡

以下に示す原単位について,建築構造物に関わると考えられる47部門を記載している｡

･購入単価(¥/kg)

･単位物量あたりCO2排出量(kg-CO2/kg)

木章は,文献104)を参考している｡
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D.2 購入単価データ

表D.1購入単価

622011

622021

1519021

1611011

1611021

1611031

1619091

1711011

1711021

1711031

1813021

2072011

2111019

2121021

2211011

2211012

2211013

2211015

2511011

2511012

2512011

2521011

2522011

2523011

2531011

2599021

2599099

2621011

2621012

2621013

2621014

2621016

2622011

2622012

2623011

2623021

2631021

2631031

2711011

2711021

2711031

2711099

2722011

2722021

2722031

2811011

2812011

砕石

じゆうたん･沫敷物

製材

合板

木材チップ

建設用木製品

木製家具･装備品

木製建具

金属製家具･装備品

塗工紙･建設用加工紙

塗料

その他の石油製品
舗装材料
プラスチックフィルムシート

プラスチック板･管･棒

プラスチック発砲製品

強化プラスチック製品

板ガラス

安全ガラス･複層ガラス

ガラス繊維･同製品
セメント

生コンクリート

セメント製品
建設用陶磁器

その他の建設用土石製品

その他の窯業･土石製品
普通鋼形鋼

普通錦鋼板

普通網銅器

普通鋼小棒

特殊鋼熱間圧延鋼材

普通鋼鋼管
特殊鋼鋼管

冷間仕上鋼材

めっき鋼材

鋳鉄管
鋳鉄品

鍋

鉛･亜鉛(含再生)

アルミニウム(含再生)

その他の非鉄金属地金

伸銅品

アルミ圧延製品

非鉄金属鋳鍛造品

建設用金属製品

建築用金属製品
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D.3 CO2排出量原単位データ

表D.2 単位物量あたりCO2排出量

行コード 行部門名称 単位物量あたりCO2排出量(kg-CO∃/kg)
生産段階流通段階

国内海外国内海外

消費支出資本形成消費支出資本形成消費支出資本形成消費支出資本形成
622011 砂利.採石 0.0060.0010.0000.0000.0040.0010.0000.000

622021 砕石 0.0060.0010.0010.0000.0030.0000.0000.000

1519021 じゆうたん.床敷物 4.8690.8151.0590.3610.9670.2570.1040.071

1611011 製材 0.1430.0340.0500.0200.0540.0110.0040.003

1611021 合板 2.3220.4180.6960,2400.6250.1300.0520.034

1611031 木材チップ 1.0150.2860.1420.0800.2880.0550.0230.013

1619091 建設用木製品 1.0250.2260.2830.1000.3210.0610.0240.015

1711011 木製家具.装備品 1.9030.3300.5300.1540.5790.1510.0620.042

1711021 木製建具 1.4410.1930.3410.0900.3190.0730.0290.019

1711031 金属製家具.装備品 10.4101.3802.6050.4561.1440.3010.1220.081

1813021 塗工紙.建設用加工紙 2.4580.1820.3690.0670.1920.0400.0160.010

2072011 塗料 1.1670.1010.3340.0500.0740.0210.0090.006

2111019 その他の石油製品 0.0840.0080.0670.0020.0170.0040.0020.001

2121021 舗装材料 0.0740.0140.0220.0030.0170.0040.0010.001

2211011 プラスチックフィルムシート 1.6250.2380.3510.0820.1090.0300.0120.008

2211012 プラスチック板.管.棒 1.5590.2280.3370.0790.0980.0270.0110.007

2211013 プラスチック発砲製品 2.4380.3560.5270.1230.1450.0390.0160.010

2211015 強化プラスチック製晶 3.0340.4440.6560.1540.1790.0470.0190.013

2511011 板ガラス 1.9670.0870.1000.0300.0640.0150.0060.004

2511012 安全ガラス.複層ガラス 1.7630.0780.0900.0270.0610.0140.0060.004

2512011 ガラス繊維.同製品 1.7050.1590.1920.0510.1200.0280.0100.007

2521011 セメント 0.7870.0040.0110.001.0.0100.0020.0010.000

2522011 生コンクリート 0.1880.0040.0050.0010.0050.0010.0010.000

2523011 セメント製品 0.2900.0120.0130.0030.0170.0040.0020.001

2531011 建設用陶磁器 10.5501.0171.5220.3811.0920.2840.1160.075

2599021 その他の建設用土石製品 1.1920.0320.0600.0120.0730.0180.0070.005

2599099 その他の窯業.土石製品 0.0690.0020.0040.0010.0030.0010.0000.000

2621011 普通額形鋼 0.8820.0260.2020.0090.0120.0030.0010.001

2621012 普通鋼鋼板 1.1270.0330.2580.0110.0150.0040.0010.001

2621013 普通鋼銅器 0.9750.0280.2230.0100.0110.0020.0010.001

2621014 普通鋼小棒 0.7320.0210.1670.0070.0100.0020.0010.001

2621016 特殊鋼熱間圧延鋼材 2.0720.0600.4740.0210.0260.0060.0020.002

2622011 普通鋼鋼管 0.9790.0520.3120.0190.0210.0050.0020.001

2622012 特殊鋼鋼管 1.6510.0880.5250.0330.0430.0100.0030.002

2623011 冷間仕上鋼材 1.1010.0610.2600.0200.0240.0060.0020.001

2623021 めつき鋼材 0.8470.0620.1560.0200.0220.0050.0020.001

2631021 鋳鉄管 2.1570.0700.2140.0210.0580.0130.0040.003

2631031 鋳鉄品 2.4830.0570.2530.0180.0400.0090.0030.002

2711011 鍋 1.3670.1221.1310.3280.0440.0110.0040.003

2711021 鉛.亜鉛(含再生) 2.0660.0900.2530.0670.0260.0070.0030.002

2711031 アルミニウム(含再生) 1.1300.0791.3090.0300.0320.0090.0030.002

2711099 その他の非鉄金属地金 5.7711.2896.4501.9941.0360.2640.0980.070

2722011 伸銅品 1.3870.1050.6060.1460.0870.0230.0090.006

2722021 アルミ圧延製品 1.5130.1017.4640.0370.0950.0250.0100.007
2722031 非鉄金属鋳鍛造品 2.2440.1965.6860.1240.1210.0310.0120.008

2811011 建設用金属製晶 1.5190.1060.3540.0350.2020.0370.0160.009

2812011 建築用金属製品 1.7760.2121.8160.0740.2020.0440.0180.011
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